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報告書の刊行にあたって

独立行政法人国立文化財機構は、文化庁の美術館・歴史博物館重点分野推進支援事業として、平成 26

年度から令和元年度までの約 6年間にわたって「文化財防災ネットワーク推進事業」を実施してまいりま

した。その間、この事業に対しまして、文化財関係者のみならず、多くの関連団体の皆様から多大なるご

協力をいただきましたこと、ここにあらためて御礼申し上げます。令和 2年 10 月、常設の組織として「文

化財防災センター」の設置に至りましたことは、この 6年間の文化財防災ネットワーク推進事業の成果の

ひとつといえるものです。

本報告書は、「文化財防災ネットワーク推進事業」で取り組んでまいりました活動内容を本編と資料編

の 2冊にまとめ、刊行するものです。

報告書の内容は、本編を①文化財防災ネットワーク推進事業について、②これまでの活動報告、③普及

啓発・情報発信、の 3部構成とし、参考として、事業一覧表、刊行物一覧、名簿を付けさせていただきま

した。また、資料編には各事業で実施した調査や研究成果の報告書等をまとめています。6年にわたり実

施してまいりました事業は多岐にわたっており、煩雑な面もございます。事業一覧表で年度にわたる事業

の系譜を確認しつつ、活動報告と合わせてご覧いただけるように致しました。

文化財防災センターでは「文化財防災ネットワーク推進事業」で培われた成果を基盤として、「被害を

出さない」、「被害が出てもその度合いを最小限にとどめる」、「重篤な被害が出た場合の救援・支援を効果

的に実現する」という３つのミッションを掲げさせていただいております。

本報告書が、文化財防災センター設置に至るまでの足跡としての「文化財防災ネットワーク推進事業」

の活動内容に対するご理解の一助となりますれば幸いに存じます。

令和 3年 3月

文化財防災センター
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文化財防災ネットワーク推進事業一覧表

区分名
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業
番号 事業名 ページ

番号
事業
番号 内容 ページ

番号
事業
番号 内容 ページ

番号
事業
番号 内容 ページ

番号
事業
番号 内容 ページ

番号
事業
番号 内容 ページ

番号

⑴
体制づくり

大規模災害時
における動産文
化財等の防災・
救出に係る全国
的な体制整備

活動①

第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催
（推進室） P.17

活動ア

第3回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第2回
有識者会議合同会議の開催（推進室） P.53

活動ア

文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会の
開催（推進室） P.117

活動ア

第6回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推
進室） P.203

活動ア

第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推
進室） P.293

活動ア

第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催
（推進室） P.385

第2回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催
（推進室） P.17 第4回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催

（推進室） P.53 第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催
（推進室） P.117 第7回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推

進室） P.203 第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推
進室） P.293 第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催

（推進室） P.385

文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイトの開
設（推進室） P.18 災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイ

ドラインの作成（推進室） P.294 災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイ
ドラインの作成（推進室） P.386

活動② 第1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.18

活動イ

第3回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第2回
有識者会議合同会議の開催（推進室） P.54

活動イ

第4回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.118

活動イ

第6回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.204

活動イ

各地で開催される研究集会における情報収集（推進
室） P.295

活動イ

地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・
九博・東文研・奈文研） P.387

第3回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.54 第5回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

（推進室） P.118 文化遺産防災ネットワーク有識者会議幹事会の開催
（推進室） P.204 地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・

九博・東文研・奈文研） P.295 各地で開催される研究集会における情報収集（推進
室） P.396

活動③ 全国史料ネット研究交流集会の合同開催（推進室） P.19 文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員によるけいはん
なオープンイノベーションセンター視察・意見交換（推進室） P.54 第7回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

（推進室） P.204 地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室） P.396

地域防災計画研究会の開催（推進室） P.54

活動④

文化財防災ネットワーク推進事本部の設置と体制
整備（推進室） P.19

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫
活用事業（京博） P.20

活動ウ

文化遺産防災国際シンポジウムの開催（推進室） P.55

活動ウ

文化遺産防災国際シンポジウムおよび研修会の実
施（推進室） P.120

活動ウ

第4回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室） P.205

活動ウ

第8回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.305

活動ウ

第10回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.398

諸外国のブルーシールド組織の実態等に関する研
究会（推進室） P.55 文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイトの改

修（推進室） P.119 けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活
用事業（京博） P.205 第9回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

（推進室） P.305 第11回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催
（推進室） P.398

活動⑤ 文化財防災等に関する国際シンポジウムの開催
（東博） P.21 英語版ウェブサイトの開設（推進室） P.56 地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進

室・奈文研） P.120 地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・
九博・東文研・奈文研） P.206 地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室） P.306

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫
活用事業（京博） P.121

活動エ

4館総合収蔵品データベースの構築に向けた検討
（東博） P.56 被災文化財の仮収蔵場所における環境調査（奈良

博） P.122

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫
活用事業（京博） P.57 地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良

博・九博・東文研・奈文研） P.122

文化財防災用情報機器整備事業（京博） P.58 文化財防災体制構築のための調査研究（推進室） P.119

西日本地区における文化財防災ネットワーク推進の
ための予備調査（京博・奈良博・九博） P.59

大規模災害時の動産文化財等の防災・救出に係る
全国的な体制整備等（奈文研） P.60

危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究
（東文研） P.61

⑵
調査・研究

大規模災害時
における動産文
化財等の防災・
救出に必要な調

査研究

活動⑥

文化財防災に関する現地調査と事例収集の実施
（九博） P.22

活動オ

各地域の文化財防災体制の確立促進を目指した調
査（東博） P.64

活動エ

4館の収蔵品データベース「国立博物館収蔵品統合検
索システム（ColBase)」の構築に向けた検討（東博） P.129

活動エ

地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進室） P.214

活動エ

地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事
業【うきは市】（九博） P.307

活動エ

無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する
調査研究（東文研） P.399

文化財保護のための動態記録作成に関する調査研
究（東文研） P.22 地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化

事業（東文研） P.64 文化財防災アーカイヴスの整備に係る予備調査
（京博） P.129 文化財防災体制構築のための調査研究（推進室） P.214 無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する

調査研究（東文研） P.308 文化財総合データベースの構築とネットワークの確立
（東文研） P.400

災害情報のデータベース化（東文研） P.23 文化財保護のための動態記録作成に関する調査研
究（東文研） P.65 九州・山口地域の過去の災害研究および全国の文

化財の防災に関する事例の収集（九博） P.130 災害発生時における緊急支援体制に関する調査研究
（推進室） P.215 文化財総合データベースの構築とネットワークの確立

（東文研） P.309 災害痕跡データベース（奈文研） P.400

国内外の事例現地調査およびデータベース化（奈
文研） P.24 土地の被災履歴調査法の開発、記録法の開発、「歴史的災害

痕跡データベース」への情報登録を目的とした調査（奈文研） P.67 アジア諸国の文化財防災に関する国際連携の構築
（九博） P.131 無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する

調査研究（東文研） P.216 災害痕跡データベース（奈文研） P.309 都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作
成事業（奈文研） P.402

被災した遺跡出土動物遺存体を含めた自然史標本
に関する情報収集（奈文研） P.67 地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化

事業（東文研） P.131 地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事
業（東文研） P.217 都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作

成事業（奈文研） P.310 自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研） P.402

活動⑦

保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安
定化処置および修復方法に関する調査研究（東博） P.24 文化財保護のための動態記録作成に関する調査研

究（東文研） P.133 考古資料および文献史料からみた過去の地震・火山災害に
関する情報の収集とデータベースの構築・公開（奈文研） P.218 自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研） P.311

保存科学等に基づく被災文化財の応急処置および修理等に関する
研究並びに文化財防災・救出に関する指導、助言、研修（東文研） P.25

活動カ

先進的安定化処理技術の開発（東博） P.68 考古資料および文献史料からみた過去の地震・火山災害
に関する情報の収集とデータベースの構築・公開（奈文研） P.134 文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県湯

浅町・広川町】（奈文研） P.219

保存科学等に基づく被災文化財の保管環境、安定
化処置および修復方法に関する調査研究（奈文研） P.27 CTスキャナーを使用した被災資料の現状記録（東

博） P.68 文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県
湯浅町・広川町】（奈文研） P.135

防災に関する先進事例の調査（東博） P.69

活動オ

油彩画・漆器の安定化処理方法に関する研究（東博） P.220
活動オ

文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然
史資料】（奈文研） P.312

活動オ

文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然
史資料】（奈文研） P.403

被災現場における保管環境の確立に関する研究
（東博） P.69 活動オ 先進的安定化処理技術の開発（東博） P.136 X線CTを用いた文化財の劣化診断と処置済み資料の

経過観察（奈良博） P.220 文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史
資料】（奈良博） P.313 文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史

資料】（奈良博） P.404

被災文化財の応急処置および修理等に関する研究
並びに指導、助言、研修（東文研） P.69 IoTを活用した文化財の管理手法に関する研究（奈良

博） P.220 文化財が被災した災害に関する事例集の作成【九州地区に
おける近年の災害を対象として】（九博） P.405

被災文化財等の救出、応急措置等に関する調査研
究（奈文研） P.70

活動カ

地域歴史遺産保全活動のモデル構築（九博） P.137 被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研
究【熊本】（九博） P.221

活動カ

文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室） P.313

水濡れした文化財の処置方法の評価に関する研究
（九博） P.137 被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研

究【全国】（東文研） P.221 歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体
制の構築に関する研究（推進室） P.314

活動カ

文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室） P.406

活動キ 地域歴史遺産保全活動モデル構築事業（九博） P.71 水濡れした文化財の処置方法の評価に関する研究
【熊本】（九博） P.138 水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する研

究（奈文研） P.222 阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分
析研究（東文研） P.315 歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体

制の構築に関する研究（推進室） P.406

保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、に
関する調査研究（東文研） P.139 出土自然遺物の所在情報の収集に関する調査研究

（奈文研） P.223 阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分
析研究（東文研） P.407

水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する
研究（奈文研） P.139

活動キ

カンバス画・漆器の安定化処置方法に関する研究（東
博） P.316

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活
用に関する調査研究（京博） P.317

活動キ

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活
用に関する調査研究（京博） P.408

活動キ 文化財防災・救出に関する指導、助言、研修および
普及啓発（東文研） P.140 水損資料の処置方法と臭気発生の関係に関する研究

（東文研） P.317 被災資料の一時保管環境の研究（東文研） P.409

水損資料の安定化処置および修復方法に関する研究
（奈文研） P.318 応急処置等の技術開発（奈文研） P.410

活動ク

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関す
る研究（東博） P.319

活動ク

ミュージアムにおける収蔵の安全対策に関する調査
（東博） P.410

社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究
（京博） P.321 ミュージアムにおける展示の安全対策に関する調査

（東博） P.412

社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究
（京博） P.414

⑶
人材育成と
情報の
公開・促進

大規模災害時
における動産文
化財等の防災・
救出に必要な人

材育成

活動⑧ 被災文化財の応急措置等に関する研修会の実施
（奈文研） P.28

活動ク

国立文化財機構アソシエイトフェロー研修の開催
（推進室） P.73

活動ク

第3回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進
室） P.141

活動カ

ウェブサイトによる情報公開（推進室） P.225

活動ケ

ウェブサイト、パンフレット等による情報公開（推進室） P.323

活動ケ

ウェブサイト、パンフレット等による情報公開（推進室） P.416

第2回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進
室） P.73 研究会「安定化処理に関する課題」の開催（東博） P.141 被災資料の応急処置等に関わる動画の作成・公開（推

進室） P.225 被災資料の応急処置等に関わる動画の作成・公開（推
進室） P.323 被災資料の応急処置等に関わる動画の作成・公開（推

進室） P.416

常総市における行政文書水損に関する指導・研修
等の実施（推進室） P.74 文化財防災に関する普及・啓発活動（東博・京博・奈

良博・九博・奈文研） P.141 文化財防災に関する普及・啓発活動（推進室・京博） P.226 文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジ
ウム（推進室） P.324 文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジ

ウム（推進室） P.417

文化財レスキュー活動のノウハウの継承・発展のた
めの研修の実施（奈文研） P.74 文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催

（京博） P.325 文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催
（京博） P.417

活動キ

文化遺産危機管理国際研修・シンポジウム等（京博） P.227

活動ケ
災害記憶の公開と研修の開催（東博） P.75 活動ケ 文化財防災に関する研修・講演会の企画、情報収集

と広報（奈文研） P.143 地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事
業（九博） P.228

活動コ

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関す
る普及・啓発（東博） P.325

活動コ

人材育成・啓発活動等をおこなうための有効な教材の
作成（推進室） P.418

公開シンポジウムの開催（九博） P.76 文化財防災に関する研修（東文研・奈文研） P.228 文化財レスキュー市民サポーター養成講座【熊本】（九
博） P.326 博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関す

る協議会の開催（東博） P.419

文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】
（東博） P.327 文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】

（東文研） P.420

文化財防災に関する研修【地方公共団体担当者等】
（奈文研） P.328 文化財防災に関する研修【地方公共団体文化財担当

者等】 P.420

国際シンポジウム・研修等（推進室） P.328

活動サ 文化財防災に関する国際的な活動に関する貢献と情
報収集（推進室） P.421





1　文化財防災ネットワーク推進事業について
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1　文化財防災ネットワーク推進事業について

１．設置の経緯
平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、地震及び津波によって大量の文化財が被災し、また原子力発電所の
爆発事故によって住民の強制避難が実施され、その地域内に文化財が取り残されるという状況が生まれた。これらの
文化財を救出するために、文化庁の要請により「東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会」が国立文化財機構
をはじめとする 14 の文化財・美術関係等の団体によって組織され、文化財レスキュー事業が実施された。2年間に
及ぶレスキュー事業では、文化庁に支援要請を出した宮城・岩手・茨城・福島の 4県で、美術工芸品、民俗資料、考
古資料、古文書等の歴史資料、自然史標本、公文書、図書など、地域の歴史と文化を物語る幅広い分野の資料を救出・
保全した。
「東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会（以下、救援委員会）」は、平成 25 年 3 月に 2年間の活動を終え
て解散した。この事業を総括するためのシンポジウムが（「語ろう！文化財レスキュー - 被災文化財等救援委員会公
開討論会 -」）、文化庁と救援委員会参画団体のメンバー、救援委員会に所属しないで各地で救援活動を展開した団体
や専門家が出席し、3日間にわたって開催された。そして、今後発生が予想される大小の自然災害に備え、今回の救
援委員会の枠組みを基盤とした「緩やかなネットワーク」を維持していこうという意見が出され、これがシンポジウ
ムの重要な合意事項となった。
これを承け、文化庁と国立文化財機構が検討をおこない、平成 25 年には国立文化財機構に常設の文化財防災セン
ター（仮称）の設置を目指して予算要求をおこなった。しかし予算化には至らず、文化庁が補助事業としての用意を
した結果、平成 26 年 7 月から文化庁の文化芸術振興費補助金（美術館・歴史博物館重点分野推進支援事業）を活用
して「文化財防災ネットワーク推進事業」が開始されたのである。
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２．事業がめざすもの
文化財防災の取組みは、事前の備えによって災害があっても文化財の被害を出さない、ということが理想であり、
これを究極の目的とする。しかし、不幸にして文化財に被害が出た場合には、被害を最小限に止め、専門性を持った
人材が被害状況を的確に把握して必要となる作業内容と体制を設計し、迅速な救出・救援活動を実施しなければなら
ない。文化財防災ネットワーク推進事業は、これを実現するために、文化財防災のための技術的な課題についての調
査研究を進め、有効な方法の啓発を広くおこない、有効なネットワークを構築してこれらを結合し、機能させること
により、国内文化財防災体制の確立を目指すものである。
事業が構築しようとするネットワークは、都道府県を基礎単位とした「地域内・地域間連携」と文化財等に関係す
る様々な組織・団体によって構成される「組織間連携」の二つである。もちろん、わが国にはすでに文化財保護法を
基盤とする国（文化庁）と都道府県・市区町村という保護行政の体系があり、これと密接に連動できるように、二つ
のネットワークを構築していくことが重要である。
以上の考えから、文化財防災ネットワーク推進事業は、「体制づくり」「調査研究」「人材育成と情報の公開・促進」
の 3つを主な項目として掲げ、6年間の活動をおこなった。その具体的な作業内容は以下の通りである。

体制づくり
・地域の文化財に関する人々の理解を高める。
・自然災害の発生に対して、迅速に文化財等についての被害情報の収集と調査を実施する。
・被災した文化財等を最善の方法によって救出・保全・保管するための連携・協力のあり方を考える。
・文化財の所有者、地域の人びと、関係する組織・団体・専門家、地方公共団体、国が相互に連携・協力する大きな体
制の構築を推進する。

調査・研究
・文化財等の防災・救出・保全に関する各種の調査研究をおこない、その成果に関する情報の発信・普及をおこなう。
・被災文化財等の劣化診断、保存環境、安定化処置及び修理に関する研究を実施し、適宜現場の作業に反映させる。
・無形文化遺産の防災と被災後の継承等に関する研究を実施する。

人材育成と情報の公開・促進
・調査研究の成果、関係団体や専門家の方法・技術を活用し、文化財等の防災 ･救援を実践する人材の育成を目指し、
地方公共団体担当者等への研修をおこなう。

・地域の住民が文化財防災の理解を深め、地域の文化財として日常的に保全する意識を高めるため、講演会やシンポジ
ウムを開催する。
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３．推進事業の組織体制
文化財防災ネットワーク推進事業を実施するために、国立文化財機構は「文化財防災ネットワーク推進本部」を設置した。「文
化財防災ネットワーク推進本部」は、理事長を本部長、総務担当理事を副本部長、機構内 7施設の長、本部事務局長、推進室長、
その他に本部長が必要と認めた者を本部員とした。その下に「文化財防災ネットワーク推進室」を置き、機構全体の統括・連
絡調整をおこなうとともに、機構内各施設の研究員約 20 名を併任の室員とし、他にアソシエートフェロー約 10 名を採用し、
合計 30 名の体制をもってネットワーク構築のための様々な活動を展開した。
文化財防災ネットワーク推進本部は、日本国内で文化財等に関する活動をおこなう組織・団体が参加する「文化財防災ネッ
トワーク推進会議」を招集、開催した。これは、東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会の構成団体をはじめとする関
係団体に呼びかけをおこない結成された会議であり、会議は文化庁からの出席も得て、各団体における防災体制構築の取り組
みについて情報を交換しつつ、実際の自然災害発生時にネットワーク全体をどのように機能させ、その効果を発揮できるよう
にするか、という課題について検討をおこなうことを目的として年 2回、6年間で全 12 回（推進会議 11 回＋臨時会議 1回）
開催した。
そのほか、文化遺産や防災に関連する様々な分野で活動をしている学識・経験豊富な方々から意見を頂戴し、文化財防災ネッ
トワーク構築のための提言をまとめることを目的として、「文化遺産防災ネットワーク有識者会議」を開催した。6年間で全
11 回（有識者会議 10 回＋臨時会議 1回）開催した。

文　化　庁

文化遺産防災ネットワーク有識者会議

文化財防災ネットワーク推進本部

本部長
副本部長
本部員

文化遺産防災ネットワーク推進会議

国立文化財機構理事長
理事
副理事、各施設長
本部事務局長、推進室長

文化財防災ネットワーク推進室

推進室長

　　東京国立博物館

　　京都国立博物館

　　奈良国立博物館

　　九州国立博物館

　　東京文化財研究所

　　奈良文化財研究所

国立文化財機構

地方公共団体および地域内連携組織

独立行政法人 国立文化財機構
独立行政法人 国立美術館
独立行政法人 国立科学博物館
大学共同利用機関法人 人間文化研究機構
国立国会図書館
独立行政法人 国立公文書館
公共財団法人 日本博物館協会
公共財団法人 日本図書館協会
全国科学博物館協議会
一般社団法人 文化財保存修復学会
一般社団法人 日本考古学協会
日本文化財科学会
全国美術館会議
全国歴史資料保存利用機関連絡協議会
全国大学博物館学義室協議会
特定非営利活動法人 宮城歴史資料保全ネットワーク
歴史資料ネットワーク
特定非営利活動法人 西日本自然史系博物館ネットワーク
全国歴史民族系博物館協議会
大学博物館等協議会
公益財団法人 文化財保護・芸術研究助成財団
特定非営利活動法人 文化財保存支援機構
日本民具学会
九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会
一般社団法人 国宝修理装潢師連盟

協
力
連
携

連
絡
調
整

助言 諮問 連携の促進・強化

（令和 2年 3月現在）
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４．文化財防災センターの設置
この補助事業は単年度予算によるものであり、結果的には 6年間継続し、実施されたものの、毎年「来年度の話ができない」
という状態であり、文化財防災に関する継続的な実施を実現するため、文化庁とも協議をおこない、令和元年度に改めて予算
要求をおこなった結果、予算化が認められ、令和 2年度から運営費交付金による常設的な経費執行が可能となり、令和 2年 10
月 1 日に文化財防災センターの設置に至った。
文化財防災センターは、国立文化財機構本部に直属する組織であり、奈良文化財研究所にセンター本部事務局を置いている。
本部事務局にはセンター長の他、課長級研究員・主任級研究員・研究員・総務担当係長を配置する他、機構内の 4博物館・2
研究所に約 30 名の研究員を併任として配置する。東京・奈良の両文化財研究所をそれぞれ東西の中核拠点と位置づけ、これ
により全国を東日本ブロック（東京国立博物館・東京文化財研究所）・西日本ブロック（京都国立博物館・奈良国立博物館・
九州国立博物館・奈良文化財研究所）に分け、地域連携体制の強化・促進を図るとともに、災害時の情報収集と関係地方公共
団体・専門機関等との連絡を迅速におこなう体制を整えた。
文化財防災ネットワーク推進事業以来の文化財防災に関する考え方や方法を継続・発展させ、これまで補助事業の枠組みに
おいて主に動産文化財を対象としていた活動を、さらに建造物や史跡・記念物にまで広げた広範な取組みとして、文化庁との
一層緊密な連携のもと進めていこうとしている。



2　これまでの活動報告





平成 26 年度





１．平成26年度（2014年 7月 1日～ 2015年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動①文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催およびホームページの開設………………………………………P.17
　　　・第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　・第 2回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　・文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイトの開設（推進室）
　活動②文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催……………………………………………………………………P.18
　　　・第 1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
　活動③全国史料ネット研究交流集会の開催………………………………………………………………………………P.19
　　　・全国史料ネット研究交流集会の合同開催（推進室）
　活動④文化財防災ネットワーク推進本部および地区拠点の整備…………………………………………………………P.19
　　　・文化財防災ネットワーク推進本部の設置と体制整備（推進室）
　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
　活動⑤文化財防災等に関する国際シンポジウムの開催…………………………………………………………………P.21
　　　・文化財防災等に関する国際シンポジウムの開催（東博）

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動⑥国内外の事例現地調査およびデータベース化……………………………………………………………………P.22
　　　・文化財防災に関する現地調査と事例収集の実施（九博）
　　　・文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　・災害情報のデータベース化（東文研）
　　　・国内外の事例現地調査およびデータベース化（奈文研）
　活動⑦保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する研究…………………P.24
　　　・…保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調

査研究（東博）
　　　・…保存科学等に基づく被災文化財の応急処置および修理等に関する研究並びに文化財防

災・救出に関する指導、助言、研修（東文研）
　　　・�保存科学等に基づく被災文化財の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査

研究（奈文研）

⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
　活動⑧被災文化財の応急措置等に関する研修会の実施…………………………………………………………………P.28
　　　・被災文化財の応急措置等に関する研修会の実施（奈文研）

章末資料一覧……………………………………………………………………………………………………………………P.29
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動①：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催およびホームページの開設

文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
＜概要＞
旧「東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会」の構成団体を中心とする「文化遺産防災ネットワーク推進会
議」を設立し、文化遺産防災ネットワーク推進会議を 2回開催する。

＜実施の内容と成果＞
第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議では 15 団体の参加を得た。第 2回文化遺産防災ネットワーク推進会議
では、さらに 4団体（公益財団法人日本図書館協会、西日本自然史系博物館ネットワーク、全国歴史民俗系博物館協
議会、大学博物館等協議会）が加わり 19 団体となった。
救援委員会の解散以来改めて文化財関係団体を集め、今後の取り組みについて共通理解を図り、継続的に情報交換
と共通認識を深めることができる体制を作った。また、「文化財防災ネットワーク」ウェブサイトを開設し、推進会
議参画団体へのリンクや活動内容の紹介等、情報発信をおこなう体制を作った。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（平成 27 年 3 月 10 日時点：19 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益財団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会

〇第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催　平成 26 年 10 月 21 日
　東京国立博物館で第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。会議では、文化財防災ネットワーク推進事
業についての紹介、東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業・福島県内被災文化財等救援事業の報告、フランスの
文化財保護施設における防災対策の報告および各機関の文化財防災に関する活動報告をおこなった。※写真 1※資料 1,…2

○第 2回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催　平成 27 年 3 月 10 日
　東京国立博物館で第 2回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。会議では、文化財防災ネットワーク推進事
業の平成 26 年度活動報告および平成 27 年度事業予定報告、イタリア文化財保存関連機関の調査報告、各機関の文化財
防災に関する活動報告をおこなった。※写真 2※資料 3

写真 1：第 1回文化遺産防災ネットワーク
推進会議（平成 26 年 10 月 21 日）

写真 2：第 2回文化遺産防災ネットワーク
推進会議（平成 27 年 3 月 10 日）

＜今後の課題＞
文化遺産防災ネットワーク推進会議については、さらに加入する団体を増やすための呼びかけをおこなう。
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文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイトの開設（推進室）
＜概要＞
「文化財防災ネットワーク」ウェブサイトを立ち上げ、公開する（日本語版）。

＜実施の内容と成果＞
平成 27 年 3 月に「文化財防災ネットワーク」ウェブサイト（http://ch-drm.nich.go.jp/）を立ち上げ公開し、関係
団体へのリンクや事業内容および活動内容の紹介等をおこない、継続的に情報発信ができる体制を整備した（※詳細
は3−1.「文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイト「文化財防災ネットワーク」による情報公開」を参照→P.471）。

＜今後の課題＞
「文化財防災ネットワーク」ウェブサイトの内容充実や英語版の作成等により、外国機関も含めた関係団体間での
情報共有を図り、ネットワーク機能の拡大と強化に役立てる。

活動②：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞
文化財等の救援・防災等に取り組んでいる有識者に対し、今後のネットワーク構築に向けた知見を得るため協力を
依頼し、新たに文化遺産防災ネットワーク有識者会議を設立する。

＜実施内容と成果＞
各分野に亘る19名の有識者を委員として、第1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催し、有識者よりネット
ワーク構築のための貴重な意見を得ることができた。また、有識者会議を定期的に開催する体制を整備することができた。

平成 26 年度…文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（19 名）
青木　　睦 国文学研究資料館准教授
阿部　浩一 福島大学行政政策学類教授、ふくしま歴史資料保存ネットワーク代表
内田　俊秀 京都造形芸術大学名誉教授
大窪　健之 立命館大学理工学部教授・歴史都市防災研究所所長
小林　直子 国立国会図書館収集書誌部主任司書

大橋　竜太 東京家政学院大学教授、一般社団法人日本建築学会建築歴史・意匠委員会文化遺産災害対策小委員会主
査

奥村　　弘 神戸大学大学院人文学研究科教授、歴史資料ネットワーク代表委員
加藤　幸治 東北学院大学文学部准教授

後藤　　治 工学院大学教授、公益社団法人日本建築士会連合会・全国ヘリテージマネージャーネットワーク協議会
運営委員長

佐久間大輔 大阪市立自然史博物館主任学芸員
眞野　節雄 日本図書館協会資料保存委員会委員長
浜田　拓志 和歌山県立近代美術館副館長、全国美術館会議東日本大震災救援・支援対策本部委員
半田　昌之 公益財団法人日本博物館協会専務理事
日髙　真吾 国立民族学博物館文化資源研究センター准教授
平川　　新 宮城学院女子大学学長、東北大学名誉教授、NPO宮城歴史資料保全ネットワーク理事長
福島　幸宏 京都府立図書館総務課企画調整係
真鍋　　真 国立科学博物館地学研究部生命進化史研究グループ長
村上　裕道 兵庫県教育委員会事務局参事兼文化財課長
村上　博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長

〇第 1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催（推進室）平成 27 年 3 月 10 日
　東京国立博物館で第 1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催。※写真 3※資料 4
　事務局より文化財防災ネットワーク推進事業の説明をおこない、有事における迅速な文化財等の救出活動をおこなう
ための体制や方策、文化財防災のあり方等について意見をいただいた。
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写真 3：第 1回文化遺産防災ネットワーク
有識者会議（平成 27 年 3 月 10 日）

＜今後の課題＞
平成 26 年度は 1回の開催に終わったが、平成 27 年度以降は複数回の開催をめざす。

活動③：全国史料ネット研究交流集会の開催

全国史料ネット研究交流集会の合同開催（推進室）
＜概要＞
全国史料ネット研究交流集会を神戸の歴史資料ネットワークと共に開催する。

＜実施の内容と成果＞
平成 27 年 2 月 14 日から 15 日にかけて、歴史資料ネットワーク設立 20 周年記念「全国史料ネット研究交流集会」
を神戸歴史資料ネットワークと共に、全国の資料ネットワーク関係者のべ 250 人を集めて開催し、全国各地から 16
の資料ネットワークおよびその他の史料ネットと情報共有をおこなった。さらに、「『地域歴史遺産』の保全・継承に
向けての神戸宣言」を採択し、今後の連携への基礎を築いた。集会では、1日目に基調講演を 3つ実施し、各地から
の報告をおこなった。2日目は各地からの報告の後、意見交換をおこなった。※写真 4,…5 ※資料 5,6 ※刊行物

写真 4：全国史料ネット研究交流集会会場
（平成 27 年 2 月 14 日）

写真 5：全国史料ネット研究交流集会講演
（平成 27 年 2 月 14 日）

＜今後の課題＞
文化遺産防災ネットワーク推進会議において情報提供をおこなう中で、各地で個別に活動している史料ネットワー
ク同士の連携の強化や情報共有を促進する。

活動④：文化財防災ネットワーク推進本部および地区拠点の整備

文化財防災ネットワーク推進本部の設置と体制整備（推進室）
＜概要＞
大規模災害が発生した際に被災地や関係機関間の連絡調整等のため、国立文化財機構に理事長を本部長、総務担当
理事を副本部長、各施設の長を本部員とする「文化財防災ネットワーク推進本部」を設置する。さらに、機構全体の
統括・連絡調整・庶務および海外交流実施のため、本部事務局長を室長とする「文化財防災ネットワーク推進室」を
推進本部内に設置する。また、救出の地区拠点として、東日本地区においては東京国立博物館・東京文化財研究所を、
関西地区においては京都国立博物館・奈良国立博物館・奈良文化財研究所・アジア太平洋無形文化遺産研究センター
を、九州・沖縄地区においては九州国立博物館を位置づけ、国立博物館は学芸部長、東京文化財研究所は保存科学研
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究センター長、奈良文化財研究所は埋蔵文化財センター長を推進室の併任とし、専門知識を持ったアソシエイトフェ
ロー等を各施設に配置する。また、関西文化学術研究都市に位置する、けいはんなオープンイノベーションセンター
内にある収蔵庫を整備することにより、防災・レスキュー拠点等としての活用に着手する。

＜実施の内容と成果＞
「文化財防災ネットワーク推進本部」を設置することで、大規模災害が発生した際に被災地や関係機関間の連絡調
整等をおこなうための体制を整備し、文化遺産防災ネットワーク推進会議や文化遺産防災ネットワーク有識者会議の
実施、国際専門家会合等の、各種活動を実施することができた。※写真 6

写真 6：文化財防災ネットワーク推進本部
看板設置（平成 26 年 8 月 27 日）

＜今後の課題＞
ネットワークの将来的な常置をめざし、人員の質的・量的の充実や、各拠点の機能強化などを図る。

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
＜概要＞
京都府と奈良県の県境に位置する旧厚生労働省所管の「私のしごと館」が国から京都府に無償譲渡され、「けいは
んなオープンイノベーションセンター（以下、KICK）」として再整備が開始されたことを受け、「文化財防災ネットワー
クの推進を目的とした防災・救出に関する研究及び防災拠点の構築」という名称で事業申請をおこない、施設の使用
と合わせて京都府より認定された。平成 26 年度は事業拠点の基盤整備に充てることとし、非常災害発生時の文化財
防災および救出ならびにその研究活動に不可欠な収蔵庫機能の整備に重点を置く。

＜実施の内容と成果＞
KICK内に当初からある収蔵庫（2か所、各約 100㎡）のうち天井高 5.0 ｍの 1階収蔵庫には、巻子・軸物・資料等
を大量に集積するための高層収納棚を設置した。天井高 3.0 ｍの 2階収蔵庫には、台車によって前方への引き出しが
可能な屏風収蔵棚、工芸作品等の小品用の収蔵棚を設置するとともに、仏像等の彫刻作品や不定形の文化財に対応す
るための平置用すのこを敷設した。また、KICKは長期間使用されていなかった施設のため、専門業者による除塵清
拭清掃をおこなった上で、貴重な文化財を収蔵するための環境基準に適合するか確認するための調査を実施した。結
果、文化財の保管場所を確保と棚の整備によって、関西地区に非常災害が発生した際にはKICK収蔵庫内へ文化財
を退避させることが物理的に可能となった。

●活動一覧
平成 26 年 12 月 5 日 KICK収蔵庫内調査※写真 7
平成 27 年 3 月 25 日 KICK1 階収蔵庫に高層収蔵棚を設置、2階収蔵庫に収蔵庫屏風収蔵棚等を設置

※写真 8,9
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写真 7：…KICK 収蔵庫調査（平成 26 年 12
月 5 日）

写真 8：KICK の 1 階収蔵庫に設置の高層
収蔵棚（平成 27 年 3 月 25 日）…

写真 9：KICK の 2 階収蔵庫に設置の屏風
収蔵棚（平成 27 年 3 月 25 日）

＜今後の課題＞
今後万全を期すため、一定期間を設けて新設収蔵棚の枯らしと長期的な温湿度変化の把握を合わせた環境調査を継
続する。また、実際に文化財を収蔵しての試験運用開始後は、活動の周知を図るためにこれらを活用したセミナー等
の開催を検討する。一方で、防災拠点を活用するにあたって、有事の際の具体的な文化財の救出方法、地域との連携、
被災状況に応じた保管・修復処置等は多角的に検討する必要がある。

活動⑤：文化財防災等に関する国際シンポジウムの開催

文化財防災等に関する国際シンポジウムの開催（東博）
＜概要＞
国際的な体制構築に向けて、平成 27 年 3 月 14 日から 18 日に開催された「第 3回国連防災世界会議」の一部とし
てテーマ別会合を開催する。テーマ別会合開催のために、ユネスコ等の関係団体から国内外の専門家 54 名を招へい
し、関連の会議・シンポジウム・被災地視察を実施、情報交換と共有をおこない、今後の国際的な協調連携に関する
足掛かりを得る。

＜実施の内容と成果＞
国際専門家会合は 54 名の国内外の専門家を招聘し、下記の日程で開催した。第 3回国連防災世界会議で最終日 3
月 18 日に全体結論文書「仙台防災枠組 2015-2030」が採択された。この結論文書は、今後 15 年間の国際的な文化遺
産防災政策を防災全体の政策の中で一定の重要分野として評価し、随所に文化の役割について触れており、平成 17
年の第 2回国連防災世界会議の結論文書「兵庫行動枠組」よりも、国連国際防災戦略事務局UNISDR の指導の下、
国際的な防災の取り組みの中での文化や文化遺産防災の位置づけを高めることができた。また、今後の国際的な協調
連携に関する足掛かりを得た。※刊行物

●活動一覧
平成 27 年 3 月 11 日~13 日 東京戦略会合（7つのセッションで構成）※写真 10
平成 27 年 3 月 13 日 東京シンポジウム「文化遺産と災害に強い文化遺産」※写真 11
平成 27 年 3 月 14 日 宮城県気仙沼市の視察
平成 27 年 3 月 15 日 第 3回国連防災世界会議テーマ別会合「災害に強い文化遺産」※写真 12
平成 27 年 3 月 16 日 仙台市内における現地視察
平成 27 年 3 月 17 日 オプショナルツアーへの参加

写真 10：…東京戦略会合会場
（平成 27 年 3 月 11 日）

写真 11：東京シンポジウム会場
（平成 27 年 3 月 13 日）

写真 12：第 3 回国連防災世界会議テーマ
別会合会場（平成 27 年 3 月 15 日）

＜今後の課題＞
今後は、今回の会合に参加した国内外の専門家とさらに交流を進め、ネットワークの拡大と情報交換の継続をめざす。



22

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動⑥：国内外の事例現地調査およびデータベース化

文化財防災に関する現地調査と事例収集の実施（九博）
＜概要＞
先行する国内外の文化財防災の取り組みや被災文化財の救出活動について、現地調査、事例の収集等をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
被災地域における文化財防災に関する取り組みの調査では、和歌山県で平成 23 年に大規模水害によって被災した
被災文化財のレスキュー活動や平常時の文化財保全に関する取り組みに関する現地学習会「歴史から学ぶ防災」に参
加し、被災地域での実地調査と意見交換をおこなった。また、文化財防災に関する研究成果の収集では、国内外の文
化財防災に関する会議・シンポジウム・事例報告会に出席し、最新の学術成果を入手した。

●活動一覧
平成 27 年 1 月 21 日 「第 2回宮崎県博物館等協議会研修会」への出席
平成 27 年 2 月 21 日~22 日 国際シンポジウム「アジアにおける新しい博物館・博物館学の展望」への出席
平成 27 年 2 月 25 日~26 日 和歌山県立博物館が主催する現地学習会「歴史から学ぶ防災」への出席
平成 27 年 3 月 11 日~13 日 文化遺産と災害に強い地域社会「東京戦略会議」への出席
平成 27 年 3 月 13 日 文化遺産と災害に強い地域社会「東京シンポジウム」への出席
平成 27 年 3 月 15 日 第 3回国連防災世界会議への出席
平成 27 年 3 月 16 日 文化遺産と災害に強い地域社会「仙台シンポジウム」への出席

＜今後の課題＞
収集した事例をもとに地域の博物館に試行可能な文化財防災に関する普及啓発活動のモデルを構築することを通じ
て、社会的関心を高める。

文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞
文化財保護のための動態記録作成および、記録作成に関わる調査研究を実施する。東日本大震災被災地域での文化
財の動態記録作成、その他地域における無形文化遺産の動態記録作成について調査するとともに、可能なものについ
ては並行して記録作成をおこない、関連する研究会等、および各調査地域にて調査研究のための情報収集をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
福島県の双葉高校（原発事故による帰宅困難地域）で実施された文化財レスキュー活動（考古資料類、自然史系資
料類、絵画資料類ほかの搬出作業）に参加し、その実際について、動態記録を作成した。編集した動画は、東京文化
財研究所で開催された研究会「これからの文化財防災―災害への備え」（平成 26 年 12 月 4 日、東文研の文化庁受託
事業）での発表「記録に関する課題」において、双葉高校での動態記録映像の抜粋を資料として公開した。また、文
化財の記録作成、およびアーカイブに関するシンポジウム等で情報収集をおこなうとともに、各地域へ調査に入り無
形文化遺産の動態記録映像の撮影をおこなった。

●活動一覧
平成 26 年 10 月 30 日 福島県立双葉高校文化財レスキュー活動の動態記録作成（福島県双葉郡）
平成 26 年 11 月 14 日 平成 26 年度「日本のわざと美展」講演会参加および映像記録情報収集（堺市博

物館）
平成 27 年 1 月 1 日~3 日 東日本大震災被災地無形文化遺産調査（宮城県女川町「獅子振り」）※写真 13
平成 27 年 1 月 11 日 東日本大震災アーカイブシンポジウム（東北大学）
平成 27 年 2 月 4 日~6 日 無形文化遺産の記録作成に関する調査（沖縄県八重山郡竹富町「竹富島の種取り」）
平成 27 年 3 月 15 日~16 日 無形文化遺産の伝承に関する映像記録作成（埼玉県熊谷市くまぴあ…長板回転台

移設記録：染織技術）
平成 27 年 3 月 17 日~19 日 無形文化遺産の動態記録作成（埼玉県秩父市：染織技術記録作成）
平成 27 年 3 月 26 日 無形文化遺産の動態記録作成と調査（埼玉県川口市：長板中型・田中昭夫工房）
平成 27 年 3 月 29 日~30 日 無形文化遺産の動態記録作成（埼玉県秩父市：染織技術記録作成）
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写真 13：宮城県女川町竹浦地区の仮設集
会所でおこなわれている獅子振り（平成
27 年 1 月 3 日）

＜今後の課題＞
文化財レスキュー活動の動態記録作成をおこなうことにより、今後のレスキュー活動のあり方とともに、動態記録
作成の問題点が検討された。動態記録のあり方、これまでに蓄積されてきたような文化財の保護を目的とするもの、
災害時における文化財を取り巻く状況とその変化を記録するためのもの、防災的な見地から作成されるべきものな
ど、多様な意義や目的によって、撮影手法の違いを検討（マニュアル化）する必要がある。
来年度も、文化財の保護・防災に向けた動態記録の作成とその活用について、引き続き調査研究を進めるとともに、
現地での動態記録映像の撮影を実施する。

災害情報のデータベース化（東文研）
＜概要＞
東日本大震災被災文化財の記録画像は作品の経年変化と伝承の状況を伝える貴重な記録であり、被災してしまった
文化財を修理する場合にこうした画像は不可欠な資料となる。また、東京文化財研究所には設立以来蓄積されてきた
文化財の調査研究情報があり、現在は物故した作家へのインタビュー調書、すでに失われたり大きく姿を変えたりし
た文化財の写真など撮り直しの利かない情報も含まれている。
加えて、近年では 1億画素ともいわれる高精細で撮影した文化財の画像を蓄積しており、容量は 2PB（P：ペタ＝
ギガの 100 万倍）に達している。調書や古写真などアナログデータはデジタル化を進めており、文化財に関する情報
は日々、増加している。各データは個別に保管されており、特に高精細画像のデータはその容量が大きいためバック
アップを取ることも困難で、災害発生時にはそれらが一度に失われる恐れがある。さらには、文化財レスキュー事業
関連の画像データもNASサーバ 1台に保管されており、ハードディスクは複数台内蔵されているものの、サーバ自
体が破壊されればこのデータも失われる。
東北地方太平洋沖地震発生時に被災した文化財収蔵施設等で問題となったのは文化財そのものの喪失や破損だけで
はなく、収蔵資料データベースや画像その他のデジタル情報が失われたこともある。そうしたことを防ぐひとつの方
法として、所蔵情報のリスト化と公開が指摘されている。それを踏まえて、本プロジェクトでは、当所所蔵の画像の
所在を広く公開するため、所蔵する画像のリスト化と整理とおこなうとともに、公開用データを作成し、文化財情報
および文化財そのものの保存におけるレリジエンス強化に寄与する。

＜実施の内容と成果＞
今年度は、東京文化財研究所がこれまでの調査研究の成果として所蔵している画像情報のうち、3件の文化財の修
理前の画像 3,300 枚を、資料として活用する際の利便性を向上のための整理をおこない、また購入したＰＣを活用し
て、公開を前提とする画像の生成をおこなった。これによって、所蔵画像のリスト化の一部がなされ、また、画像リ
スト公開のための準備を進めることができた。

＜今後の課題＞
修復後の増大する情報を保存するストレージが不足しており、長期的な展望を見据えた情報管理をする必要がある。
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国内外の事例現地調査およびデータベース化（奈文研）
＜概要＞
歴史自然災害について、全国規模の地理情報型データベース構築と公開を目的とする。そのために、発掘調査報告
書や学術論文を中心として、過去の地震および火山噴火とそれにともなう災害痕跡の資料を収集・分析・整理し、そ
の情報を共有するためのデータベースシステムの構築に取り組む。
また、考古学・地質学の発掘調査現場において発見される歴史災害痕跡に関して、現地での精査とデータ収集・土
壌サンプル採取を実施し、より綿密な資料収集体制を整えると共に、それらの情報を共有するためのネットワークの
形成をめざす。

＜実施の内容と成果＞
新潟県を中心に歴史災害痕跡のデータ収集・入力作業を進めた。具体的には、糸魚川 - 静岡構造線の北端点であり、
日本列島の構造上最も歪みの集中する新潟県を中心に、約 8千件の発掘調査事例について既刊の発掘調査報告書のめ
くり作業と事例検討をおこない、約 350 件の地震・火山噴火に関連する災害痕跡事例を抽出した。また、データベー
ス構造の設計や必要なハードウェア・アプリケーションソフトの導入を実施した。加えて、各地方公共団体等のおこ
なう発掘現場での調査・データ収集・サンプル採取とともに、分析・整理に必要な機器類（粒度分布測定装置…
SALD-3100）を導入した。
奈良県では奈良文化財研究所が平城京跡で実施した平城第 530 次調査、明日香村教育委員会が実施した都塚古墳の
調査、鳥取県埋蔵文化財センターのおこなった横木遺跡等の調査、公益財団法人鳥取県教育文化財団のおこなった下
坂本清合遺跡等の調査、公益財団法人京都府埋蔵文化財調査研究センターの実施した木津川河床遺跡調査において、
現地にて埋蔵文化財担当者と連携して発見された地割れ・液状化・斜面崩壊等の出土状況の精査と検証を実施し、土
壌サンプルを採取した。また、それらの検出サンプルについては、災害痕跡として認定するための客観的な地質学的
根拠を自然科学的な手法に基づいて提示する必要性から、粒度分布測定装置を導入した。これにより、災害土壌を構
成する粒子径組成を明らかにし、その形成過程を明確に示す指標を提示できることとなった。

＜今後の課題＞
データベースの充実を図るために、発掘調査報告書からの災害痕跡資料収集範囲を新潟県以外の地域に拡大し、さ
らなるデータ収集・分析・整理とデータ入力を進めることが第一に挙げられる。また、データベース公開に向けて、
データベース画面や検索方法・検索結果表示方法等の検討とデータベースのプロトタイプ開発が必要となる。一方で、
発掘調査現場で発見される災害痕跡についてこれまでの調査・精査成果を踏まえると、さらに多様な災害痕跡現象の
検出が予想され、その現象を災害事実として検証し記録・保存する方策について検討を継続する必要がある。そのた
めには、導入済みの粒度分布測定装置に加えて他の理化学分析機器を導入して、分析機能の拡充強化をめざす。

活動⑦：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する研究活動⑦：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する研究

保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査研究（東博）
＜概要＞
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本太平洋沖地震によって被災した文化財の保全に関する約 4年間の活動につい
て、専門知識の共有のための事業および一般社会への広報、啓発事業に取り組む。

＜実施の内容と成果＞
専門知識の共有化については、津波により被災した文化財の保存修復技術の構築と専門機関の連携に関するプロ
ジェクト（「平成 26 年度文化庁文化芸術振興費補助金（地域と共働した美術館・歴史博物館創造活動支援事業）」の
助成を受けて実施するプロジェクト事業）が制作した『津波被災文化財の安定化処理』を購入し、今後の文化財防災
ネットワーク推進事業を実施するうえでの基本テキストとして、国際博物館会議保存委員会（ICOM-CC）の会員（約
2,200 名）に配布する準備をおこなった。配布に関しては、国際博物館会議保存委員会（ICOM-CC）ウェブサイトに
おいて、会員（約 2,200 名）に周知を図り、会員各自の送付先の情報提供を促している。
また、一般社会への広報・啓発事業として、上記プロジェクト事業実行委員会と共同で東京国立博物館本館特 4展
示室を会場として、東日本大震災被災文化財のレスキューおよび再生活動をパネルで紹介すると共に、日英併記のリー
フレット「3.11 大津波と文化財の再生」を配布した。
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●活動一覧
平成 27 年 1 月 14 日~3 月 15 日 東京国立博物館開催の『3.11 大津波と文化財の再生』において、大震災被災文化

財のレスキューおよび再生活動をパネルで紹介すると共に、日英併記のリーフ
レット「3.11 大津波と文化財の再生」を配布

＜今後の課題＞
このような普及啓発活動を全国に展開することと、首都圏で継続的かつ効果的に実施すること。いずれも次年度以
降の課題としたい。

保存科学等に基づく被災文化財の応急処置および修理等に関する研究並びに文化財防災・救出に関す
る指導、助言、研修（東文研）
＜概要＞
10 月から 3月までの 6ヶ月間で、1）情報収集、2）指導・助言、3）研修、4）推進事業会議等、5）被災文化財の
応急処置および修理等の内容で活動を実施する。

＜実施の内容と成果＞
1）情報収集
地方公共団体における連携体制構築の状況調査、各種団体における研究会・シンポジウムでの報告・討論からの情
報収集、被災文化財の保管状態と体制に関する調査、被災文化財関係資料の調査を合計 17 カ所で実施した。

●活動一覧
平成 26 年 11 月 19 日~20 日 東北歴史博物館で開催された平成 26 年度宮城県被災文化財等保全連絡会議研修

会に参加
平成 26 年 11 月 23 日~24 日 静岡県庁、南伊豆町で開催された静岡県文化財防災意見交換会（東北大学災害科

学国際研究所特定研究プロジェクト）に参加
平成 26 年 12 月 4 日 東京文化財研究所で開催された研究会「これからの文化財防災―災害への備え」

（文化庁受託研究）において、「放射能対策」・「記録に関する課題」・「国立文化財
機構」の 3タイトルを発表

平成 26 年 12 月 15 日 木更津市郷土博物館で開催された千葉歴史・自然資料救済ネットワーク勉強会「資
料の被災に備えて」に参加

平成 26 年 12 月 17 日~18 日 岩手県立博物館、岩手県立美術館、宮古市市民文化会館で被災文化財の現状調査
を実施

平成 26 年 12 月 19 日 埼玉県立文書館で開催された全国歴史資料保存利用機関連絡協議会関東部会定例
研究会「地方公文書館実務の諸課題」に参加

平成 27 年 1 月 11 日 東北大学で開催された平成 26 年度東日本大震災アーカイブシンポジウム「4年
目の震災アーカイブの現状と今後の未来（世界）へ繋ぐために」に参加

平成 27 年 1 月 16 日 兵庫県立歴史博物館で開催された兵庫県立歴史博物館企画展「災害と歴史遺産」
関連講座「東日本大震災における被災文化財等レスキュー活動」に参加

平成 27 年 1 月 17 日 兵庫県立考古博物館で開催された兵庫県立考古博物館講演会「災害と考古学」に
参加

平成 27 年 1 月 29 日~30 日 兵庫県立歴史博物館で開催された日本博物館協会研究協議会「大規模災害と博物
館」に出席

平成 27 年 2 月 9 日 大阪市立自然史博物館で開催された西日本自然史系博物館ネットワーク総会シン
ポジウム「自然史標本の保全を考える…日常から緊急時、復興まで」に参加

平成 27 年 2 月 12 日 仙台市青葉城跡、宮城県立美術館で被災文化財の現状調査を実施
平成 27 年 2 月 27 日~3 月 1 日 那智勝浦町体育文化会館、御坊市中央公民館で開催された和歌山県立博物館主催

現地学習会「歴史から学ぶ防災」に参加
平成 27 年 3 月 5 日 神戸市立博物館で神戸市立博物館保管阪神・淡路大震災被災文化財等救援委員会

関係資料調査を実施
平成 27 年 3 月 14 日 山形県生涯学習センターで開催された山形文化遺産防災ネットワーク 2014 年度

報告会・研修会に参加
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平成 27 年 3 月 20 日~21 日 神戸市立博物館で神戸市立博物館保管阪神・淡路大震災被災文化財等救援委員会
関係資料調査を実施

平成 27 年 3 月 24 日~25 日 神戸大学で開催された第 3回地域歴史資料学研究会「2014 年 8 月豪雨災害対応
研究会」に参加

２）指導・助言
宮城県被災文化財保全連絡会議、福島県被災文化財等救援本部等の活動に協力し、助言をおこなった。宮城県の会
議 1回、福島県の会議 3回に出席したほか、福島県でのレスキュー活動 1回に参加した。

●活動一覧
平成 26 年 10 月 30 日 福島県立双葉高校学校で福島県文化財レスキュー活動に協力
平成 26 年 12 月 2 日,
平成 27 年 1 月 27 日,3 月 3 日

福島県自治会館で開催された福島県被災文化財等救援本部幹事会に出席

平成 27 年 2 月 19 日 東北歴史博物館で開催された第 11 回宮城県被災文化財等保全連絡会議全体会に
出席

３）研修会の実施
奈良文化財研究所と共催で地方公共団体担当者・博物館資料館等担当者を対象として「文化財防災ネットワーク研
修」を実施した（受講者 9名、アソシエイトフェロー参加者 7名、その他 3名、講師 8名）。

４）推進事業会議等
推進事業が主体となって開催した会議・シンポジウム・研修会等に参加した。

●活動一覧
平成 26 年 12 月 5 日 けいはんなオープンイノベーションセンターの視察および京都国立博物館で開催

された文化財防災ネットワーク推進事業連絡会に参加
平成 26 年 12 月 8 日~10 日 神戸大学で開催された文化財防災ネットワーク…アソシエイトフェロー研修に参

加
平成 27 年 2 月 14 日~15 日 野村證券神戸支店アネックスホールで開催された歴史資料ネットワーク設立 20

周年記念全国史料ネット研究交流集会に参加
平成 27 年 2 月 17 日 東京国立博物館で開催された文化財防災ネットワーク推進事業連絡会に参加
平成 27 年 3 月 10 日 東京国立博物館で開催された文化遺産防災ネットワーク推進会議、文化遺産防災

ネットワーク有識者会議に参加
平成 27 年 3 月 11 日~13 日 品川プリンスホテルで開催された第 3回国連防災世界会議の枠組みにおける国際

専門家会合「文化遺産と災害に強い地域社会」東京戦略会議、および東京シンポ
ジウムに参加

平成 27 年 3 月 15 日~16 日 仙台国際センター、仙台市情報・産業プラザで開催された第 3回国連防災世界会
議政府間会合「災害に強い文化遺産」および仙台シンポジウムに参加

５）被災文化財の応急処置および修理等
宮城県石巻文化センターの仮設保管施設（旧市立湊第二小学校）と福島県埋蔵文化財保管施設（まほろん）での被
災文化財保管状況に関して、それぞれ東北歴史博物館、福島県立博物館の保存担当学芸員と連携し、データ解析等に
ついて助言をおこなった。さらに、本年度予算で購入した小型 FT-IR を被災文化財の状態調査に活用するべく、動
作確認のため標準サンプルの測定をおこない、次年度以降の調査作業に備えた。

＜実施の成果＞
広範な文化財概念に基づく情報収集のため、東日本大震災における文化財レスキュー活動を通じて、救出する対象
としての「文化財」概念の広がりが見られたことに即し、一般的な歴史資料をはじめ、自然資料に関する情報収集を
おこなった。その結果、以下の認識を得た。
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①　…阪神・淡路大震災以降、全国に 20 以上組織されている「資料ネット」については、災害時の機動力の高さの反面、
体制的な不安定性を持つなど、課題が多いことが明らかとなった。

②　…その一方で、各地においては、博物館・文書館・美術館等が災害時に資料保全のための相互協力をおこなうための
協定を結ぶ事例が現れている。特に、小規模館同士のローカルな協定を結ぶ例があるなど、災害時の保全活動の拠
点として、地域の博物館等の連携の役割が認識され、制度的に編成されつつある。

③　…関連して、地方公共団体の側が中心となって全県的な資料保全のためのネットワークを構築するケースも出てきて
いる。

④　…救出した被災文化財の保全措置の妥当性を検討するため、東日本大震災から 3年を経過した宮城県・岩手県・福島
県の状況について調査を実施した。応急処置・安定化処理の技術的問題のみならず、保管場所確保のための経済的
課題と将来これらの文化財を活用した地域の復興の問題まで、広範な調査を実現した。

＜今後の課題＞
全国の「資料ネット」は、各地域固有のネットワークに即しながら活動を続けていることから、それらが抱える課
題もそれぞれに異なる。災害発生時の役割の大きさに鑑みた際、これら団体の活動基盤を何らかのかたちで支援する
ことが必要となるが、そのための地域毎に抱える課題を精査することが課題となる。
また、資料所蔵機関や地方公共団体ごとに、どのような相互協力関係があるのかを明らかにするため、全国的なア
ンケート調査の実施が必要である。また、その結果をもとに特定の地域への聞き取りをおこなう必要があるほか、先
行的に同様の全国調査をおこなっている機関への聞き取りも必要となる。
そのほか、東日本大震災被災地においては、全国的なネットワークで救出した文化財等の保全処置を進めていると
ころもあるが、その後の経過がどのような体制のもとで進められるのかについて、追跡調査が必要となる。
このような全国的な文化財防災・危機管理体制の構築を考えるにあたって、阪神・淡路大震災や東日本大震災の際
の被災文化財等の救出活動に関する記録の分析が課題である。加えて、資料保全の技術的問題の解決は全ての活動の
根底を成すものであり、文化財研究所の特色を生かし、問題の抽出と解決方法を検討する必要がある。

保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査研究（奈文研）
＜概要＞
被災文化財等の保存科学等に基づく保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査研究をおこない、保存科学・
修復技術的な課題と成果を整理し、指針を策定することを目的とする。

＜実施の内容と成果＞
奈良文化財研究所では、東日本大震災により水損した紙資料の真空凍結乾燥による応急処置をおこなった実績を有
している。本活動は、紙資料に限らず、広く有機質被災文化財の応急処置法を確立する調査研究の一環として水損し
た有機質文化財等の真空凍結乾燥による応急処置に関する基礎研究に取り組んでいる。本年度は、これまでの経験に
基づき、水損した有機質文化財の応急処置を効率よく実施することができる真空凍結乾燥機の仕様を定め、当該装置
を導入した。
また、これまで有機質遺物の保存処理に用いられていた装置を被災文化財の応急処置に転用していたが、被災文化
財専用の真空凍結乾燥機を導入したことにより、水損した文化財等の応急処置に迅速に対応できる体制が整っただけ
でなく、当該装置を用いた応急処置に関する基礎研究の推進を図ることが可能になった。さらに、国内外の水損紙資
料の応急処置に関する報告書および論文を収集し、国内外における研究の状況と課題を整理することで各種処置法の
課題を検討し、今後の研究の方向性を見出すことができた。

＜今後の課題＞
被災した有機質文化財等の劣化状況の把握とそれぞれに適した応急処置法の開発をめざす。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動⑧：被災文化財の応急措置等に関する研修会の実施

被災文化財の応急措置等に関する研修会の実施（奈文研）
＜概要＞
都道府県および市町村の教育委員会等文化財担当者を対象として、阪神・淡路大震災や東日本大震災をはじめとす
る大災害により被災した文化財のレスキューと、これらの取り組みから得られた教訓を基に構築されつつある文化財
救援活動等について、講義と実習を通して実践的な知識と技術を習得することを目的とする。

＜実施の内容と成果＞
様々な立場や専門領域で文化財防災に関わる講師の講義と実習（実演）を組み合わせた内容で実施した。講義参加
者は 10 名（都道府県や市町村の教育委員会、県立博物館や資料館、埋蔵文化財センター、ほか）。
東日本大震災での被災文化財等のレスキュー活動を中心に、阪神・淡路大震災以降の文化財防災の取り組み、水損
資料のカビ等の扱い、具体的なクリーニング方法のほか、文化財防災ネットワーク設立の背景や目的、全体像につい
て学ぶ機会となった。また、受講者自身が所属する都道府県や市町村の防災体制や周辺の地方公共団体との連絡体制
を見直すきっかけにもなった。

＜今後の課題＞
講義後、受講者からは、被災文化財の材質に応じたクリーニング方法や被災時の応急処置の研修などの希望があっ
た。今回のような文化財防災をひろく網羅する研修以外に、実習中心の研修などの実施も検討したい。また、研修終
了時のアンケートでは、「今回の研修の活用予定がある」という回答が複数あり、その活用方法は、「県内博物館や資
料館関係者を対象に講義資料を基に研修を実施する」、「所属部署内での情報共有と意見交換」、「住民に対してクリー
ニングについてだけでも講座をおこないたい」、「広報誌等でまとめてみたい」、など多岐にわたる。
奈文研での研修を通して受講者同士のネットワークがひろがり、また研修で得られた知識や技術を、自身の所属の
みでなく地域のネットワークにもひろげられるような研修となるよう考えていきたい。
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章末資料一覧

資料番号 資料タイトル
資料 1 第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿報道発表資料
資料 2 第 1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 3 第 2回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 4 第 1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 5 全国史料ネット研究交流集会＿報道発表資料
資料 6 「地域歴史遺産」の保全・継承に向けての神戸宣言（全文）

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 ９ 日
独立行政法人国立文化財機構

文文化化遺遺産産防防災災ネネッットトワワーークク推推進進会会議議（（第第１１回回））のの開開催催ににつついいてて

独立行政法人国立文化財機構（所在地：東京都台東区）は、理事長を本部長とする「文化財防災ネットワ

ーク推進本部」を発足させました。（主な事業内容は下記のとおり）

同本部は、東日本大震災等における文化財レスキュー事業等の経験を踏まえ、大規模災害に対応した文化財

等の救出・救援体制を確保するため、文化財等の防災に関するネットワークを構築するとともに、人材の養成、

情報の収集・分析・発信を行います。国立文化財機構では、東日本大震災の発生後に設置された「東北地方太

平洋沖地震被災文化財等救援委員会」の事務局を、当機構の一機関である東京文化財研究所に立ち上げるなど、

文化庁や地元自治体等との連携のもと、被災各県において継続的に文化財レスキュー活動に取り組んできま

した。

「文化財防災ネットワーク推進本部」はこの経験を踏まえて、今後起こり得る大規模災害にあたって当機

構が果たすべき文化財の防災・救援業務にかかる研究等を行うために発足したものです。

このたび、旧「東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会」の構成団体を中心とする「文化遺産防災

ネットワーク推進会議」を、下記のとおり開催することとなりましたので、お知らせいたします。

記

１．日 時

平成２６年１０月２１日（火） １３時００分～１５時００分

２．場 所

東京国立博物館 平成館３階第一会議室

３．議 題（予定）

（１）あいさつ（佐々木丞平理事長、齊藤孝正文化庁文化財鑑査官）

（２）文化財防災ネットワーク推進事業について

（３）東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業・福島県内被災文化財等救援事業の報告

（４）その他（関係機関の文化財防災に関する活動報告等）

４．傍聴について

本会議は、以下により、報道関係者に公開する形で開催します。

・傍聴を希望される方は、会議の前日までに、氏名と所属機関及び撮影希望の有無について下記

担当までご登録ください。

・報道関係者は、入場に際しては、社名入り腕章を携帯してください。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜お問合せ先（担当）＞

○文化財防災ネットワーク推進本部 文化財防災ネットワーク推進室 池野、落合

（独立行政法人国立文化財機構本部事務局総務企画課）

電話番号： 代表 内線 ：

報道発表資料

○「文化財防災ネットワーク推進本部」の主な事業内容 
（１） 機構が果たすべき文化財の防災・救援業務のあり方に関する研究 
（２） 文化財防災・救出に関する情報の収集 
（３） 文化財防災・救出に関する指導，助言，研修 
（４） 保存科学等に基づく被災文化財の保護環境，安定化処置及び修理等に関する研究 
（５） 有事における文化財防災・救出ネットワークの構築 
（６） 文化財防災・救出に関する国際連携 
 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

資料１　第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿報道発表資料
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文化遺産防災ネットワーク推進会議(第１回)議事次第 

 

平成２６年１０月２１日（火） 

１３：００～１５：００ 

東京国立博物館 平成館第１会議室 

 

１．開  会 

 

２．あいさつ 

 

３．議  事 

１）文化財防災ネットワーク推進事業について 

２）東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業・福島県内被災文化財等救援事業の報告 

３）その他 

 ３－１ フランスの文化財保護施設における防災対策について 

 ３－２ 各機関の文化財防災に関する活動報告について 

 

（配布資料） 

資料１  文化財防災ネットワーク推進事業について 

資料２  文化財防災ネットワーク推進本部設置要項 

資料３  文化遺産防災ネットワーク推進会議設置要項 

  資料４  文化遺産防災ネットワーク推進会議参画機関一覧 

  資料５  東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会２年間の活動(概略) 

 資料６  福島県内被災文化財等救援事業（福島文化財レスキュー事業）について 

資料７  フランスの文化財保護施設における防災対策 －パリ・セーヌ川沿岸諸施設の 

調査速報－ 

（参考配布） 

参考１  文化遺産防災ネットワーク推進会議(第１回)出席者一覧 

参考２  大津波被災文化財保存修復技術連携プロジェクトについて 

参考３  特別展「3.11大津波と文化財の再生」プレスリリース 

参考４  第３回国連防災世界会議について 

参考５  これからの文化財防災－災害への備え－ 

参考６  提言 文化財の次世代への確かな継承 

―災害を前提とした保護対策の構築を目指して－ 

参考７  東日本大震災美術館・博物館総合調査報告（全国美術館会議） 

 

資料２　第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料２　第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2　文化財防災ネットワーク推進本部設置要項
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資料２　第1回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料3　文化遺産防災ネットワーク推進会議設置要項
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第２回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第 

 

 

平成２７年３月１０日（火） 

１４：３０～１６：３０ 

東京国立博物館 平成館第１会議室 

 

 

１. あいさつ 

２．議  事 

Ⅰ）２６年度活動報告及び２７年度事業予定報告 

Ⅱ）各団体からの報告 

西日本自然史系博物館ネットワーク 

    全国歴史民俗系博物館協議会 

    大学博物館等協議会 

国立国会図書館 

文化庁 

３．その他 

 

 

 

（配布資料）   

資料１－Ⅰ  平成２６年度文化財防災ネットワーク推進事業実施状況について 

 －Ⅱ  第３回国連防災世界会議の枠組みにおける国際専門家会合 

「文化遺産と災害に強い地域社会」プログラム案 

 －Ⅲ  イタリア文化財保存関連機関（トリノ、フィレンツェなど）の調査 

資料２    平成２７年度文化財防災ネットワーク推進事業実施予定について 

資料３    文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧   

資料４－Ⅰ  自然史標本も大事な文化財―西日本自然史系博物館ネットワーク 

 －Ⅱ  東日本大震災における大阪市立自然史博物館の活動報告と残された課題 

資料５    全国歴史民俗系博物館協議会（歴民協） 

 

（参考配布） 

参考１  文化遺産防災ネットワーク推進会議(第２回)出席者一覧 

          

（机上配布） 連絡窓口担当者一覧 

資料３　第２回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第2回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料3　第2回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-Ⅰ　平成26年度文化財防災ネットワーク推進事業実施状況について
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資料3　第2回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2　平成27年度文化財防災ネットワーク推進事業実施予定について
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第１回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第 

 

 

 

平成２７年３月１０日（火） 

１０：３０～１３：３０ 

東京国立博物館 平成館第２会議室 

 

 

１．開  会  

 

２．座長選出   

 

３．議  事  

１）文化財防災ネットワーク推進事業について  

２）ディスカッション                   

 

 

 

（配布資料）   

資料１  文化遺産防災ネットワーク有識者会議設置要項 

資料２  文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧 

資料３  文化財防災ネットワーク推進事業について   

 

          

 

 

資料４　第１回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料4　第1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料1　文化遺産防災ネットワーク有識者会議設置要項
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2015年 1月 28日 
報道関係各位 

ププレレススリリリリーースス 

歴歴史史資資料料ネネッットトワワーークク設設立立２２００周周年年記記念念  

「「全全国国史史料料ネネッットト研研究究交交流流集集会会」」をを開開催催いいたたししまますす  

 ２０１５年２月１４日（土）・１５日（日）の２日間、神戸市三宮・神戸国際会館におきまして、

歴史資料ネットワークと独立行政法人国立文化財機構との共催により、下記の要領で「全国史料ネ

ット研究交流集会」を開催いたします。 
 阪神・淡路大震災から東日本大震災に至るまで、災害時の歴史資料・文化財等のレスキュー活動

に従事した、全国各地の資料保全ネットワークが集う機会となります。 
 当日はぜひご来場の上、ご取材いただきますようご案内申しあげます。 

■ 

日日  時時：：２０１５年２月１４日（土）１３：００～１８：００／２月１５日（日） ９：３０～１３：００ 
会会  場場：：野村證券神戸支店アネックスホール（神戸国際会館３階） 神戸市中央区御幸通８－１－６ 
主主  催催：：歴史資料ネットワーク、独立行政法人国立文化財機構 
ププロロググララムム：：  
 ２月１４日（土） 

記記念念講講演演（（１１３３：：００００～～１１４４：：３３００））  
    奥村 弘（歴史資料ネットワーク代表委員） 
     「史料ネットの２０年と地域歴史文化」 
    栗原祐司（国立文化財機構本部事務局長） 
     「文化財防災ネットワークの構築について」 
    木下尚子（熊本大学教授） 

「日本学術会議提言『文化財の次世代への確かな継承－災害を前提とした保護対策の構築をめざして

－』によせて」 
   各各地地資資料料保保全全ネネッットトワワーーククかかららのの報報告告・・意意見見交交流流（（１１５５：：００００～～１１８８：：００００））  
 ２月１５日（日） 
   各各地地資資料料保保全全ネネッットトワワーーククかかららのの報報告告・・意意見見交交流流（（９９：：３３００～～１１２２：：４４５５））  
   「「『『地地域域歴歴史史遺遺産産』』のの保保全全・・継継承承にに向向けけててのの神神戸戸宣宣言言（（案案））」」のの採採択択（（１１２２：：４４５５～～１１３３：：００００））  

 

※詳細につきましては、下記の歴史資料ネットワークホームページをご参照ください。 

http://siryo-net.jp/event/zenkoku_shukai/ 

「「歴歴史史資資料料ネネッットトワワーークク」」ににつついいてて  

阪神・淡路大震災で被災した歴史資料や文化財を救出することを目的に、1995 年 2 月 4 日、関西に拠点を置
く歴史学会を中心に結成されました。その後の大規模災害の頻発の過程で同様のネットワークが結成され、現在

では全国に２０を超えるネットワークが設立されています。東日本大震災でも、全国のネットワークが相互に協

力し、被災文化財等のレスキュー活動を実施しました。  

 
本件のお問い合わせ先 
 歴史資料ネットワーク事務局長 川内 淳史 
  〒652-8504 神戸市灘区六甲台町 1-1神戸大学文学部内 歴史資料ネットワーク 
   Tel＆Fax：078-803-5565（事務局）／090-9743-5947（川内直通） 
   E-mail：s-net@lit.kobe-u.ac.jp 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

資料５　全国史料ネット研究交流集会＿報道発表資料
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資料6　「地域歴史遺産」の保全・継承に向けての神戸宣言（全文）



平成 27 年度





２．平成27年度（2015年 4月 1日から 2016年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催…………………………………………………………………… P.53
　　　　・第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者
　　　　　会議合同会議（推進室）
　　　　・第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）
　活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催………………………………………………………………… P.54
　　　　・第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者
　　　　　会議合同会議（推進室）
　　　　・第 3 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）
　　　　・文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員によるけいはんなオープンイノベーション
　　　　　センター視察・意見交換（推進室）
　　　　・地域防災計画研究会の開催（推進室）
　活動ウ：文化遺産防災ネットワークに関する国際発信………………………………………………………………… P.55
　　　　・文化遺産防災国際シンポジウムの開催（推進室）
　　　　・諸外国のブルーシールド組織の実態等に関する研究会（推進室）
　　　　・英語版ウェブサイトの開設（推進室）
　活動エ：文化財防災ネットワーク推進本部および地区拠点としての各国立博物館、文化財研究所等の
　　　　　機能強化…………………………………………………………………………………………………………… P.56
　　　　・4 館総合収蔵品データベースの構築に向けた検討（東博）
　　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
　　　　・文化財防災用情報機器整備事業（京博）
　　　　・西日本地区における文化財防災ネットワーク推進のための予備調査（京博・奈良博・九博）
　　　　・大規模災害時の動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備等（奈文研）
　　　　・危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究（東文研）

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動オ：国内外の事例現地調査および研究並びにデータベースの作成……………………………………………… P.64
　　　　・各地域の文化財防災体制の確立促進をめざした調査（東博）
　　　　・地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
　　　　・文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　　・土地の被災履歴調査法の開発、記録法の開発、「歴史的災害痕跡データベース」
　　　　　への情報登録を目的とした調査（奈文研）
　　　　・被災した遺跡出土動物遺存体を含めた自然史標本に関する情報収集（奈文研）
　活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査……………… P.68
　　　　・先進的安定化処理技術の開発（東博）
　　　　・CT スキャナーを使用した被災資料の現状記録（東博）
　　　　・防災に関する先進事例の調査（東博）
　　　　・被災現場における保管環境の確立に関する研究（東博）
　　　　・被災文化財の応急処置および修理等に関する研究並びに指導、助言、研修（東文研）
　　　　・被災文化財等の救出、応急措置等に関する調査研究（奈文研）
　活動キ：地域歴史遺産保全活動のコーディネートのモデル構築等…………………………………………………… P.71
　　　　・地域歴史遺産保全活動モデル構築事業（九博）



⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）

　活動ク：被災文化財の応急措置等に関する指導・研修等……………………………………………………………… P.73
　　　　・国立文化財機構アソシエイトフェロー研修の開催（推進室）
　　　　・第 2 回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
　　　　・常総市における行政文書水損に関する指導・研修等の実施（推進室）
　　　　・文化財レスキュー活動のノウハウの継承・発展のための研修の実施（奈文研）
　活動ケ：文化財防災に関する啓発・普及活動…………………………………………………………………………… P.75
　　　　・災害記憶の公開と研修の実施（東博）
　　　　・公開シンポジウムの開催（九博）

章末資料一覧…………………………………………………………………………………………………………………… P.77
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催

文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
＜概要＞

文化遺産防災ネットワーク推進会議を参画団体の情報交換と有事に対応するためのネットワークの維持を目的とし
て 2 回開催する。

＜実施の成果＞
第 4 回文化遺産防災ネットワーク推進会議では新たに 1 団体（一般社団法人日本考古学協会）の加盟を得て、ネッ

トワークを徐々に拡大させている。平成 27 年夏の常総市水害については、参画団体である公益財団法人日本図書館
協会、ＮＰＯ法人宮城歴史資料保全ネットワーク、歴史資料ネットワークなどの普段は関わりの薄い団体間や有識者
との情報交換ができ、今後の文化財防災への参考とした。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（平成 28 年 3 月 11 日時点：20 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益社団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会 一般社団法人日本考古学協会

〇第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議
　合同会議（推進室）平成 27 年 11 月 5 日

　国立科学博物館で第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の合同会
議を開催した。本事業の活動状況、常総市役所の行政文書レスキュー、地域防災計画の現状、参画機関の活動内容等に
ついて、情報交換と意見交換をおこなった。※写真 14 ※資料 7, 8

○第 4 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 28 年 3 月 11 日
　東京国立博物館で第 4 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。本事業の活動状況、文化財所在情報調査、
参画機関の活動内容等について、情報交換と意見交換をおこなった。また新たに一般社団法人日本考古学協会の加盟を
得た。※写真 15 ※資料 9

写真 14：推進会議・有識者会議合同会議
（平成 27 年 11 月 5 日）

写真 15：第 4 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 28 年 3 月 11 日）

＜今後の課題＞
平成 28 年度も新規団体の加盟を得ることをめざす。
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活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞

文化財防災に関する有識者からの助言や情報を得て、事業内容をより有意義にすることを目的として、下記文化遺
産防災ネットワーク有識者会議等を開催する。

＜実施の成果＞
委員提供の地域防災計画の資料を、文化庁や都道府県教育委員会と共有し、資料をウェブサイトで公開した。

平成 27 年度 文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（19 名）
青木 睦 国文学研究資料館准教授

阿部 浩一 福島大学行政政策学類教授、ふくしま歴史資料保存ネットワーク代表
内田 俊秀 京都造形芸術大学名誉教授
大窪 健之 立命館大学理工学部教授・歴史都市防災研究所所長
大嶌 薫 国立国会図書館収集書誌部主任司書

大橋 竜太 東京家政学院大学教授、一般社団法人日本建築学会建築歴史・意匠委員会文化遺産災害対策小委員会主査
奥村 弘 神戸大学大学院人文学研究科教授、歴史資料ネットワーク代表委員

加藤 幸治 東北学院大学文学部准教授

後藤 治 工学院大学教授、公益社団法人日本建築士会連合会・全国ヘリテージマネージャーネットワーク協議会
運営委員長

佐久間 大輔 大阪市立自然史博物館主任学芸員
眞野 節雄 日本図書館協会資料保存委員会委員長
浜田 拓志 和歌山県立近代美術館副館長、全国美術館会議東日本大震災救援・支援対策本部委員
半田 昌之 公益財団法人日本博物館協会専務理事
日髙 真吾 国立民族学博物館文化資源研究センター准教授
平川 新 宮城学院女子大学学長、東北大学名誉教授、NPO 宮城歴史資料保全ネットワーク理事長

福島 幸宏 京都府立図書館総務課企画調整係
真鍋 真 国立科学博物館地学研究部生命進化史研究グループ長

村上 裕道 兵庫県教育委員会事務局参事兼文化財課長
村上 博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長

〇 文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員によるけいはんなオープンイノベーションセンターの視察・意見交換
　平成 27 年 8 月 3 日

　文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員によるけいはんなオープンイノベーションセンター視察および意見交換会を
開催した。けいはんなオープンイノベーションセンターの活用について意見交換をおこなった。※写真 16, 17 ※資料 10, 11

写真 16：けいはんなオープンイノベーショ
ンセンター収蔵庫視察（平成 27 年 8 月 3 日）

写真 17：意見交換会（平成 27 年 8 月 3 日）

〇地域防災計画研究会の開催　平成 27 年 11 月 3 日
　兵庫県民会館で、地域防災計画研究会を開催した。本研究会の成果を踏まえ、文化遺産防災ネットワーク推進会議・
有識者会議合同会議において、浜田委員より報告があった。同報告は文化財防災ネット推進事業ウェブサイト「文化財
防災ネットワーク」に公開している。（「都道府県地域防災計画における文化財等の保全に関する記載抜粋」）※資料 12, 13
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〇 第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（文化遺産防災ネットワーク推進会議と同日開催）　平成 27 年 11 月 5 日
　第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議と合同開催のため省略する（※詳細は「第 3 回文化遺産防災ネットワーク
推進会議・第 2 回有識者会議合同会議（推進室）」を参照→ p.53）

〇第 3 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催　平成 28 年 3 月 10 日
　第 3 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。本事業の活動や文化財所在情報調査およびそのデータベー
ス等について、情報交換と意見交換をおこなった。※写真 18 ※資料 14 ※資料編 1

写真 18：第 3 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 28 年 3 月 10 日）

＜今後の課題＞
文化遺産の所在情報の収集やデータベース、地域防災計画について検討すべき課題があることが明らかになり、平

成 28 年度以降の事業展開に対する知見を得た。

活動ウ：文化遺産防災ネットワークに関する国際発信

文化遺産防災国際シンポジウムおよび研究会の開催（推進室）
＜概要＞
「文化遺産防災国際シンポジウム－文化遺産を大災害からどう守るか：ブルーシールドの可能性－」と研究会を開

催し、国際的な取り組みから国内の文化財防災に対する知見を得る。

＜実施の内容と成果＞
国際シンポジウムの内容は一般になじみの無い「制度」を中心とした話題であったが、100 名を超える参加者を集

め、知見の向上と文化遺産防災に係る情報共有と啓発をおこなうことができた。研究会では、招聘者のピーター ･ ス
トーン氏から、国によって国家体制や文化財保護制度が異なることから、ブルーシールドの活動も国ごとに千差万別
であるとの見解とともに、英国や米国、豪州等の活動の実態についての紹介があり、現状の課題を把握することがで
きた。

●活動一覧
平成 27 年 12 月 13 日 京都国立博物館で「文化遺産防災国際シンポジウム－文化遺産を大災害からどう

守るか：ブルーシールドの可能性－」を開催※写真 19, 20 ※刊行物
平成 27 年 12 月 14 日 京都国立博物館で「諸外国のブルーシールド組織の実態等に関する研究会」を開

催※写真 21
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写真 19： 国際シンポジウム
（平成 27 年 12 月 13 日）

写真 20：国際シンポジウムパネル展示
（平成 27 年 12 月 13 日）

写真 21： 諸外国のブルーシールド組織の
実態等に関する研究会（平成 27 年 12 月
14 日）

＜今後の課題＞
日本型のブルーシールドは自然災害に重点を置きつつ、行政機関と密接に連携した体制づくりが求められると考え

られる。災害救助に携わる自衛隊・警察・消防などが人命救助を第一としつつも、文化遺産防災の認識を高めること
も必要であると思われる。国立文化財機構では、ブルーシールド日本委員会の設立に向けて、引き続き検討を進める。

英語版ウェブサイトの開設（推進室）
＜概要＞

本事業の英語版ウェブサイトを開設し、情報発信の強化を図る（※詳細は3－1.「文化財防災ネットワーク推進事
業ウェブサイト「文化財防災ネットワーク」による情報公開」を参照→ p.471）。

＜実施の内容と成果＞
平成 28 年 3 月に英文ウェブサイトを開設し、日本版ウェブサイトの内容の充実化をおこなった。

＜今後の課題＞
刊行している報告書の情報の公開等について、ウェブサイト等で発信を強化する必要がある。

活動エ：�文化財防災ネットワーク推進本部および地区拠点としての各国立博物館、文化財研究所等
の機能強化

4館総合収蔵品データベースの構築に向けた検討（東博）
＜概要＞

災害時に文化財の情報を円滑に利用できるよう、全国の博物館等の収蔵品データを相互運用できる環境構築に向け
て、まず機構内 4 博物館の相互運用（総合データベース構築、データの相互保管）に関する検討をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
機構内 4 博物館の相互運用（総合データベース構築、データの相互保管）に関する検討に加え、4 館総合収蔵品デー

タベースの構築に向けて、東京国立博物館の Web サイトの改修およびデータ整備をおこなった。結果、4 博物館の
収蔵品データおよび関連システムの現況について、各館担当者の間で理解が進み、4 館総合データベースの枠組みを
検討した。そのほか、収蔵品の基本的なデータについて相互にバックアップデータを保管することができた。

また、東京国立博物館 Web サイト改修では、Web サイトから所蔵品データをシステム的に抽出し処理をおこなう
基盤が整備された。またサーバ機器更新により可用性が向上した。データ整備ではディスクの移行により長期的な保
管が可能となった。
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●活動一覧
平成 27 年 7 月 31 日 東京国立博物館で 4 博物館の収蔵品データ相互運用検討会を開催※資料 15
平成 27 年 10 月 26 日 奈良国立博物館で 4 博物館の収蔵品データ相互運用検討会を開催※資料 16
平成 28 年 2 月 12 日 京都国立博物館で 4 博物館の収蔵品データ相互運用検討会を開催※資料 17
平成 28 年 1 月 データ整備のため、画像データを CD-R 等から長期保存用 Blu-ray ディスクへ移行
平成 28 年 2 月 23 日 東京国立博物館 Web サイトについて、データ抽出機能を追加
平成 28 年 3 月 23 日 東京国立博物館 Web サイトについて、サーバ機器を更新

＜今後の課題＞
収蔵品に関する非公開情報の取り扱いについて、暗号化等の技術面や手順等の運用面の課題が明らかとなった。機

構外の博物館等においても同様の課題があると考えられる。
4 館総合データベースは、機構外の博物館等の参加に向けた検討事項や、データの高度な利活用にむけた機能に関

する調査研究の必要性が確認された。また、データ整備の実施では、保存メディアの劣化によるデータ消失の危険性
が明らかとなった。

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
＜概要＞

文化財防災ネットワーク推進事業における西日本の防災拠点として、けいはんなオープンイノベーションセンター
収蔵庫を京都府から借り受け、非常災害発生時に被災した文化財の一時避難場所等に使用できる収蔵庫の整備・運用
を実施するほか、文化財防災事業に関する普及・啓発活動をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
非常災害発生時に被災した文化財の一時保管場所等に使用することができる収蔵庫を維持管理するため、京都府か

ら借り受けた KICK 収蔵庫の環境整備を実施し、その活用方法について検討した。加えて、文化財を収蔵した状態
での収蔵庫保存環境を調査するため、京都国立博物館収蔵品のうち石造物を中心とした約 20 点を KICK2 階収蔵庫
へと搬入した。また、文化財防災ネットワーク推進事業における KICK 活用の一環として、平成 27 年 12 月 6 日に
KICK で講演会「文化財を災害から守る―文化財防災の過去・現在・未来―」および関連パネル展示を開催し、文化
財防災事業に関する市民への普及・啓発をはかった。※写真 22, 23, 24（※詳細は3－3.「文化財防災に関する公開シ
ンポジウム・講演会等」を参照→ P.473）。

写真 22：講演会「文化財を災害から守る
―文化財防災の過去・現在・未来―」

（平成 27 年 12 月 6 日）

写真 23：講演会「文化財を災害から守る
―文化財防災の過去・現在・未来―」座談
会（平成 27 年 12 月 6 日）

写真 24：講演会「文化財を災害から守る
―文化財防災の過去・現在・未来―」パネ
ル展示（平成 27 年 12 月 6 日）

〇収蔵庫環境整備に関する活動一覧
平成 27 年 9 月 9 日 2 階収蔵庫屏風棚の改修※写真 25
平成 27 年 10 月 1 日 収蔵庫の空調試験運転を実施
平成 27 年 11 月 1 日 KICK への正式入居を開始
平成 28 年 1 月 15 日 庫内の除塵清掃・真菌類調査の実施、前室扉下部に害虫侵入防止用のブラシ取り

付け作業※写真 26
平成 28 年 3 月 8 日 2 階収蔵庫へ京博収蔵品の一部（石造物等）を搬入※写真 27
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写真 25：KICK の 2 階収蔵庫屏風棚の改
修

（平成 27 年 9 月 9 日）

写真 26：KICK 収蔵庫内の前室扉下部に
取り付けた害虫侵入防止用ブラシ（平成
28 年 1 月 15 日）

写真 27：KICK の 2 階収蔵庫へ京博収蔵
品の一部を搬入（平成 28 年 3 月 8 日）

＜今後の課題＞
非常時における文化財等の一時保管場所として KICK 収蔵庫を活用するために、被災文化財受け入れの制度面や、

文化財を収蔵した状態での収蔵庫の保存環境維持等に関して、さらなる調査・研究をおこなう必要がある。

文化財防災用情報機器整備事業（京博）
＜概要＞

文化財防災業務における非常災害時の通信機能に関する調査・研究を目的として情報機器の整備をおこない、災害
下の通信手段に関する検討をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
災害下での通信機能として衛星携帯電話回線を契約。京都国立博物館総合防災訓練において、地震発生にともなう

電柱倒壊による固定電話用光ファイバーの断線および携帯電話網の異常輻輳により、平常時における博物館の通信機
能を断たれた場合を想定した運用デモンストレーションを実施した。衛星携帯電話回線による京都国立博物館から国
立文化財機構本部事務局への被災報告第一報とその応答をおこなった。

静止衛星方式を使用し、回線の通信速度を調査した結果、通話時の通信遅延は 1 秒未満にとどまり、通話にはほと
んど支障をきたさないことが確認された。

●活動一覧
平成 27 年 11 月 災害下の通信手段として衛星携帯電話回線を契約※写真 28
平成 28 年 1 月 25 日 京都国立博物館総合防災訓練において衛星携帯電話の運用デモンストレーション

を実施※写真 29

写真 28：導入した衛星携帯電話 写真 29：衛星携帯電話の運用デモンスト
レーション（平成 28 年 1 月 25 日）

＜今後の課題＞
衛星携帯電話回線は、広域激甚災害の影響により携帯電話網が十分に回復していない僻地の利用においても支障の

ない利用が見込まれる。西日本地域における激震災害下での活動を想定した衛星携帯電話の運用訓練を継続するとと
もに、運用に関するマニュアル整備を進める。
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西日本地区における文化財防災ネットワーク推進のための予備調査（京博）
＜概要＞

西日本地域等における文化財防災事業がどのような状況にあるのか、その実態を把握するため、各地での会議や研
究会等への参加により文化財防災事業の現状を調査する。また、KICK 収蔵庫の活用を含めた関西地域等の文化財防
災ネットワーク体制の推進に向けて、京都府文化財担当者や奈良国立博物館、奈良文化財研究所等との意見交換をお
こなう。

＜実施の内容と成果＞
平成 27 年 8 月 4 日に京都国立博物館で開催された京都府文化財担当者との意見交換では、京都府における文化財

保護行政の現状や、京都市との連携等について聞き取りをおこなった。また、博物館から京都府へ KICK 収蔵庫運
用の基本方針について説明し、課題や要望等について意見を交わした。

実施の結果、関西地域における文化財防災ネットワーク体制の推進に向けて、京都府と博物館とが協力していくこ
とが確認された。

●活動一覧
平成 27 年 7 月 22 日 東京文化財研究所保存修復科学センター長 岡田健氏との意見交換
平成 27 年 7 月 23 日 名古屋市博物館で開催された全国歴史民俗系博物館協議会第 4 回年次集会への参加
平成 27 年 8 月 4 日 京都府教育庁指導部文化財保護課との意見交換
平成 27 年 10 月 5 日 奈良国立博物館、奈良文化財研究所との意見交換
平成 27 年 10 月 22 日 神戸大学で開催された国際会議「文化財防災体制についての国際比較研究」への参加
平成 27 年 11 月 17 日 奈良文化財研究所で開催された文化財防災ネットワーク推進事業研究集会への参加
平成 27 年 12 月 6 日 東京文化財研究所で開催された防災ネット推進事業「無形文化遺産と防災」研究会への参

加
平成 28 年 1 月 29 日 東京文化財研究所で開催された防災ネット推進事業「被災文化財等保全の記録に関する研

究会」への参加
平成 28 年 2 月 23 日 東京文化財研究所企画情報部情報システム研究室 二神葉子室長と意見交換
平成 28 年 3 月 22 日 京都府文化財保護推進会議への参加

＜今後の課題＞
関西地域を中心とした他府県についても、まずは人的ネットワークの構築とともに、各地域の文化財防災体制の現

状を把握する必要がある。また、調査の結果をもとに、KICK 収蔵庫の活用を含めた文化財防災ネットワークのあり
方について研究を進める。

西日本地区における文化財防災ネットワーク推進のための予備調査（奈良博）
＜概要＞

奈良県ならびに近隣地域において、文化財防災体制の支援を目的に情報収集を実施し、各拠点施設の役割をとりま
とめる。

＜実施の内容と成果＞
三重県や愛知県・静岡県など各地域の文化財防災の中心となる担当者と意見交換をおこない、その地域の防災ネッ

トワーク事情を知ることができた。また、東京国立博物館、京都国立博物館、九州国立博物館や奈良文化財研究所な
どと意見交換をして得られた成果の共有を進めた。
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●活動一覧
平成 27 年 5 月 29 日 三重県総合博物館で三重県内の文化財防災体制を調査
平成 27 年 9 月 16 日 国立民族学博物館で同館の文化財防災について調査
平成 27 年 10 月 5 日 奈良文化財研究所で防災ネットワーク会議に参加
平成 27 年 10 月 25 日,29 日 九州国立博物館で九博の文化財防災体制について調査
平成 27 年 11 月 2 日 九州国立博物館で防災ネットワークの打合せ
平成 27 年 11 月 26 日 愛知県美術館で愛知県内の文化財防災体制を調査
平成 28 年 2 月 1 日 京都国立博物館で防災ネットワークの打合せ
平成 28 年 2 月 8 日 静岡県立美術館で静岡県内の文化財防災体制を調査
平成 28 年 2 月 17 日 九州国立博物館で防災ネットワークの打合せ
平成 28 年 2 月 19 日 東京国立博物館で防災ネットワークの打合せ
平成 28 年 3 月 10 日~11 日 東京国立博物館で防災ネットワーク会議に参加

＜今後の課題＞
奈良国立博物館は京都国立博物館と東海・北陸・近畿圏を担当することとなった。
県立博物館があり情報の一元化が容易な県と、県の教育委員会と直接つながっていない県立美術館しかなく、情報

の一元化が難しい県のあることがこれまでの調査で判明したため、平常時の窓口となる担当者とより密に意見交換す
るとともに、まだ調査をおこなっていない地域とは早急に意見交換を進める。

西日本地区における文化財防災ネットワーク推進のための予備調査（九博）
＜概要＞

西日本地区における文化財防災ネットワーク推進のため、参考になる各地でのシンポジウムや会議、研修会等に参
加し、文化財防災の現状を調査する。

＜実施の内容と成果＞
研究会およびシンポジウムの参加を通して、文化財防災に関する最新の知見を得るとともに、西日本地区の文化財

防災ネットワークを構築するための情報を得ることができた。

●活動一覧
平成 27 年 6 月 27 日 京都工芸繊維大学で開催された第 37 回文化財保存修復学会大会に参加
平成 27 年 7 月 7 日~8 日 東京文化財研究所、国文学研究所、宮内庁書陵部で関東地方の文化財防災取り組

みに関する調査
平成 27 年 8 月 26 日 和歌山県立情報交流センター Big・U で開催された和歌山県博物館施設等災害対

策連絡会議に出席
平成 27 年 11 月 17 日 奈良文化財研究所で開催された文化財防災ネットワーク研究集会に参加
平成 27 年 12 月 19 日 東北歴史博物館で開催された公開シンポジウム「文化財を伝える」に参加
平成 27 年 12 月 24 日 兵庫県三木市の事例に関する調査
平成 28 年 2 月 2 日 熊本県立図書館で熊本県の文化財防災状況の調査

＜今後の課題＞
今後は西日本に拠点をおく京都国立博物館、奈良国立博物館、奈良文化財研究所ともに連携しつつ調査情報収集を

おこなう必要がある。

大規模災害時の動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備等（奈文研）
＜概要＞

文化財の地域防災体制を確立するため、地方公共団体等に対してヒアリング調査を実施する。我が国の文化財防災
システムを構築するため、諸外国の防災行政に関する調査をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
高知県と香川県における文化財の地域防災体制に関するヒアリング調査より、地方公共団体によってその取り組み
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に大きな差があることが明らかとなった。また、地域防災計画への記述について、標準の策定が重要であることが確
認された。アメリカにおける国立文化機関の文化財防災に関する調査より、災害時の初動と連絡体制、レスキュー体
制など先進的事例の重要な情報を得ることができた。

●活動一覧
平成 27 年 7 月 23 日~24 日 高知県教育委員会文化財課、土佐山内家宝物資料館、高知県立美術館、こうち

ミュージアムネットワークを訪問し、高知県の文化財防災体制に関する情報収集
をおこなった。※写真 30

平成 27 年 7 月 29 日~8 月 6 日 スミソニアン学術協会、アメリカ議会図書館、アメリカ国立公文書館を訪問し、
アメリカ国立文化機関の文化財防災に関わる調査、情報収集をおこなった。※写
真 31

平成 28 年 2 月 12 日 香川県立ミュージアムを訪問し、同ミュージアムと香川県教育委員会から香川県
の文化財防災にかかわる取り組みについて聞き取りをおこなった。（東京文化財
研究所と合同）

平成 28 年 3 月 8 日 高知ミュージアムネットワーク主催の研修会に参加し、文化財の防災に関する意
見硬化と情報収集をおこなった。

写真 30：土佐山内家宝物資料館の防災対
策（平成 27 年 7 月 23 日）

写真 31：スミソニアン協会への聞き取り
調査（平成 27 年 7 月 31 日）

＜今後の課題＞
地域防災計画における文化財の防災に関する項目の記載に関する標準を策定する必要がある。また、災害時におけ

る文化財レスキューのシミュレーションの重要性が確認された。

危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究（東文研）
＜概要＞

地方公共団体および各種団体における連携体制構築の状況を把握することを目的に、会議参加、研究会参加、文化
財救出活動参加、聞き取り調査を実施し、情報を収集する。

＜実施の内容と成果＞
今年度は、当初は東京都における地方公共団体レベルの参加を得た震災対応シミュレーションを実施する計画を立

て、東京都教育庁を皮切りに聞き取り調査をおこなった。しかし、首都東京の行政システムにおいては、国指定・都
指定・市町村区指定の文化財に関しては各レベルでの災害時対応は想定されているが、レベルを縦断して、あるいは
地域を横断してという協力体制を取ることは現状ではかなりの困難さがあり、大がかりなシミュレーションの実施に
ついては当面断念することになった。これを承けて、各地方公共団体における取り組みを個別に丹念に見ていく方向
が定まり、今年度は積極的に各地での調査をおこなった。

調査の結果、史料ネット系の団体の活動も含め、その多様な事情と活動の方向性が明らかとなり、現状における防
災ネットワーク推進のための多くの手がかりを得ることができた。同時に、積極的に各地で開催されるシンポジウム・
研究会等に参加し、地域の防災に関する講演と発表をおこなった。また、地域および組織の連携体制構築に貢献する
ため、講演および成果の発表をおこなった。

〇文化財防災体制に関する調査
　東京都教育委員会、サントリー美術館、江戸東京博物館、東京都公文書館、板橋区公文書館、台東区教育委員会、足
立区立郷土博物館、香川県教育委員会・香川県立ミュージアムに出向き、担当者・責任者から個々の危機管理・文化財
防災体制についての聞き取りをおこなった。加えて、各地研究会・連絡会議等への参加、研究会の開催による情報収集
をおこなった。
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　〇各地研究会・連絡協議会への参加、研究会の開催による情報収集に関する活動一覧
平成 27 年 4 月 26 日 長野県白馬村における神城断層地震被災歴史資料の調査への参加
平成 27 年 6 月 11 日,
平成 28 年 3 月 1 日

福島県被災文化財等救援本部会議へのオブザーバー参加

平成 27 年 6 月 22 日,8 月 10 日 東京文化財研究所で被災文化財等救援活動記録に関する研究会の実施
平成 27 年 6 月 24 日,7 月 23 日 宮城県被災文化財等保全連絡会議へのオブザーバー参加
平成 27 年 7 月 5 日 歴史資料ネットワーク主催シンポジウム「被災史料保全活動の広がりを考える」

への参加
平成 27 年 7 月 17 日 茨城県・福島県における東日本大震災被災歴史資料の調査への参加
平成 27 年 7 月 23 日~24 日 全国歴史民俗系博物館協議会年次集会への参加
平成 27 年 8 月 10 日 東京文化財研究所で阪神・淡路大震災被災文化財等救援委員会の記録資料に関す

る研究会の実施
平成 27 年 9 月 5 日 ふくしま歴史資料保存ネットワーク主催「懇話会　ふくしま再生と歴史・文化遺産」

への参加
平成 27 年 9 月 23 日~25 日 和歌山県串本町における災害記録に関する調査への参加
平成 27 年 12 月 14 日 茨城県常総市で関東・東北地方豪雨被災資料保全に関する情報収集
平成 27 年 11 月 10 日 東文研総合研究会で危機管理・文化財防災体制構築に関する研究について報告
平成 27 年 11 月 17 日 奈良文化財研究所で開催された文化財等防災ネットワーク研究集会への参加
平成 27 年 12 月 5 日 茨城大学で開催された茨城大学人文学部地域史シンポジウムへの参加
平成 27 年 12 月 13 日 新潟大学で開催された新潟大学震災資料・資料保存・災害史研究シンポジウムへ

の参加
平成 27 年 12 月 16 日 根尾谷断層観察館で震災遺構の保存に関する調査
平成 27 年 12 月 19 日 大阪歴史科学協議会帝国主義研究部会での歴史資料ネットワーク事務局資料に関

する報告に参加
平成 28 年 1 月 15 日 北淡震災記念公園、神戸港震災メモリアルパークほかで震災遺構の保存に関する

調査
平成 28 年 1 月 16 日 土佐山内家宝物資料館で開催された高知県文化財防災意見交換会への参加
平成 28 年 2 月 27 日~28 日 和歌山県串本町、すさみ町で開催された現地学習会「歴史から学ぶ防災 2015」へ

の参加
平成 28 年 3 月 6 日 神戸大学で東日本大震災被災歴史資料の調査

　〇資料の収集と分析に関する活動一覧
平成 27 年 4 月~ 国および都道府県の防災対策計画をはじめとする各種資料の収集
平成 27 年 4 月~ 阪神淡路大震災被災文化財等救援委員会事務局資料の分析作業
平成 28 年 1 月 29 日 東京文化財研究所で「被災文化財等保全活動の記録に関する研究会」を開催※刊

行物

　〇情報発信に関する活動一覧
平成 27 年 8 月 26 日 和歌山県博物館施設等災害対策連絡会議研修に参加
平成 27 年 11 月 20 日 広島県行政文書・古文書保存管理講習会への講師派遣
平成 27 年 12 月 6 日 京都国立博物館主催防災ネットワーク推進事業講演会「文化財を災害から守る」

で講演
平成 28 年 3 月 6 日 香川県立ミュージアムで開催された文化財防災に関する講演
平成 28 年 3 月 19 日 第 2 回全国史料ネット研究交流集会で講演※写真 32
平成 28 年 3 月 24 日 吉原大志「文化財等の災害対策をめぐる地域体制整備の現状について」（『保存科学』

55 号、pp.151-160、東京文化財研究所）を発表
平成 28 年 3 月 22 日 和歌山県文化財保護指導委員後期研修会で講演（和歌山県民文化会館）
平成 28 年 3 月 25 日 香川県文化財保護管理指導事業巡視報告会で講演（香川県立ミュージアム）
平成 28 年 3 月 31 日 『危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究平成 27 年度報告書』発行※刊

行物



63

写真 32：第 2 回全国史料ネット研究交流
集会（平成 28 年 3 月 19 日）

＜今後の課題＞
平成 27 年 9 月の関東・東北地方豪雨による常総市役所公文書被災に関して、茨城史料ネットを中心とした活動が

実施され、年度末も継続されている。この活動への当ネットワークの関わり方については、事前に十分な方向性が確
立されないまま、ひたすらに人員派遣がおこなわれるような事態となった。

次年度は、今年度で蓄積した情報とその分析結果を基に、できるだけ早急に様々な規模と内容で発生する自然災害
と文化財の被害に対応できる救援システムの方向付けをおこない、具体的なネットワーク体制の構築をすすめる。
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⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動オ：国内外の事例現地調査および研究並びにデータベースの作成

各地域の文化財防災体制の確立促進をめざした調査（東博）
＜概要＞

今後の被災文化財等救援活動の円滑化と平常時における防災・減災対策を図ることを目的として、従前の救援活動
に関する聞き取り調査および文化財管理状況に関する現地調査を実施し、被災時の文化財管理に関して情報を収集
し、問題点を調査して対策を検討する。

＜実施の内容と成果＞
聞き取り調査および現地調査により、被災時の文化財管理における問題点を、「依頼書・預証」、「保管場所」、「資

料リスト・画像」、「所有者」などの観点から整理し、対策を検討した。

●活動一覧
平成 27 年 8 月 19 日 茨城文化財 ･ 歴史資料救済 ･ 保全ネットワーク（事務局：茨城大学人文学部添田

仁研究室）へ聞き取り調査および現地調査を実施※写真 33
平成 27 年 9 月 29 日 宮城歴史資料保全ネットワーク（事務局：東北大学災害科学国際研究所歴史資料

保存研究分野研究室）へ聞き取り調査を実施
平成 28 年 1 月 21 日 鎌田勉氏（元 岩手県教育委員会事務局生涯学習文化課、現 岩手県文化振興事業

団埋蔵文化財センター調査課 所属）へ聞き取り調査を実施
平成 28 年 1 月 27 日~29 日 一時保管施設の現地調査会（津波により被災した文化財の保存修復技術の構築と

専門機関の連携に関するプロジェクト実行委員会主催）に参加し、陸前高田市立
博物館など岩手 ･ 宮城 ･ 福島県内 7 施設の被災文化財管理状況を調査※写真 34, 
35

平成 28 年 3 月 1 日 宮城歴史資料保全ネットワーク（事務局：東北大学災害科学国際研究所歴史資料
保存研究分野研究室）へ現地調査を実施

写真 33：現地調査（平成 27 年 8 月 19 日） 写真 34：陸前高田市立博物館での文化財
管理状況調査（平成 28 年 1 月 27 日）

写真 35：旧月立中学校での文化財管理状
況調査（平成 28 年 1 月 28 日）

＜今後の課題＞
救援活動の円滑化のためには、整理した問題点にある預証の発行や保管場所の確保といった事務的な手続きを含め

た形で、救援活動の工程をより具体的に想定し、関連機関相互のネットワークを構築し、非常時でも速やかに対応で
きる体制を整備する必要がある。今年度整理した文化財管理上の問題点を含めて、地域の文化財担当部局、博物館美
術館等の担当者と持続可能な防災ネットワークに関して今後討議して、各地域の文化財防災体制の確立促進をめざす。

地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
＜概要＞

地方指定文化財等の情報収集・整理・共有化事業に着手した。今年度に実施した打合せと調査作業を通じ、明確に
なった作業の方向性を報告書としてまとめる。

＜実施の内容と成果＞
文化庁文化財部伝統文化課と協議をおこない、文化庁が保有する各地方公共団体の指定文化財の情報を共有するこ

と、情報を提供することについては、地方公共団体の了承を得ることを条件で合意を得た。また和歌山県・埼玉県と
協議し、指定文化財情報の共有を実施する方向で合意を得た。
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●活動一覧
平成 27 年 4 月 24 日, ほか 収集した情報の公開について、防災科学技術研究所と協議・検討、公開システム

の構築を実施
平成 27 年 6 月 30 日,1 月 8 日,
3 月 1 日

和歌山県文化遺産課との県指定等の無形の文化財および美術工芸品リストの共有
化にかかる協議と当該情報の共有化にかかる作業を実施

平成 27 年 9 月 11 日,
平成 28 年 1 月 8 日

埼玉県生涯学習文化財課との県指定等の無形の文化財および美術工芸品リストの
共有化にかかる協議と当該情報の共有化にかかる作業を実施

平成 28 年 3 月 15 日 文化庁が保有する地方指定等文化財情報の共有化にかかる協議および当該作業の
検討※写真 36

平成 28 年 3 月 16 日 静岡県教育委員会文化財保護課と情報共有化にかかる打合せ
平成 28 年 3 月 22 日 和歌山県文化財保護指導委員後期研修会での講演※写真 37
平成 28 年 3 月 31 日 地方指定文化財等の情報収集・整理・共有化事業および動態記録事業報告書「地

域の文化遺産と防災」を作成※刊行物
継続 地方公共団体における文化財関連条例・文化財関連報告書等に関する情報収集・

整理
和歌山県・埼玉県文化財担当部局との県指定等の無形の文化財および美術工芸品
リストの共有化、民間所在資料の情報把握にかかる協議と当該情報の共有化にか
かる作業
文化庁が保有する地方指定等文化財情報の共有化にかかる作業の検討

写真 36：地方指定文化財情報の入力作業
（平成 28 年 3 月 15 日）

写真 37：和歌山県文化財保護指導委員後
期研修会での講演（平成 28 年 3 月 22 日）

＜今後の課題＞
今年度、文化庁と情報共有の合意ができたことにより、今後各地方公共団体との交渉がより速やかに実施できるも

のと考えられる。来年度以降は、情報収集のスピードを上げて和歌山県・埼玉県以外のいくつかの地方公共団体との
間で運用実績をつくることが課題となる。

文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞

文化財保護のための動態記録作成および、記録作成に関わる調査研究を実施する。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り活動をおこなった。

１. 東日本大震災被災地域での文化財の動態記録作成、その他地域における無形文化遺産の動態記録作成について調査
するとともに、可能なものについては並行して記録作成

２. 関連する研究会等、および各調査地域に入り記録作成についての調査研究、情報収集をおこなった。福島県双葉町
で実施された原発事故からの文化財等レスキュー活動の記録（仏像等）、および浪江町の帰宅困難区域内での無形文
化遺産（民俗芸能）の調査および記録作成

３. 無形文化遺産（秩父地域における復刻銘仙）の映像記録では、成果の一部を展覧会へ提供し、会期中会場で来場者
へ公開

４. 購入した映像編集 PC により、動態記録資料の整理、編集をおこなった。一眼レフカメラにより静止画像等多角的
な記録作成
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５. 研究会「無形文化遺産と防災―伝統技術における記録の意義」（事例報告：金沢美術工芸大学・山崎剛氏、福島県文
化財センター・大山正孝氏、國井秀紀氏）を開催。東日本大震災で被災した福島県所在の無形文化遺産の大堀相馬焼（工
芸技術）、南相馬小高箕（民俗技術）を取り上げ、無形文化遺産の防災における記録の意義について議論と検討

６. 研究会「無形の文化財映像記録作成研究会」を開催し、東北地方被災地域の映像記録作成をおこなっている東北映
像文化財研究所の阿部武司氏を招へいして映像記録と防災の関わりについて議論

●活動一覧
平成 27 年 6 月 4 日 福島県双葉町阿弥陀堂文化財救出作業の動態記録
平成 27 年 6 月 18 日 福島県浪江町苅宿地区の無形文化遺産に関する動態記録
平成 27 年 6 月 26 日~28 日 ゆふいん文化・記録映画祭において文化財映像について情報収集
平成 27 年 7 月 15 日~17 日 工芸技術記録に関する情報収集（九州陶磁文化館等）
平成 27 年 7 月 24 日~26 日 東日本大震災被災地無形文化遺産の動態記録調査（宮城県女川町「獅子振り」）
平成 27 年 8 月 11 日 工芸技術記録に関する情報収集、打合せ（金沢美術工芸大学）
平成 27 年 8 月 21 日~24 日 映画の復元と保存に関するワークショップへの参加、情報収集
平成 27 年 9 月 5 日 千葉県匝瑳市木積地区藤箕製作技術の調査および記録作成（ほか、10 月 4 日~6 日,

平成 28 年 1 月 23 日,3 月 5 日）※写真 38
平成 27 年 9 月 26 日~12 月 6 日 泉屋博古館分館特別展『きものモダニズム』の開催に際して、成果の一部を展覧

会へ提供し、会期中会場で来場者へ公開をおこなった。
平成 27 年 10 月 宮城県石巻文化センター文化財レスキュー映像記録の検討（平成 13 年 4 月撮影）
平成 27 年 11 月 9 日~12 日 無形文化遺産の記録作成とその調査（沖縄県八重山郡竹富島「竹富島の種取祭」）
平成 27 年 11 月 18 日 東日本大震災被災民俗技術記録作成についての調査（福島県文化財センターまほ

ろん）
平成 27 年 12 月 22 日 研究会「無形文化遺産と防災―伝統技術における記録の意義」開催※写真 39
平成 28 年 2 月 8 日~9 日 動態記録作成についての情報収集（山口情報芸術センター）
平成 28 年 2 月 19 日~4 月 13 日 須坂クラシック美術館『銘仙展―そしてこれからも―』の開催に際して、成果の

一部を展覧会へ提供し、会期中会場で来場者へ公開
平成 28 年 2 月 22 日 研究会「無形の文化財映像記録作成研究会」開催※写真 40
平成 28 年 3 月 27 日~29 日 福島県被災工芸技術（大堀相馬焼）の記録作成についての調査

写真 38：千葉県匝瑳市木積の藤箕製作技
術記録作成（平成 27 年 10 月 5 日）

写真 39：研究会「無形文化遺産と防災―
伝統技術における記録の意義―」事例報告

（平成 27 年 12 月 22 日）

写真 40：研究会「無形の文化財映像記録
作成研究会」（平成 28 年 2 月 22 日）

＜今後の課題＞
文化財の保護・防災に向けた動態記録作成のあり方と、その活用について引き続き調査研究を進めるとともに、動

態記録映像の撮影をおこない、記録によって文化遺産の予防・減災へと結び付けていくために、調査研究を継続して
実施する。被災地域での文化財等レスキュー活動の動態記録作成、記録の検討を実施することで、今後のレスキュー
活動のあり方や課題について議論を深めることができた。今後も動態記録作成・調査に入り課題について議論を継続
する。また、動態記録・映像記録と防災に関する研究会を開催し記録対象ごとの手法の検討や作成目的の多様化につ
いても検討を重ねる必要がある。
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土地の被災履歴調査法の開発、記録法の開発、「歴史的災害痕跡データベース」への情報登録を目的
とした調査（奈文研）
＜概要＞

土地の被災履歴調査法の開発、記録法の開発、「歴史的災害痕跡データベース」への情報登録を目的として、奈良
文化財研究所および地方公共団体が実施した発掘調査にともなって発見された災害痕跡について調査をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
データ入力件数は以下の通り。そのほか、マイクロフォーカス X 線 CT を用いた三次元地質構造解析法、軟 X 線

システムによる地質構造解析法、粒度分布測定法を用いた地震動による地質変形構造解析法、成分分析型走査型電子
顕微鏡を用いた地震動による地質変形構造解析法の開発を実施した。

　〇データ入力件数
新潟県 11,706 件（約 4,200 遺跡）【災害痕跡確認件数：415 件】
全国（北海道、新潟県、沖縄県を除
く 44 都道府県）

402 件【災害痕跡確認件数：388 件】GIS データベースの開発

●活動一覧
歴史的災害痕跡データベース 災害痕跡データの入力、GIS データベースの開発
災害痕跡調査法の開発 成分分析型走査型電子顕微鏡を導入し、地質構造解析法を開発※写真 41, 42

写真 41：導入した成分分析型走査型電子
顕微鏡

写真 42：導入した流津分布測定器

＜今後の課題＞
セキュリティー構造の改修（利用者登録・許認可システム）ならびに外部（地方公共団体等）データ入力システム

の開発をおこなう必要がある。

被災した遺跡出土動物遺存体を含めた自然史標本に関する情報収集（奈文研）
＜概要＞

奈良文化財研究所が所蔵する貝類標本を事例として目録を作成・刊行し、所在情報の公開と災害発生時の被害を抑
えるための保管・管理方法を検討する。

＜実施の内容と成果＞
標本の登録数は 1,029 点を数える。情報収集により、陸前高田市立博物館に保管されている被災した貝塚出土資料

が経年劣化によってラベル情報の喪失が危惧されることが明らかになった。

●活動一覧
被災した遺跡出土動物遺存体を含めた自然史標本に関する情報収集
陸前高田市立博物館に仮保管されていた市内貝塚出土資料の現状確認
所蔵標本の所在情報の公開・活用および保管・管理方法を検討することを目的として、奈良文化財研究所が所蔵する貝
類標本を事例として整理をおこない、目録を作成※写真 43
貝類標本の種同定および整理に関する意見や助言を得るため、陸前高田市立博物館と大阪市立自然史博物館を訪問※写
真 44
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写真 43：整理作業中の貝類標本 写真 44：貝類標本の整理に関する意見交
換（平成 27 年 8 月 8 日）

＜今後の課題＞
貝塚出土資料は早急に対策をとる必要がある。来年度より本格的に整理作業を進めるとともに、整理作業や標本目

録を作成する中で得られた知見を通して、将来にわたって所蔵標本を継承していくための保管・管理体制を検討し、
実践することをめざす。

活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査

先進的安定化処理技術の開発（東博）
＜概要＞

漆工芸品、油彩画、アクリル画、イラスト等に関する安定化処理技術の調査研究を実施し、それらに関する安定化
処理方針を提案する。

＜実施の内容と成果＞
活動内容は下記の通り。

●活動一覧
~平成 27 年 10 月 漆、修理方法の実験が完了
平成 27 年 11 月 12 日 今後についての検討会を実施
その他 油彩画およびアクリル画、寒天シートによる脱塩後の検証と高吸収ポリマーシー

トを用いた脱塩実験を実施
イラスト、寒天シートを用いた実験を実施

＜今後の課題＞
他の形態や材質に関する安定化処理手法の研究が必要である。

CTスキャナーを使用した被災資料の現状記録（東博）
＜概要＞

X 線 CT スキャナーを用いた被災文化財の劣化診断に関する研究のための聞き取り調査等をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
X 線 CT スキャナーを用いた被災文化財の劣化診断に関する研究のための聞き取り調査の実施、被災時の状況を再

現した紙質試料の作製および撮影を実施し、CT スキャナーによる劣化診断の効果を発揮した。

●活動一覧
平成 28 年 3 月 1 日 東北大学で被災資料の安定化処理時の状況の聞き取り、未処理品の状態確認調査

を実施
その他 CT スキャナーを用いた被災資料等の撮影記録、文化財の劣化診断等の研究を実

施
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＜今後の課題＞
CT スキャナーによる調査は、内部構造の把握と処置前の診断には非常に有効であることを確認した。しかしなが

ら、装置の立地や取り扱いが特殊なため、数多くある被災資料を網羅的に調査することができない。また、撮影結果
を最大級に生かすためには、実際の処置者が作業しながらデータを確認できる環境作りが必要である。

防災に関する先進事例の調査（東博）
＜概要＞

ジュネーブ市の文化財防災設備および体制について、日本への応用可能な知見を得るべく訪問調査をおこなった。

＜実施の内容と成果＞
諸外国における先進的な文化財防災体制に関し、スイス・ジュネーブ市で La BERCE（被災文化財救援設備）、国

際赤十字博物館を訪問し、文化財防災委員（PBC）等から聞き取り調査を実施し、スイスにおける防災に関する先進
事例を収集した。

●活動一覧 
平成 28 年 3 月 6 日~9 日 スイス・ジュネーブ市で La BERCE（被災文化財救援設備）、国際赤十字博物館

を訪問し、文化財防災委員（PBC）等から聞き取り調査を実施※資料編 2

＜今後の課題＞
海外の先進事例を国内にどのような形で応用できるか。

被災現場における保管環境の確立に関する研究（東博）
＜概要＞

被災現場においては一時保管場所の選定と一時保管場所の保管環境の確立を迅速に実現しなければならない。今後
起こりうる大規模災害の発生時に、どのような立地で、どのような機能を有する場所を確保すべきか、また確保した
場所をどのように運用していくかという点について、理論構築をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
災害時に使用される一時保管施設事例の収集および環境保全活動について重要となる項目を整理できた。

●活動一覧
平成 28 年 1 月 27 日~29 日 一時保管施設の現地調査への助言と協力　
平成 28 年 3 月 5 日 「大規模災害時における被災資料の一時保管施設について考える」研究会を保存

修復学会と共催で実施　

＜今後の課題＞
一時保管施設の環境保全活動を持続可能な状態に昇華させるための理論が必要。

被災文化財の応急処置および修理等に関する研究並びに指導、助言、研修（東文研）
＜概要＞

各地で実施中の被災文化財等の救出活動・保全処置活動に参加し、保存修復的な観点から材質や保管・被災状況の
異なる文化財の救出と保全に求められる技術的課題に関する情報を収集するとともに、具体的な改善方法について提
案をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
保存修復に関連する現場のニーズを把握することを目的に、会議参加、研究会参加、文化財救出活動参加、聞き取

り調査を実施し、情報を収集した。また、実際の被災文化財等の安定化処置や保存管理作業に貢献するために、各地
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の作業現場に対して、あるいは直接現地を訪れ、指導助言をおこなった。

　〇情報収集に関する活動一覧
平成 27 年 4 月 26 日 長野県白馬村における神城断層地震被災歴史資料の調査への参加
平成 27 年 6 月 4 日 福島県双葉町阿弥陀堂文化財救出作業参加（福島県主催作業への協力）
平成 27 年 9 月 30 日~ 常総市役所行政文書救出活動への参加
平成 27 年 12 月 14 日 関東・東北地方豪雨被災資料保全に関する情報収集（茨城県常総市）

　〇指導助言に関する活動一覧
平成 27 年 6 月 福島県浪江町請戸集会所から救出された金庫内資料の保全処置に関する助言
平成 27 年 7 月 17 日 福島県埋蔵文化財収蔵センター（まほろん）救出文化財仮設収蔵施設環境調査と

助言
平成 27 年 10 月 15 日 福島県旧相馬女子高校臨時保管施設環境調査と助言
平成 27 年 11 月 4 日 福島県主催で開催された被災文化財等の取り扱いに関する講習会に講師として参

加※写真 45
平成 28 年 1 月 28 日 福島県主催で開催された第 2 回被災文化財等の取り扱いに関する講習会に講師と

して参加※写真 46

写真 45：旧相馬女子高校での除塵清掃
（平成 27 年 11 月 4 日）

写真 46：福島県白河館まほろんでの研修
（平成 28 年 1 月 28 日）

＜今後の課題＞
平成 27 年 9 月上旬に発生した鬼怒川決壊による常総市役所行政文書水損については、これまでの各地での保全処

置活動の成果が活かされ、有効な保全措置がとられているが、5 年前の東日本大震災で被災し救出され、保全措置後
に保管されている文化財等資料については、担当者の交代や経費の問題によって、むしろ現在になって不安定な環境
に置かれているものもあり、被災直後の保全措置とともに、長期的展望に立った管理体制を、場所、人材、経費の各
面から考えていくべき状況が明らかになってきた。

被災文化財等の救出、応急措置等に関する調査研究（奈文研）
＜概要＞

災害発生後、被災した文化財等を可及的速やかに救出した後、応急処置を施して安定した状態に移行させることは
きわめて重要な課題である。本事業では、奈良文化財研究所において、被災文化財等に対して保存科学等に基づく救
出プロセスの構築、保管環境、安定化処置法ならびに修復方法に関する調査研究をおこない、保存科学および修復技
術的な課題と成果を整理し、指針を策定することを目的とする。

＜実施の内容と成果＞
被災紙資料用真空凍結乾燥機を用いて、紙資料の真空凍結乾燥に関する実験を開始した。種々のタイプの紙サンプ

ルを収集し、実験試料を調達した。吸水した塗工紙の真空凍結乾燥実験を開始した。塗工紙のタイプ、凍結温度や乾
燥温度が乾燥状態に及ぼす影響について検討を開始している。※写真 47
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写真 47：真空凍結乾燥実験（平成 28 年 3 月）

＜今後の課題＞
水損紙資料の真空凍結乾燥法の基礎データの集積と技術開発を実施する。

活動キ：地域歴史遺産保全活動のコーディネートのモデル構築等活動キ：地域歴史遺産保全活動のコーディネートのモデル構築等

地域歴史遺産保全活動モデル構築事業（九博）
＜概要＞

大規模災害発生時の文化財レスキューに資するために、平常時の段階での悉皆調査手法の開発と関係諸機関との
ネットワークの形成をめざして、福岡県うきは市と登録有形文化財河北家住宅所蔵の動産文化財を対象に、市民と協
働した地域歴史遺産保全活動モデル構築に取り組む。

＜実施の内容と成果＞
頻発する大規模災害を受け文化財防災への関心が高まる中、登録有形文化財（建造物）に動産文化財が保管されて

いる場合、それらを保全・活用するための手法構築は喫緊の課題となっており、本事業には適時性があるといえる。
また、本事業による調査および講座の実施によって、文化財の防災や被災した場合の救出を円滑にできる関係性を構
築し、非常時の効率的な情報収集および被害把握、迅速な文化財救出をサポートする担い手の育成に取り組むことが
できた。さらに、本取り組みは NHK ニュースでも報道され、社会的関心の高さがうかがえた。

○河北家所蔵文化財調査に関する活動一覧
平成 27 年 7 月 24 日 調査対象の選定、調査対象の現状調査※写真 48
平成 27 年 9 月 16 日 河北家の環境調査、資料概要調査
平成 27 年 11 月 2 日 民俗資料の現状調査
平成 27 年 12 月 7 日 美術・工芸品の現状調査
平成 27 年 12 月 14 日 歴史資料の現状調査※写真 49
平成 28 年 2 月 22 日,23 日 河北家の蔵出し調査※写真 50

写真 48：聞き取り調査（平成 27 年 7 月 24 日） 写真 49：歴史資料の現状調査
（平成 27 年 12 月 14 日）

写真 50：蔵出し調査（平成 28 年 2 月 22 日）

　○うきは市文化財サポーター育成講座の日程
平成 27 年 11 月 2 日 「地域の文化財によりそう」森弘子（福岡県文化財保護審議会専門委員会）、「市

民と協働した文化財調査」三角菜緒（九州国立博物館アソシエイトフェロー）※
写真 51, 52

平成 27 年 12 月 7 日 「家の歴史を残すということ」植野かおり（立花家史料館）、「市民とともに歩む
文書館」河野未央（尼崎市立地域研究史料館）
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平成 28 年 2 月 1 日 「地域資料から日露戦争を見る」兒玉州平（九州産業大学）、「文化財に接する時
に－材料について考える　その 1 導入－」本田光子（九州国立博物館）

平成 28 年 2 月 15 日 「河北倫明と河北家住宅について」植野健造（福岡大学）、「河北家所蔵の児童文
学関連資料」狩野啓子（久留米大学）

写真 51：講演「地域の文化財によりそう」
（平成 27 年 11 月 2 日）

写真 52：講演「市民と協働した文化財調査」
（平成 27 年 11 月 2 日）

＜今後の課題＞
全国の登録有形文化財内の動産文化財の防災体制構築に資するために、今後は研究をさらに深めた上で、地域の拠

点館に本取り組みを啓発・普及する必要がある。また本事業は、将来的に建造物と動産文化財を一体的に保全・活用
するためのモデル構築に発展させる必要がある。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動ク：被災文化財の応急措置等に関する研修の実施

国立文化財機構アソシエイトフェロー研修の実施（推進室）
＜概要＞

文化財防災ネットワーク推進事業アソシエイトフェローを対象に東日本大震災の経験やその後の大学や地方公共団
体等の取り組みについて研修をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
平成 27 年 9 月 28 日から 30 日にかけて、福島大学、東北大学災害科学研究所ほかで国立文化財機構アソシエイトフェ

ロー研修を開催した。アソシエイトフェローに対し、東日本大震災発生の地である福島と仙台で研修と実地見学をお
こなうことにより見識を深めた。現地で活動する専門家とのネットワークを形成することができた。
※写真 53, 54, 55 ※資料 18

写真 53：研修会（平成 27 年 9 月 28 日） 写真 54：講演（平成 27 年 9 月 28 日） 写真 55：実地見学（平成 27 年 9 月 28 日）

第2回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
＜概要＞

全国各地の史料ネットの取り組みと課題および東日本大震災被災地からの報告を受け、意見交換をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
平成 28 年 3 月 19 日および 20 日にかけて、郡山市市民プラザで第 2 回全国史料ネット研究交流集会を開催した。

全国史料ネット研究集会を実施することで、各地の史料ネットの活動状況の把握と情報交換を緊密におこない、ネッ
トワークの強化に繋げた。さらに、災害復興は建物だけの復興でなく、歴史や文化の復興も必要である等の認識が共
有され、「第 2 回全国史料ネット研究交流集会アピール文」が採択された。※写真 56, 57 ※資料 19, 20

写真 56：第 2 回全国史料ネット研究交流
集会（平成 28 年 3 月 19 日）

写真 57：第 2 回全国史料ネット研究交流
集会ポスター展示会場（平成 28 年 3 月 20
日）

＜今後の課題＞
人材の育成とネットワークの構築に関して継続的な取り組みの重要性が確認され、平成 28 年度も全国史料ネット

研究交流集会の開催を計画している。



74

常総市における行政文書水損に関する指導・研修等の実施（推進室）
＜概要＞

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による河川の氾濫・決壊により被災した常総市役所において、水損した行政文書に
係る復旧支援体制構築のための指導および被災資料のトリアージ等に関する研修をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
災害発生時の応急対応や被災資料のトリアージ等について、常総市役所で現物を見ながら、指導・助言し、アソシ

エイトフェロー等への現場対応の研修をおこなった。また、復旧体制構築のための助言をおこない、それを受けて常
総市が立ち上げた「常総市被災行政文書等保全連絡会議」に出席し、今後の行政文書等保全のあり方について助言し
た。また、常総市の行政文書の救援について、現地にて指導と研修をおこなうことにより、災害時の対応と体制に関
する機構職員の見識の向上と、ボランティア等の技能向上を図ることができた。

●活動一覧
平成 27 年 9 月 30 日,10 月 1 日,
7 日~9 日,16 日

常総市役所で被災資料のトリアージに関する指導および助言、アソシエイトフェ
ロー等への現場対応にかかる研修を実施

平成 27 年 10 月 16 日 常総市役所で復旧体制構築の助言をおこなった
平成 28 年 1 月 18 日 「常総市被災行政文書等保全連絡会議」に出席、助言をおこなった

＜今後の課題＞
常総市の災害対応に関わることで、今後の文化財等への災害発生時の連絡体制や協力体制、ネットワークについて

更なる強化が必要との課題を得た。

文化財レスキュー活動のノウハウの継承・発展のための研修の実施（奈文研）
＜概要＞

被災した文化財等をレスキューするための様々な技術や体制などを広く普及・啓発するため、地方公共団体等の文
化財の防災等に携わる担当者に対し、研修をおこなう。また、文化財の地域防災体制の確立を推進するため、研究会
を開催し、情報交換と各種問題に関する議論をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
文化財防災に関する研究集会および研修会を開催した。研究集会では文化財保護行政の中での文化財防災システム

の構築について、平常時における防災、被災時におけるレスキュー、復旧復興のあり方など、様々な視点からの議論
を深めることができた。研修では、被災した文化財のクリーニングというテーマに絞り込み、実習を主体として実施
することにより、知識と技術の両方の習得を促すことができた。研修生から研修の成果を各地方公共団体に持ち帰っ
て普及に努める等の意見を得ることができた。

〇平成 27 年度「文化財等防災ネットワーク研修」の開催　平成 27 年 11 月 17 日から 20 日
　 　17 日に開催した研究集会では、文化財保護行政の中での文化財防災システムの構築について、地方公共団体の取り

組みを紹介しつつ、我が国の文化財危機管理体制について議論した。18 日から 20 日に開催した実習研修では、民俗資
料および紙資料の実践的なレスキューと応急処置について実習を主として研修を開催した。民俗資料については国立民
族学博物館において、紙資料については奈良文化財研究所で実施した。※写真 58，59，60 ※資料 21, 22 ※刊行物
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写真 58：第 1 回文化財等防災ネットワー
ク研究集会（平成 27 年 11 月 17 日）

写真 59：文化財防災ネットワーク研修
（平成 27 年 11 月 19 日）

写真 60：文化財防災ネットワーク研修
（平成 27 年 11 月 20 日）

＜今後の課題＞
地方公共団体によってその体制は様々であることが再認識された。文化財リストの重要性とその作成の困難さが今

後の課題として共有された。研修については、個別テーマを設定した技術研修が有効である。

活動ケ：文化財防災に関する啓発・普及活動

災害記憶の公開と研修の開催（東博）
＜概要＞

災害記憶の公開と研修を遂行するために以下の項目を実施する。

＜実施の内容と成果＞
NPO 法人文化財保存支援機構が主催する陸前高田学校の開催および安定化処理研修への参加によって、東北地方

の博物館職員等および機構内の担当研究員と知識経験の共有化をおこなうことができた。また、日中韓文物防災学術
検討会を開催したことで、各国の文化財防災に対する取り組みの実状を収集でき、国際的な文化財防災の人的ネット
ワークを構築することができた。被災文化財レスキューに関する展示では、一般の方々への情報公開となり、また取
り組みに関しての理解を深めていただくことができた。

　〇現地ワークショップを開催して、知識経験の共有化を図るための活動一覧
平成 27 年 7 月 27 日~8 月 2 日 文化財保存支援機構と共催で陸前高田学校を開催
平成 27 年 8 月 18 日 陸前高田市立博物館でアソシエイトフェロー対象の安定化処理研修「ワーク

ショップ陸前高田会場」を開催
平成 27 年 11 月 25 日~27 日 上海博物館、北川曲山鎮地震遺跡、四川大地震記念館で中日韓文物防災学術検討

会を実施※刊行物

　〇文化財レスキューなど災害対策に関する活動の紹介活動一覧
平成 28 年 1 月~2 月 21 日 文科省エントランスで被災文化財レスキューに関する展示を開催
平成 28 年 2 月 22 日~3 月 13 日 東京国立博物館平成館ラウンジで被災文化財レスキューに関する展示を開催

＜今後の課題＞
研究成果を研修会等以外で共有化する手法も考えねばならない。物理的な移動をともなわず遠隔地へも同等の情報

を伝達する手段について考える必要がある。また、機構全体を横断的に情報共有化し、今後は研究の方向性を迅速に
修正できるような仕組みを取り入れたい。



76

公開シンポジウムの開催（九博）
＜概要＞

災害時における文化財等のレスキューについて普及・啓発をおこなうとともにその担い手となる人材を育成するた
めに、文化財行政および博物館関係者、一般市民向けの公開シンポジウムを 2 回実施する。

＜実施の内容と成果＞
公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅰ」では、東日本大震災時の文化財レスキューを最前線で

担った平川新氏（宮城学院女子学大学学長）を基調講演に迎え、文化財防災・レスキューに関する全国の先進事例を
5 件紹介するとともに三輪嘉六氏（文化財保存支援機構理事長）、内田俊秀氏（京都造形芸術大学名誉教授）ら文化
財防災の有識者 8 名でパネルディスカッションを実施した。公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災
Ⅱ」では、阪神・淡路大震災以降、文化財レスキューに携わってきた三輪嘉六氏を基調講演に迎え、動産文化財の悉
皆調査と市民参加について事例を 5 件紹介するとともに、村田眞宏氏（豊田市美術館館長）ら 4 名でパネルディスカッ
ションを実施した。

文化財レスキューの担い手育成のためには、前提として文化財防災に関する認知度を高める必要がある。2 回のシ
ンポジウムの実施で、延べ 347 名、幅広い世代の市民・文化財関係者の参加を得ただけでなく、アンケート評価では
9 割の回答者がとても良い・良いと回答したことから、文化財防災の啓発・普及に資することができたといえる。

●活動一覧
平成 27 年 6 月 14 日 公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅰ」を開催※写真 61
平成 28 年 1 月 24 日 公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅱ」を開催※写真 62

写真 61：公開シンポジウム「地域と共に
考える文化財の防災減災Ⅰ」（平成 27 年 6
月 14 日）

写真 62：公開シンポジウム「地域と共に
考える文化財の防災減災Ⅱ」パネルディス
カッション（平成 28 年 1 月 24 日）

＜今後の課題＞
今年度事業の実施によって、市民参加型の悉皆調査や日本の歴史において災害・戦災から文化財がいかに守り伝え

られてきたか等、文化財防災の啓発・普及という観点でさらに深めるべきテーマが明らかになってきた。引き続き、
文化財防災に対する関心を高めるようなシンポジウムを継続して開催する必要がある。
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章末資料一覧

資料番号 資料タイトル

資料 7
第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議合同
会議＿報道発表資料

資料 8
第 3 回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第 2 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議合同
会議＿配布資料

資料 9 第 4 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料

資料 10
文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員けいはんなオープンイノベーションセンターの活用
に関する意見交換会次第

資料 11
文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員けいはんなオープンイノベーションセンターの活用
に関する意見交換会メモ

資料 12 地域防災計画研究会＿開催案内
資料 13 文化財防災に関する地域防災計画研究会の概要
資料 14 第 3 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 15 4 博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成 27 年 7 月 31 日）＿次第
資料 16 4 博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成 27 年 10 月 26 日）＿次第
資料 17 4 博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成 28 年 2 月 12 日）＿次第
資料 18 国立文化財機構アソシエイトフェロー研修＿開催趣意書
資料 19 第 2 回全国史料ネット研究交流集会＿チラシ
資料 20 第 2 回全国史料ネット研究交流集会アピール文「ふくしまアピール」（全文）
資料 21 平成 27 年度 文化財等防災ネットワーク研究集会＿開催案内
資料 22 平成 27 年度 文化財等防災ネットワーク研究集会＿実施要項

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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資料7　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿報道発表資料
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資料8　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿配布資料

第3回文化遺産防災ネットワーク推進会議・文化遺産防災ネットワーク有識者会議合同会議議事次第
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資料8　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿配布資料

資料1　平成27年度文化財防災ネットワーク推進事業の主な実施状況について
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資料8　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿配布資料

資料4　バヌアツ文化遺産サイクロン被害調査（PDNA）報告
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資料8　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿配布資料

資料5　アメリカ国立文化機関の文化財防災に関わる調査報告
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資料8　�第３回文化遺産防災ネットワーク推進会議・第２回文化遺産防災ネットワーク有
識者会議合同会議＿配布資料

資料8　水損した行政資料の復元に係る技術的指導について
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第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第 

 

 

平成２８年３月１１日（金） 

１０：００～１２：００ 

東京国立博物館平成館第１会議室 

 

１．開  会 

 

２．あいさつ 

 

３．議  事 

 Ⅰ）日中韓文物防災学術検討会に関する報告について 

Ⅱ）文化財防災ネットワーク推進事業について 

 

・平成２７年度活動報告 

・平成２８年度事業予定報告 

 Ⅲ）防災基本計画について 

Ⅳ）各団体からの報告 

 

４．その他 

   

 

 

（配布資料）   

資料１－１  平成２７年度文化財防災ネットワーク推進事業の主な実施状況について 

 －２  平成２８年度文化財防災ネットワーク推進事業の主な実施予定事業について 
  資料２    防災基本計画修正新旧対照表［平成 28 年 2 月 16 日中央防災会議決定］（抜粋） 
 資料３    全史料協近畿部会月報１２３号 

 

（参考配布） 

参考１  第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議出席者一覧 

参考２  文化遺産防災ネットワーク推進会議構成団体一覧 

 

（机上配布） 連絡窓口担当者一覧 

資料9　第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第4回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料9　第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
資料1-1　平成27年度文化財防災ネットワーク推進事業の主な実施状況について
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資料9　第４回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
資料1-2　平成28年度文化財防災ネットワーク推進事業の主な実施予定事業について
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資料10　�文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員けいはんなオープンイノベーションセンター
の活用に関する意見交換会次第
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資料11　�文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員けいはんなオープンイノベーションセンター
の活用に関する意見交換会メモ
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資料12　地域防災計画研究会＿開催案内
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資料13　文化財防災に関する地域防災計画研究会の概要
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資料14　第３回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第3回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料14　第３回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料3　文化財防災ネットワーク推進事業見直し案
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資料15　４博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成27年7月31日）＿次第
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資料16　４博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成27年10月 26日）＿次第
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資料17　４博物館の収蔵品データの相互運用検討会（平成28年2月12日）＿次第
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資料18　国立文化財機構アソシエイトフェロー研修＿開催趣意書
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資料19　第２回全国史料ネット研究交流集会＿チラシ
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資料20　第２回全国史料ネット研究交流集会アピール文「ふくしまアピール」（全文）
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資料21　平成27年度�文化財等防災ネットワーク研修＿開催案内

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料22　平成27年度�文化財等防災ネットワーク研究集会＿実施要項
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平成 28 年度





３．平成28年度（2016年 4月 1日～ 2017年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催………………………………………………………………… P.117
　　　　・文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会の開催（推進室）
　　　　・第 5 回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催……………………………………………………………… P.118
　　　　・第 4 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
　　　　・第 5 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
　活動ウ：防災ネットワークの構築と地域防災体制の確立促進……………………………………………………… P.119
　　　　・文化財防災体制構築のための調査研究（推進室）
　　　　・文化財防災ネットワークウェブサイトの改修（推進室）
　　　　・文化遺産防災国際シンポジウムおよび研究会の開催（推進室研）
　　　　・地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進室）
　　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
　　　　・被災文化財の仮収蔵場所における環境調査（奈良博）
　　　　・地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・九博・東文研・奈文研）

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動エ：文化財防災に関する情報の収集と公開……………………………………………………………………… P.129
　　　　・4 博物館の収蔵品データベース「国立博物館収蔵品統合検索システム（ColBase）
　　　　　の開発に向けた検討会（東博）
　　　　・文化財防災アーカイヴスの整備に係る予備調査（京博）
　　　　・九州・山口地域の過去の災害研究および全国の文化財の防災に関する事例の収集（九博）
　　　　・アジア諸国の文化財防災に関する国際連携の構築（九博）
　　　　・地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
　　　　・文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　　・考古資料および文献史料からみた過去の地震・火山災害に関する情報の収集と
　　　　　データベースの構築・公開（奈文研）
　　　　・文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県湯浅町・広川町等】（奈文研）
　活動オ：安定化処理技術確立のための調査研究……………………………………………………………………… P.136
　　　　・先進的安定化処理技術の開発（東博）
　活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処理および修復方法に関する研究…………… P.137
　　　　・地域歴史遺産保全活動モデルの構築（九博）
　　　　・水濡れした文化財の処置法の評価に関する研究（九博）
　　　　・水濡れした文化財の処置法の評価に関する研究【熊本】（九博）
　　　　・保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境に関する調査研究（東文研）
　　　　・水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
　活動キ：文化財等の防災に関する研修の企画等……………………………………………………………………… P.140
　　　　・文化財防災・救出に関する指導、助言、研修および普及啓発（東文研）



⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）

　活動ク：文化財等の防災に関する講演会の企画等…………………………………………………………………… P.141
　　　　・第 3 回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
　　　　・文化財防災に関する普及・啓発活動（東博・京博・奈良博・九博・奈文研）
　活動ケ：文化財等の防災に関する研修の企画等……………………………………………………………………… P.143
　　　　・文化財防災に関する研修・講演会の企画、情報収集と広報（奈文研）

章末資料一覧………………………………………………………………………………………………………………… P.145
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催

文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
＜概要＞

文化遺産防災ネットワーク推進会議を参画団体の情報交換と有事に対応するためのネットワークの維持を目的とし
て開催する。

＜実施の内容と成果＞
第 5 回文化遺産防災ネットワーク推進会議では、新たに 1 団体（独立行政法人国立公文書館）の加盟を得て 21 団

体となった。また、会議成果の広い情報共有ができた。事例としては、熊本地震による被害および対応状況および被
災文化財レスキュー事業等について、積極的な情報交換や意見交換をおこなった。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（平成 28 年 11 月 29 日時点：21 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益社団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会 一般社団法人日本考古学協会 独立行政法人国立公文書館

〇文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会（推進室）平成 28 年 6 月 30 日
　東京国立博物館で文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会を開催した。熊本地震被災文化財レスキュー事業、
熊本地震による被害および対応状況等について、情報交換と意見交換をおこなった。※写真 63 ※資料 23,24

〇第 5 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 28 年 11 月 29 日
　東京国立博物館で第 5 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。本事業の活動状況、文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議からの提言、各地での地震等に伴う文化財等の被害・レスキュー活動の状況、参画機関の活動内容等につ
いて、情報交換と意見交換をおこなった。※写真 64 ※資料 25

写真 63：文化遺産防災ネットワーク推進会
議臨時連絡会（平成 28 年 6 月 30 日）

写真 64：第 5 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 28 年 11 月 29 日）

＜今後の課題＞
参画団体間で情報交換の密度の強化し、さらなるネットワーク強化をめざす。
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活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞

文化財防災に関する有識者からの助言や情報を得て、事業内容をより有意義にすることを目的として、下記文化遺
産防災ネットワーク有識者会議等を開催する。

＜実施の内容と成果＞
委員からの意見により事業の活性化につながった。これまでの議論踏まえて、今後の我が国の文化財防災 ･ 減災体

制のさらなる充実に向けた、文化庁、国立文化財機構および文化遺産防災ネットワーク推進会議を構成する各機関・
団体に対する提言が出された。

平成 28 年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（19 名）
青木 睦 国文学研究資料館准教授

阿部 浩一 福島大学行政政策学類教授（ふくしま歴史資料保存ネットワーク代表）
内田 俊秀 京都造形芸術大学名誉教授
大窪 健之 立命館大学理工学部教授（歴史都市防災研究所所長）
大嶌 薫 国立国会図書館収集書誌部司書監

大橋 竜太 東京家政学院大学教授
奥村 弘 神戸大学大学院人文学研究科教授（歴史資料ネットワーク代表委員）

加藤 幸治 東北学院大学文学部教授

後藤 治 工学院大学教授（公益社団法人日本建築士会連合会・全国ヘリテージマネージャーネットワーク協議会
運営委員長）

佐久間 大輔 大阪市立自然史博物館主任学芸員
眞野 節雄 日本図書館協会資料保存委員会委員長

浜田 拓志 奈良文化財研究所客員研究員（前和歌山県立近代美術館副館長 / 前全国美術館会議　東日本大震災救援・
支援対策本部委員）

半田 昌之 日本博物館協会専務理事
日髙 真吾 国立民族学博物館文化資源研究センター准教授
平川 新 宮城学院女子大学長（東北大学名誉教授 /NPO 宮城歴史資料保全ネットワーク理事長）

福島 幸宏 京都府立図書館総務課企画調整係
真鍋 真 国立科学博物館標本資料センターディレクター

村上 裕道 兵庫県教育委員会事務局参事兼文化財課長
村上 博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長

〇第 4 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）平成 28 年 6 月 30 日
　東京国立博物館で第 4 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。本事業の活動状況、熊本地震による文化
財被災状況および文化財レスキュー事業等について、委員より資料提出やご意見をいただいた。※写真 65 ※資料 26

〇第 5 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）平成 28 年 11 月 29 日
　東京国立博物館で第 5 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。熊本地震、台風 10 号、鳥取県・福島県
で発生した地震など各地における地震等にともなう文化財等の被害・レスキュー活動の状況等について、情報交換と意
見交換をおこなった。また、有識者会議として「文化遺産防災ネットワークの充実に向けて」とした提言をおこなった。
※写真 66 ※資料 27

写真 65：第 4 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 28 年 6 月 30 日）

写真 66：第 5 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 28 年 11 月 29 日）
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＜今後の課題＞
レスキュー事業の進め方、平常時における相互連携のあり方などをより具体化するにあたって検討すべき課題を共

有でき、平成 29 年度以降の事業展開に対する知見を得た。

活動ウ：防災ネットワークの構築と地域防災体制の確立促進

文化財防災体制構築のための調査研究（推進室）
＜概要＞

平成 28 年は、4 月に発生した熊本地震をはじめとして、8 月の台風 10 号による岩手県地方の水害、11 月の鳥取地震、
福島沖地震と自然災害が続いた。

本事業では、平成 23 年の東日本大震災によって被害を受けた文化財や平成 27 年 9 月の鬼怒川決壊による常総市役
所水損公文書などの保全処置作業が継続されている状況において、文化財の被災を最小限に止める、被災した文化財
を極力迅速に救出する、そしてこれらを実現するために技術的連携と緊急の連絡システムを構築する、という観点か
ら平成 28 年度に発生した自然災害の事例を検証し、考察をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
地域内における技術連携と緊急時の情報収集のための連絡システムについての考察の成果を報告としてまとめ、発

表した。また、考察の進展とともに、年度の後半に文化財防災ネットワーク推進事業に関連して各地で開催された講
演会・研修会・シンポジウム等でこの 2 点を強調して述べることに努めた。

●活動一覧
平成 28 年 12 月 13 日 中部・近畿文化財関係者による文化財防災連絡会議で講演
平成 28 年 12 月 14 日 第 3 回全国史料ネット研究交流集会で閉会あいさつ
平成 29 年 3 月 20 日 東北歴史博物館で開催された公開シンポジウム「被災した文化財を次世代に伝え

るために」に参加
その他 岡田健〔報告〕文化財災害対策における地域体制整備に向けた重要な課題―技術

連携と緊急連絡システム―、『保存科学』56 号、pp.189-198、東京文化財研究所

＜今後の課題＞
異なる状況で発生する自然災害とそれにともなう文化財の被災に対して、想定される文化財の被害内容に応じた技

術連携の構築のためには、地域内における文化財関係機関や専門家がどのような設備と技術を有しているかを事前に
把握し、連携体制による迅速な対応がその後の処置作業における負担を劇的に軽減するものであることを理解しても
らい、その上で実際の災害発生時に相当の負担を背負うことまでを了解したネットワークの構築が重要である。その
ためには、地域内における関係機関に関する調査を徹底することと、文化財の被災の種類とその対処方法についての
保存科学・修復技術的な知識を十分に持っている必要がある。これらの作業を、国立文化財機構の各施設だけが担う
のではなく、防災ネットワーク推進事業に参画している各団体にも理解を求め、それぞれのネットワークにおいて推
進してもらう必要がある。

文化財防災ネットワークウェブサイトの改修（推進室）
＜概要＞

ウェブサイトを一部リニューアルし、情報収集能力等の強化を図る。

＜実施の内容と成果＞
平成 28 年 3 月に従来のウェブサイトのトップページを改修し、タイトル横に「文化財等防災ネットワーク推進事

業ロゴマーク」をつけ、ロゴマークを印象づけるよう工夫した。加えて、コンテンツを「事業案内」・「活動内容」・「文
化財レスキュー関連リンク集」・「参画団体」の 4 つに分けて表示した。

更新ページである「文化財防災関連ニュース」は目につきやすいよう中央に配置し、下部に「本部からのお知らせ」・
「講演会・シンポジウム等」を配置することによって、利用者が必要とする内容がすぐに得られるようにした。また、
平成 28 年度は記事更新を 26 回おこなった。（※詳細は項目3−1.「文化遺産防災ネットワーク推進事業ウェブサイト
「文化財防災ネットワーク」による情報発信」を参照→ p.471）
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＜今後の課題＞
今後さらに内容の充実化を進める必要がある。

文化遺産防災国際シンポジウムおよび研究会の開催（推進室）
＜概要＞
「文化遺産防災国際シンポジウム−文化遺産を大災害からどう守るか：ブルーシールドの可能性Ⅱ−」と研究会を

開催し、国際的な取り組みから国内の文化財防災に対する知見を得ることを目的とする。

＜実施の内容と成果＞
シンポジウムでは 50 名の参加者を集め、知見の向上と文化遺産防災に係る情報共有と啓発をおこなうことができ

た。研究会では、招へい者のロナルド・ポルチェリ氏より、ブルーシールド設立に向けたガイドラインや申請書、申
告用紙などの資料の提供を受け、今後ブルーシールド国内委員会を立ち上げるうえでの具体的な課題を把握できた。
そのほか、シンポジウムと研究会の実施結果を踏まえ、文化遺産の集積地である京都に場所を移し、防災設備等の状
況を見ながら意見交換等をおこなった。

●活動一覧
平成 29 年 3 月 17 日 東京国立博物館でブルーシールドに関する研究会を開催
平成 29 年 3 月 18 日 東京文化財研究所で文化遺産防災国際シンポジウム「−文化遺産を大災害からど

う守るか：ブルーシールドの可能性Ⅱ−」を開催※写真 67 ※刊行物
平成 29 年 3 月 19 日~20 日 京都市内で文化遺産および周辺防災設備視察を実施※写真 68

写真 67：文化遺産防災国際シンポジウム
「−文化遺産を大災害からどう守るか：ブ
ルーシールドの可能性Ⅱ−」（平成 29 年 3
月 18 日）

写真 68：京都市内での文化遺産および周
辺防災設備視察（平成 29 年 3 月）

＜今後の課題＞
日本型のブルーシールドは、自然災害に重点を置きつつ、行政機関と密接に連携した体制づくりが求められると考

えられる。災害救助に携わる自衛隊、警察、消防などが、人命救助を第一としつつも、文化遺産防災の認識を高める
ことも必要であると思われる。ブルーシールド日本委員会の設立に向けて、引き続き検討を進めていきたい。

地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進室）
＜概要＞

平成 26 年 3 月に改正された大規模地震防災・減災対策大綱は「4．様々な地域的課題への対応」の中で「（8）文化
財の防災対策」の項目を追加している。この改正を受け、地方公共団体においては地域防災計画の中で「文化財の防
災対策」を盛り込むことが検討されている。しかし、地方公共団体によっては具体的な防災対策が十分に検討されて
いない場合もある。そのような状況にあって、地方公共団体からは「文化財の防災対策」に関する「標準」の必要性
とその「標準」を基本として「地域特有の問題に対する対策」の構築をめざしたいという要望がある。本プロジェク
トでは「文化財の防災」に対する「地域防災計画文化財関連項目標準」の検討と提言をおこない、地域防災における
文化財防災を推進することをめざす。
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＜実施の内容と成果＞
47 都道府県の地域防災計画を閲覧し、文化財所有者・市町村・県という各階層における役割を明記している秋田県、

新潟県に焦点を当て、その文言の成り立ち、防災対策の実施状況について調査をおこなった。
また、平成 29 年 3 月 23 日に文化財防災ネットワーク推進室と共同で東京文化財研究所において研究会「地域防災

計画文化財関連項目標準の検討に関する研究会」を開催した。※資料 28
研究会には、新潟県教育庁文化行政課清水秀樹氏を招いた。新潟県では平成 16 年の中越地震に際して、県の文化

財担当課長名で未指定を含む文化財の保全を呼びかけ、県立歴史博物館が率先して山古志村等での文化財救出活動に
出たことなどがあり、その後防災計画に文化財項目を記述する際に未指定を含む内容となったものと思われる。県の
文化財保護指導員による定期的な巡回、年 1 回の文化財指導者講習の実施、県立文書館による計画的な地域文書の調
査活動などがおこなわれ、文化財の所在情報が更新されるシステムができている。

＜今後の課題＞
都道府県教育委員会の文化財担当は定期的に人が変わることもあり、優れた文言を持つ防災計画があったとして

も、そのことを理解している担当者があまりいないのではないか、との懸念がある。
聞き取り調査をおこなった秋田県では、防災計画は教育委員会ではなく総務部の所管であるため、文化財防災に関

する記述についても作成に関与していない、ということであった。防災計画の文言とそれを実施するための具体的な
体制が有効なつながりになっているかどうかを検証する必要がある。

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
＜概要＞

主として西日本において非常災害が発生した際に、被災した文化財の一時保管先として使用することができるよ
う、京都府から借り受けたけいはんなオープンイノベーションセンター（以下「KICK」）収蔵庫の維持管理をおこなっ
う。また、災害時等に第三者の所有する文化財を収蔵庫へ移動することを念頭に置き、京都国立博物館防災対応受託
規則を策定する。

＜実施の内容と成果＞
KICK 設備管理業者と収蔵庫環境管理契約を締結したことにより、現地中央監視による温湿度管理、設備点検等に

ついての共有が実現し、現地との日常的な連携体制が整えられた。また収蔵庫としての本格的な運用に備え、2 階収
蔵庫の一部に限定して文化財を収蔵し環境調査を継続してきた。

結果、年間を通じて、温湿度環境を安定的に維持することができ、顕著な虫菌害も発見されなかった。さらに、京
都国立博物館防災対応受託規則の策定により、非常時等における防災対応としての受託が可能となる（平成 29 年 4
月 1 日施行）。

●活動一覧
収蔵庫内環境調査
平成 28 年 11 月 16 日 真菌類調査（浮遊菌・付着菌）
2 か月ごと 虫害調査（6 回）
通年 温湿度モニタリング等（データ回収および目視点検 11 回）
収蔵庫維持管理
平成 28 年 7 月 1 日 収蔵庫環境管理に関する外部委託契約を開始
平成 29 年 2 月 27 日 KICK 1 階収蔵庫へ京博収蔵品の一部（紙資料、段ボール 4 箱分）を搬入※写真

69
平成 29 年 3 月 8 日 収蔵庫内清掃※写真 70
活用制度の検討
通年 KICK 収蔵品の台帳管理に関する検討
平成 29 年 4 月 1 日施行 京都国立博物館防災対応受託規則を策定
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写真 69：KICK の 1 階収蔵庫へ京博収蔵品
の一部（紙資料）搬入（平成 29 年 2 月 27 日）

写真 70：KICK の 1 階収蔵庫の除塵清掃（平
成 29 年 3 月 8 日）

＜今後の課題＞
被災文化財の一時保管においては各地の現状に応じた対策を講じる必要があるため、他機関とも連携し、KICK 収

蔵庫活用事業をモデルケースとしてさらに調査研究を進める。あわせて、汚損した文化財を避難させることに備えて、
KICK が所有する燻蒸設備の活用方法を検討する。

被災文化財の仮収蔵場所における環境調査（奈良博）
＜概要＞

被災文化財の仮収蔵場所における環境調査を目的にデータロガー等を購入し、施設を借りている京都国立博物館な
らびに管理する京都府と意見交換をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
京都国立博物館は KICK 収蔵庫について環境調査をおこなっているが、その他については環境が不明である。被

災文化財を KICK で仮収蔵することが可能な旧展示室にデータロガーを設置し、環境調査を目的に購入。京都国立
博物館と環境調査に向け意見交換をおこなった。

●活動一覧
平成 28 年 7 月 20 日 奈良国立博物館で京都国立博物館と KICK 収蔵庫における被災文化財の仮保管のための

環境調査に関する意見交換
平成 28 年 9 月 15 日 KICK で京都国立博物館と環境調査に関する打合せ
平成 28 年 11 月 12 日 KICK で文化財防災に関するシンポジウムへの参加と意見交換
平成 29 年 2 月 18 日,19 日 佐賀県立博物館で被災文化財に関する事例調査
平成 29 年 3 月 16 日 東京国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せおよび被災文化財の仮保管のた

めの環境調査に関する打合せ

＜今後の課題＞
KICK における被災文化財の仮保管に向けた環境調査に関して京都国立博物館と連携がうまくいかず、また KICK

を管理する京都府とも連携がうまくできなかった。京都国立博物館と連携し KICK における被災文化財の仮保管に
必要な環境調査を今後進展させる必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・九博・東文研・奈文研）� �
関東圏地域（東博）
＜概要＞

関東圏を主とする地域の文化財防災体制の確立を促進することを目的として、各県の博物館協会事務局や教育委員
会文化財所管課等の担当者と、県内の文化財防災体制の現状等について聞き取り調査、協議を実施し、文化財防災ネッ
トワーク推進室との関係構築を図りつつ、情報提供、意見交換をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
群馬、茨城、埼玉、千葉、神奈川、山梨、長野、新潟の 8 県について、博物館協会事務局、県教育委員会文化財所

管課等の担当者と面談し、県内の文化財防災に関する取り組みおよび体制の概要を把握することができた。また、当
該機関等に対して、文化財防災ネットワーク推進室との関係を、担当者間レベルで築くことができた。
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●活動一覧
平成 28 年 5 月 19 日 千葉県立中央博物館で千葉県博物館協会集会に参加 ※写真 71
平成 28 年 6 月 16 日 山梨県立博物館でミュージアム甲斐ネットワーク事務局と面談
平成 28 年 7 月 1 日 神奈川県立歴史博物館で神奈川県博物館協会防災委員会と面談
平成 28 年 8 月 4 日 茨城県陶芸美術館で茨城県博物館協会事務局と面談
平成 28 年 8 月 5 日 埼玉県立歴史と民俗の博物館で埼玉県博物館連絡協議会事務局と面談
平成 28 年 9 月 27 日 群馬県立歴史博物館で群馬県博物館連絡協議会事務局と面談、および群馬県教育

委員会文化財保護課への訪問
平成 28 年 9 月 28 日 山梨県立博物館でミュージアム甲斐ネットワーク会議に参加
平成 28 年 12 月 9 日 長野県立歴史博物館で長野県博物館協議会事務局と面談、および長野県教育委員

会文化財・生涯学習課への訪問
平成 29 年 1 月 18 日 神奈川県立生命の星・地球博物館で神奈川県博物館協会防災訓練に参加
平成 29 年 2 月 3 日 新潟県立歴史博物館および新潟県教育庁文化行政課への訪問
平成 29 年 2 月 7 日 埼玉県立歴史と民俗の博物館で埼玉県文化財保護協会文化財レスキュー・防災研

修会に参加 ※写真 72

写真 71：千葉県博物館協会集会での講演
（平成 28 年 5 月 19 日）

写真 72：埼玉県文化財保護協会文化財レ
スキュー・防災研修会での講演（平成 29
年 2 月 7 日）

＜今後の課題＞
今年度、対象としなかった東京および栃木の関係機関等と、茨城、埼玉、千葉、神奈川、山梨の 5 県の教育委員会

文化財所管課との協議の実施を次年度の課題とする。また、今年度、担当者間で関係を構築できた機関等に対しても、
その関係の維持および強化を図ることに努める。

中部圏・近畿地域（京博）
＜概要＞

中部圏・近畿ブロックにおける文化財防災体制の現状を把握し、地域の文化財関係者との人的ネットワークを構築
するため、現地の教育委員会や博物館施設等を訪問し調査を実施した。また、文化財防災業務における災害下での通
信機能として、衛星携帯電話の回線契約維持、および西日本地域における激甚災害下での活動を想定した運用訓練、
マニュアル整備等をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
岐阜県、京都府、福井県、兵庫県の文化財所管課や博物館協会への聞き取り調査および関係者との協議を通じ、関

西広域や各府県における文化財保護行政や、非常時の文化財対応への課題、展望について知見を得た。

●活動一覧
平成 28 年 6 月 24 日 岐阜県博物館協会への聞き取り調査
平成 28 年 8 月 1 日 京都市消防局への聞き取り調査
平成 28 年 8 月 3 日 岐阜県社会教育文化課への聞き取り調査
平成 28 年 8 月 26 日 京都市文化財保護課との協議、京都府文化財保護課との協議
平成 28 年 9 月 21 日 岐阜県社会教育文化課、県博協担当者との協議
平成 28 年 11 月 24 日 福井県生涯学習・文化財課への聞き取り調査
平成 28 年 12 月 9 日 岐阜県社会教育文化課との協議
平成 28 年 12 月 13 日 近畿・中部文化財関係者による文化財防災連絡会議の開催
平成 29 年 1 月 23 日 総合防災訓練で衛星携帯電話の運用訓練



124

平成 29 年 2 月 22 日 兵庫県文化財課への聞き取り調査
平成 29 年 3 月 15 日 岐阜県社会教育文化課、県博協担当者との協議

＜今後の課題＞
非常時における文化財救援活動を円滑におこなうためには、国立文化財機構をはじめとする文化財専門家を有する

機関が、地方公共団体の動きとどのように連携を取るのか、制度的な根拠も含めて検討する必要がある。現状の行政
体系を鑑み、さらなる調査・研究を進める。

奈良県および近隣地域（奈良博）
＜概要＞

奈良県および近隣地域で文化財防災体制の支援を目的に情報収集を継続し、各拠点施設との連携強化を図った。

＜実施の内容と成果＞
奈良県や愛知県・三重県など各地域の文化財防災の中心となる担当者と意見交換を重ね、機構と連携を進める方向

で一致した。また、東京国立博物館、京都国立博物館、九州国立博物館などと意見交換をおこない、担当者と得られ
た成果の共有を進めた。他地域の担当者から機構の動きについて質問があり、意見交換を継続し意思疎通を図った。

●活動一覧
平成 28 年 4 月 18 日 東京国立博物館で防災ネットワーク会議に参加
平成 28 年 4 月 21 日,22 日 九州国立博物館で文化財防災に関する打合せ
平成 28 年 6 月 23 日,8 月 5 日,
6 日,10 月 25 日,26 日

京都国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せ

平成 28 年 6 月 30 日,7 月 25 日,
8 月 31 日

九州国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せ

平成 28 年 9 月 15 日 奈良大学で文化財防災に関する打合せ
平成 28 年 10 月 25 日 九州国立博物館で文化財防災に関する打合せと施設の視察
平成 28 年 11 月 29 日,30 日,
12 月 6 日,7 日

愛知県美術館で文化財防災に関する意見交換

平成 28 年 12 月 13 日 京都国立博物館での文化財防災会議に参加
平成 28 年 12 月 21 日 東京国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せ
平成 29 年 1 月 5 日 京都国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せ
平成 29 年 2 月 15 日,3 月 15 日 九州国立博物館で文化財防災ネットワークに関する打合せ
平成 29 年 2 月 27 日 三重県総合博物館で三重県の文化財防災ネットワークに関する打合せ

＜今後の課題＞
奈良県とは行政担当者と意見交換しているが、関係者を集めた会議を開催できていないため、早急に会を開くこと

が必要である。今年度から担当となった大阪府とはまだ話ができていないため、早急に連携を図る。

九州・山口地域（九博）
＜概要＞

九州・山口地域において、有事における文化財の防災・救出体制の構築促進を目的とする。今年度は、平成 28 年
4 月に発生した熊本地震で被災した文化財の初動救出体制の構築を重点目標として、情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
文化財の救出体制構築のためには、迅速な初動が必要である。本事業によって、熊本地震による文化財の被害状況

や、熊本で文化財レスキューの拠点となる熊本県庁をはじめとした各種施設・機関・団体の状況が速やかに把握でき
た。
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●活動一覧
平成 28 年 4 月 18 日~20 日 東京国立博物館、京都国立博物館、神戸大学で熊本地震にかかる文化財救援体制

構築のための情報収集
平成 28 年 5 月 11 日 熊本県立美術館・熊本現代美術館・熊本県庁で熊本地震にかかる文化財救援体制

構築のための情報収集
平成 28 年 5 月 14 日 熊本県内寺院で熊本地震にかかる文化財救援体制構築のための情報収集※写真

73, 74
平成 28 年 5 月 23 日 熊本県立図書館、熊本大学文学部附属永青文庫研究センターで熊本地震にかかる

文化財救援体制構築のための情報収集
平成 28 年 6 月 22 日 熊本県庁で熊本地震にかかる文化財救援体制構築のための情報収集

写真 73：熊本地震にかかる文化財救援体
制構築のための調査（平成 28 年 5 月 14 日）

写真 74：熊本地震にかかる文化財救援体
制構築のための調査（平成 28 年 5 月 14 日）

＜今後の課題＞
九州・山口地域では、熊本地震で被災した文化財の救出活動に、「みんなでまもる文化財みんなをまもるミュージ

アム事業」の枠組みを通じて、九州・山口各地からの人員派遣が実現した。次年度は、この成果を踏まえて、災害発
生時における各県の連携体制や、連絡網の構築に向けた会議の開催等が必要と考える。

熊本地震対応（九博）
＜概要＞

平成 28 年 4 月に発生した熊本地震を受け、熊本での非常災害時における文化財被害の救出体制に資するネットワー
クを構築することを目的に、情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
本事業の実施によって、九州国立博物館研究員および九州・山口地域の文化財行政関係者や学芸員が派遣されたこ

とで、現地における文化財救出体制が速やかに構築された。結果として、文化財レスキュー事業において、平成 29
年 3 月現在で実施件数 28 件、文化財約 6,200 点の救出につながった。

●活動一覧
　（※熊本県博物館 NWC ＝熊本県博物館ネットワークセンター）

平成 28 年 7 月 6 日 熊本県博物館 NWC で熊本県被災文化財にかかる協議
平成 28 年 7 月 11 日 熊本県博物館 NWC ほかで被災文化財にかかる調査
平成 28 年 7 月 19 日~22 日 熊本県博物館 NWC、松橋支援学校氷川分教室ほかで熊本地震にかかる被災文化

財の情報収集※写真 75
平成 28 年 7 月 26 日~29 熊本県博物館 NWC ほかで熊本地震にかかる被災文化財の情報収集
平成 28 年 10 月 27 日 熊本地震にかかる被災文化財についての協議（東京文化財研究所）

●熊本地震にかかる被災文化財の情報収集のための訪問先一覧
平成 28 年 7 月 13 日~15 日 熊本県博物館 NWC ほか
平成 28 年 8 月 1 日~3 日 熊本県博物館 NWC ほか
平成 28 年 8 月 5 日 熊本県庁、熊本城
平成 28 年 8 月 9 日~10 日 現地本部、熊本県立美術館
平成 28 年 8 月 17 日,19 日 個人宅
平成 28 年 8 月 24 日~26 日 熊本県博物館 NWC ほか
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平成 28 年 8 月 29 日~9 月 2 日 熊本県博物館 NWC ほか
平成 28 年 9 月 8 日~9 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫
平成 28 年 9 月 12 日~16 日 熊本県博物館 NWC ほか※写真 76
平成 28 年 9 月 19 日~21 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫
平成 28 年 9 月 27 日~30 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫ほか
平成 28 年 10 月 10 日~14 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫ほか
平成 28 年 10 月 17 日~21 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫ほか
平成 28 年 10 月 25 日~27 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫ほか
平成 28 年 11 月 3 日~11 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫、熊本大学、熊本県庁ほか
平成 28 年 11 月 13 日~15 日 氷川保管庫、益城保管庫、熊本県立美術館ほか
平成 28 年 11 月 20 日~25 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、熊本県立美術館ほか
平成 28 年 11 月 27 日~29 日 熊本県博物館 NWC ほか
平成 28 年 12 月 2 日~3 日 熊本大学
平成 28 年 12 月 6 日~9 日 熊本県博物館 NWC、熊本大学、竜北歴史資料館ほか
平成 28 年 12 月 13 日 益城保管庫
平成 28 年 12 月 20 日~22 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫ほか
平成 29 年 1 月 5 日~6 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫、益城保管庫ほか
平成 29 年 1 月 11 日~13 日 熊本県博物館 NWC、熊本大学ほか
平成 29 年 1 月 18 日~20 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、氷川保管庫、熊本大学ほか
平成 29 年 1 月 23 日~27 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、氷川保管庫、熊本大学ほか※写真 77
平成 29 年 2 月 1 日~3 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫ほか
平成 29 年 2 月 6 日~7 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫ほか
平成 29 年 2 月 9 日~10 日 熊本県博物館 NWC、熊本大学
平成 29 年 2 月 12 日~17 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、氷川保管庫、熊本大学
平成 29 年 2 月 21 日~22 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、氷川保管庫）
平成 29 年 2 月 27 日~28 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、氷川保管庫）
平成 29 年 3 月 2 日~3 日 熊本県博物館 NWC、益城保管庫、熊本大学）
平成 29 年 3 月 7 日~10 日 熊本県博物館 NWC、氷川保管庫
平成 29 年 3 月 23 日~24 日 熊本県博物館 NWC、熊本大学）

写真 75：熊本市内神社における熊本地震
にかかる被災文化財の被害調査（平成 28
年 7 月 22 日）

写真 76：八代郡氷川町旧家における被害
調査（平成 28 年 9 月 15 日）

写真 77：益城町旧家における被害調査
（平成 29 年 1 月 25 日）

＜今後の課題＞
熊本地震で被災した文化財救出活動への支援は、本年度末においてなお文化財救出・応急処置・一時保管の需要が

減らない状況から、継続して実施する必要がある。

北海道・東北地域（東文研）
＜概要＞

平成 28 年度から東京文化財研究所が担当することになった北海道・東北地区について、各道県の地域内連携体制
の構築を目的として調査研究を実施する。

＜実施の内容と成果＞
東日本大震災において救援活動を実施した岩手・宮城・福島の 3 県は、いずれも文化庁による被災ミュージアム再

興事業を活用して、救出文化財の保全作業を実施してきた。しかし、それぞれに震災後の県内体制が異なり、震災の
年の秋に被災文化財等保全連絡会議を設立させ、参加団体の協議によって活動方針を定め、県教委がサポートする形
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態によってミュージアム再興事業の実施基盤を確立した宮城県に対して、震災 2 年目にようやく被災文化財等救援対
策本部を設立させ県教委の主導で警戒区域内資料館からの文化財資料救出を実施してきた福島県では、県教委文化財
課の人事異動とともに連携維持についての意識が低下したように見受けられた。

1）県内体制促進のための活動
下記の通り、協議や会議への参加、情報収集をおこなった。

●活動一覧
平成 28 年 7 月 7 日 福島県教育委員会訪問、県内連携体制について協議
平成 28 年 10 月 26 日 宮城県被災文化財等保全連絡会議幹事会へ出席
平成 29 年 2 月 9 日 第 17 回宮城県被災文化財等保全連絡会議全体会議へ出席
平成 29 年 3 月 20 日 宮城県被災文化財等保全連絡会議公開シンポジウムに参加
その他 秋田県・山形県・岩手県各教委へ県内体制に関して電話で聞き取り

2）北海道および東北 6 県の地域防災計画に関する資料の収集をおこなった。

3）北海道、岩手県、青森県について、教育委員会文化財所管課・道県立博物館・道県立美術館・道県立図書館・道
県立公文書館・道県立埋蔵文化財センター・地域史料ネット等に関する情報の収集をおこなった。

＜今後の課題＞
東日本大震災において文化庁の文化財レスキュー事業を実施した岩手・宮城・福島は、状況は異なるとはいえ、あ

る程度その様子を把握することはできる。当時、いずれの県もかなりの震度を記録しながら文化財の救出に関して文
化庁へ支援要請を出さなかった。他の東北各県については、現状は県教委文化財担当へのメール等での問い合わせに
止まっている。その大きな原因は、各県ともそれほど大きな自然災害による文化財被害はない、という認識があり、
県内文化財防災体制の構築をあまり急いでいない、ということがあると思われる。

しかし実際には、被害があったにもかかわらず「文化庁へ支援要請を出すほどでもない」という判断から我慢をし
ている可能性があり、これにより文化財の滅失が発生しているとも考えられる。小規模の災害と文化財の被害に対し
て、あるいは未指定文化財の小規模被害に対して、この文化財防災ネットワーク推進事業が如何にピンポイントの活
動を実施できる体制にするか、ということが課題として考えられる。

四国地域（奈文研）
＜概要＞

文化財に関する地域防災ネットワークの確立を促進するため、四国地方を中心に、文化財の防災にかかわる取り組
みや連携の現状といった文化財防災体制についての聞き取り調査と、47 都道府県の地域防災計画における文化財に
関する記述の調査をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
愛媛県と徳島県における文化財防災体制についての聞き取り調査から、昨年度実施した高知県と香川県も含め、四

国地方は県ごとにその体制や取り組み内容に大きな違いがあることが明らかとなった。また、地域防災計画における
文化財に関する記述については、数県で改定が見られた。

●活動一覧
平成 28 年 9 月 9 日 愛媛県歴史文化博物館を訪問し、愛媛県における文化財防災体制についての聞き

取り調査をおこなった。
平成 28 年 12 月 22 日 徳島県立博物館を訪問し、徳島県における文化財防災体制についての聞き取り調

査をおこなった。
平成 29 年 2 月 28 日 和歌山県博物館施設等災害対策連絡会議の研修会に参加し、和歌山県および三重

県の文化財防災に関わる取り組みについての情報を得るとともに意見交換をおこ
なった。

その他 総務省消防庁の地域防災計画データベースにアップされている 47 都道府県の地域
防災計画をもとに文化財に関する記述を抜粋、一覧にまとめた。
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＜今後の課題＞
引き続き中国・四国の地方公共団体や博物館等連絡協議会などに、文化財防災体制の聞き取り調査をおこない、地

域の実情に即したネットワークのあり方を検討するとともに、中国・四国地方各県で実際に文化財防災に関わる担当
者間の情報共有・意見交換の機会を持つことが必要である。
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⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動エ：文化財防災に関する情報の収集と公開

4博物館の所蔵品データベース「国立博物館所蔵品統合検索システム（ColBase）」の開発に向け
た検討会（東博）
＜概要＞

平成 27 年度に引き続き、各館の所蔵品データを相互に保管する。また、寄託品を含む非公開情報の相互保管の方
法について具体的に検討する。文化財に関するデータを災害に備えて各館相互に保管する方法の検討、および博物館
等の所蔵品情報の共有データベースの基盤となる機構内 4 博物館の所蔵品データベースの開発を目的に「4 博物館収
蔵品・寄託品データベースの相互運用検討会」を実施する。さらに、博物館等の所蔵品の共有データベースの基盤と
なる「国立博物館所蔵品統合検索システム（ColBase）」を開発し、一般公開する。

＜実施の内容と成果＞
以下の通り、活動をおこなった。

●活動一覧
平成 28 年 7 月 11 日 九州国立博物館で第 1 回検討会を開催※資料 29
平成 28 年 9 月 1 日 システム開発（外部委託）仕様策定委員会
平成 28 年 9 月 7 日 システム開発（外部委託）公告
平成 28 年 11 月 2 日 システム開発（外部委託）開札
平成 28 年 12 月 14 日 東京国立博物館で第 2 回検討会を開催※資料 30
平成 29 年 3 月 17 日 システム開発（外部委託）納品
平成 29 年 3 月 27 日 システム開発（外部委託）一般公開※資料 31

＜今後の課題＞
非公開情報を含むデータの相互保管を継続するため、データの復号化等の演習の実施や、受け渡しルールの策定が

今後必要である。また博物館等の所蔵品の共有データベースでは、外部機関のデータ保管に関する検討がさらに必要
と考えられる。

文化財防災アーカイヴスの整備に係る予備調査（京博）
＜概要＞

文化財の防災・減災に資する情報収集・運用のあり方を検討するため、文化財防災ネットワーク推進事業における
研究情報等の整理・共有・発信に関する現状を調査、分析する。

＜実施の内容と成果＞
5 回にわたる検討会では、国立文化財機構の各施設が独自に公開、発信する文化財防災関連情報を収集し、文化財

防災ネットワーク推進事業における研究情報等の整理・共有・発信に関する現状を分析した。さらに他機関の情報公
開・発信方法とも比較検討することで、現行の体制における課題を整理した。※資料 32

●活動一覧
平成 28 年 6 月 22 日 第 1 回文化財防災アーカイヴスの整備にかかる検討会を京都国立博物館で開催
平成 28 年 7 月 11 日 九州国立博物館で開催された 4 博物館収蔵品共有データベースシステム検討会へ

の参加
平成 28 年 7 月 26 日 第 2 回文化財防災アーカイヴスの整備にかかる検討会を京都国立博物館で開催

4 博物館収蔵品共有データベースシステム事業の進捗状況聴取
平成 29 年 1 月 20 日 第 3 回文化財防災アーカイヴスの整備にかかる検討会を東京文化財研究所で開催

4 博物館収蔵品共有データベースシステム事業の進捗状況聴取
平成 29 年 3 月 9 日 第 4 回文化財防災アーカイヴスの整備にかかる検討会を東京文化財研究所で開催
平成 29 年 3 月 24 日 第 5 回文化財防災アーカイヴスの整備にかかる検討会を東京文化財研究所で開催
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＜今後の課題＞
文化財関係者のみならず地域市民へ向けた普及・啓発の観点からも、文化財防災ネットワーク推進事業における調

査・研究情報の一元的な公開・発信が望まれる。また将来的には、各機関から関連情報を集約したポータルサイト的
な情報運用制度も有用と考えられるため、実現に向けてさらに調査研究をすすめる。

九州・山口地域の過去の災害研究および全国の文化財の防災に関する事例の収集（九博）
＜概要＞

九州・山口地域の過去の災害研究および全国の文化財の防災に関する事例の収集をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
研究会・大会の参加および全国各地への情報収集を通して、九州・山口地域の文化財防災ネットワーク構築に資す

る最新の知見を得ることができた。

●活動一覧
平成 28 年 4 月 21 日~22 日 文化庁で「文化財防災ネットワーク推進事業」実施にかかる打合せ
平成 28 年 4 月 26 日 熊本現代美術館、ほか 5 ヶ所で熊本地震についての調査・情報収集
平成 28 年 5 月 17 日 熊本県庁で熊本地震についての調査・情報収集
平成 28 年 5 月 19 日~20 日 鹿児島県歴史資料センター黎明館で第 56 回平成 28 年度九州博物館協議会への出

席
平成 28 年 6 月 8 日~10 日 宮内庁書陵部他 3 ヶ所で関東・中越地方の文化財の防災にかかる事例の収集※写

真 78
平成 28 年 7 月 3 日 神戸大学梅田インテリジェントラボラトリで 2016 年度歴史資料ネットワークシ

ンポジウムへの出席
平成 28 年 9 月 1 日~3 日 東北大学災害科学国際研究所他 6 ケ所で東北地方の文化財の防災にかかる事例の

収集※写真 79
平成 28 年 11 月 12 日 けいはんなオープンイノベーションセンターでシンポジウム「関西地域の災害と

文化財」への出席
平成 28 年 11 月 12 日~13 日 神戸大学で地域歴史文化大学フォーラムへの出席
平成 28 年 11 月 16 日~17 日 群馬音楽センターで第 64 回全国博物館大会への出席
平成 28 年 11 月 23 日~25 日 神戸大学震災文庫他 2 ヶ所で関西地方（兵庫）の文化財防災にかかる事例の収集

※写真 80
平成 28 年 11 月 29 日~30 日 愛知県美術館他 1 ヵ所で東海・関西地方の文化財防災にかかる事例の収集
平成 28 年 12 月 2 日~3 日 熊本大学他 4 ヶ所で熊本地震にかかる被災文化財の調査および情報収集
平成 28 年 12 月 13 日~14 日 正倉院他 2 ヶ所で京都・奈良地方の文化財防災にかかる事例の収集
平成 29 年 2 月 3 日~4 日 その他 3 ヶ所で関東地方の文化財の防災にかかる事例の収集

写真 78：津南町農と縄文の体験実習館「な
じょもん」での関東・中越地方の文化財の
防災にかかる事例の収集（平成 28 年 6 月
9 日）

写真 79：富岡町文化交流センターでの東
北地方の文化財の防災にかかる事例収集

（平成 28 年 9 月 2 日）

写真 80：人と未来防災センターでの関西
地方（兵庫）の文化財防災にかかる事例収
集（平成 28 年 11 月 23 日）

＜今後の課題＞
今後も西日本に拠点をおく京都国立博物館、奈良国立博物館、奈良文化財研究所とともに連携し、調査情報収集を

継続する必要がある。
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アジア諸国の文化財防災に関する国際連携の構築（九博）
＜概要＞

アジア諸国における文化財防災対策の現状を把握する。

＜実施の内容と成果＞
アジア諸国における文化財防災対策の現状を把握するため、平成 28 年 9 月に慶州地震が発生した韓国を訪れ、文

化財防災に関する聞き取り調査を実施した（3 ヶ所）。また、地震被害の状況や展示品への対策調査を実施した（5 ヶ
所）。慶州地震発生直後より、国立慶州博物館を中心に展示品・収蔵品のテグスがけ、大型展示物への支柱の設置、
ガラス飛散防止フィルムや免震台の導入、施設の耐震補強工事などの対策が急きょ進められていたことが調査によっ
て明らかになった。

また、地震対策に関して、すでに経験・蓄積のある日本から情報提供を望んでいることが判明した。

●活動一覧
平成 29 年 2 月 21 日 国立慶州博物館で聞き取り調査※写真 81
平成 29 年 2 月 22 日 国立慶州文化財研究所・慶州地域における文化財被害調査（仏国寺、石窟庵、瞻

星台）※写真 82
平成 29 年 2 月 23 日 国立中央科学館・国立中央博物館で聞き取り調査※写真 83
平成 29 年 2 月 24 日 サムスン美術館リウムで聞き取り調査

写真 81：国立慶州博物館での聞き取り調
査（平成 29 年 2 月 21 日）

写真 82：国立慶州文化財研究所での聞き
取り調査（平成 29 年 2 月 22 日）

写真 83：国立中央博物館での聞き取り調
査（平成 29 年 2 月 23 日）

＜今後の課題＞
アジア諸国と比較した場合、日本は文化財防災に関して豊富な経験・蓄積を有している。この知見をアジア諸国の

文化財防災に役立てるべく、例えば日本の展示台・展示手法の事例をまとめて英語版パンフレットを作成するなどの
取り組みが必要であると考える。

地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
＜概要＞

地方指定等文化財の情報は文化財防災の基礎的情報でありながら、国指定文化財のようには集約・共有されてこな
かった。そのため、災害発生時にその存在そのものが不明で、レスキュー活動に困難をきたした。本事業では地方指
定等文化財に関する基礎情報および関連する条例等の集約・整理をおこなう。これにより、文化財防災に向けた基礎
を確立すると共に、情報の共有により関係者間のネットワーク形成をめざす。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り、活動を実施した。

　1．データベースの構築、データ整備
平成 27 年度からの継続で、都道府県から文化庁に提出された都道府県・市町村指定文化財のリストを文化庁から提供

を受け、地方公共団体から直接提供されたデータとあわせて、データベースへの入力をおこなった。
また、無形・有形文化財それぞれに作成していたデータベースの統合をめざし、データ項目を分析・整理した。また、

平成 27 年度からの継続で、文化財保護に関連する条例を収集し、データベース化をおこなった。また、公開に向けての
画面設計をおこなった。加えて、データ収集・整理のモデルケースとして、京都府が所蔵する文化財建造物写真原板（ガ
ラス乾板）からのデジタル化をおこなった。
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そのほか、文化財に関する情報取得のため、平成 27 年度から継続して、都道府県史・市町村史を収集した。地方指定
等文化財のデータについて、統一的に利用可能なデータ項目を確定し、データベースへの入力をおこなうことができた。
また、文化財保護関連条例については網羅的に収集を実施し、来年度のウェブ上での公開に向けてデータベースを整備す
ることができた。

京都府所蔵ガラス乾板のデジタル化によって、修理などを経て現在では状態が異なる、あるいは現存しない京都の文化
財の画像を利用可能な形式に変換することができた。ガラス乾板は想定される乳剤の耐用年数をすでに超えており、記録
された情報自体も消滅の危機にあることから、情報保持の意味も大きい。

　2．連絡会議の開催
平成 27 年度からの継続で、地方公共団体関係者への本事業に対する理解の促進と関係者とのネットワーク構築を目的

に、都道府県の文化財担当者を東京文化財研究所に招いて「無形文化遺産の防災」連絡会議を実施した。東京文化財研究
所の本事業担当者から事業の趣旨と事業内容について説明をおこなうとともに、地方公共団体関係者からは文化財防災お
よび文化財情報の集約に関する現状を報告いただいた。当該連絡会議は下記活動一覧の通り、計 7 回開催した（平成 29
年 2 月 10 日と 20 日の連絡会議は、過去 5 回の会議に参加できなかった地方公共団体を対象にして開催）。

昨年度に引き続き実施した 7 回の連絡会議により、すべての都道府県の文化財担当の職員から文化財防災に関する現状
についての情報を得るとともに、文化財担当者・担当部局との人的・組織的なネットワークを構築することができた。

●活動一覧
平成 28 年 8 月 22 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催※写真 84
平成 28 年 8 月 23 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催
平成 28 年 12 月 5 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催※写真 85
平成 29 年 1 月 20 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催
平成 29 年 1 月 23 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催
平成 29 年 2 月 10 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催
平成 29 年 2 月 20 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催

写真 84：「無形文化遺産の防災」連絡会議
（平成 28 年 8 月 22 日）

写真 85：「無形文化遺産の防災」連絡会議
（平成 28 年 12 月 5 日）

　3．現地調査
データベース項目策定のモデルケースとして調査を実施している和歌山県において、無形民俗文化財に関する調査を実

施した。調査により、防災に資するデータベース項目策定のためのデータを収集できた。

＜今後の課題＞
地方指定等文化財のデータ共有に関しては、文化庁以外への情報提供を可能とする法的根拠などの制度的な部分が

未整備であり、判断基準が存在しないことから、地方公共団体によって提供可能とされるデータの範囲が大きく異な
ることとなった。そのため、地方公共団体が依拠可能な情報提供のガイドラインが必要であると考えられた。また無
形文化遺産分野に関しては、未指定までを対象としており、そのデータ収集については地方公共団体関係者との継続
的な協議が必要とされる。

文化財および条例に関するデータベースの構築については、データ量が膨大であるために次年度も継続的な収集・
整理作業が必要とされるとともに、データ更新の方法の確立も必須とされる。
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文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞

文化財保護のための動態記録作成、および記録作成に関わる調査研究をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
震災被災地域での文化財レスキューの動態記録作成、その他地域における無形文化遺産の動態記録作成について調

査するとともに、可能なものについては並行して記録作成をおこなった。また、関連する研究会等および各調査地域
に入り映像記録作成についての調査研究、情報収集をおこなった。また、平成 28 年 4 月に発生した熊本地震で被災
した熊本市 善教寺からの文化財等レスキュー活動の動態記録をおこない、その映像を検討し動画編集した。また福
島県二葉町阿弥陀堂の文化財救出作業動態記録（福島県被災文化財等救援本部による活動 平成 27 年 6 月撮影）の映
像を検討し動画編集をおこなった。

そのほか、木積の藤箕制作技術（民俗技術）をモデルケースとし、無形文化遺産の防災のための報告書を作成した
（『木積の箕をつくる　千葉県匝瑳市木積』映像による DVD5 枚組み詳細記録集を含む）。※刊行物

無形文化遺産の防災映像記録では、成果の一部（昨年度成果である秩父地域における「復刻銘仙の工程記録」）を
海外・国内の展覧会に提供し、会期中の来場者への公開をおこなった。

●活動一覧
平成 28 年 4 月 2 日ほか 千葉県匝瑳市木積地区で木積の藤箕製作技術（民俗技術）記録調査（民俗技術にお

ける防災モデルケースとしての映像記録作成調査）（調査日：平成 28 年 4 月 2 日,5
月 7 日,7 月 2 日,8 月 6 日,9 月 3 日,10 月 1 日,10 月 26 日 ~27 日,11 月 5 日,12 月 17 日, 平
成 29 年 1 月 28 日,2 月 4 日,3 月 4 日~5 日,3 月 28 日）

平成 28 年 4 月 22 日~6 月 4 日 イタリア ローマ日本文化会館『VIVID MEISEN―la sfavillante moda kimono 
moderna―』展覧会に「復刻銘仙の工程記録」を提供し、会期中の来場者への公
開をおこなった。※写真 86

平成 28 年 6 月 24 日~26 日 ゆふいん文化・記録映画祭で民俗文化記録映像について情報収集（熊本城の石垣
に関する映像記録、鬼来迎の映像記録ほか）、湯布院地域の被災状況の聞き取り
調査

平成 28 年 7 月 13 日 熊本県熊本市 善教寺で熊本地震文化財等救出作業の動態記録※写真 87
平成 28 年 9 月 18 日 埼玉県熊谷市 宝乗院で東日本大震災被災復興落慶式の調査
平成 28 年 10 月 18 日 和歌山県湯浅町で南海トラフ地震文化財防災項目の調査と動態記録
平成 28 年 10 月 22 日~12 月 25 日 足利市立美術館『VIVID 銘仙―きらめきのモダンきもの―』展覧会に「復刻銘

仙の工程記録」を提供し、会期中の来場者への公開をおこなった。
平成 28 年 12 月 11 日 神戸映画資料館で公開講座「映画関連資料の現在」情報収集
平成 28 年 12 月 13 日 中部・近畿文化財関係者による文化財防災連絡会議への参加
平成 29 年 2 月 16 日 足利市立美術館で防災関連提供映像（『復刻銘仙の工程記録』）の確認
平成 29 年 2 月 8 日 被災した伝統的工芸品（工芸技術）に関する行政支援（経産省）調査
平 成 29 年 2 月 24 日,3 月 27 日~28
日

福島県被災工芸技術（大堀相馬焼）の記録作成についての調査

平成 29 年 2 月 27 日 文化財等修復素材用蚕糸技術（絹織製作研究所）についての調査
平成 29 年 3 月 6 日 映像・映画のオープンイノベーションシンポジウムへの参加と情報収集
平成 29 年 3 月 福島県双葉町阿弥陀堂文化財救出記録（平成 27 年 6 月撮影）の検討と映像編集

無形文化財（埼玉県秩父地域における復刻銘仙）の映像記録における防災項目の
検討と映像編集

写真 86：展覧会場で「復刻銘仙の工程記録」
を上映（平成 28 年）

写真 87：熊本市善教寺での文化財等救出
作業（平成 28 年 7 月 13 日）
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＜今後の課題＞
文化財レスキュー事業（熊本地震）の映像記録を作成することにより、当時の混乱の中でおこなわれていた現場で

の手続きや選択など、映像記録からも状況確認が可能となった。文化財レスキュー事業でおこなわれた救出活動につ
いての分析・検討としても有効な方法であることが確認できた。今後、よりよい動態記録のあり方や、記録内容の分
析・検討について、さらに議論を重ねていく必要がある。

一方、文化財の防災・予防にむけた動態記録作成のあり方と活用について、無形文化遺産（民俗技術、工芸技術）
を対象とし、消失への予防・防災の検討材料となる映像を作成した。無形の文化遺産を対象とした映像による動態記
録の有効性は明白であるが、無形文化遺産の防災という概念はまだ新しいものであり、記録対象によって記録手法・
方法論が異なることや、予防・防災を目的とした動態記録作成の有効性・活用についてどのように進めていくのか、
検討すべき新しい課題が多い。加えて、進歩するデジタル撮影機器は著しく変化しており、記録機材の変化とともに
動態記録のあり方そのものが画期的な変化をしている途上であり、その手法や方法論についても柔軟に更新を重ねて
検討していく必要がある。

考古資料および文献史料からみた過去の地震 ･火山災害に関する情報の収集と
データベースの構築 ･公開（奈文研）
＜概要＞

災害痕跡データベースの構築・公開を目的とした本事業を実施するべく、全国の発掘調査報告書ならびに発掘調査
現場での情報収集をおこない、ＧＩＳデータベースシステム構築を進める。

＜実施の内容と成果＞
これまで蓄積した 1 万件以上の発掘調査地点データと 800 件以上の災害痕跡データを基に、ＧＩＳデータベースの

構築と動作確認とを進めるとともに、他機関データベースシステムとの連携を図り統合検索システム開発に着手した
結果、平成 29 年度の早い段階に災害痕跡データベースを一部公開可能なところまでシステムを構築することができ
た。

また、各地の発掘調査現場での災害痕跡調査を通じて、地方公共団体等の埋蔵文化財担当者との間で、歴史災害痕
跡情報共有に関するネットワーク構築を進めることができた。

●活動一覧
①発掘調査報告書の該当データ抽出

作業、資料収集・整理
新潟県の 9,000 件余りの発掘地点に加え、熊本地震を踏まえ、熊本県・福岡県・
大分県の計 537 地点（災害痕跡 91 箇所）の情報を収集整理した。また南海トラ
フ起源地震への対応として和歌山県・香川県の計 329 地点（同 139 箇所）の情報
収集整理を進めた。

②データベース入力 データ量の増加に伴い各項目の再定義をおこない、これまでのデータを更新し、
加えて 10,000 件余のデータを新たにエクセルに入力した。

③災害痕跡データベース構築とＧＩ
Ｓシステムの開発

大容量データを搭載したＧＩＳシステムの動作確認を進め、国土地理院情報検索
システム等との連動性確保などを進めた。また、東京大学史料編纂所の歴史地震
史料データベースとの統合検索システム開発に着手した。

④発掘調査現場における災害痕跡の
調査、試料採取・分析

奈良県（新村柳原遺跡等）、鳥取県（青谷横木遺跡等）、山口県（武久川下流条里
遺跡）で現地調査および検出された地震痕跡等の試料採取・分析をおこなった。

⑤学会・シンポジウムでの情報発信 The Eighth World Archaeological Congress （WAC8）（平成 28 年 8 月 28 日か
ら 9 月 2 日）や、災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画成果報告シ
ンポジウム（平成 29 年 3 月 14 から 16 日）で成果を発表した。（「The Japan 
GIS database of the Histrical Natural Disaster and Hazards using research data 
of Archaeological excavation, Geological survey and Histrical documents.」村田
泰輔／ The Eighth World Archaelogical Congress. 343-345 平成 28 年 8 月）

＜今後の課題＞
大容量のデータをＧＩＳデータベースシステムに搭載し、他機関システムとの連動を図った場合、システムの動作

が不安定になる現象等が認められるため、安定した動作のためのシステム改良やシステム開発が必要である。また、
災害痕跡情報収集では、新潟県・九州地方・中国四国地方を先行して進めてきたが、今後、より広範にデータ収集 ･
整理をおこなう必要があり、そのための全国ネットワークや収集体制を整備しなければならない。
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文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県湯浅町・広川町等】（奈文研）
＜概要＞

地域の文化遺産を自然災害等による消滅から守るためには、文化遺産基礎情報の集約と共有が必要である。各種の
既存リストは有機的に結びつけられてはじめて、防災や減災そしてレスキューに有効なものとなる。本活動では、和
歌山県有田郡湯浅町および広川町等の協力を得て、町誌等の既存資料をもとに文化遺産の分野横断的な総合的リスト
を作成するとともに文化遺産保全地図の作成を進める。

＜実施の内容と成果＞
湯浅町・広川町をはじめとする関係地方公共団体への協力依頼、地域の文化遺産に係る既存資料の収集と読み込み・

整理・総合的リストへの統合、文化遺産各種データベースの比較、現地補足調査による文化遺産の所在情報（GIS 情
報）の取得と写真撮影、ミーティング、勉強会を実施した。

調査の結果、湯浅町については指定 64 件、未指定約 150 件、広川町については指定 35 件、未指定約 120 件をリス
トアップが終了した。リストの作成や、写真撮影、GIS 情報の取得等の過程で、文化遺産の防災や減災、そしてレス
キューに有効につながる事例を多く見出すことができた。

●活動一覧
平 成 28 年 5 月 30 日,6 月 14 日,7 月
21 日, 平成 29 年 2 月 6 日,2 月 14 日,2
月 22 日

国立文化財機構内での主なミーティング

平 成 28 年 6 月 15 日,6 月 21 日,6 月
29 日,7 月 12 日,12 月 16 日,12 月 18
日,12 月 19 日
平成 29 年 2 月 15 日,3 月 24 日

湯浅町・広川町をはじめとする関係地方公共団体の文化財所管課、県関係機関、
所蔵者、地元の研究者に協力依頼（一部経過報告含む）、文化遺産基礎情報の入
手

平 成 28 年 7 月 13 日,8 月 21 日,9 月
30 日,11 月 11 日,12 月 7 日

所蔵者宅などでの調査（悉皆調査ないしおおよそ調査）

平 成 28 年 6 月 15、6 月 21 日,6 月
25 日,8 月 7 日,8 月 21 日,9 月 29 日,11
月 12 日
平成 29 年 1 月 4 日,1 月 8 日,1 月 17
日,1 月 27 日,1 月 28 日,3 月 12 日,3
月 24 日

現地補足調査（写真撮影、GPS 位置情報取得など）※写真 87,88,89

平成 28 年 9 月 30 日 講師を招き勉強会を開催
・ 「地域の文化財をいかに守るか - 盗難被害対策を中心に -」
講師／大河内智之氏（同館主査学芸員）
会場／和歌山県立博物館

平成 29 年 3 月 13 日 講師を招き勉強会を開催
・ 「GIS を活用した文化遺産防災システムの利点と諸課題についての勉強会」
講師／高尾曜氏（国立能楽堂調査資料係、
元文化庁伝統文化課文化財保護調整室専門職）
会場／東京国立博物館

平成 28 年 5 月~ 総合的文化遺産リストを作成するための作業
① 資料の所在場所の探索、所有する組織への依頼
② 資料の受入・整理（入手、コピー、ファイリング、パソコン上でのデータ整理

など）
③ 資料の読み込みと掲載すべき情報のリストアップ
④文化遺産の GPS 位置情報の取得
⑤ 画像など不足しているデータの追加収集（既存資料の画像をスキャンし PDF

加工など。場合によっては現地で撮影）
⑥画像データの整理
⑦表計算ソフトへの入力
⑧ リストの全体的編集（重複したデータの比較や統合 ･ 削除）

平成 28 年 8 月 文化遺産保全地図システム 試作版を作成するための作業
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写真 88：湯浅町内所蔵者宅での現地補足
調査（平成 28 年 8 月 21 日） 

写真 89：広川町内神社での現地補足調査
（平成 28 年 9 月 29 日）

写真 90：湯浅町内での現地補足調査
（平成 28 年 11 月 12 日）

＜今後の課題＞
引き続き文化遺産にかかる既存資料の読み込みと総合的リストへの統合、現地補足調査を実施するとともに、文化

遺産保全地図の具体化に向けて、文化遺産保全地図試作版におけるプログラムの作成、識者の専門的意見を聴取しつ
つ試作版地図を修正、試作版地図とハザードマップの重ね合わせ、ウェブサイト上で関係者が共有する、文化遺産秘
匿情報に関するセキュリティ強化の研究をおこなう。

活動オ：安定化処理技術確立のための調査研究活動オ：安定化処理技術確立のための調査研究

先進的安定化処理技術の開発（東博）
＜概要＞

津波や水害などで被災した美術工芸品に対する安定化処理技術の確立をめざす。

＜実施の内容と成果＞
津波や水害などで被災した美術工芸品に対する安定化処理技術を確立するため、油彩画および漆器を対象に研究を

おこなった。結果、アクリル画（うち、カンバス画）は実験の結果を得て、一定の処置が可能となった。

●活動一覧
①漆工芸品 平成 27 年度までの研究で使用した試料が一材から成る椀型の資料であったため、本年度は

異なる形状の資料、特に組み木の膳、大型の一材から成る盆について脱塩方法を開発するこ
とを試みた。初めにⅩ線ＣＴスキャナーで分析し構造や状態を把握した上で、岩手県内から
提供を受けた古い漆器等を用い被災状況を再現したサンプルを作製して処理方法の異なる雛
形を複数制作し、それを元に基礎的なデータを収集、検討をおこなった。蛍光Ｘ線分析装置
による断面の塩化ナトリウム分布などのデータを新たに採取し、安定化処理の有効性を検証
した。結果、複数材で構成された漆工芸資料の脱塩は、濡らす時・乾燥する時に収縮率が異
なるため、特に破損するリスクが大きい。CT 分析による内部構造の把握、サンプルを用い
た実験をおこなった結果、湿布法の有効性が確認された。

②アクリル画・油彩画 前年度までに得た実験結果をもとに、濡らした吸い取り紙で湿布をおこなう「ブロッティン
グ法」によって、吸い取り紙に溶け出た塩素を水分と共に吸水ポリマーで吸い上げる作業を
繰り返すことにより塩分を除去する方法を試みた。油彩画については、安定化処置のための
サンプル作りやそのための情報収集などをおこない、平行して時間が経過した塩害を受けた
作品についての実際の状態調査（経過観察）中心に活動を進めた。

＜今後の課題＞
漆工芸品はテストピースを用いた木材内部への海水浸透の仕方、脱塩後の内部塩分残留具合、古い漆器でも同様の

結果が得られるかを確認するための基礎研究を進めるとともに、資料の形状、状態によって選択する脱塩方法を浸漬
法、湿布法、またその他の方法を含めて検討し、指標づくりを進めたい。

油彩画は依然として安全な処置方法が確立されていない。カンバスの性質によって、水に対する挙動が大きく異な
ることから、岩手県立美術館に仮収蔵されている油彩画のカンバスの画布の繊維や地塗りの種類などを再調査するこ
とが急務である。また、水による処置が困難な作品について、水を用いた安定化処置をしなかった場合、残留塩素や
汚れの成分がどのような影響を作品に与え、劣化がどのように進むかを把握することが必要である。
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活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する研究活動カ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する研究

地域歴史遺産保全活動モデルの構築（九博）
＜概要＞

大規模災害発生時の文化財レスキューに資するために、平常時における悉皆調査手法の開発と関係諸機関とのネッ
トワークの形成をめざす。

＜実施の内容と成果＞
昨年度に引き続き、福岡県うきは市と登録有形文化財河北家住宅所蔵の動産文化財を対象に、市民と協働した地域

歴史遺産保全活動モデルの構築に取り組み、「うきは市文化財サポーター育成講座」を 8 回開講した。地震発生時に、
登録有形文化財（建造物）に収められた動産文化財の保全・活用するための手法構築は喫緊の課題となっており、本
事業には適時性があるといえる。また講座の受講を通して、市民の文化財に対する知識や調書作成スキルも高まって
おり、非常時の効率的な情報収集および被害把握、迅速な文化財救出をサポートする担い手の育成も進んでいる。

●活動一覧
平成 28 年 6 月 3 日 第 1 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講
平成 28 年 6 月 17 日 第 2 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講※写真 91
平成 28 年 8 月 19 日 第 3 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講
平成 28 年 11 月 28 日 第 4 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講
平成 28 年 12 月 19 日 第 5 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講※写真 92
平成 29 年 1 月 23 日 第 6 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講
平成 29 年 2 月 27 日 第 7 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講※写真 93
平成 29 年 3 月 21 日 第 8 回うきは市文化財サポーター育成講座を開講

写真 91：講座「蔵出し実習」（平成 28 年 6
月 17 日）

写真 92：講座「文化財の整理実習②」
（平成 28 年 12 月 19 日）

写真 93：講座「陶磁器の整理実習②」
（平成 29 年 2 月 27 日）

＜今後の課題＞
全国の登録有形文化財内の動産文化財の防災体制構築に資するために、今後は地域の拠点館に本取り組みについて

周知するとともに、啓発・普及する必要がある。また本事業は、将来的に、建造物と動産文化財を一体的に保全・活
用するためのモデル構築にまで発展させる必要がある。

水濡れした文化財の処置法の評価に関する研究（九博）
＜概要＞

熊本地震による災害時に救出した被災文化財の保管方法・環境整備に関して、空調の無い一時保管場所でどのよう
な保管方法が適切か、様々な保管容器を使って検討する。

＜実施の内容と成果＞
熊本地震の一時保管庫の現状調査および使用方法検討では、空調設備を設置することができるかどうか、様々な条

件を検討した結果、益城保管庫は、空調を利用し、氷川保管庫は、建物の自然換気を生かして、空調設備を導入せず
使用することとした。また、空調の無い一時保管庫での保管方法の実験では、ブリキケース・木箱・木箱＋ダンボー
ル・ダンボール・プラスチックケースを準備し、それぞれシート状の調湿材の有無による「環境」もしくは「温湿度」
変化もあわせて検証した。さらに、夏から冬にかけ、外気の温湿度の季節変化を受けやすい空間で、それぞれの保管
容器内はどのような影響を受けるのか、温湿度変化を計測した。
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被災した文化財の一時保管場所において、様々な保管容器を設置し、温度・湿度の変化を検証した結果、基本的に
はどのケースも室内の温度・湿度の変化を緩和するのに効果的であったが、調湿材の有無でかなり大きな違いがある
ことが分かった。特に密閉度の高いプラスチックケースやブリキケースでは、調湿材によって適正な湿度に保持する
効果の高いことが顕著であった。

●活動一覧
平成 28 年 7 月 19 日 一時保管庫の現状調査および使用方法検討
平成 28 年 8 月 1 日 空調の無い一時保管庫での保管方法の実験開始※写真 94, 95
平成 28 月 8 月~ 平成 29 年 3 月 環境測定
平成 28 年 10 月 12 日 熊本県博物館ネットワークセンターで「国立文化財機構防災ネットワーク推進事

業研修会」講義、実習補助

写真 94：熊本県氷川保管庫での空調の無
い一時保管庫での保管方法の実験（平成
28 年 8 月 1 日）

写真 95：熊本県氷川保管庫での空調の無
い一時保管庫での保管方法の実験（平成
28 年 8 月 1 日）

＜今後の課題＞
本研究の成果は、自然換気が可能で、また風通しの際には適切な網戸を利用することなどができる構造の空調のな

い一時保管場所において、安定した保管環境の確保に役立つものと考えられる。今後は、被災文化財を安定した環境
で保管するため、1 年を通した温湿度変化を検証したい。また、実際の被災文化財を保管している保管容器内の温湿
度変化に対しても計測を進め、検討したい。

水濡れした文化財の処置法の評価に関する研究【熊本】（九博）
＜概要＞

平成 28 年 4 月に発生した熊本地震を受け、被災地から救出された水濡れした文化財に対し、材質やカビの状態に
合わせたカビ対処法を検討する。

＜実施の内容と成果＞
平成 28 年 9 月から実施した、カビが発生した文化財に対する処置法の検討では、救出された文化財の多くは雨水

に濡れた状態で長く放置されていたため、文書・布製品・漆工品などにカビの発生が見られた。主に文書類、襖等に
ついては、まず陰干しにより乾燥させた。また、それらの被災文化財に対し、カビ除去方法を検討した。

平成 29 年 1 月から実施した、カビの状態を理解するための方法を策定および保管方法の検討では、カビの状態は
文化財の材質や置かれていた状況によって様々であることがわかった。カビの発生が確認されたものに関しては拡散
させないことが重要であるため、蒸れないように薄葉紙にくるみ、他のものと分けて管理しつつ、屋外に場所を確保
して風乾による応急処置をおこなった。また、RP システムを使ってカビの拡散とカビの進行を防ぐための保管方法
を検証した。

そのほか、少ない人数で効率よくカビ対策を講じる方法を検証した。被災文化財に対して、他の資料へのカビの拡
散被害を防ぐためには、まずは陰干しで乾燥させられるものは乾燥させたのち、落ち着いたものは薄葉紙などに包ん
で別置し、必要に応じて RP システムなどを利用した低酸素状態での保管も実施した。ただし、多数にカビが発生し
ていたため、クリーニング作業の前に殺菌・燻蒸処理を実施した。

●活動一覧 
平成 28 年 8 月 被災文化財受け入れ場所のカビ対策
平成 28 年 9 月~12 月 カビが発生した文化財に対する処置法の検討※写真 96, 97
平成 29 年 1 月~3 月 カビの状態を理解するための方法を策定・保管方法の検討
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写真 96：カビが発生した文化財に対する
処置法の検討（平成 28 年 7 月 19 日）

写真 97：カビが発生した文化財に対する
処置法の検討（平成 28 年 7 月 19 日）

＜今後の課題＞
一度水に濡れた文化財はカビが生える場合が多いため、素早く的確な対処が求められる。現段階では、被災文化財

の一部のみが処置されている状況である。今後一連のカビ対策の流れを明確にし、被災地で活用できる方法をまとめ
る必要がある。

保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境に関する調査研究（東文研）
＜概要＞

被災文化財の保存環境等に関する現地調査と助言をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
各地の一時保管施設において環境モニタリングを継続し、環境安定のための設備等に制約がある中で、より良い状

態実現に努めた。津波被災資料からの臭気について、精密分析によって、原因物質として酪酸、プロピオン酸などが
検出され、それぞれの化学的特徴から、その軽減のための方策をたてることができた。

●活動一覧
平成 28 年 7 月 20 日 福島県旧相馬女子高校臨時保管施設の空気環境調査と評価、改善案の提示。
平成 28 年 8 月 25 日,26 日 岩手県立博物館において、臭気を発する処置済み水損資料の原因物質調査、再処

置の要否、保管方法についての検討をおこなった。（同館との共同調査。本件に
関する記事が読売新聞全国版平成 29 年 3 月 2 日夕刊に掲載された。）

平成 28 年 11 月 18 日 陸前高田市博物館において、被災資料一時保管庫の状況確認、環境モニタリング
手法、資料の種類ごとの収納方法、手順等に関する助言、市関係者との協議をお
こなった。資料からの臭気対策については、平成 29 年度に市と共同調査をおこ
なう。

※旧相馬女子高校および岩手県立博物館の活動については、経費の一部を科学研究費（研究代表者：佐野）から支出している。

＜今後の課題＞
臭気については、引き続き調査を進め、発生資料の種類や保管施設の状況に応じた対策を検討しなくてはならない。

また、人員体制に限りがある中での安定した保管を効率よくおこなうための、環境モニタリングや資料収納について
も現地調査と関係者との協議を通じて、現実的かつ実効性のある方向性を見出す必要がある。

水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
＜概要＞

災害発生後、被災した文化財等を可及的速やかに救出した後、応急処置を施して安定した状態に移行させることは
きわめて重要な課題である。本活動では、奈良文化財研究所において、被災文化財等に対して保存科学等に基づく救
出プロセスの構築、保管環境、安定化処置法ならびに修復方法に関する調査研究の実施を目的とする。

＜実施の内容と成果＞
真空凍結乾燥機を用いた水損紙資料の乾燥実験では、長期間、倉庫に置かれ雨に濡れた近代の資料について、真空

凍結乾燥した後、NPO 法人書物研究会の協力の下、処理方法の検討をおこなった。※写真 98, 99
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結果、水損紙資料のうち、乾燥後の固着が著しいノート類については、半密閉で湿り気を与えることで展開できる
可能性があることを確認した。また、基礎データの収集として、水濡れした塗工紙の乾燥方法による状態の違いを知
るための基礎データとして、塗工紙・微塗工紙サンプルの塗工層を、X 線回折装置で測定した。製紙会社 2 社より調
達した計 40 点の塗工紙・微塗工紙サンプルの塗工層の X 線回折データを集積した。

写真 98：真空凍結乾燥作業（平成 28 年 4
月 6 日）

写真 99：真空凍結乾燥後の状態確認、処
理方法の検討（平成 28 年 8 月 12 日）

＜今後の課題＞
エタノール消毒され、大量のエタノールを含んだ水損資料は、真空凍結乾燥時に凍結しなくなることから、レス

キューの作業工程において、冷凍保管をする場合には、水濡れの状態で可及的速やかに冷凍庫に搬入する必要がある
ことが明らかとなった、レスキュー・冷凍保管・真空凍結乾燥の流れに則したマニュアル化をおこなう必要がある。
引き続き塗工紙の基礎データの集積と、修復方法等の調査研究をおこなう予定である。

活動キ：文化財等の防災に関する研修の企画等活動キ：文化財等の防災に関する研修の企画等

文化財防災・救出に関する指導、助言、研修および普及啓発（東文研）
＜概要＞

平成 28 年 10 月 11 日から 12 日にかけて「水損資料の応急処置に関する研修会（防災ネットワーク推進室と熊本県
教育委員会の共催）」を、熊本県博物館ネットワークセンター（宇城市）において実施する。

＜実施の内容と成果＞
本部推進室・東博・奈文研・九博との共同によって企画・運営をおこなった。研修会は講義と実習があり、県内の

博物館、県史料ネット、県内自治体等からの参加者らが、水損資料の生物被害を抑制し、安定化させるための処置技
術を学ぶ場となった。※資料 33

平成 28 年 10 月 15 日、コラッセふくしま（福島市）において開催された日本文化財科学会公開講演会『文化遺産
と科学』 “文化財科学と自然災害 ふくしまの被災文化遺産の継承”では、佐野千絵が「文化財防災と放射化学」の題
目で講演をおこなった。講演会では、放射性物質に汚染された資料への対応、福島県でのレスキュー活動について取
り上げることによって、被災文化財に対する我々の取り組みを周知することができた。

＜今後の課題＞
被災資料の応急処置は時間との勝負でもあり、そのためには「備え」として基礎知識や技術を文化財に関わる多く

の者が身につける必要があり、そのための研修等のあり方を考えなければならない。また、一時保管場所の環境管理
には平常時の保存環境に対する理解と実践が必要との観点での研修会等も考える必要がある。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動ク：文化財等の防災に関する講演会の企画等

第3回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
＜概要＞
全国各地の史料ネットの取り組みや課題の報告を受け、意見交換をおこなう。

＜実施の成果と課題＞
平成 28 年 12 月 17 日から 18 日にかけて、愛媛大学南加記念ホールで第 3回全国史料ネット研究交流を開催した。
全国史料ネット研究交流集会を開催することで、各地の史料ネットの活動状況の把握と情報交換をおこない、ネット
ワークの強化に繋げた。※資料 34

＜今後の課題＞
人材の育成とネットワークの構築に関して継続的な取り組みが必要である。

文化財防災に関する普及・啓発活動（東博・京博・奈良博・九博・奈文研）
＜概要＞

文化財防災に関する普及・啓発活動として、講演会等を開催する。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り活動を実施した。

〇研究会「安定化処理に関する課題」の開催（東博）平成 28 年 6 月 27 日
東京国立博物館で研究会「安定化処理に関する課題」を開催した。被災文化財の脱塩技術に関する専門家同士の研究会

を開催することで、紙・油彩・アクリル・染織・漆といった素材ごとに抱える技術開発に関する課題を共有することがで
きた。※写真 100 ※資料 35

写真 100：研究会「安定化処理に関する課
題」（平成 28 年 6 月 27 日）

〇特別講演会「歴史と共に考える文化財の防災・減災」（九博）平成 28 年 7 月 18 日
九州国立博物館で特別講演会「歴史と共に考える文化財の防災・減災」を開催した。正倉院の管理を担ってきた杉本一

樹氏を基調講演者に迎え、正倉院・東京国立博物館・京都国立博物館・奈良国立博物館の研究員による過去の災害と文化
財防災に関する講演をおこなった（※詳細は3−3.「文化財防災に関する公開シンポジウム・講演会等」→ p.475 を参照）。
※写真 101
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写真 101：特別講演会「歴史と共に考える
文化財の防災・減災」講演（平成 28 年 7
月 18 日）

○講演会「文化財を災害から守る 2　今、そこにある危機　関西地域の災害と文化財」（京博）平成 28 年 11 月 12 日
京都国立博物館で講演会「文化財を災害から守る 2　今、そこにある危機　関西地域の災害と文化財」を開催した。講

演会では、関西地域で起こりうる身近な災害として直下型地震、豪雨等による水害を取り上げ、災害から文化財を守る活
動について地域市民に広く普及を図った（※詳細は3−3.「文化財防災に関する公開シンポジウム・講演会等」を参照
→ p.474）。※写真 102, 103, 104

写真 102：講演会「文化財を災害から守る
2 今、そこにある危機 関西地域の災害と
文化財」での大窪健之氏による講演（平成
28 年 11 月 12 日）

写真 103：講演会「文化財を災害から守る
2 今、そこにある危機 関西地域の災害と
文化財」での講演者らによる座談会（平成
28 年 11 月 12 日）

写真 104：パネル展示「熊本県文化財レス
キュー活動報告」会場（平成 28 年 11 月
12 日）

〇公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災・減災Ⅲ　熊本地震と文化財レスキュー」（九博）
　平成 28 年 12 月 4 日

九州国立博物館で公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災・減災Ⅲ　熊本地震と文化財レスキュー」を開催
した。阪神・淡路大震災、東日本大震災の文化財レスキューを一線で担った三輪嘉六氏・平川新氏による対談をおこない、
文化財レスキュー事業に関する報告を 2 件、熊本におけるレスキュー実践事例を 5 件紹介した（※詳細は3−3.「文化財
防災に関する公開シンポジウム・講演会等」→ p.476 を参照）。※写真 105, 106

写真 105：公開シンポジウム「地域と共に
考える文化財の防災・減災Ⅲ　熊本地震と
文化財レスキュー」討論（平成 28 年 6 月
27 日）

写真 106：公開シンポジウム「地域と共に
考える文化財の防災・減災Ⅲ　熊本地震と
文化財レスキュー」パネル展示会場（平成
28 年 6 月 27 日）

○「中部・近畿文化財関係者による文化財防災連絡会議」（京博・奈良博・奈文研）平成 28 年 12 月 13 日
京都国立博物館で「中部・近畿文化財関係者による文化財防災連絡会議」を開催した。関西 3 施設の主催により開催し

た文化財防災連絡会議では、中部・近畿の文化財関係者による情報交換を通じて人的ネットワークの活性化を図ることを
目的とし、地方公共団体・博物館等施設・文化財修理工房等から 74 名の参加を得た。※写真 107, 108 ※資料 36
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写真 107：中野慎之氏（京都府教育庁指導
部文化財保護課）による報告（平成 28 年
12 月 13 日）

写真 108：パネルディスカッション（平成
28 年 12 月 13 日）

＜今後の課題＞
各施設で実施した事業を推進室へ集約し、ウェブサイト等を通じて一般に迅速に公開する仕組みや、事業毎に得ら

れた人脈と知見を、具体的な文化財防災研修の取り組みに活かす落とし込み作業が必要である。

活動ケ：文化財等の防災に関する研修の企画等

文化財防災に関する研修・講演会の企画、情報収集と広報（奈文研）
＜概要＞

被災した文化財等をレスキューするための様々な技術や体制などを広く普及・啓発するため、地方公共団体等の文
化財担当者、博物館・美術館の学芸員を対象に研修を実施する。また、地域防災計画文化財関連項目の標準化を検討
するため、研究会を実施する。

＜実施の内容と成果＞
防災・減災やレスキューという複数の視点から研修をおこない、様々な体制の構築にかかわる知識と資料のレス

キュー技術、両方の習得を促すことができた。受講生からは、「大変有意義であった」「研修の成果を所属機関内外で
共有し普及に努める」といったコメントを得ることができた。

研究会では、地域防災計画における文化財関連項目の記述について、標準化も含めた具体的内容の検討に向けての
手がかりを得ることができた。

　〇水損紙資料の応急措置研修　平成 28 年 10 月 11 日（火）から 10 月 12 日（水）
熊本地震により水損した資料について、状態に応じて生物被害を防ぎ保全するための応急処置技術、処置後の安全な保

管条件について講義と実習を通して学ぶ研修「水損紙資料の応急措置研修」を熊本県博物館ネットワークセンターにおい
て熊本県教育委員会および国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室と共同で実施した（参加者 44 名）。※写真 109, 
110, 111 ※資料 37

写真 109：講義（平成 28 年 10 月 11 日） 写真 110：実習（平成 28 年 10 月 12 日） 写真 111：実習（平成 28 年 10 月 12 日）

〇文化財等防災ネットワーク研修　平成 29 年 1 月 24 日（火）から 1 月 25 日（水）
平常時のネットワーク構築や発災時の文化財等レスキュー体制の構築、水損紙資料の微生物被害と応急処置、水損紙資

料の実践的な取り扱いを講義と実習を通して学ぶ研修「文化財等防災ネットワーク研修」を、奈良文化財研究所において
実施した（参加者 15 名）。※写真 112, 113, 114
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写真 112：講義（平成 29 年１月 24 日） 写真 113：実習（平成 29 年 1 月 25 日） 写真 114：実習（平成 29 年 1 月 25 日）

〇地域防災計画文化財関連項目標準の検討に関する研究会　平成 29 年 3 月 23 日（木）
地域防災計画において文化財に関し特色ある記述をしている新潟県教育庁から講師を招へいし、文化財防災ネットワー

ク推進室と共同で東京文化財研究所において研究会「地域防災計画文化財関連項目標準の検討に関する研究会」を実施し
た。※資料 28

＜今後の課題＞
平常時のネットワーク構築や発災時のレスキュー体制の構築、被災した資料のレスキュー技術を広く普及させるた

めには研修が有効であり、引き続き実施する予定である。地域防災計画については、近年記述を改定している都道府
県からも話を聞く必要がある。
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章末資料一覧

資料番号 資料タイトル
資料 23 文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料 24 文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿議事メモ
資料 25 第 5 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 26 第 4 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 27 第 5 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 28 「地域防災計画文化財関連項目標準の検討」に関する研究会＿開催概要
資料 29 4 博物館 収蔵品・寄託品データベースの相互運用第 1 回検討会＿次第
資料 30 4 博物館 収蔵品・寄託品データベースの相互運用第 2 回検討会＿次第
資料 31 ColBase トップページ
資料 32 文化財防災アーカイヴスの整備に係る検討会＿出席者および議題
資料 33 研修会「水損紙資料の応急処置」＿開催概要
資料 34 第 3 回全国史料ネット研究交流集会＿チラシ・概要
資料 35 シンポジウム「安定化処理に関する課題」＿開催概要
資料 36 近畿・中部文化財関係者による文化財防災連絡会議 _ 開催案内
資料 37 水損紙資料の応急措置研修＿開催概要

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会議事次第
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料1-1　熊本地震被災文化財レスキュー事業について
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料1-2　熊本地震による文化財の被災状況調査に係る専門家の派遣について（依頼）【文化庁】

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊　＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊　＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊　＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊　＊＊＊＊＊＊＊＊
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料1-3　熊本地震によって被災した文化財の救援について（依頼）【文化庁】
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料1-4　熊本県文化財救援事業（熊本文化財レスキュー）実施要項【文化庁】
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料2-1　平成28年熊本地震に関する経過報告
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料2-2　日報様式
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資料23　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿配布資料
資料4　�近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定に基づく文化財建造物の被災調査に関する要

領の改正について
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資料24　文化遺産防災ネットワーク推進会議臨時連絡会＿議事メモ

（議事メモ）
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資料25　第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料25　第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2　平成28年度文化財防災ネットワーク推進事業実施状況について
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資料25　第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料3-2　台風10号に伴う遠野市立図書館博物館水損資料の緊急搬送について
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資料25　第5回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料4　文化遺産防災ネットワークの充実に向けて
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資料26　第4回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第4回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料27　第5回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第5回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料27　第5回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料2-2　委員から提出された意見の要約
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資料28　「地域防災計画文化財関連項目標準の検討」に関する研究会＿開催概要
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資料29　4博物館�収蔵品・寄託品データベースの相互運用第1回検討会＿議事次第
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資料30　4博物館�収蔵品・寄託品データベースの相互運用第2回検討会＿議事次第
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資料31　ColBaseトップページ
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資料32　文化財防災アーカイヴスの整備に係る検討会＿出席者および議題
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資料33　研修会「水損紙資料の応急処置」＿開催概要
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資料34　第3回全国史料ネット研究交流集会＿チラシ・概要
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資料34　第3回全国史料ネット研究交流集会＿チラシ・概要



190



191



192



193

資料35　シンポジウム「安定化処理に関する課題」＿開催概要
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資料36　近畿・中部文化財関係者による文化財防災連絡会議 _開催案内
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資料37　水損紙資料の応急措置研修＿開催概要
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平成 29 年度





４．平成29年度（2017年 4月 1日から 2018年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催………………………………………………………………… P.203
　　　　・第 6回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　　・第 7回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催……………………………………………………………… P.204
　　　　・第 6回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
　　　　・文化遺産防災ネットワーク有識者会議幹事会の開催（推進室）
　　　　・第 7回文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
　活動ウ：防災ネットワークの構築と地域防災体制の確立促進等……………………………………………………… P.205
　　　　・第 4回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
　　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
　　　　・地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・九博・東文研・奈文研）

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動エ：文化財防災・救出に関する情報の収集と公開……………………………………………………………… P.214
　　　　・地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進室）
　　　　・文化財防災体制構築のための調査研究（推進室）
　　　　・災害発生時における緊急支援体制に関する調査研究（推進室）
　　　　・無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　　・地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
　　　　・…考古資料および文献史料からみた過去の地震・火山災害に関する情報の収集とデー

タベースの構築・公開（奈文研）
　　　　・文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県有田郡湯浅町・広川町等】（奈文研）
　活動オ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査研究……… P.220
　　　　・油彩画・漆器の安定化処理方法に関する研究（東博）
　　　　・X線 CTを用いた文化財の劣化診断と処置済み資料の経過観察（奈良博）
　　　　・IoTを活用した文化財の管理手法に関する研究（奈良博）
　　　　・被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研究【熊本】（九博）
　　　　・被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研究【全国】（東文研）
　　　　・水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
　　　　・出土自然遺物の所在情報の収集に関する調査研究（奈文研）



⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
　活動カ：文化財等の防災等に関する講演会の企画等………………………………………………………………… P.225
　　　　・ウェブサイトによる情報公開（推進室）
　　　　・被災資料の応急処置等に関わる動画の作成・公開（推進室）
　　　　・文化財防災に関する普及・啓発活動（推進室・京博）
　活動キ：文化財等の防災等に関する研修の企画等…………………………………………………………………… P.227
　　　　・文化遺産危機管理国際研修・シンポジウム等（京博）
　　　　・地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事業（九博）
　　　　・文化財防災に関する研修（東文研・奈文研）

章末資料一覧………………………………………………………………………………………………………………… P.231
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動ア：文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催

文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
＜概要＞
文化遺産防災ネットワーク推進会議を、参画団体の情報交換と有事に対応するための体制的・技術的課題について
の討論をおこないネットワークの維持強化に努めることを目的として開催する。

＜実施の内容と成果＞
平成 29 年度には新規の 3団体の加盟（特定非営利活動法人文化財保存支援機構、日本民具学会、九州・山口ミュー
ジアム連携事業実行委員会）を得て、ネットワークを徐々に拡大させている。また、九州北部豪雨災害、長野県千曲
市松田家住宅火災、熊本地震等による文化財被害とその対応状況など、主に災害発生時における各地方公共団体・文
化財関連団体の対応状況について、情報提供と将来に向けての意見交換をおこなった。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（平成 29 年 11 月 22 日時点：24 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益社団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会 一般社団法人日本考古学協会 独立行政法人国立公文書館
特定非営利活動法人文化財保存支援機構 日本民具学会 九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会

〇第 6回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 29 年 5 月 24 日
　東京国立博物館で第 6回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。特定非営利活動法人文化財保存支援機構の
新規加盟の報告、本事業の活動状況、熊本県被災文化財レスキュー事業の状況報告、各機関からの活動報告、意見交換
をおこなった。※写真 115 ※資料 38

〇第 7回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 29 年 11 月 22 日
　東京国立博物館で第 7回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。日本民具学会および九州・山口ミュージア
ム連携事業実行委員会の新規加盟報告、本事業の活動状況、各地における地震等にともなう文化財等の被害・レスキュー
活動の状況等報告、各機関からの活動報告、意見交換をおこなった。※写真 116 ※資料 39

写真 115：第 6回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 29年 5月 24日）

写真 116：第 7 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 29 年 11 月 22 日）

＜今後の課題＞
参画団体間で情報交換の密度を強化し、さらなるネットワーク強化をめざしたい。実際の自然災害発生時に対応す
るために、「推進本部」を中心とした連絡体制をもとに情報を収集し、文化庁と連携しつつ具体的な対応策を講じる
ことを示した「ネットワーク活動ガイドライン」の作成について、ワーキンググループを組織して検討するなど、参
画団体を中核として関連機関等が一体となって形成する組織間連携による文化財防災体制の構築をめざす。
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活動イ：文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞
文化財防災に関する有識者からの助言や情報を得て、事業内容をより有意義にすることを目的として、下記文化遺
産防災ネットワーク有識者会議等を開催する。

＜実施の内容と成果＞
有識者会議委員からの意見により事業の活性化につながった。文化財保護法の改正や歴史的建造物下の文化財救出
といった喫緊の課題について、他分野からの情報や意見を活発にいただくことができ、知見を活動の充実につなげる
ことができた。

平成 29 年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（19 名）
青木　　睦 国文学研究資料館准教授
阿部　浩一 福島大学行政政策学類教授、ふくしま歴史資料保存ネットワーク代表
内田　俊秀 京都造形芸術大学名誉教授
大窪　健之 立命館大学理工学部教授・歴史都市防災研究所所長
大嶌　　薫 国立国会図書館収集書誌部司書監
大橋　竜太 東京家政学院大学教授
奥村　　弘 神戸大学大学院人文学研究科教授、歴史資料ネットワーク代表委員
加藤　幸治 東北学院大学文学部教授

後藤　　治 工学院大学教授、公益社団法人日本建築士会連合会・全国ヘリテージマネージャーネットワーク協議会
運営委員長

佐久間大輔 大阪市立自然史博物館学芸課長代理
眞野　節雄 日本図書館協会資料保存委員会委員長
浜田　拓志 奈良文化財研究所客員研究員
半田　昌之 日本博物館協会専務理事
日髙　真吾 国立民族学博物館文化資源研究センター准教授
平川　　新 宮城学院女子大学長、東北大学名誉教授、NPO宮城歴史資料保全ネットワーク理事長
福島　幸宏 京都府立図書館総務課企画調整係
真鍋　　真 国立科学博物館標本資料センターディレクター
村上　裕道 兵庫県教育委員会参与
村上　博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長

〇第 6回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）平成 29 年 5 月 24 日
　東京国立博物館で第 6回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。本事業の活動状況、熊本地震による文化
財被災状況および文化財レスキュー事業体制等について、委員より資料提出やご意見をいただいた。また、近畿圏危機
発生時の相互応援に関する基本協定に基づく文化財建造物の被災調査に関する要領の改正と文化財被災対応ガイドライ
ン（案）の策定について討論した。※写真 117 ※資料 40

○文化遺産防災ネットワーク有識者会議幹事会（推進室）平成 29 年 8 月 15 日
　キャンパスプラザ京都で文化遺産防災ネットワーク有識者会議幹事会を開催した。熊本地震への対応、大規模地震防
災・減災大綱と「文化財の防災対策」、巨大地震、津波、首都直下型地震への対応について議論した。※資料 41,…42

○第 7回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）平成 29 年 11 月 22 日
　東京国立博物館で第 7回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。日本民具学会および九州・山口ミュージ
アム連携事業実行委員会の新規加盟の報告、本事業の活動状況などについて委員より資料提出やご意見をいただいた。
※写真 118 ※資料 43
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写真 117：第 6 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 29 年 5 月 24 日）

写真 118：第 7 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 29 年 11 月 22 日）

＜今後の課題＞
組織の規模が堅調に拡大していることにともない、半期に一度の会合では議論と意思決定の鈍化が見込まれる。今
年度は有識者会議幹事会を立ち上げ、実質的な議論を進めることとなった。次年度以降も、政策提言を視野に推進室
が積極的に意見を聴取し、文化財防災ネットワークの将来像に関する検討と提言に関して、幅広い有識者の知見を得
る努力が必要である。

活動ウ：防災ネットワークの構築と地域防災体制の確立促進等

第4回全国史料ネット研究交流集会の開催（推進室）
＜概要＞
地域の文化財関係者との人的ネットワークを構築するため、各地で開催される講演会・研修等に参加し、文化財防
災に関する講演と情報収集をおこなう。こうしたネットワーク構築および情報共有活動の一環として、国立文化財機
構は全国史料ネット研究交流集会を主催しており、平成 29 年度は岡山史料ネットおよび歴史資料ネットワークを中
心とした実行委員会とともに、人間文化研究機構の共催も得て、第 4回大会を岡山で開催する。

＜実施の内容と成果＞
全国各地の史料ネットの取り組みと課題および、東日本大震災被災地からの報告を受け、意見交換およびポスター
セッションをおこなった。※写真 119,…120 ※資料 44 ※刊行物

写真 119：研究交流集会会場（平成 30 年 1
月 20 日）

写真 120：ポスターセッション会場（平成
30 年 1 月 20 日）

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用事業（京博）
＜概要＞
被災文化財等の一時保管における体制整備に関する調査・研究を目的として、京都府内に位置するけいはんなオー
プンイノベーションセンター（以下、「KICK」）内の二つの収蔵庫を京都府より借り受け、非常災害時に活用できる
防災対応収蔵庫の整備・維持管理および試験運用を実施する。

＜実施の内容と成果＞
3 年間にわたる試験運用の実績をもとに、「文化財防災体制構築に関する研究会」を開催した。
また、建仁寺塔頭両足院（京都市）が所有する収蔵庫の緊急改修にともない、内部に収蔵される文化財を安全な場
所へ一時的に移動する必要が生じたため、試験運用の一環として、京都国立博物館防災対応受託規則を適用し文化財
の一部を試験的に受託、KICK収蔵庫に搬入した（30 年度中に返却予定）。



206

●活動一覧
平成 29 年 4 月 1 日 京都国立博物館防災対応受託規則施行
平成 29 年 7 月 19 日 両足院文化財の防災対応受託（両足院より搬出し京都国立博物館へ搬入）※写真 121
平成 29 年 7 月 24 日 京都国立博物館で両足院文化財の燻蒸
平成 29 年 8 月 1 日 両足院文化財をKICK収蔵庫へ搬入
平成 29 年 10 月 25 日 KICK収蔵庫空調フィルターの点検
平成 30 年 1 月 17 日 KICK収蔵庫内設置棚の落下・飛び出し防止対策（ネット、ベルト等）試行
平成 30 年 1 月 30 日 京都国立博物館で「文化財防災体制構築に関する研究会―被災文化財受け入れに関す

る諸課題―」を開催※写真 122
通年 KICK収蔵庫内の虫害調査、浮遊菌調査
通年 外部委託によるKICK収蔵庫の環境管理（温湿度管理、空調機の点検等）

写真 121：KICK 収蔵庫へ両足院所蔵文化
財の一部搬入後（平成 29 年 8 月）

写真 122：「文化財防災体制構築に関する
研究会―被災文化財受け入れに関する諸課
題―」討論（平成 30 年 1 月 30 日）

＜今後の課題＞
試験的受託をおこなった文化財の一時保管および作品返却を通し、防災対応受託に関する課題等の抽出をおこなう
とともに、引き続き安定した保管環境を維持しながら、非常時における被災文化財等の一時保管場所としての機能強
化を図る。さらに、災害発生時における文化財の救援体制に関して、初動・救出・一時保管といった一連の流れを念
頭に置きつつ、より包括的に研究を進める。

地域防災ネットワークの確立促進
地域防災ネットワークの確立促進（東博）
＜概要＞
関東甲信越 10 都県（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野、新潟）における地域の文化財
防災体制の確立を促進することを目的として、各県の博物館・図書館・文書館の協会事務局や教育委員会文化財所管
課等の担当者と、県内の文化財防災体制の現状等について聞き取り調査、協議を実施し、文化財防災ネットワーク推
進室との関係構築を図りつつ、情報共有、意見交換をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
Ａ）訪問調査：関係機関、会合に往訪、出席のうえ文化財防災ネットワーク推進事業の紹介および県内防災体制の確
立に向けた意見交換をおこなった。結果、関東甲信越 10 都県について、博物館・図書館・文書館の協会事務局や県
教育委員会文化財所管課等の担当者と面談し、県内の文化財防災に関する取り組みおよび体制の概要を把握すること
ができた。また、当該機関等と文化財防災ネットワーク推進室との関係を、担当者間レベルで築くこと、維持するこ
とができた。

●活動一覧（訪問先一覧）
平成 29 年 5 月 群馬県博物館連絡協議会講演会※写真 123、千葉歴史・自然資料救済ネットワー

ク事務局（千葉大学教育学部小関研究室）…、千葉県博物館協会事務局（千葉県立
中央博物館）※写真 124
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平成 29 年 6 月 千葉県公共図書館協会事務局（千葉県立中央図書館）、千葉県史料保存活用連絡協
議会事務局（千葉県文書館）、山梨県教育委員会学術文化財課／ミュージアム甲斐
ネットワーク事務局（山梨県立博物館）、長野県教育委員会文化財・生涯学習課／
長野県博物館協議会事務局（長野県立歴史館）／長野県史料保存活用連絡協議会事
務局（長野県立歴史館）／長野県図書館協会事務局（県立長野図書館）※写真125

平成 29 年 7 月 栃木県県民生活部県民文化課、栃木県教育委員会文化財課※写真 126、栃木県立文
書館、台東区文化振興課、台東区芸術文化財団、東京都博物館協議会事務局（船
の科学館）…※写真 127、茨城県教育庁文化課／茨城県博物館協会事務局（茨城県立
歴史館）／茨城文化財 ･歴史資料救済 ･保全ネットワーク事務局（茨城大学人文
社会科学部添田仁研究室）、埼玉県教育局生涯学習文化財課

平成 29 年 8 月 東京都公文書館、東京都図書館協会事務局（東京都立中央図書館）、埼玉県教育局
生涯学習文化財課、神奈川県歴史資料取扱機関連絡協議会事務局（神奈川県立公
文書館）、神奈川県図書館協会事務局（神奈川県立図書館）、新潟県教育庁文化行
政課、新潟県博物館協議会事務局（北方文化博物館）、新潟県歴史資料保存活用連
絡協議会事務局（新潟県立文書館）、新潟県図書館協会事務局（新潟県立図書館）、
新潟歴史資料救済ネットワーク事務局（新潟大学人文学部矢田研究室）

平成 29 年 10 月 神奈川県博物館協会防災訓練、東京都教育庁管理課、長野県史料保存活用連絡協
議会講習会※写真 128、長野県教育委員会文化財・生涯学習課

平成 29 年 11 月 茨城文化財 ･歴史資料救済 ･保全ネットワーク事務局（茨城大学人文社会科学部
添田仁研究室）、茨城県博物館協会研修会

平成 30 年 3 月 群馬県MLAC会議

写真 123：群馬県博物館連絡協議会講演会
での講演（平成 29 年 5 月 12 日）

写真 124：千葉県博物館協会事務局への聞
き取り調査（平成 29 年 5 月 25 日）

写真 125：長野県内における文化財関係団
体への聞き取り調査（平成 29 年 6 月 23 日）

写真 126：栃木県教育委員会文化財課への
聞き取り調査（平成 29 年 7 月 6 日）

写真 127：東京都博物館協議会事務局（船
の科学館）への聞き取り調査（平成 29 年
7 月 14 日）

写真 128：長野県史料保存活用連絡協議会
講習会での講演（平成 29 年 10 月 26 日）

Ｂ）協議会：関係機関の担当者を招聘して「地域の文化財防災体制の確立に向けた協議会」を開催し、各機関の活動
に関する情報共有と連携のための協議をおこなった。結果、関東甲信越 10 都県の関係機関が横断的に情報共有でき
る場を設定し、各機関の防災体制の構築ならびに関係機関相互の連携の構築に向けた契機をつくることができた。

●活動一覧
平成 29 年 5 月 31 日 東京国立博物館で第 1回協議会を開催※写真 129
平成 29 年 7 月 6 日 栃木県立博物館で第 2回協議会を開催
平成 29 年 9 月 15 日 東京国立博物館で第 3回協議会を開催※写真 130
平成 29 年 12 月 20 日 新潟・北方文化博物館で第 4回協議会を開催
平成 30 年 1 月 25 日 東京国立博物館で第 5回協議会を開催※写真 131
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写真 129：第 1 回協議会（平成 29 年 5 月
31 日）

写真 130：第 3 回協議会（平成 29 年 9 月
15 日）

写真 131：第 5 回協議会（平成 30 年 1 月
25 日）

＜今後の課題＞
A）今年度、対象とはしなかった建築士会や建築学会等の建造物分野の専門機関との協議の実施、ならびに東京都の
区市町との協議の実施を次年度の課題とする。また、今年度、担当者間で関係を構築できた機関等に対しても、その
関係の維持および強化を図ることに努める。

Ｂ）今年度、対象とはしなかった建築士会や建築学会等の建造物分野の専門機関に対して、協議会への参加を呼びか
ける。また、県内における連携の促進強化を目的として、関東甲信越 10 県の関係機関を対象としておこなう全体会
合に加えて、県内の関係機関のみを対象としておこなう県内会合を開催する。

地域防災ネットワークの確立促進（京博）
＜概要＞
昨年度に引き続き、中部圏・近畿ブロックの各府県における文化財防災体制の現状を把握し、地域の文化財関係者
との人的ネットワークを構築するため、現地の教育委員会等を訪問して調査を実施するとともに、各地で開催される
講演会・研修等に参加し文化財防災に関する情報収集をおこなう。また、災害下での通信機能について検討するため、
衛星携帯電話の回線契約を維持し、西日本地域において激甚災害が発生した場合を想定した衛星携帯電話の運用訓練
および取扱い講習をおこなう。
さらに、文化財防災対策に関する先行事例の基礎的研究として、UNESCO・ICCROMが 2016 年に発行した文化財救
出マニュアル（原題：Endangered…heritage,…Emergency…Evacuation…of…Heritage…Collections.…UNESCO,…ICCROM,…
PARIS,…2016）の日本語訳を作成・発行する。

＜実施の内容と成果＞
石川県、富山県の文化財所管課への聞き取り調査や、その他の担当地域の文化財関係者との協議等を通じ、各地の
文化財保護行政や、非常時における文化財の緊急対応への課題・展望について知見を得た。また、国際的な指針とし
て広く用いられている文化財救出マニュアルの日本語訳を作成することで、文化遺産の国際機関が推奨する緊急対応
の手法を理解するとともに、国内における文化財防災対策と国際的指針との比較検討への端緒を開いた。

●活動一覧
平成 29 年 11 月 11 日 神戸大・国際シンポジウム「災害文化形成を担う地域歴史資料額の確立を目指して」へ

の参加、情報収集
平成 29 年 11 月 15 日 石川県教育委員会事務局文化財課への聞き取り調査
平成 29 年 11 月 21 日 岐阜県環境生活部県民文化局文化伝承課との協議
平成 30 年 2 月 5 日 総合防災訓練の一環として衛星携帯電話の運用訓練・取扱い講習を実施※写真 132
平成 30 年 2 月 19 日 日本博物館協会・研究協議会「博物館と防災」への参加、情報収集
平成 30 年 3 月 5 日 富山県教育委員会生涯学習・文化財室への聞き取り調査
平成 30 年 3 月 31 日 『UNESCO・ICCROMによる非常時における文化財の救出と保全の手引き』を発行※刊行

物
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写真 132：総合防災訓練の一環として衛星
携帯電話の運用訓練・取扱い講習を実施（平
成 30 年 2 月 5 日）

＜今後の課題＞
行政機関をはじめとする他機関との連携のあり方について、現行の体制に鑑みつつ、制度的な根拠も含めてさらな
る調査・検討を進め、地域内の連携体制を強化・促進する。

地域防災ネットワークの確立促進（奈良博）
＜概要＞
地域防災体制の確立を目的として、中部圏・近畿ブロック各地域の文化財担当部局、博物館・美術館の担当者を往
訪し聞き取り調査を実施し、人的ネットワークの構築をおこなう。併せて、担当地域の内外でおこなわれた研修会や
シンポジウムに参加し、文化財防災に関する知見を広げるとともに広域的な人的ネットワークの構築をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
静岡県・愛知県・三重県・奈良県・大阪府への聞き取り調査を通して、地域防災体制と文化財防災に対する各地域
の現状と要望を把握することができた。また、各地域の文化財担当部局、博物館・美術館の担当者との関係構築が進
み、災害発生時における文化財防災ネットワーク推進室本部への情報共有とそれによるメリットを周知できた。

●活動一覧
平成 29 年 5 月 26 日 愛知県美術館での聞き取り調査
平成 29 年 7 月 9 日 歴史資料ネットワーク総会シンポジウムへの参加
平成 29 年 7 月 31 日 奈良県文化財防犯・防火・防災関係者連絡会議への参加
平成 30 年 1 月 23 日 奈良県立橿原考古学研究所・奈良県教育委員会への聞き取り調査
平成 30 年 2 月 8 日~9 日 静岡県立美術館での聞き取り調査
平成 30 年 2 月 14 日~15 日 九州歴史資料館でおこなわれた水損資料ワークショップへの参加
平成 30 年 2 月 19 日 国立民族学博物館（大阪府）での聞き取り調査
平成 30 年 2 月 21 日 国宝修理装潢師連盟での聞き取り調査
平成 30 年 2 月 27 日 三重県総合博物館・三重県教育委員会での聞き取り調査
平成 30 年 3 月 4 日 九州国立博物館でおこなわれた文化財とCTのシンポジウムへの参加
平成 30 年 3 月 7 日 愛知県美術館・愛知県教育委員会での聞き取り調査

＜今後の課題＞
聞き取り調査によって、被災時の初期対応に関する研修会やワークショップ開催のニーズが各地域の担当者間に潜
在していることが分かった。奈良文化財研究所や九州歴史資料館での取り組み例を参考にしつつ、地方公共団体担当
者間の連携強化を目的とした連絡会や上記の研修会を開催する必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進（九博）
＜概要＞
九州・山口地域において、文化財の防災・救出体制の構築促進を目的に、情報収集を実施する。平成 29 年 7 月の
九州北部豪雨などの災害発生に際しては、九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会と連携して情報収集をおこな
い、各県の文化財関係者を対象とした水損資料応急処置ワークショップを開催する。
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＜実施の内容と成果＞
研究会・大会の参加および全国各地への情報収集を通して、九州・山口地域の文化財防災ネットワーク構築に資す
る最新の知見を得ることができた。また、平成 29 年 7 月の九州北部豪雨を受けて実施した水損資料応急処置ワーク
ショップでは、実際の作業を通しての積極的な交流に寄与することができた。

●活動一覧
平成 29 年 5 月 11 日~12 日 第 57 回平成 29 年度九州博物館協議会出席（熊本県立美術館）
平成 29 年 5 月 19 日~20 日 愛知県美術館に博物館における防災訓練について聞き取り調査
平成 29 年 6 月 19 日 水損資料の保全処置・保管に関する研究会参加（文化財防災ネットワーク推進室）
平成 29 年 6 月 30 日~ 【緊急対応】長崎県壱岐市集中豪雨による被災文化財の情報収集を開始
平成 29 年 7 月 1 日~2 日 文化財保存修復学会第 39 回大会参加（金沢歌劇場）
平成 29 年 7 月 6 日~ 【緊急対応】九州北部豪雨による被災文化財の情報収集を開始
平成 29 年 7 月 10 日 図書館総合展 2017 フォーラム IN熊本出席（くまもと森都心プラザ）
平成 29 年 7 月 11 日~ 【緊急対応】鹿児島湾地震による被災文化財の情報収集を開始
平成 29 年 10 月 31 日~11 月 1 日 「文化財防災ネットワーク研修」受講（奈良文化財研究所）
平成 30 年 2 月 14 日~15 日 水損資料応急処置ワークショップの開催（九州歴史資料館）※写真 133※資料 45
平成 30 年 3 月 19 日 地域の文化財防災体制に関する協議会（東京国立博物館）

写真 133：水損資料応急措置ワークショッ
プ（平成 30 年 2 月 14 日から 15 日）

＜今後の課題＞
九州・山口各県が具体的に文化財防災についてどのような取り組みをしているか、現場を視察し意見交換をするこ
とで、さらに洗練されたネットワークの構築をめざす。

被災地【熊本】におけるネットワークの確立促進（九博）
＜概要＞
平成 28 年 4 月に発生した熊本地震を受け、熊本での非常災害時における文化財被害の救出体制に資するネットワー
クを構築することを目的に、情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
本年度、熊本県は平成 28 年度に引き続いて、熊本地震被災文化財の救援事業を継続しており、熊本県独自の取り
組みにより、平成 30 年 3 月現在で救出活動は 17 件実施され、約 8,000 点の被災文化財が救出された。九州国立博物
館では、本事業によって救出活動への指導・助言をおこない、救出後の文化財の整理手法について、マニュアルの作
成や取り扱い方法の講習を実施し、関係者のスキルアップができた。

●活動一覧
平成 29 年 4 月 14 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 4 月 21 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本大学永青文庫研究センター）
平成 29 年 5 月 9 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本大学）
平成 29 年 5 月 18 日 被災文化財の整理作業、対応方針についての協議（熊本県博物館ネットワークセン

ター、氷川保管庫、益城保管庫）
平成 29 年 5 月 29 日~31 日 被災文化財の整理作業（熊本県博物館ネットワークセンター）※写真 134
平成 29 年 6 月 9 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 6 月 13 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
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平成 29 年 6 月 15 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 6 月 16 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 6 月 20 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 6 月 23 日 熊本市内で被災文化財の輸送立会い（熊本市内神社）
平成 29 年 6 月 28 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（熊本市内寺院）
平成 29 年 6 月 30 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 7 月 5 日 シンポジウム「大規模災害時における博物館の役割」参加（くまもと県民交流館パレア）
平成 29 年 7 月 11 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 7 月 12 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 7 月 13 日 全国歴史民俗博物館協議会第 6回年次集会において、被災文化財救出活動の事例報告

（九州国立博物館）
平成 29 年 7 月 14 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 7 月 19 日~20 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（氷川保管庫・益城保管庫）
平成 29 年 8 月 1 日~2 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（氷川保管庫・益城保管庫）
平成 29 年 8 月 4 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 8 月 14 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（熊本市内神社）
平成 29 年 8 月 18 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 8 月 21 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 8 月 30 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（熊本市内寺院）※写真 135
平成 29 年 9 月 1 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 9 月 8 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 9 月 11 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（益城保管庫）
平成 29 年 9 月 21 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 9 月 22 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 9 月 29 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 10 月 6 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 10 月 13 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 10 月 19 日 第 1回平成 28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金活用検討委員会出席（熊本県庁）
平成 29 年 10 月 20 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 10 月 26 日 被災甲冑整理講習会の実施（氷川保管庫）※写真 136
平成 29 年 10 月 27 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（新氷川保管庫）
平成 29 年 11 月 21 日~22 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（氷川保管庫）
平成 29 年 11 月 24 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 11 月 29 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（個人宅）
平成 29 年 12 月 1 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 12 月 15 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 29 年 12 月 20 日 第 2回平成 28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金活用検討委員会出席（熊本県庁）
平成 29 年 12 月 22 日,25 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 30 年 1 月 16 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（新氷川保管庫）
平成 30 年 1 月 19 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 30 年 1 月 26 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（氷川保管庫）
平成 30 年 2 月 9 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 30 年 3 月 2 日 熊本地震にかかる被災文化財の調査・情報収集（現地本部、熊本県庁）
平成 30 年 3 月 9 日 第 3回平成 28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金活用検討委員会出席（熊本県庁）
平成 30 年 3 月 16 日 熊本県被災文化財にかかる協議（熊本県庁）
平成 30 年 3 月 21 日~23 日 新保管庫への被災文化財輸送作業（熊本県博物館ネットワークセンター、氷川保管庫、

新氷川保管庫）
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写真 134：熊本県博物館ネットワークセン
ターでの被災文化財の整理作業（平成 29
年 5 月 30 日）

写真 135：熊本市内寺院での被災文化財の
調査・情報収集（平成 29 年 8 月 30 日）

写真 136：氷川保管庫での被災甲冑整理講
習会（平成 29 年 10 月 26 日）

＜今後の課題＞
熊本地震においては、多数の未指定動産文化財が被災し、現在も救出活動が続けられている。しかし、活動にとも
なう文化財防災の取り組みが一般に普及するには、なお課題が残っている。したがって、今後は一般向けに被災資料
の整理についての講座をおこなうなど、熊本地震被災文化財を含めた文化財防災事業について、さらに啓発活動を実
施する必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進（東文研）
＜概要＞
有事の際の地域内の連絡体制、また隣接地域との協力体制の構築状況を把握することを目的に博物館・美術館、県
庁等にヒアリングを実施する。

＜実施の内容と成果＞
各県内には博物館協議会のようなネットワークが存在し、県立博物館などが中心となって県内の情報収集や研修な
どを実施していること、有事の際の情報発信の窓口となりえることがわかった。一方、県庁内の博物館施設の管轄部
署は県ごとに大きな差があり、そのルートに沿って情報が流れるため、指定品とその他で別の所轄部署に報告を上げ
る必要があるなど、有事の緊急時に情報が流れにくい構造が読み取れた。また、県庁内の連絡調整が円滑な場合と、
未熟なところもあることを把握した。
文書館等は公文書を扱っている館も多く、知事部局に配属しているところが多く、教育委員会系から情報を発信し
ても情報が届きにくい状況も見えた。

●活動一覧
平成 29 年 9 月 6 日 東北歴史博物館での東日本大震災にかかる初動や体制に関する聞き取り調査
平成 29 年 9 月 15 日 東北芸術工科大学での陸前高田市被災資料安定化処理スキームの聞き取り調査※

写真 137
平成 29 年 9 月 26 日 福島県文化財センターでの東日本大震災から現在までの施設間の協力関係に関す

る聞き取り調査
平成 29 年 9 月 28 日 米沢市上杉博物館での災害時の体制に関する聞き取り調査
平成 29 年 10 月 11 日 アイヌ民族博物館設立準備室と北海道博物館での災害時の体制に関する聞き取り

調査※写真 138
平成 29 年 10 月 19 日 岩手県庁での東日本大震災から現在までの災害時の体制に関する聞き取り調査、

岩手県立博物館での自然史標本や体制に関する聞き取り調査
平成 29 年 10 月 26 日 秋田県立博物館での災害時のネットワークに関する聞き取り調査
平成 29 年 10 月 27 日 秋田県立近代美術館での災害時のネットワークに関する聞き取り調査
平成 29 年 11 月 29 日 青森郷土博物館での災害時のネットワークに関する聞き取り調査
平成 29 年 11 月 30 日 青森県庁での災害時の体制等について聞き取り調査、弘前大学での災害時のネッ

トワークに関する聞き取り調査
平成 29 年 12 月 19 日 秋田県立美術館のネットワークに関する聞き取り調査、秋田県庁での災害時の体

制に関するヒアリング調査
平成 30 年 2 月 14 日 福島県立博物館での東日本大震災にかかる初動や体制に関する聞き取り調査
平成 30 年 3 月 6 日 福島県庁での東日本大震災にかかる体制や課題の聞き取り調査
平成 30 年 3 月 8 日 特別史跡三内丸山遺跡での災害時のネットワークに関する聞き取り調査
平成 30 年 3 月 22 日 はこだて未来大学での災害時のネットワークに関する聞き取り調査
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写真 137：東北芸術工科大学における陸前
高田市被災資料安定化処置スキームの聞き
取り（平成 29 年 9 月 15 日）

写真 138：北海道博物館におけるヒアリン
グ（平成 29 年 10 月 11 日）

＜今後の課題＞
ヒアリングの成果を事例集としてまとめ、防災ネットワークづくりに適した組織体制モデルを構築し、各県に提供
できることが必要な時期にある。
県庁内の博物館所管部署については、平成 30 年の文化財保護法改正の影響を受け、変化する可能性もあることか
ら、来年度は県庁の組織体制を中心に情報収集が必要である。また、有事の際の拠点となる県立博物館には、ガス燻
蒸設備が必要となる可能性が高いものの、経費不足から修理ができず、使用できない状況になっている施設もあった。
今後、何らかの補助などが期待される。

地域防災ネットワークの確立促進（奈文研）
＜概要＞
文化財に関する地域防災ネットワークの確立を促進するため、各県の文化財保護部局を中心に訪問し、県内の文化
財防災体制や具体的な取り組み等についての聞き取り調査をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
聞き取り調査から、文化財防災体制や取り組み内容、進捗状況には県ごとに大きな違いがあるが、岡山県において
は岡山県文化財等救済ネットワークが立ち上がり、鳥取県においては平成 28 年 10 月に発生した鳥取県中部地震を経
て、県内の体制等を見直している等、それぞれの状況に応じた積極的な文化財防災の取り組みが進められている県が
あることも明らかとなった。

●活動一覧
平成 29 年 4 月 28 日 愛媛県文化財保護行政担当者会議に参加し、県内の文化財防災に関わる活動につ

いての情報を得た。
平成 29 年 8 月 4 日 岡山県教育庁で事業説明と、文化財防災に関する取り組み、「中国・四国地方に

おける被災文化財等の保護に向けた相互支援計画」（以下、中四国申し合わせ）、
地域防災計画等について聞き取り調査をおこなった。

平成 29 年 8 月 17 日 徳島県教育委員会で事業説明と、文化財防災に関する取り組み、中四国申し合わせ、
地域防災計画等について聞き取り調査をおこなった。

平成 29 年 11 月 15 日 倉吉博物館で事業説明と、鳥取県中部地震の際の対応について聞き取り調査をお
こなった。

平成 29 年 11 月 16 日 鳥取県教育委員会で事業説明と、鳥取県中部地震の際の対応とその後の動き、文
化財防災に関する取り組み、中四国申し合わせ、地域防災計画等について聞き取
り調査をおこなった。

平成 29 年 12 月 7 日 広島県教育委員会で事業説明と、文化財防災に関する取り組み、中四国申し合わせ、
地域防災計画等について聞き取り調査をおこなった。

平成 29 年 12 月 20 日 岡山県文化財等救済ネットワーク研修会に参加し、県内の文化財防災に関わる活
動についての情報を得た。

平成 30 年 3 月 22 日 島根県教育委員会で事業説明と、文化財防災に関する取り組み、中四国申し合わ
せ、地域防災計画等について聞き取り調査をおこなった。

＜今後の課題＞
引き続き、中国・四国地方の地方公共団体や博物館協議会などに文化財防災体制についての聞き取り調査をおこな
い、県内体制と県を超えた広域体制も含め、地域の実情に即したネットワークのあり方を検討するとともに、中国・
四国地方には特徴のある取り組みを進めている県があることから、中国・四国地方各県の文化財担当者間でこれらの
情報を共有し、意見交換する機会を持つ必要がある。
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⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動エ：文化財防災・救出に関する情報の収集と公開

地域防災計画文化財関連項目標準の検討（推進室）
＜概要＞
現在、地方公共団体では平成 26 年の中央防災会議による地震対策大綱の改正を承け、地域の防災対策の見直しが
おこなわれている。当事業では平成 28 年度までに各地方公共団体が定めている地域防災計画における文化財関連項
目の条文の精査や地方公共団体の文化財担当者への聞き取り調査をおこない、大規模災害に備えた法的な状況の把握
に努めてきた。その結果、地域防災計画における文化財関連項目の「標準」となる例が不足しているという課題が明
らかになった。
そこで本年度は、この状況の克服をめざし、地域防災計画文化財関連項目標準の検討を進めた。推進室長が東北、
関西、九州それぞれの地域の文化財担当者と個別に面会し、先進的に地域防災計画へ「文化財の防災」を導入してい
る地方公共団体の担当者や有識者等に意見を聴取する。また、地域ブロックごとに収集した課題等の情報と突き合わ
せ検討を進め、年度末には全国の地方公共団体文化財担当者を集めて現場の課題を論じる総括的な協議会を開催する。

＜実施の内容と成果＞
調査の結果、各地方公共団体における地域防災計画は条文としてはそれぞれに整備されているものの、実際の運用
上の訓練や相互理解は発展途上にあり、近接する地方公共団体がどのような運用を行っているかの情報共有の場は十
分ではないことが明らかになってきた。
今回の協議会は、文化財保護法に依拠しつつ現実の災害発生時における公務員としての職務の中で行われる文化財
防災の取り組みが持つ限界性と課題について、報告と意見交換をおこなった。同会では、地域間、組織間、分野間の
連携を強化することが、個々の地域の文化財を災害から守ることに結実する等の意見が寄せられた。

●活動一覧
平成 29 年 4 月 26 日 東京国立博物館で推進事業全体会議を開催※写真 139
平成 29 年 5 月 23 日 東京国立博物館で地域防災計画情報共有ミーティングを開催
平成 30 年 3 月 19 日 東京国立博物館で地域の文化財防災体制に関する協議会を開催※写真 140 ※資料

46

写真 139：文化財防災ネットワーク推進事
業全体会議（平成 29 年 4 月 26 日）

写真 140：地域の文化財防災体制に関する
協議会会場（平成 30 年 3 月 19 日）

＜今後の課題＞
地方公共団体間で文化財防災に関する情報を交換する協議会のような場を積極的に設ける必要がある。
標準項目を策定するにあたっては、あくまでも地域ごとに異なる個別の事情が優先されることから、次年度は引き
続き「地域防災ネットワークの確立促進」の取り組みと相補的に情報を集約しつつ、推進事業が強い方針を打ち出す
ことよりも、情報共有の場を提供する方向が、文化財防災に関する地域間連携を促進する上でも望ましい。

文化財防災体制構築のための調査研究（推進室）
＜概要＞
自然災害時における文化財救出・保全活動とその後の防災体制構築の状況について情報収集と分析をおこなう。参
画団体に「文化財防災体制に関するアンケート調査」をおこない、災害発生時に相互の連携による迅速な活動の実施
を図るために必要なことについて検討する。
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また、機構内で個々のテーマを持って研究・事業を推進している文化財防災ネットワーク推進室併任者が互いの活
動を把握し、文化財防災体制を一体的なものとして構築していくため、「文化財防災体制に関する研究会」をおこな
い情報の共有を図る。国内の事例は随時文献を渉猟する。海外の文化財防災体制の実情については、ユネスコチェア
国際研修等に参加して情報を収集しする。他方、日本の事例を海外へ情報発信するための準備として、東日本大震災
で被災した文化財を対象として実施された被災文化財等救援活動の報告書『これからの文化財防災（平成 27 年、東
文研）』の英訳を進める。

＜実施の内容と成果＞
アンケート調査の結果、参画団体からは各組織内の防災体制の紹介と共に、当事業に対して財政支援・人的支援・
技術者派遣・情報提供といった希望が寄せられた。研究会ではアソシエイトフェローの研究成果が発表され、4か年
の事業で文化財防災に関する専門的人材育成が進んでいることが窺われた。また、イタリアで発生したアマトリーチェ
地震で得られた地震工学の最新知見および同国の文化財防災制度について知見を得た。

●活動一覧
平成 29 年 6 月 27 日 関西広域連合ガイドラインへの提言
平成 29 年 10 月 文化財防災体制に関するアンケート調査※資料 39
平成 30 年 1 月 30 日 文化財防災体制構築に関する研究会を開催※写真 141,…142 ※刊行物

写真 141：文化財防災体制構築に関する研
究会（平成 30 年 1 月 30 日）

写真 142：文化財防災体制構築に関する研
究会（平成 30 年 1 月 30 日）

＜今後の課題＞
広域連携に基づく活動については、関西広域連合ガイドラインに見られるように、先行している地域は当事業の活
動を意識しつつ進んでいる。中核となる当事業が必要な情報を適時提供できるよう、全国の地方公共団体文化財担当
者と緊密に連携を図る。
また、人材育成の計画として、今後は文化財防災の研究に関する情報発信の機会を増やし、政策提言を視野に活動
を進めることが提案された。文化財防災に関する文献は未だ全容が詳らかでないが、今年度までに収集できた基礎的
な文献による調査を端緒として、継続的に情報を集積させ、東日本大震災の救援委員会で保管されている文献リスト
と合わせて広く後学に活用を図っていくことも検討する。

災害発生時における緊急支援体制に関する調査研究（推進室）
＜概要＞
本年度は、東日本大震災文化財レスキュー事業において重要な貢献を果たした民間輸送業者や外部法人に対し、輸
送・保管上、財政上の課題等を聞き取り調査する。加えて、歴史的建造物の中に取り残された被災文化財の救出活動
の実現は長期的な懸案となっており、これについて有識者と検討を進める。夏季には、文化庁との連携のもと、複数
の災害において文化財の被災状況について情報収集と必要に応じた専門家の紹介などをおこなう。

＜実施の内容と成果＞
相次ぐ災害を受け、推進会議参画団体および有識者委員幹事会と検討を重ね、現状の体制下での「災害発生時行動
マニュアル作成」を策定した。熊本地震や常総市水害を受けて推進室で準備した文化財レスキューのための資材を整
理し、「文化財防災マニュアル」制作の過程で得られた知見を基に、動画の監修者である東北大学災害科学国際研究
所に意見を聴取し、緊急時に必要な資材の内容について検証をおこなった。災害時の情報収集を加速させるためモバ
イルテレビチューナーを設置し、地上波を受信できる環境を整えた。
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大規模自然災害が発生した際の輸送・保管には民間事業者の協力が必要であるが、被災文化財の取り扱いに関する
情報を求める意見が聞かれた。研修の提供や、保管方法についての共同研究等が想定される。被災文化財を保管する
冷凍庫の確保については、立地が海沿いに集中し津波リスクを抱えていることや、物流拠点であることから常に収容
率が高く、恒常的に空き収蔵庫として確保することが困難であることが分かった。

●活動一覧
平成 29 年 4 月 25 日,9 月 26 日 日本通運への聞き取り調査
平成 29 年 6 月~9 月 災害対応として、九州北部豪雨による文化財被害に関する情報収集
平成 29 年 7 月 災害対応として、災害発生時行動マニュアル作成※資料 46
平成 29 年 7 月 11 日 文化財保護芸術研究助成財団への聞き取り調査、日本建築士会連合会・全国ヘリ

テージマネージャーネットワーク協議会運営委員長後藤氏への聞き取り調査
平成 29 年 8 月 15 日 立命館大学歴史都市防災研究所大窪氏への聞き取り調査
平成 29 年 9 月 災害対応として、長野県千曲市「松田館」焼失被害に関連する情報収集と連絡、

大分県津久見市行政文書水損に関連する情報収集と連絡
平成 29 年 9 月 22 日 朝日文化財団への聞き取り調査
平成 29 年 9 月 28 日 日本建築学会大橋氏への聞き取り調査
平成 29 年 9 月 29 日 ヤマトロジスティクス社への聞き取り調査
平成 29 年 11 月 27 日 カトーレック社への聞き取り調査
平成 29 年 12 月 26 日 資材整備として、文化財レスキュー資材の整備

＜今後の課題＞
今年発生した北九州豪雨災害の例でも、歴史的建造物の中に取り残された文化財の救出活動をおこなうために建築
分野との協働の方途を模索したが、実現には至っていない。今後ヘリテージマネージャー研修に講師を派遣するなど
していく方向で継続的に検討を進める。

無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞
無形文化遺産の防災に資する動態記録作成の方法論構築を目的として、地域における無形文化遺産動態記録作成に
ついての調査を実施し、並行して記録作成をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
東日本大震災で被災し、現在も工房が帰還困難区域にある大堀相馬焼についての動態記録の補足調査をおこなっ
た。また、消滅の危機にある岐阜県長良川の鵜飼船造船技術について、岐阜県立森林文化アカデミーと共同で詳細に
調査・記録し、防災に資する映像記録作成のあり方を実証的に検討した。また映像記録および報告書の刊行に向けて
準備をおこなった。さらに、消滅の危機にある琵琶製作技術について一軒のみ残る工房で映像記録をおこない、災害
に資する動態記録の検証をおこなった。
そのほか、太棹三味線製作・修理技術について映像記録をおこない、災害に資する動態記録の検証をおこなった。
映像記録および報告書『無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究事業』の刊行に向けて準備をお
こなった。

●活動一覧
平成 29 年 4 月 12 日ほか 鵜飼船造船技術の調査と動態記録作成のための調査（ほか調査日：5月 8日,21~24

日,5 月 28日~6月 2日,6 月 6~10 日,13~17 日,19~23 日,7 月 3~6 日,12~14 日,21~22 日）
※写真 143

平成 29 年 5 月 16 日~17 日 太平箕製作技術の調査と動態記録作成のための調査
平成 29 年 7 月 31 日ほか 琵琶製作技術の調査と動態記録（ほか調査日：9月 12 日,9 月 26 日,10 月 17 日,11

月 2 日,11 月 14 日,11 月 20 日,11 月 27 日）※写真 144
平成 29 年 10 月 17 日~18 日 東日本大震災で被災した大堀相馬焼の動態記録に関わる補足調査の実施※写真

145
平成 29 年 12 月 13 日 ,14 日 太棹三味線製作技術の調査と動態記録
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写真 143：鵜飼船造船技術の調査と動態記
録作成（平成 29 年 6 月 6 日）

写真 144：琵琶製作技術の調査と動態記録
作成（平成 29 年 11 月 27 日）

写真 145：大堀相馬焼きの動態記録に関わ
る補足調査（平成 29 年 10 月 18 日）

＜今後の課題＞
民俗技術、工芸技術を中心とした動態記録作成をおこない、消失への予防・防災の検討材料となる映像製作を継続
している。無形文化遺産の防災に資する動態記録のあり方について、対象ごとに異なる方法論や、記録内容の分析・
検討について、また新しい技術の応用など検討すべき課題は多く、さらに議論を重ねていく必要がある。

地方指定等文化財情報に関する収集・整理・共有化事業（東文研）
＜概要＞
文化財防災のためのネットワーク構築を目的とし、地方公共団体関係者のネットワークを形成。また文化財防災の
基礎情報把握を目的として文化財情報および保護関連条例のデータベース・アーカイヴスを作成する。あわせて、文
化財情報の収集およびデジタル化をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
１．ネットワーク構築と連絡会議の実施
全都道府県の民俗文化財担当者を中心としたネットワークを形成し、メーリングリスト等による情報共有を図っ
た。またその担当者を招き「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催した。東京文化財研究所の本事業担当者から無形
文化遺産の防災について説明するとともに、地方公共団体担当者からは文化財防災および文化財保護の現状を報告い
ただいた。当該連絡会議は、計 2回開催し、45 都府県からの参加があった。結果、各都道府県の担当者とのネットワー
クが構築でき、情報共有を可能とした。※資料 47 ※刊行物

●活動一覧
平成 30 年 2 月 6 日 東京文化財研究所で平成 29 年度第 1回「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催

※写真 146
平成 30 年 2 月 21 日 東京文化財研究所で平成 29 年度第 2回「無形文化遺産の防災」連絡会議を開催

※写真 147

写真 146：平成 29 年度第 1 回「無形文化
遺産の防災」連絡会議（平成 30 年 2 月 6 日）

写真 147：平成 29 年度第 2 回「無形文化
遺産の防災」連絡会議（平成 30 年 2 月 21
日）

２．データベースの構築およびデータ整備
平成 27 年度から継続する都道府県・市町村指定等文化財全ジャンルのデータベース化について、文化庁および都
道府県からの情報提供を得つつ進めた。あわせて都道府県・市町村の文化財保護条例データベースを作成し、東日本
分を公開。また無形文化遺産分野に関しても情報収集を継続し、公開可能なデータベースおよびアーカイヴスを作成。
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試験的に和歌山県のデータを公開した。
さらに、情報発信・収集を目的としたウェブサイトを構築し、公開を開始。データ収集・整理のモデルケースとし
て京都府所蔵の文化財資料のデジタル化をおこなった。また、「全国文化財等データベース」「無形文化遺産総合デー
タベース」「全国文化財保護条例データベース」を作成。後者 2点については部分的な公開を開始。また情報発信・
収集のためのウェブサイト「いんたんじぶる」を公開。そのほか京都府所蔵のガラス乾板等のデジタル化も継続的に
おこない、情報の共有化を可能とした。※資料編 3

＜今後の課題＞
都道府県が所有する文化財データは限られたものであり、防災を目的としたデータベース構築にはさらなる情報が
必要とされる。その情報収集方法については、今後も文化庁や地方公共団体と協議をしつつ進めていく必要がある。
またデータベース構築には、次年度も継続的な収集・整理作業が必要とされるとともに、データ更新の方法の確立も
必須とされる。

考古資料および文献史料からみた過去の地震・火山災害に関する情報の収集と
データベースの構築・公開（奈文研）
＜概要＞
科学技術・学術審議会の建議「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」と連動しつつ、大規模災害時
における動産文化財等の防災・救出に資する調査研究として、考古資料、史料を中心とした悉皆調査とデータベース
化をおこなっている。本年度の主たる実施内容は以下の通りである。

＜実施の内容と成果＞
①発掘調査報告書のデータ抽出、分析、整理作業：前年度に引き続き発掘調査データから災害痕跡データの抽出に取
り組み、それらの場所、時期、災害類別を進め、データベースの構築を進めた。熊本地震でのデータベースの有効性
の検証と共に、南海トラフ起源地震への対応として、全国での事例を進めた。精査到達件数は、47 都道府県で新た
に 20,955 調査地点を加え、このうち災害痕跡が確認されたものは 7,699 地点となり、データの累計件数は 37,740 地
点となった。

②データベース入力：データ量の増加と共に入力項目の整理が前年度に引き続き必要となり、各項目の再定義（文字
情報、画像情報、ID化情報等）をおこなった。これまでのデータを新たな定義づけに従い更新し、データベース化
を進めている。

③災害痕跡データベース構築とＧＩＳシステムの開発：膨大化するデータに対応するデータベース構造や検索システ
ムの更新を進めると共に、東京大学史料編纂所の開発する文字情報型の歴史史料データベースとの統合情報検索シス
テムのためのAPI 開発を進めた。今後も国土地理院情報検索システム、産業総合研究所地質情報システムとの連動
のためのAPI 開発や地質データの入力および表示方法の開発を継続的に進める。

④発掘調査現場における災害痕跡の調査、試料採取・分析：平城宮・京、藤原宮（以上、奈良県）、纏向遺跡（奈良市）、
黒丸遺跡（長崎県大村市）で現地調査をおこない、検出された地震痕跡等について現地指導をおこなった。また前年
度おこなった遺跡群（平城宮・京、藤原宮、大桷遺跡、高住牛輪谷遺跡、高住宮ノ谷遺跡、下坂本清合遺跡、武久川
下流条里遺跡）については報告書執筆をおこなった。

⑤学会・シンポジウムでの情報発信：平成 29 年 7 月 30 日から 8月 4日に開催された IAG-IASPEI（国際学会）で「The…
Japan…GIS…Database…of…the…Historical…Disaster…using…research…data…of…Archeological…excavation,…Geological…survey…
and…Historical…documents」を発表。また、平成 30 年 3 月 14 から 16 日に開催された災害の軽減に貢献するための地
震火山観測研究計画成果報告シンポジウムで「考古資料および文献資料から見た過去の地震・火山災害に関する情報
の収集とデータベースの構築・公開」を事業成果として報告。

＜今後の課題＞
今後、国土地理院情報検索システム、産業総合研究所地質情報システムとの連動のためのAPI 開発や地質データ
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の入力および表示方法の開発を継続的に進める。

文化遺産防災総合シミュレーション調査【和歌山県有田郡湯浅町・広川町等】（奈文研）
＜概要＞
地域の文化遺産を散逸や消滅から守るためには、未指定も含めた文化遺産基礎情報を事前に集約・共有することが
必要である。これにより、発災時のレスキューや防災・減災、日常的な文化財の保全に役立てることができる。本調
査では、和歌山県有田郡湯浅町、広川町等の協力を得て、主として既存資料をもとにした両町の総合的な文化遺産リ
スト（非公開）と、リストにある情報を検索・表示するための文化遺産保全地図システム（非公開試作版）を作成す
る。

＜実施の内容と成果＞
湯浅町、広川町の総合的な文化遺産リスト（非公開）、文化遺産保全地図システム（非公開試作版）を作成した。

●活動一覧
1）国立文化財機構内での主なミーティング 平成 29 年 6 月 26 日,7 月 10 日,8 月 29 日,9 月 27 日,10 月 13

日,11 月 21 日,12 月 1 日, 平成 30 年 1 月 25 日
2）湯浅町・広川町をはじめとする関係自治体の文化財所
管課、県関係機関、所蔵者、地元の研究者に協力依頼（一
部経過報告も含む）、文化遺産基礎情報の入手

平成 29 年 5 月 15 日,6 月 12 日,6 月 13 日,8 月 9 日,8 月 21
日

3）所蔵者宅などでの調査（悉皆調査ないしおおよそ調査） 平成 29 年 5 月 11 日,6 月 13 日,7 月 4 日,10 月 19 日
4）現地補足調査（写真撮影、GPS 位置情報取得等） 平成 29 年 5 月 3 日,5 月 4 日,5 月 5 日,7 月 29 日,8 月 9 日,10

月 5 日, 平成 30 年 1 月 27 日

　5）講師を招き勉強会を開催
平成 29 年 11 月 22 日 東京国立博物館で「歴史的建築総目録データベースのセキュリティ対策についての

勉強会」を開催

　6）総合的文化遺産リストを作成するための作業…（平成 29 年 4 月～平成 30 年 2 月）
①資料の所在場所の探索、所有する組織への依頼
②資料の受入・整理
③資料の読み込みと掲載すべき情報のリストアップ
④文化遺産のGPS 位置情報の取得
⑤画像など不足しているデータの追加収集
⑥画像データの整理
⑦表計算ソフトへの入力
⑧リストの全体的編集

　7）文化遺産保全地図システム…試作版を作成するための作業…（平成 29 年 4 月～平成 30 年 2 月）

　8）その他
　　　有識者から助言を得るとともに、他府県の文化財所管課などと地図作成について情報交換

＜今後の課題＞
総合的な文化遺産リストおよび文化遺産保全地図について、都道府県と連携し、湯浅町、広川町以外の地域への展
開を検討するにあたっては、次のような課題がある。

○文化遺産基礎情報の集約の主体と支える組織に関する課題
○所蔵者の個人情報や所在情報等、既存資料の共有および地図システムでの情報共有にともなう課題
○サーバの確保や管理、地図システムプログラムの管理、セキュリティ対策に関する課題
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活動オ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管環境、安定化処置および修復方法に関する調査研究

油彩画・漆器の安定化処理方法に関する研究（東博）
＜概要＞
油彩画・漆器の安定化処理に関する研究をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
油彩画（カンバス画）の脱塩方法について、今年度はカンバスのサンプルの製作と既製カンバスの成分分析を進め、
並行して岩手県立高田高校に保管されている被災絵画の経過観察をおこなった。また、漆資料（漆工品）の脱塩方法
について、石膏法と湿布法を同形状の資料に実施し、それらを比較することで処置方法のメリット、デメリットを整
理した。

＜今後の課題＞
油彩画（カンバス画）の脱塩方法については、今年度作成したサンプルをもとに、平成 30 年度に劣化実験などを
試みる予定である。また、引き続き、処置をしたもの、しないものについて経過観察をおこない、それぞれのメリッ
ト・デメリットを考えていく必要がある。
漆資料（漆工品）の脱塩方法についても、それぞれの処置法にメリットとデメリットがあるため、それを踏まえて
適した資料に用いることが望ましい。石膏法は、変形の少ない形状で、塗膜の浮きや剥離が少ない資料を一度に処置
する場合に適すると考えられる。湿布法は、塗膜の傷みが激しく、様子を見ながらより慎重に作業をおこなう必要性
のある資料に適する。ただし、これまでの処置検討は、柿渋と炭粉による下地で、かつ一材で製作された椀、皿等の
小品に限られているため、脱塩処置が必要とされるものへの見極めは、専門家の判断が必要となる。

X線CTを用いた文化財の劣化診断と処置済み資料の経過観察（奈良博）
＜概要＞
各国立博物館に導入されたX線 CTの修理への活用を目的に奈良博で研究会を実施し、水浸資料の経時変化やCT
調査と修理への応用などについて意見交換をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
奈良博で研究会を開催し、本年 4月に導入したCTを機構の関係者が視察し測定に関して意見交換をおこなった。
また、九州国立博物館でおこなっている漆工品修理とCT調査の連携について紹介があった。さらに、水浸資料の経
時変化をCTで観察し、劣化状況の変化に関する情報を共有した。

●活動一覧
平成 29 年 6 月~9 月 水損資料の劣化試験とX線 CTを用いた内部の経時変化観察
平成 30 年 3 月 5 日 奈良国立博物館でCTの修理への活用に関する研究会を開催※資料 48

＜今後の課題＞
各館のCT装置に関して視察と意見交換をおこなうと共に、修理への応用に関して各館が取り組みを継続しその成
果を公開する必要性を改めて認識した。水浸資料の実験については、調査資料の種類や経過観察時間の延長など技術
的な課題が明らかとなった。

IoT を活用した文化財の管理手法に関する研究（奈良博）
＜概要＞
遠隔地での温湿度環境管理を目的に、無線通信機能を有するデータロガーと携帯電話網を用いる通信機器を組み合
わせクラウドに送信する試験を実施する。

＜実施の内容と成果＞
無線通信機能を有する温湿度データロガーを収蔵施設に設置し、プリペイド SIM（期間や通信容量に制限あり）
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を用いる携帯電話網の無線通信によりクラウドにデータ転送をおこなうことに成功した。遠隔での温湿度環境管理の
手法として活用できる目処が立った。

●活動一覧
平成 29 年 9 月 機器選定
平成 30 年 1 月 収蔵施設にデータロガー設置
平成 30 年 2 月 無線通信機器とロガーとの通信テスト
平成 30 年 3 月 クラウドへのデータ転送と遠隔からのモニタリングテスト

＜今後の課題＞
収蔵施設の状況により無線通信環境が左右されること、無線通信に用いるルーターの機種やプリペイド SIMの種
類、器機の入手性、通信の準備や設定、通信するデータ量や送信回数など、最適な環境構築に向け複数の課題が明ら
かとなった。

被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研究【熊本】（九博）
＜概要＞
熊本地震において救出した被災文化財について、電力供給が無いなどの限られた条件の中で、最大限適切な状況で
保管することができるよう、状況に即した形で殺虫や応急的なカビの除去など、保管に至る流れを検討する。

＜実施の内容と成果＞
各事業の実施に当たっては熊本県側の関係者と協議を重ね、実施場所や安全性の確保に努めた。その結果、実施し
た全ての事業において、安全かつ確実に生物処理や適正な温湿度の管理下で文化財を保管できていることが分かった。

●活動一覧
平成 29 年 7 月 19 日~8 月 2 日 熊本地震における被災文化財のエキヒュームＳ燻蒸を実施（氷川保管庫・益城保

管庫）。※写真 148,…149
平成 29 年 8 月 30 日~9 月 14 日 熊本地震における被災文化財の炭酸ガス殺虫を実施（氷川保管庫）。※写真 150
その他 熊本地震被災文化財の一時保管庫内の温湿度データ収集、熊本地震被災文化財の

一時保管庫において捕獲された虫体の同定分析を環境創造文化研究所に依頼、被
災文化財の処置・保管に必要な物品の調達と適切な輸送業務の調整。

写真 148：氷川保管庫で熊本地震における
被災文化財のエキヒュームＳ燻蒸を実施
（平成 29 年 7 月 19 日）

写真 149：氷川保管庫で熊本地震における
被災文化財のエキヒュームＳ燻蒸を実施
（平成 29 年 7 月 20 日）

写真 150：氷川保管庫で熊本地震における
被災文化財の炭酸ガス殺虫を実施（平成
29 年 8 月 30 日）

＜今後の課題＞
被災文化財に対する生物処理は、カビや文化財害虫の殺処理までが主要な作業で、その後のクリーニングや、適正
な温湿度の管理は人力で実施しなければならない。救出文化財の所有者への返却にはある程度の期間を要することが
見込まれるため、今後も周到な準備のもと、継続的管理を続けていく必要がある。

被災状況に即した被災文化財の処置・保管に関する研究【全国】（東文研）
＜概要＞
津波被災紙資料の処置法の改善、特に安定化処置に必要な日数を最適化することを目的に、岩手県立博物館仮設陸
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前高田市立博物館被災文化財等保存修復施設において、安定化処置の全工程の処置水のサンプリング、水温計測を実
施する。また、福島県文化財センター「まほろん」において、仮保管庫C・D棟の化学物質汚染が改善しないことに
ついて、これまでの空気環境計測データを元に解析した結果を説明し、今後の対策や必要な調査について助言をおこ
なう。

＜実施の内容と成果＞
岩手県立博物館仮設陸前高田市立博物館被災文化財等保存修復施設で採取した処置水を分析し、微生物数は 24 時
間浸漬中に増加すること、塩化物イオンは3時間の浸漬2～3回で脱塩できることが明確になった。比較対照として、
陸前高田市博物館において同様の検討をおこなっており、陸前高田市博物館では真夏に民俗資料の処置時に問題が生
じること、一時保管が長期にわたっているが校庭の排水設備に問題があり高湿度が続いていることがわかった。また、
東京国立博物館から陸前高田市博物館の昆虫トラップ捕獲状況データの提供を受け、高湿度指標虫のチャタテムシ、
シミ、ダニなどの捕獲が多く、問題であることがわかった。※資料編 4

●活動一覧
平成 29 年 5 月 16 日~17 日 岩手県立博物館で打合せ
平成 29 年 6 月 21 日~28 日 岩手県立博物館で処置水サンプリング
平成 29 年 7 月 11 日~13 日 岩手県立博物館で処置水サンプリング
平成 30 年 3 月 2 日 岩手県立博物館で今後の協力体制の打合せ
平成 30 年 3 月 6 日 まほろんにおいて、仮保管庫の改善方法について打合せ

＜今後の課題＞
被災紙資料の処置については、安定化処置に必要な日数を低減する方向が見えてきた。この 7年間、岩手県で被災
した 24 万点の処置を終えたとのことであるが、残り 26 万点をこれまでと同じ方法ではこれから約 10 年かかると見
積もられる。復興を加速するためにも、安定化処置法の見直しは必須であり、最適化するための基礎研究を続ける必
要があると考える。

水損紙資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
＜概要＞
災害発生後、被災した文化財等を救出した後、応急処置を施して安定した状態に移行させることは重要な課題であ
る。本事業では、被災文化財等に対して保存科学等に基づく救出プロセスの構築、保管環境、安定化処置法ならびに
修復方法に関する調査研究をおこなうことを目的とする。

＜実施の内容と成果＞
真空凍結乾燥機を用いた水損紙資料の乾燥のため、平成 28 年 8 月に岩手県に襲来した台風 10 号により水損した遠
野市立図書館所蔵の貴重本について、奈良文化財研究所で真空凍結乾燥をおこなった。（一部は遠野市でスクウェル
チ法により乾燥した。）結果、遠野市立図書館所蔵の貴重本は発災後 1週間以内に冷凍できていたため、カビの発生
を抑え、良好な状態で乾燥を終えることができた。
固着した資料の処置方法に関する情報収集として、固着した紙資料を剥がす方法について、中国国家図書館で情報
収集をおこなった。結果、中国国家図書館での固着した資料の処置方法に関する情報収集では、かつては蒸して剥が
す「蒸掲」という方法が用いられたこともあったが、資料への影響が大きく危険を伴うことから、現在は乾燥状態で
ピンセットなどの道具で剥がす「乾掲」という方法、「乾掲」で剥がせない場合は少量の水（場合によっては 60℃く
らいのお湯）で湿らせて剥がす「湿掲」という方法が使われていることがわかった。「湿掲」では、湿らせたい面積
等により水筆や霧吹きが用いられるが、「使用する水は最小限に」というのが原則である。

●活動一覧
平成 29 年 7 月 6 日 奈良文化財研究所での水損した遠野市立図書館所蔵貴重本の真空凍結乾燥作業

※写真 151
平成 30 年 2 月 27 日~3 月 2 日 中国国家図書館視察※写真 152,…153
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写真 151：遠野市立図書館資料の乾燥作業
（平成 29 年 7 月 6 日）

写真 152：中国国家図書館本館視察（平成
30 年 2 月 28 日）

写真 153：中国国家図書館古籍館視察（平
成 30 年 3 月 1 日）

＜今後の課題＞
水損した紙資料は、速やかに冷凍することが最善である。あらかじめ協定を結んでおく等、発災時にスムーズに冷
凍倉庫が確保できるような仕組みを考えておくことも重要な課題である。また、紙資料は水損に限らず、長期間蔵な
どで放置されたことによる固着もあり、これをどのようにして剥がすのかは、紙や筆記具の種類や状態にもよること
から、大きな課題である。

出土自然遺物の所在情報の収集に関する調査研究（奈文研）
＜概要＞
出土自然遺物を含めた自然史標本の所在および管理状況に関する情報収集を目的として、地方公共団体等の文化財
関連施設における標本の現状調査ならびに被災資料の整理・目録作成を通じて防災・減災に資する保管・管理体制の
検討を実施する。

＜実施の内容と成果＞
地方公共団体等における現生標本の所在調査として、下記 16 施設において標本の所在調査を実施した。
また、陸前高田市立博物館所蔵の被災した貝塚出土資料の調査・整理・目録作成のため、陸前高田市立博物館に仮
保管されている津波により被災した貝塚出土資料を調査・整理し、出土情報等が記載されたラベルの記録をデータ化
して目録の作成を実施した。平成 29 年度は 212 袋分の被災資料を実施した。※写真 154,…155
これまでに実施した計 22 ヶ所における標本の所在調査により、文化財関連施設には多数の現生標本が所蔵されて
いることを改めて確認することができた。これらの標本は、地域の動物遺存体研究だけでなく、古生物学や比較骨学
にも有用な貴重な標本群である。また、調査成果を学会で発表した（「現生標本の現状と課題―文化財防災の観点か
ら―」日本動物考古学会、平成 30 年 3 月）。

●訪問先一覧
鳥取県教育文化財団、パレオ・ラボ、土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム、広島大学総合博物館埋蔵文化財調査部門、
崎山貝塚縄文の森ミュージアム、北海道埋蔵文化財センター、北海道大学総合博物館、伊達市噴火湾文化研究所、弘前
大学人文社会学部、青森県埋蔵文化財センター、富山市埋蔵文化財センター、港区立港郷土資料館、岡山理科大学生物
地球学部、明治大学黒曜石研究センター、慶應義塾大学文学部民族学考古学専攻、いわき短期大学、総合研究大学院大
学先導科学研究科

写真 154：標本調査 写真 155：奈良文化財研究所における標本
の保管状況

＜今後の課題＞
文化財関連分野においては標本の価値や管理、公開に関する認識が不足しているという問題点が残されており、所
蔵施設内でも標本の存在が知られていないという現状が見られた。また、個人が所有する貴重な標本も少なからずあ
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り、様々な事情から所属施設に寄贈したくてもできないという場合も認められた。今後標本を将来へ継承していくに
は標本に関する情報共有を積極的に進めるとともにその重要性を外部に発信し、認識の改善を図る必要がある。
被災資料に関しては、未だ膨大な量が手つかずの状態で残されているため、現地の方々と連携して継続的に進める
必要がある。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動カ：文化財等の防災等に関する講演会の企画等

ウェブサイトによる情報公開（推進室）
＜概要＞
文化財防災ネットワーク推進事業の活動について随時情報を発信するため、ウェブサイトを運用する。

＜実施の内容と成果＞
66 回の情報更新と 5つのコンテンツ（「お問い合わせ」フォーム、「文化財レスキュー関連リンク集」、「文化財ネッ
トワークブログ」、「動画で学ぶ」、「都道府県地域防災計画文化財関連記述抜粋」）を新規追加した。また、ホームペー
ジの統計データを分析し、1月の文化財防災体制構築研究会で「文化財防災に関する人材育成・情報発信の成果と課
題」と題し発表した。※刊行物
さらに、ウェブサイトを経由した外部からの問い合わせが可能になったことに伴い、セキュリティ対策としてホー
ムページ暗号化の改修をおこなった（https://ch-drm.nich.go.jp/）。現在は日本語・英語二か国語のみの対応だが、
今後の漢字圏での交流や多言語化に備え、事業紹介の一部を中国語訳し、将来的に英語版サイトに準じた情報を公開
できるよう準備を進めた。お問い合わせフォームから刊行物に関する問い合わせ等が来るようになり、コンテンツへ
の情報提供も参画団体から定期的に寄せられるようになるなど、認知度は向上しつつある（※詳細は3− 1.「文化財
防災ネットワーク推進事業ウェブサイト「文化財防災ネットワーク」による情報公開」を参照→ p.471）。

＜今後の課題＞
統計データの解析結果から、大規模自然災害が発生した翌月はアクセス数が急上昇するという傾向が読み取れた。
社会から、当事業の動向が注視されていることの証左と推測される。災害時の対応は文化財の防犯上の秘匿情報を含
むため安易に公開することはできないが、災害時の動向を発信していくことは社会からの要請からも重要と思われる。
また、事業で得られた研究成果を社会に還元する仕組みはまだ不足している。各施設が進めている研究から得られ
た知見を掲載し、専門家の議論を喚起する取り組みを推進する必要がある。

被災資料の応急処置等に関わる動画の作成・公開（推進室）
＜概要＞
自然災害等によって被災した文化財の救出・保全活動等の動画による記録方法を確立し、今後の防災対策に活用す
るため、汚損した紙資料の応急処置方法についてのマニュアル動画を作成する。
さらに、制作した動画を冊子形態のものに編集し、簡便に持ち運び参照することができる媒体を制作する。冊子版
は、災害が発生した現場や、処置作業室で使用することができるように耐水加工を施すものとする。作業に当たって
は国立文化財機構をはじめとする各団体、および専門家と協議を重ね、それぞれに確立されている被災文化財の保全
処置作業の手順をすべて網羅することは適切ではないと判断し、今回はひとつの方法をシナリオ化する。

＜実施の内容と成果＞
汚損した紙資料のクリーニング処置について、これまで作業者の目線から撮影した動画はこれまでに求める声が多
く聞かれたが、実際に公開されたものは無かった。当事業で制作した動画はDVDとして頒布する他、ウェブサイト
上で公開（日本語 /英語二か国語対応）し、国民が簡便に利用できるものとなった。これにより、今後、地方公共団
体の文化財担当者らを対象とした研修や、啓発活動で使用することができるようになった（※詳細は3− 2.「被災資
料の応急処置などに関わる動画の作成・公開」を参照→ p.472）。

＜今後の課題＞
文化財は素材により取り扱いの方法が大きく異なるため、紙を対象とする今回の動画は他に適用することができな
い。ただ、外部専門家に監修を受け、機構内の専門家との調整を図りつつ著作権をクリアにし、動画にまとめていく
手法は、今後も十分に応用できるものである。次年度以降は、民具製品などの被災資料を応急処置する方法について
巻を重ねていくことが望ましい。
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文化財防災に関する普及・啓発活動（推進室・京博）
文化財防災に関する普及・啓発活動（推進室）
＜概要＞
推進事業の活動を広く社会に啓発するため、事業紹介パンフレットを大幅に改訂し刊行する。年度当初、まずは必
要な情報が盛り込まれた簡易版を制作し、続けて写真の掲載許諾が取得できた段階で、改訂版となる冊子を制作する
（日本語 /英語…二か国語対応）。これまでの事業で実施したネットワーク形成、研究、人材育成と情報発信について
概観できるものとする。

＜実施の内容と成果＞
日本語の事業パンフレットは約 1000 冊を制作し、文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体の会合や、地域連
携事業（「地域防災ネットワークの確立促進」）での施設への訪問、自治体の文化財担当者に対する研修、博物館協会
の研究協議会など 77 件に頒布・活用した。印刷物は事業への信頼性を高め、連携促進の活動にも大きな貢献を果た
している。

●活動一覧
平成 29 年 6 月~7 月 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット改訂版の簡易版編集・作成
平成 29 年 7 月~9 月 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット日本語改訂版の編集
平成 29 年 10 月 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット日本語初版発行※刊行物
平成 29 年 11 月 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット日本語第 2版発行
平成 30 年 1 月~2 月 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット英語版翻訳・編集
平成 30 年 3 月 29 日 文化財防災ネットワーク推進事業パンフレット英語版発行※刊行物

＜今後の課題＞
事業パンフレットは随時更新が必要なものである。今年度は改訂版の初版を刊行した後で参画団体が増加したた
め、増刷第 2版発行と併せて軽微な修正を加えた。次年度以降も大きな変更があった際には、修正のうえで第 3版を
発行する必要がある。英語版は日本語を直訳したものであるため、海外への訴求力という点では改善の余地がある。
英語版を改訂する際は縮刷でも良いので、日本の個別事情に関する情報を補う等といった対応が望まれる。

文化財防災に関する普及・啓発活動（京博）
＜概要＞
「文化財の記録と継承」をテーマとしたシンポジウムを開催し、文化財を未来へと継承するための取り組みについ
て地域市民へ広く普及を図る。

＜実施の内容と成果＞
第 1部では東京文化財研究所の二神氏より文化財情報のデータベース化と防災、減災への活用に関する基調講演を
おこない、当館の淺湫より京都国立博物館における文化財保護の取り組みについて報告した。第 2部では熊本県立美
術館山田氏・宮川氏より平成 28 年熊本地震後の対応と震災史展の企画についてご報告いただいた。また、シンポジ
ウムの開催に合わせ、会場入口で阪神淡路大震災、東日本大震災における文化財等のレスキュー活動に関するパネル
展示を実施した。
過去 2回の開催では集客が課題として挙げられていたため、今年度はチラシ等の送付先拡大や新聞への広告掲載
等、集客につながるよう広報手段の改善を試みた結果、昨年度に比べ参加者数が増加した。さらに、来場者アンケー
トでは、シンポジウムの内容・パネル展示に関して半数以上の参加者から「とても良い／良い」の評価を得た。また、
来年度以降も継続してシンポジウムの開催を希望する意見も見られた（※詳細は3− 3.「文化財防災に関するシンポ
ジウム・講演会等」を参照→ p.473）。※写真 156,157,158 ※刊行物
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写真 156：二神葉子氏（東京文化財研究所）
による基調講演（平成 29 年 10 月 28 日）

写真 157：淺湫毅氏（京都国立博物館）に
よる報告（平成 29 年 10 月 28 日）

写真 158：パネル展示会場（平成 29 年 10
月 28 日）

＜今後の課題＞
地域社会において文化財防災への意識を高めるためには、文化遺産の専門家のみならず、市民に対しても広く文化
財防災の取り組みを周知し理解を得る必要があり、継続的な事業の実施が望まれる。広報面では、より効果的な手段
についてさらなる検討をおこなう。

活動キ：文化財等の防災等に関する研修の企画等

文化遺産危機管理国際研修・シンポジウム等（京博）
＜概要＞
文化遺産の危機管理に関する総合的な防災手法のモデルケース策定をめざし、国立文化財機構と立命館大学歴史都
市防災研究所との共催により、国際シンポジウム「日本と世界が共にめざす文化遺産防災」を開催する。また、立命
館大学ユネスコ・チェア「文化遺産と危機管理」国際研修への講師派遣と会場提供をおこなう。建造物や町並み等の
不動産文化財を中心とした従来の研修内容に加えて、国立文化財機構が長年にわたって培ってきた動産文化財や無形
文化遺産の予防・緊急対応・復興に関するプログラムを実施する。

＜実施の内容と成果＞
国立文化財機構と立命館大学歴史都市防災研究所との共催により実現した国際シンポジウムでは、世界と日本の文
化遺産・危機管理分野の専門家が、過去の災害等を通じて得た経験をもとに、これからの文化遺産防災のあり方に関
して議論を深めることができた。また、国際研修への参画により、動産・不動産文化財、さらに無形文化遺産の危機
管理に関して総合的に取り扱う研修として内容の充実に貢献することができた。※写真 159,160 ※資料 49

写真 159：…国際シンポジウム開催あいさつ
（平成 29 年 9 月 16 日）

写真 160：国際シンポジウムディスカッ
ション（平成 29 年 9 月 16 日）

＜今後の課題＞
本シンポジウムの実施により文化遺産の危機管理に関する総合的な防災手法のモデルケース策定が期待できるた
め、さらなる内容の充実を図る。また、文化財防災に係る国際交流の促進と貢献という点でも有意義である。継続的
な実施により、文化財遺産の危機管理に関する国際的手法への理解を深めるとともに、日本における文化財防災の経
験・手法を国内外へ発信していく必要がある。
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地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事業（九博）
＜概要＞
大規模災害発生時の文化財レスキューに資するために、平常時における悉皆調査手法の開発と関係諸機関とのネッ
トワークの形成をめざす。今年度は、昨年度に引き続き、福岡県うきは市と登録有形文化財河北家住宅所蔵の動産文
化財を対象に、市民と協働した地域歴史遺産保全活動モデルの構築に取り組み、「うきは市文化財サポーター育成講
座」を 6回開講する。

＜実施の内容と成果＞
地震発生時に、登録有形文化財（建造物）に保管されている動産文化財の安全を確保するための手法構築は喫緊の
課題となっている。講座を通して、市民の文化財に対する知識や調書作成スキルも高まっており、非常時の効率的な
情報収集および被害把握、迅速な文化財救出をサポートする担い手の育成も進んでいる。

●活動一覧
平成 29 年 7 月 24 日~25 日 うきは市立浮羽歴史民俗資料館で講座で使用する河北家勘定間資料の目録作成
平成 29 年 10 月 16 日 うきは市民センターで第 1回講座を開催※写真 161
平成 29 年 11 月 20 日 うきは市民ホールで第 2回講座を開催
平成 29 年 12 月 18 日 うきは市民ホールで第 3回講座を開催※写真 162
平成 30 年 1 月 15 日 うきは市民ホールで第 4回講座を開催
平成 30 年 2 月 19 日 うきは市民ホールで第 5回講座を開催
平成 30 年 3 月 5 日 うきは市民ホールで第 6回講座を開催※写真 163

写真 161：第 1回講座（平成 29 年 10 月 16
日）

写真 162：第 3回講座（平成 29 年 12 月 18
日）

写真 163：第 6回講座（平成 30 年 3 月 5 日）

＜今後の課題＞
平成 30 年は事業の開始以来 4年目となる。本事業の記録として調査の成果をまとめ、今後の活動を検討する上で
の総括報告書とする。また、全国の登録有形文化財の建造物に保管されている動産文化財の防災体制構築に資するた
めに、今後は地域の拠点館に本取り組みについて周知するとともに、啓発・普及する必要がある。

文化財防災に関する研修（東文研・奈文研）
文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】（東文研）
＜概要＞
博物館等文化財保存施設において、災害発生時、またその後の資料保全に必要な環境管理等に関する事項の習得を
目的に研修会を開催する。

＜実施の内容と成果＞
災害によって通常の設備による環境管理が不十分となった場合に備えるための、平時の環境モニタリングによるリ
スクの顕在化について、理解を深めることができた。また、研修の参加者はすべて、都道府県立施設の学芸員であり、
地域の中核的存在として防災への意識向上に資することができた。

●活動一覧
平成 29 年 10 月 10 日 国立アイヌ博物館設立準備室、北海道博物館で研修内容検討のための博物館等にお

ける防災体制の聞き取り調査
平成 29 年 10 月 26 日 秋田県立博物館で研修内容検討のための博物館等における防災体制の聞き取り調査
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平成 29 年 10 月 27 日 秋田県立近代美術館で研修内容検討のための博物館等における防災体制の聞き取り
調査

平成 30 年 2 月 19 日 東京文化財研究所で平成 29 年度文化財防災ネットワーク事業研修会「災害時への備
えとしての環境モニタリング」を開催※写真 164 ※資料 50

写真 164：平成 29 年度文化財防災ネット
ワーク研修会（平成 30 年 2 月 19 日）

＜今後の課題＞
今回の研修によって得られた知見は、博物館等のみならず環境管理設備の整わない一時保管施設の整備にも応用す
べく、次年度以降の研修内容を検討したい。

文化財防災に関する研修【地方公共団体担当者等】（奈文研）
＜概要＞
被災した文化財等をレスキューするための体制や技術、そしてそれらの前提となる平常時における防災・減災の取
り組みなどを広く普及・啓発するため、地方公共団体の文化財等担当者や、博物館・美術館等の学芸員を対象とした
研修を開催する。

＜実施の内容と成果＞
文化財等防災ネットワーク研修は、奈良文化財研究所で 1日目は「これからの文化財防災」「水損紙資料の微生物
被害と応急処置」等の講義、2日目は水損紙資料の応急処置についての実習を中心とした実践的な内容と全体ディス
カッションで構成した研修を実施した。
水損資料応急措置ワークショップでは、九州歴史資料館で九州北部豪雨災害により生じた水損資料の安定化処置を
進めていくにあたっての、水損資料の応急処置、安定化処置についてのワークショップを、九州歴史資料館、九州国
立博物館と共同で実施した。
研修の結果、防災・減災とレスキューという二つの視点から研修をおこない、様々な体制の構築にかかわる知識と
水損紙資料の応急処置技術、両方の習得を促すことができた。受講生からは、「コンパクトな日程で参加し易く、充
実度もあり、大変勉強になった。」「今後へ繋げてゆきたい。」「実習があることで理解が進んだ。」といったコメント
を得ることができた。

●活動一覧
平成 29 年 10 月 31 日~11 月 1 日 奈良文化財研究所で文化財等防災ネットワーク研修※写真 165,…166
平成 30 年 2 月 14 日~2 月 15 日 九州歴史資料館で水損資料応急措置ワークショップ※写真 167 ※資料 45
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写真 165：奈良文化財研究所での文化財等
防災ネットワーク研修講習（平成 29 年 10
月 31 日）

写真 166：文化財等防災ネットワーク研修
実習（平成 29 年 11 月１日）

写真 167：水損資料応急措置ワークショッ
プ（平成 30 年２月 15 日）

＜今後の課題＞
平常時における防災・減災の取り組みやネットワーク構築、発災時のレスキュー体制の構築、被災した資料の応急
処置技術を広く普及させるためには研修が有効である。また研修は、他機関や他地域の情報を得る場にもなる。継続
して実施したい。
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章末資料一覧

資料番号 タイトル
資料 38 第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 39 第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 40 第 6 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 41 幹事会を開催するにあたって
資料 42 文化遺産防災ネットワーク有識者会議…第 1 回幹事会会議録
資料 43 第 7 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 44 第 4 回全国史料ネット研究交流集会チラシ
資料 45 水損資料応急処置ワークショップ＿開催概要
資料 46 地域の文化財防災体制に関する協議会＿プログラム
資料 47 「無形文化遺産の防災」連絡会議＿開催概要
資料 48 CTの修理への活用に関する研究会＿開催概要
資料 49 平成 29 年度…立命館大学ユネスコ・チェア「文化遺産と危機管理」国際研修チラシ

資料 50
平成 29 年度文化財防災ネットワーク事業研修会「災害時への備えとしての環境モニタリング」
_開催案内

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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資料 38　第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料 38　第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 2　平成 26 － 28 年度 文化財防災ネットワーク推進事業活動実績
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資料 38　第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 3-1　熊本地震被災文化財のレスキュー事業（報告）
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資料 38　第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 3-2　熊本県被災文化財救援事業（熊本文化財レスキュー事業）実施要項他
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資料 38　第 6 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 4　「文化遺産防災ネットワーク」構築のための課題抽出他
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資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 2-1　文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について
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資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 2-2　文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体の文化財防災体制に関するアンケートについて
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資料 2-3　【参考】国立文化財機構の自然災害発生時における情報収集と文化庁との協議までの手順（暫定版）



259

留
意
点
：

1
.

自
然
災
害
の
発
生
時

間
に
応
じ
た
判
断
が
必
要

2
.

機
構
各
施
設
の
被
災

状
況
に
注
意

3
.

問
い
合
わ
せ
先
が
被

災
し
て
い
る
場
合
の
配
慮

4
.

被
災
自
治
体
及
び
地
域
内
関
係
団
体
が
独
自
に
動
く
場
合
が
あ
る

5
.

推
進
会
議
参
画
団
体

が
独

自
に
動
く
場
合
が
あ
る

6
.

指
定
・
未
指
定
を
問
わ
ず
、
推
進
室
と
し
て
は
文
化
庁
へ
の
連
絡
を
基

本
と
す
る

7
.

推
進
室
長
・
東
文
研

保
存
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
長
・
奈
文
研
埋
文
セ
ン
タ
ー
長

の
連

携
を
緊

密
に
保

つ

8
.

３
者
が
す
べ
て
不
在

の
場
合
の
対
策
を
講
じ
て
お
く



260

資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 3-2　平成 29 年度熊本地震被災文化財レスキュー事業の進捗状況について
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資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 3-4　松田館火災にともなう長野県の被災文化財にかかる対応

  資料３－４ 

1 
 

松田館火災にともなう長野県の被災文化財にかかる対応 

 

文化財防災ネットワーク推進室 

 

１ 文化財の概要及び被害状況 

〇長野県宝「松田家住宅主屋」及び同「松田家斎館」(千曲市八幡)は、武水別神社の

神主を代々務めてきた松田家の屋敷。主屋、斎館ともに江戸時代の建築。平成16

年、主屋など11棟(斎館など一部を除く)が松田家から千曲市に寄贈される。 

〇平成17年度から千曲市で「松田家資料保存整備事業」を継続。整備完了後、平成31

年度には博物館として公開活用を予定。平成29年3月21-26日に一部公開。 

〇平成29年9月6日(水)午後6時40分、松田家住宅主屋から出火し、隣接する松田家斎館

などに延焼。同日午後10 時25 分に鎮火。 

 

区分 名称 指定年月日 被害状況 

県宝 松田家住宅主屋 １棟 H16.11.22 全焼 

県宝 松田家斎館 １棟 H26.2.20 全焼 

千曲市有形文化財 武水別神社神官松田邸 13棟 H15.2.28 新座敷   １棟 全焼 

料理の間 １棟 全焼 

味噌蔵   １棟 半焼 

県史跡 武水別神社神主松田家館跡 H18.4.20  

未指定 松田家斎館増築棟  一部焼損 

未指定 味噌蔵保管の書籍類 

(典籍、書簡、写真等) 

 一部炭化、水損 

 

 

２ 関係団体の対応 

9/6 千曲市教育委員会・歴史文化財センター(以下、市教委)火災発生後、消防とともに、味

噌蔵保管の被災した書籍類を、「おたや」および前庭に搬出。 

9/7 市教委仮置の資料をセンターへ搬入、長野県史料保存活用連絡協議会事務局(長野

県立歴史館。以下、史料協)へ文献史料の処置につき被害状況を報告、初期対応につ

いて相談。 

史料協水損資料の吸水を指示。保存対策について指導。長野被災建物・史料救援ネ

ット会員に現状共有。 

9/8 長野県教育委員会事務局文化財・生涯学習課(以下、県教委)県指定有形文化財の所

有者及び市町村教育委員会に対して、防火対策について文書で通知。 

市教委被災資料の搬出完了。史料協へ現状報告。 
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史料協火災について史料協会員へ現状報告及び救出作業ボランティア参加の依頼を

メール送信。被災した古写真の対応について、文化財防災ネットワーク推進室へ指導

依頼。保存対策等について市教委へ助言、外部機関からの助言を伝達。 

推進室被災写真資料の取扱について、東京都写真美術館の協力を得て史料協へ助

言。 

その他松本氏(福島大)、青木氏(国文研)、被災資料の取扱について助言。 

9/11 市教委被災資料の確認、乾燥済み写真の仮収納 

その他国立公文書館、史料協へメール。 

9/12 県教委千曲市からの依頼を受けて、教育長名で市町村教育委員会、県博物館協議会

加盟館、史料協会員に対して、被災資料等の搬出や水洗いの作業への協力を依頼。

(発災後、被害にあった県宝の取扱いについて、消防、警察による火災原因の調査結

果も踏まえ、千曲市や所有者の意向も確認しながら検討) 

9/20 市教委県内の市町村教育委員会・博物館等へ、松田家資料救出作業の計画及び歴

史系専門職員派遣の依頼を通知。 

9/25 市教委松田家資料救出作業(第１回、参加者33名/市教委職員を除く) 

10/2 市教委松田家資料救出作業(第2回、参加者62名/市教委職員を除く) 

10/20 市教委等県立歴史館にて、松田館火災にともなう松田家資料救出作業反省会を開き、

作業に関する反省と今後の活動方針を協議。(参加者：市教委、県立歴史館 ※歴史館

は救出作業に際して、市教委から事前に運営の相談を受け、救出ボランティア班長を

担当) 

 

 

３ 長野県の今後の防災対策 

〇松田館火災を受けて、9月に文化財防災対策等検討委員会を設置。第1回会議 

(10/13)、第2回会議(12/13予定)を開催。委員会は年内に中間報告、今年度末に報告

書を提出予定。 

*主な検討項目案／文化財の防火・防犯対策。防災、災害発生後の対策。学芸員等の

協力体制。 

〇県教委文化財・生涯学習課は、検討委員会の調査報告をもとに、平成29-30年度にか

けて、レスキューマニュアルの策定及び長野県文化財防災マニュアル(現行版：平成

20年作成)の改訂を予定。 

*レスキューマニュアルの策定は当初より平成29-30年度計画としてあり。松田館火

災により策定の重要性が増す。 
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資料 39　第 7 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 4　今後の文化財防災ネットワーク推進事業について
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資料 40　第 6 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第 6 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料 40　第 6 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 3　 近畿圏危機発生時の相互支援に関する基本策定に基づく文化財建造物の被災調査に関する要

領の改正と文化財被災対応ガイドラインの策定について（報告）［一部のみ掲載］
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資料 41　幹事会を開催するにあたって



273

資料 42　文化遺産防災ネットワーク有識者会議 第 1 回幹事会会議録
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資料 43　第 7 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第 7 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料 44　第 4 回全国史料ネット研究交流集会チラシ
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資料 45　水損資料応急処置ワークショップ＿開催概要
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資料 46　地域の文化財防災体制に関する協議会＿プログラム
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資料 47　「無形文化遺産の防災」連絡会議＿開催概要
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資料 48　CT の修理への活用に関する研究会＿開催概要
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資料 49　平成 29 年度 立命館大学ユネスコ・チェア「文化遺産と危機管理」国際研修チラシ
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資料 50　 平成 29 年度文化財防災ネットワーク事業研修会「災害時への備えとしての環境モニ
タリング」＿開催案内



平成 30 年度





５．平成30年度（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動ア：�「文化遺産防災ネットワーク推進会議」参画団体を中核として関連機関等が一体となって�

形成する組織間連携による文化財防災体制の構築�………………………………………………………… P.293
　　　　・第 8 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）
　　　　・第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）
　　　　・災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドラインの作成（推進室）
　活動イ：�都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった�

地域内連携による文化財防災体制の構築�…………………………………………………………………… P.295
　　　　・各地で開催される研究集会における情報収集（推進室）
　　　　・地域防災ネットワークの確立促進（東博・京博・奈良博・九博・東文研・奈文研）
　活動ウ：「文化遺産防災ネットワーク有識者会議」によるネットワークの将来像に関する検討と提言� ……… P.305
　　　　・第 8 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）
　　　　・第 9 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議（推進室）
　　　　・地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室）

⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動エ：文化財防災の基盤となる地域文化財に関する情報の収集と公開�………………………………………… P.307
　　　　・地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事業【うきは市】（九博）
　　　　・無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　　・文化財総合データベースの構築とネットワークの確立（東文研）
　　　　・災害痕跡データベース（奈文研）
　　　　・都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作成事業（奈文研）
　　　　・自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研）
　活動オ：自然災害による文化財の防災・救出に関する情報の収集と公開�………………………………………… P.312
　　　　・文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然史資料】（奈文研）
　　　　・文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史資料】（奈良博）
　活動カ：防災体制のあり方に関する調査研究………………………………………………………………………… P.313
　　　　・文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室）
　　　　・歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体制の構築に関する研究（推進室）
　　　　・阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分析研究（東文研）
　活動キ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管方法、安定化処置・修復方法に関する調査研究…………… P.316
　　　　・カンバス画・漆器の安定化処置方法に関する研究（東博）
　　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用に関する調査研究（京博）
　　　　・水損資料の処置方法と臭気発生の関係に関する研究（東文研）
　　　　・水損資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
　活動ク：文化財の展示・収蔵の安全対策に関する調査研究………………………………………………………… P.319
　　　　・博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究（東博）
　　　　・社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究（京博）

⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
　活動ケ：�文化財防災ネットワーク推進事業の活動に関する情報発信のための出版および�

シンポジウム等の開催�………………………………………………………………………………………… P.323
　　　　・ウェブサイト、パンフレット等情報公開（推進室）
　　　　・被災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開（推進室）
　　　　・文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジウム（推進室）
　　　　・文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催（京博）
　活動コ：文化財の防災に関する研修棟の企画実施…………………………………………………………………… P.325



　　　　・博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する普及・啓発（東博）
　　　　・文化財レスキュー市民サポーター養成講座【熊本】（九博）
　　　　・文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】（東文研）
　　　　・文化財防災に関する研修【地方公共団体担当者等】（奈文研）
　活動サ：我が国の文化財防災に関する経験を活用した国際貢献�…………………………………………………… P.328
　　　　・国際シンポジウム・研修等（推進室）

章末資料一覧………………………………………………………………………………………………………………… P.330
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動ア：�「文化遺産防災ネットワーク推進会議」参画団体を中核として関連機関等が一体となって

形成する組織間連携による文化財防災体制の構築

文化遺産防災ネットワーク推進会議等の開催（推進室）
＜概要＞

文化遺産防災ネットワークに参加する 24 団体が集まり、情報共有を図り、ネットワーク推進の課題を協議するた
めに、下記の会議等を開催する。

＜実施の内容と成果＞
今年度は予定の通り、文化遺産防災ネットワーク推進会議を 2 回開催した。第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進

会議では、平成 29 年度有識者会議での提言を受け、第 8 回文化遺産防災ネットワーク推進会議での承認を得て、推
進会議参画団体のための自然災害発生時活動ガイドライン策定作業に着手したことに関して、参画団体に対し「文化
遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定のための要項案」を報告した。これによってネットワークが救
出・保全の対象とする災害のレベルについて推進会議参画団体の共通の認識を形成することができた。また、活動の
範囲を指定・未指定の区別、動産・不動産文化財の区別を問わないものとする、という点について出席した文化財鑑
査官からその考え方が明瞭に示されたことは画期的であった。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（平成 30 年 11 月 15 日時点：24 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
ＮＰＯ法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益社団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会 一般社団法人日本考古学協会 独立行政法人国立公文書館
特定非営利活動法人文化財保存支援機構 日本民具学会 九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会

〇文化遺産防災ネットワーク推進事業全体会議（推進室）平成 30 年 4 月 25 日
　京都国立博物館で文化遺産防災ネットワーク推進事業全体会議を開催した。各施設が実施する本年度事業内容の共有を
おこなった。※写真 168 ※資料 51

〇第 8 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 30 年 5 月 23 日
　東京国立博物館で第 8 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況
について（平成 29 年度）、今後の文化財防災ネットワーク推進事業について、大規模災害時連携・支援・救援ガイドライ
ン（仮称）策定要項（案）について推進室から報告をおこない、各団体からの報告、意見交換をおこなった。※写真 169
※資料 52

〇文化財防災ネットワークフォローアップ会議（推進室）平成 30 年 10 月 10 日
　東京国立博物館で文化財防災ネットワークフォローアップ会議を開催した。推進事業を実施する国立文化財機構 6 施設
に配置した推進室併任者が事業の内容と方針を明確に理解し、円滑な作業実施を実現するために会議を開催した。年度初
めに文化遺産防災ネットワーク推進事業全体会議を開催し、各施設における本年度の事業計画を共有した。文化財防災ネッ
トワークフォローアップ会議は中間期にあたり、推進室および 6 施設の作業実施状況を報告し、後半の作業内容を確認し
た。

〇第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）平成 30 年 11 月 15 日
　東京国立博物館で第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。推進事業の活動状況について、推進会議活動
ガイドライン策定作業について（中間報告）、今後の推進事業について、推進事業シンポジウムの開催について推進室か
ら報告をおこない、各団体からの報告の他、平成 30 年 7 月豪雨による愛媛県西予市行政文書レスキュー、第 5 回全国史
料ネット研究交流集会についての情報提供と、意見交換をおこなった。※写真 170 ※資料 53
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〇災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドラインの作成（推進室）
　上記ガイドライン策定のため、ワーキンググループの委員を 5 名委嘱し、機構側から 4 名が加わって、通算 6 回の会議
を開催した。第 4 回文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループまでに策定要項案を作
成し、事前に文化庁へ照会し、内容の確認を得た後、第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進会議に上程し内容に関する意
見を集約。第 5 回、6 回でいよいよガイドライン案の策定に入った。※資料 54

　●文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議一覧
平成 30 年 6 月 27 日 京都国立博物館で第 1 回文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策

定ワーキンググループ会議を開催
平成 30 年 7 月 10 日 東京国立博物館で第 2 回文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン

策定ワーキンググループ会議を開催
平成 30 年 8 月 27 日 推進室で文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググ

ループ打合せ
平成 30 年 10 月 2 日 京都国立博物館で第 3 回文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン

策定ワーキンググループ会議を開催
平成 30 年 10 月 22 日 京都国立博物館で第 4 回文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン

策定ワーキンググループ会議を開催
平成 31 年 1 月 29 日 京都国立博物館で第 5 回文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン

策定ワーキンググループ会議を開催
平成 31 年 3 月 1 日 京都国立博物館で第 6 回文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン

策定ワーキンググループ会議を開催

文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ委員一覧（5 名）
佐久間�大輔 大阪市立自然史博物館学芸課長代理
佐藤　大介 東北大学災害科学国際研究所准教授
田中　善明 三重県立美術館学芸普及課長
日髙　真吾 国立民族学博物館人類基礎理論研究部准教授
浜田　拓志 奈良文化財研究所客員研究員

〇文化遺産防災ネットワーク推進室アソシエイトフェロー研究報告会（推進室）平成 31 年 2 月 19 日
　奈良文化財研究所で推進室アソシエイトフェロー研究報告会を開催した。推進室および 6 施設のアソシエイトフェロー
の調査研究の成果と作業実績の報告をおこなった。

写真 168：文化遺産防災ネットワーク推進
事業全体会議（平成 30 年 4 月 25 日）

写真 169：第 8 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 30 年 5 月 23 日）

写真 170：第 9 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（平成 30 年 11 月 15 日）

＜今後の課題＞
来年度においてガイドラインを策定するにあたり、多様な系統に属する参画団体のネットワークへの関わり方を明

確にしていく必要がある。同時に、このネットワークを牽引する国立文化財機構の立ち位置についても自ら明確にす
る必要がある。

また、第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進推進会議で策定要項案を示したところ、文科省・文化庁とは系統の異
なる機関も参加する推進会議としてそれらの機関への配慮が必要であることが明らかになった。実効性のあるガイド
ラインを策定するためにワーキンググループによる検討を重ねていく。
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活動イ：�都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった地域内連携
による文化財防災体制の構築

各地で開催される研究集会における情報収集（推進室）
＜概要＞

都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった地域内連携による文化財防災体制の
構築をめざす。

＜実施の内容と成果＞
文化財・文化遺産の保護や文化財防災に関わる多くの団体が、各地で公開講座や研修会を開催している。これらに

積極的に参加し、情報収集をおこなうとともに、より多くの組織・機関の専門家との面識を広げ、推進事業の宣伝に
努め、今後の事業展開に役立てることをめざした。また、各地で開催される公開講座や研修会に関する情報は、一元
的に推進室に集められ、「文化財防災ネットワーク」ウェブサイトで紹介するとともに、推進室員が自ら積極的にこ
れらに参加できるようにした。この結果、他団体のイベント開催に関する情報収集も積極的におこなわれるようになっ
た。

●活動一覧
平成 30 年 10 月 2 日 アクロス福岡で開催された京都大学防災研究所公開講座（第 29 回）「災害を知り、

災害に備える―九州の近年の災害とこれから―」への参加
平成 30 年 11 月 16 日˜17 日 新潟大学中央図書館ライブラリーホールで開催された第 5 回全国史料ネット研究

交流集会への参加
平成 30 年 12 月 1 日˜2 日 九州国立博物館で開催された ICOM-ASPAC 日本会議への参加

＜今後の課題＞
文化財防災の取り組みにおいては、文化財・文化遺産の保護に関するテーマや災害そのものに関するテーマなど、

広範な知識が必要であり、今後さらに積極的に情報収集を進める必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進
地域防災ネットワークの確立促進【北海道・東北ブロック】（東文研）
＜概要＞

発災の際の地域内の連絡体制、また隣接地域との協力体制の構築状況を把握することを目的に道県庁、県立美術館、
博物館を中心にヒアリングを実施、情報を収集する。また、その他の地域においても関連の情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
以下の各施設を訪問し、ヒアリングや情報収集を実施した。結果、文化財部局への文化財を専門とする職員の配置

状況は地方公共団体ごとに異なり、そのような職員の有無により、緊急時の情報収集や対応状況が異なった。たとえ
ば、発災時の行動指針もしくは対処方法が詳細に示されたマニュアルについて、専門の職員がいる場合は前者やマニュ
アル作成指針、不在の場合は後者を要望する傾向があった。また、本庁と県立博物館・美術館間の人事交流の状況も
地方公共団体ごとに異なり、人事交流がある場合は発災時の情報伝達がより円滑であった。さらに、発災が設備や体
制見直しの契機になったとする地方公共団体や館もあった。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 19 日 岩手県立博物館でネットワーク体制と安定化処理に関する聞き取り調査
平成 30 年 4 月 23 日 熊本県通潤橋で災害時の体制に関する情報収集
平成 30 年 5 月 24 日 陸前高田市立博物館でネットワーク体制と安定化処理に関する聞き取り調査
平成 30 年 6 月 15 日˜17 日 高知市文化プラザ（文化財保存修復学会大会）で文化財防災に関する情報収集
平成 30 年 9 月 11 日 青森県立美術館でネットワーク体制に関する聞き取り調査
平成 30 年 10 月 10 日 山形県教育庁文化財・生涯学習課で災害時で体制に関する聞き取り調査
平成 30 年 10 月 17 日 宮城県教育庁文化財課で東日本大震災にかかる初動や体制に関する聞き取り調査
平成 30 年 10 月 30 日 秋田県立近代美術館でネットワーク体制に関する聞き取り調査
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平成 30 年 11 月 15 日 福島県庁企画調整部文化スポーツ局生涯学習課で東日本大震災にかかる被災資料
についての聞き取り調査

平成 31 年 1 月 18 日˜19 日 福島県双葉町で被災文化財についての情報収集
平成 31 年 2 月 6 日 北海道立旭川美術館でネットワーク体制に関する聞き取り調査
平成 31 年 2 月 7 日 北海道教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課文化財保護グループで災害時の体

制に関する聞き取り調査

＜今後の課題＞
各地方公共団体の文化財の保護と活用については、従来の教育委員会文化財（保護）課による対応から、知事部局、

生涯学習課などへの移管や複数の部局による関与など、文化財行政の複線化が進んでいることから、各地方公共団体
の状況や特徴を正確に把握する必要がある。その上でヒアリングおよび情報収集の成果の事例を、各地方公共団体に
還元しなければならない。地方公共団体の側からも、他の地方公共団体の体制や取り組み、課題についての情報共有、
情報交換の要望があった。来年度も引き続き道県庁や美術館・博物館を中心に防災に関するネットワーク体制を中心
に情報収集し、あわせて他の地方公共団体等の事例も紹介することで、実効性のある防災ネットワーク構築を実現す
る必要がある。

また、文化財防災に関する研修会の必要性を認識しながらも、経費や人手不足から参加や開催が難しい地方公共団
体もある。さらに、発災時だけでなく、平常時における減災・防災のための財政支援（補助金制度）の要望があり、
国による補助や制度への期待を感じた。ヒアリングで得られた地方公共団体の生の声を国に伝え、施策としての実現
を働きかける必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進【関東甲信越ブロック】（東博）
＜概要＞

関東・甲信越ブロックにおいて、各地域の文化財防災体制の確立を促進することを目的として、関係機関・団体と
の合同協議（県内会合・協議会）、聞き取り調査、普及活動を実施する。さらに、関東・甲信越ブロック内外において、
文化財防災体制に関する情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
Ａ）�県内会合：昨年度の活動において、県内における連携の促進強化が課題として挙げられていたことを踏まえて、

今年度は関東・甲信越ブロックの各都県（東京、神奈川、埼玉、千葉、群馬、栃木、茨城、山梨、長野、新潟）
で「県内会合」を開催し、各関係機関・団体の担当者間で文化財防災に関する協議を実施することにより、地域
内における連携体制の構築や課題の共有化を図ることができた（開催回数：18 回、参加団体数：延べ 88 団体）。
昨年度までに関係を構築した各都県の文化財保護事務の所管部局、博物館・図書館・文書館を中心とした協会事
務局、ボランティア団体のみならず、新たに建造物分野の専門家である建築士会担当者も参加することで、文化
財防災体制について多角的に検討することができた。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 20 日 新潟県立文書館で新潟県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 5 月 16 日 群馬県立文書館で群馬県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 5 月 22 日 東京国立博物館で東京都第 1 回県内会合を開催※写真 171
平成 30 年 5 月 23 日 神奈川県立歴史博物館で神奈川県第 1 回県内会合を開催※写真 172
平成 30 年 5 月 29 日 埼玉県立歴史と民俗の博物館で埼玉県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 5 月 31 日 千葉県庁で千葉県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 6 月 5 日 長野県立歴史館で長野県第 1 回県内会合を開催※写真 173
平成 30 年 6 月 12 日 山梨県庁で山梨県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 6 月 14 日 栃木県庁で栃木県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 6 月 22 日 茨城県立歴史館で茨城県第 1 回県内会合を開催
平成 30 年 9 月 7 日 長野県立歴史館で長野県第 2 回県内会合を開催
平成 30 年 11 月 1 日 埼玉県立歴史と民俗の博物館で埼玉県第 2 回県内会合を開催
平成 30 年 11 月 2 日 群馬県立図書館で群馬県第 2 回県内会合を開催※写真 174
平成 30 年 11 月 6 日 茨城県立歴史館で茨城県第 2 回県内会合を開催※写真 175
平成 30 年 11 月 9 日 神奈川県立歴史博物館で神奈川県第 2 回県内会合を開催
平成 30 年 11 月 13 日 山梨県庁で山梨県第 2 回県内会合を開催
平成 30 年 11 月 14 日 千葉県文書館で千葉県第 2 回県内会合を開催※写真 176



297

平成 30 年 11 月 16 日 新潟県立文書館で新潟県第 2 回県内会合を開催

写真 171：東京都第 1 回県内会合（平成 30
年 5 月 22 日）

写真 172：神奈川県第 1 回県内会合（平成
30 年 5 月 23 日）

写真 173：長野県第 1 回県内会合（平成 30
年 6 月 5 日）

写真 174：群馬県第 2 回県内会合（平成 30
年 11 月 2 日）

写真 175：茨城県第 2 回県内会合（平成 30
年 11 月 6 日）

写真 176：千葉県第 2 回県内会合（平成 30
年 11 月 14 日）

Ｂ）�協議会：昨年度に引き続き、各地域の関係機関・団体の担当者が県境を越えて一堂に会する「協議会」を開催し、
各地の活動紹介や意見交換を通じて参加者が相互理解を深め、将来的な広域連携体制の構築に向けた布石となっ
た（開催回数：2 回、参加団体数：延べ 35 団体）。さらに、当該機関・団体間で連絡先の共有化を進め、平常時
からの連携強化を促進している。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 18 日 東京国立博物館で第 1 回協議会を開催
平成 30 年 8 月 21 日 東京国立博物館で第 2 回協議会を開催※写真 177

写真 177：第 2 回協議会（平成 30 年 8 月
21 日）

Ｃ）�都内訪問調査：東京都内の基礎自治体（区市町村）を順次訪問し、文化財保護事務の所管部局等に文化財防災ネッ
トワーク推進事業の活動紹介をおこなった。あわせて、文化財の被災履歴、組織体制、文化財保護事務の現況等
について聞き取り調査を実施し、文化財防災体制の確立に向けた協議・意見交換をおこなった（都内 23 区・22 市・
4 町・1 村へ訪問し、計 61 団体と協議）。結果、聞き取り調査によって各地の現状を把握することができ、また
当事業が広く認知・理解され、文化財防災体制の確立に向けた気運が高まった。

●活動一覧
平成 30 年 5 月 21 日 千代田区地域振興部文化振興課文化財係（日比谷図書文化館）を訪問
平成 30 年 5 月 25 日 文京区教育総務課文化財保護係（文京区役所）を訪問
平成 30 年 5 月 28 日 墨田区地域教育支援課文化財担当（墨田区役所）を訪問
平成 30 年 6 月 1 日 目黒区生涯学習課文化財係（めぐろ歴史資料館）を訪問
平成 30 年 6 月 7 日 世田谷区生涯学習・地域学校連携課文化財係（世田谷区役所）を訪問
平成 30 年 6 月 27 日 江東区文化観光課文化財係（江東区役所）を訪問
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平成 30 年 6 月 29 日 渋谷区生涯学習・スポーツ振興部生涯学習振興課文化財係（白根記念渋谷区郷土
博物館・文学館）を訪問

平成 30 年 6 月 1 日 目黒区美術館を訪問
平成 30 年 6 月 8 日 文京区アカデミー推進課文化事業係（文京区役所）を訪問

全国文学館協議会事務局（日本近代文学館）を訪問
日本民藝館を訪問

平成 30 年 7 月 2 日 港区教育推進部図書文化財課文化財係（港区立郷土歴史館）を訪問
平成 30 年 7 月 17 日 大田区太田図書館文化財担当（大田区立郷土博物館）を訪問
平成 30 年 7 月 23 日 豊島区庶務課文化財グループ（豊島区役所）を訪問
平成 30 年 7 月 24 日 北区飛鳥山博物館事業係を訪問
平成 30 年 7 月 7 日 台東区生涯学習課文化財担当（台東区生涯学習センター）を訪問
平成 30 年 7 月 22 日 公益財団法人台東区芸術文化財団を訪問
平成 30 年 8 月 9 日 中央区図書文化財課郷土天文館（タイムドーム明石）を訪問
平成 30 年 8 月 10 日 品川区庶務課文化財担当（品川区役所）を訪問
平成 30 年 8 月 24 日 板橋区生涯学習課文化財係（板橋区役所）を訪問
平成 30 年 8 月 29 日 荒川区生涯学習課荒川ふるさと文化館を訪問
平成 30 年 8 月 1 日 北区立中央図書館を訪問
平成 30 年 8 月 2 日 台東区文化産業観光部文化振興課（台東区役所）を訪問
平成 30 年 8 月 22 日 渋沢史料館を訪問
平成 30 年 9 月 3 日 練馬区文化・生涯学習課伝統文化係（練馬区役所）を訪問
平成 30 年 9 月 4 日 杉並区生涯学習推進課文化財係（杉並区役所）を訪問
平成 30 年 9 月 5 日 葛飾区生涯学習課郷土と天文の博物館を訪問
平成 30 年 9 月 6 日 新宿区文化観光課文化資源係（新宿区役所）を訪問
平成 30 年 9 月 20 日 日の出町文化スポーツ課文化財係（日の出町文化財係事務所）を訪問
平成 30 年 9 月 21 日 足立区地域文化課文化財係（足立区役所）を訪問
平成 30 年 9 月 28 日 江戸川区教育推進課文化財係（グリーンパレス）を訪問
平成 30 年 9 月 14 日 板橋区公文書館を訪問
平成 30 年 10 月 17 日 大島町教育文化課社会教育係（大島町役場）を訪問※写真 178
平成 30 年 10 月 22 日 小金井市生涯学習課文化財係（小金井市役所）を訪問
平成 30 年 10 月 30 日 立川市生涯学習推進センター文化財係（立川市歴史民俗資料館）を訪問
平成 30 年 10 月 31 日 東大和市社会教育課郷土博物館係（東大和市立郷土博物館）を訪問
平成 30 年 11 月 7 日 小平市文化スポーツ課文化財担当（小平市役所）を訪問

武蔵野市生涯学習スポーツ課武蔵野ふるさと歴史館係（武蔵野ふるさと歴史館）
を訪問

平成 30 年 11 月 8 日 青梅市文化課郷土博物館管理係（青梅市郷土博物館）を訪問
平成 30 年 11 月 15 日 三宅村教育課社会教育係（三宅村役場）を訪問
平成 30 年 11 月 16 日 東京都教育庁三宅出張所（東京都三宅支庁）を訪問
平成 30 年 11 月 20 日 三鷹市生涯学習課（三鷹市役所）を訪問
平成 30 年 11 月 22 日 八丈町教育課生涯学習係（八丈町役場）を訪問※写真 179

東京都教育庁八丈出張所（東京都八丈支庁）を訪問※写真 180
平成 30 年 11 月 28 日 八王子市文化財課（八王子市役所）を訪問
平成 30 年 12 月 4 日 調布市郷土博物館事業文化財係を訪問
平成 30 年 12 月 12 日 あきる野市生涯学習推進課文化財係（あきる野市役所）を訪問

町田市生涯学習総務課文化財係（町田市役所）を訪問
平成 30 年 12 月 20 日 東村山市ふるさと歴史館文化財係（東村山ふるさと歴史館）を訪問

清瀬市郷土博物館事業係（清瀬市郷土博物館）を訪問
東久留米市生涯学習課文化財係（東久留米市役所）を訪問

平成 31 年 1 月 10 日 福生市生涯学習課文化財係（福生市郷土資料室）を訪問
平成 31 年 1 月 25 日 国分寺市ふるさと文化財課文化財保護係（武蔵国分寺跡資料館）を訪問
平成 31 年 2 月 5 日 多摩市教育振興課文化財係（多摩市役所）を訪問
平成 31 年 2 月 12 日 国立市生涯学習課社会教育・文化財担当（国立市役所）を訪問

稲城市生涯学習課（稲城市中央文化センター）を訪問
平成 31 年 2 月 20 日 瑞穂町図書館文化財担当（瑞穂町郷土資料館けやき館）を訪問
平成 31 年 2 月 21 日 武蔵村山市文化振興課資料館係（武蔵村山市立歴史民俗資料館）を訪問
平成 31 年 3 月 4 日 昭島市社会教育課文化財担当係（昭島市郷土資料室）を訪問
平成 31 年 3 月 6 日 中野区文化・スポーツ分野文化財担当（中野区役所）を訪問

日野市生涯学習課文化財係（日野市役所）を訪問
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写真 178：大島町教育文化課社会教育係訪
問（平成 30 年 10 月 17 日）

写真 179：八丈町教育課文化財担当訪問
（平成 30 年 11 月 22 日）

写真 180：東京都教育庁八丈出張所訪問
（平成 30 年 11 月 22 日）

Ｄ）�講演等：関係機関・団体からの要請に応じて、文化財防災ネットワーク推進事業に関する講演等を実施した。結
果、予てより連携をとっていた関係機関・団体の担当者だけでなく、多くの会員・関係者にまで当事業の活動に
ついて普及する機会となった。

●活動一覧
平成 30 年 5 月 24 日 千葉県立中央博物館で開催された千葉県博物館協会総会に参加※写真 181
平成 30 年 7 月 20 日 新潟県立文書館で開催された新潟県歴史資料保存活用連絡協議会平成 30 年度�第

1 回歴史資料保存活用研修会に参加
平成 31 年 3 月 1 日 都立多摩図書館で開催された平成 30 年度区市町村教育委員会埋蔵文化財担当者

会議および研修会（主催：東京都教育委員会）に参加※写真 182

写真 181：「千葉県博物館協会総会」での
講演（平成 30 年 5 月 24 日）

写真 182：「平成 30 年度区市町村教育委員
会埋蔵文化財担当者会議及び研修会」での
講演（平成 31 年 3 月 1 日）

Ｅ）�情報収集：関東・甲信越ブロック内外において、文化財防災ネットワーク推進事業の普及活動、文化財防災体制
に関する情報収集を実施した。結果、関東・甲信越ブロックにおける最新の文化財防災の取り組み状況を把握す
るだけでなく、今年度災害が多発した西日本地域における災害時対応、先進的な他県の事例を積極的に情報収集
することができた。また、災害・防災分野の専門家とも協議を実施し、文化財防災の発展に資する情報を得るこ
とができた。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 19 日 （一社）新潟県建築士会を訪問
平成 30 年 6 月 13 日 日本近代文学館で開催された全国文学館協議会 2018 年度総会に参加
平成 31 年 1 月 18 日 奈良国立博物館で開催された第二回�中部・近畿文化財防災連絡会議に参加
平成 31 年 2 月 13 日 埼玉県立歴史と民俗の博物館で開催された平成 30 年度文化財レスキュー・防災

研修会（主催：埼玉県文化財保護協会など）に参加
平成 31 年 2 月 14 日 九州国立博物館で開催された平成 30 年度国立文化財機構�文化財防災ネットワー

ク推進事業セミナー「大分県における文化財と地域防災計画」に参加
平成 31 年 2 月 15 日 神奈川県立歴史博物館で開催された全国歴史民俗系博物館協議会平成 30 年度関

東ブロック集会に参加
平成 31 年 2 月 27 日 京都国立博物館で開催された平成 30 年度防災ネットワーク推進事業研修会「水

害に備える」に参加
平成 31 年 3 月 5 日 国土交通省関東地方整備局荒川下流河川事務所を訪問
平成 31 年 3 月 14 日 東京国立博物館で公益社団法人日本技術士会�防災支援委員会と面会
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＜今後の課題＞
Ａ）�現時点では、文化財防災ネットワーク推進室（東京国立博物館）が中心となり、各関係機関・団体の協力を得な

がら県内会合を開催し、連携を図っている。今後は、各地域に最適化された文化財防災体制の確立に向け、関係
機関・団体が各地の実情に即して主体的に協議をおこなう形式へ移行しなければならない。

Ｂ）�関東・甲信越ブロックの関係機関・団体担当者が、北海道や西日本地域の災害時対応から学ぶべき点は多いと思
われるが、現在そのような情報を得る機会が不足しているという課題がある。他ブロックの先進的な取り組み事
例に触れ、情報交換ができるような機会が望まれる。

Ｃ）�東京都においては、他県で見られるような文化財防災体制が未だ構築されておらず、平常時における地方公共団
体間連携も十分に進んでいない。特別区・多摩地域・島しょ部における気候風土や社会条件の違いにも着目しな
がら、次年度は東京都における文化財防災体制の確立に向けた地域協議会を開催する必要がある。

Ｄ）引き続き、各関係機関・団体からの依頼に応じて、講演等の普及活動を継続する。

Ｅ）�文化財分野以外の行政機関や研究機関の災害時対応・防災事業・研究成果等について、今後も積極的に情報収集
をおこない、関東・甲信越ブロックにおいて文化財防災体制を確立する中で効果的に反映させる必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進【中部圏・近畿ブロック】（京博）
＜概要＞

昨年度に引き続き、中部圏・近畿ブロックの各府県における文化財防災体制の現状を把握し、地域の文化財関係者
との人的ネットワークを構築するため、現地の教育委員会や博物館協会等を訪問して聞き取り調査や協議を実施す
る。さらに、奈良国立博物館、京都国立博物館、奈良文化財研究所の主催により文化財防災連絡会議を奈良国立博物
館で開催する。中部圏・近畿ブロックを中心とした府県・指定都市の文化財関係者を対象とする。参加者相互の情報
共有と交流の場を通して、地域防災ネットワークの確立促進と強化を図る。

＜実施の内容と成果＞
岐阜県、石川県等の文化財関係者との協議を通じ、各地の文化財保護行政や、非常時における文化財の緊急対応へ

の課題・展望について知見を得た。また、関西 3 施設の主催により開催した第二回中部・近畿文化財防災連絡会議で
は、中部圏・近畿の文化財関係者による報告および情報交換を通じて人的ネットワークの活性化を図り、地方公共団
体・博物館等施設・文化財修理工房等から 105 名の参加を得た。さらに、参加者を対象に実施したアンケートでは、
80％以上から連絡会議に関して「とても良かった／良かった」の評価を得た。参加者から次回の開催を望む意見もあっ
た。

●活動一覧
平成 30 年 5 月 26 日,27 日 日本考古学協会第 84 回研究会に参加、情報収集
平成 30 年 6 月 21 日 国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研修会に参加
平成 30 年 8 月 7 日,8 日 静岡県文化財保護課、静岡市文化財課、静岡県博物館協会と協議
平成 30 年 8 月 31 日 岐阜県文化伝承課、岐阜県博物館協会と協議
平成 30 年 9 月 9 日,10 日 関市教育委員会文化財課、関市協働推進部文化財課、岐阜県博物館協会と協議な

らびに写真洗浄作業に参加
平成 30 年 11 月 29,30 日 石川県教育委員会事務局文化財課、金沢学院大学と協議
平成 31 年 1 月 18 日 奈良国立博物館で第二回中部・近畿文化財防災連絡会議を開催※写真 183,184 ※

資料 55



301

写真 183：第二回中部・近畿文化財防災連
絡会議開会挨拶（平成 31 年 1 月 18 日）

写真 184：第二回中部・近畿文化財防災連
絡会議情報交換会（平成 31 年 1 月 18 日）

＜今後の課題＞
行政機関をはじめとする他機関との連携のあり方について、現行の体制に注意を払いつつ、制度的な根拠も含めて

さらなる調査・検討を進め、地域内の連携体制を強化・促進する。引き続き、聞き取り調査や協議を実施する。

地域防災ネットワークの確立促進【中部圏・近畿ブロック】（奈良博）
＜概要＞

地域防災体制の確立を目的として、中部圏・近畿ブロック各地域の文化財担当部局、博物館・美術館の歴史・美術・
自然・保存系の担当者を対象に往訪と聞き取り調査を実施し、人的ネットワークの構築をおこなう。また、京都国立
博物館・奈良文化財研究所とともに第二回中部・近畿文化財防災連絡会議を開催するとともに、静岡県教育委員会文
化財保護課と静岡県文化財等救済ネットワーク会議を開催し、広域的なネットワークの構築を促進する。

＜実施の内容と成果＞
奈良国立博物館が担当する静岡県・愛知県・三重県・奈良県・大阪府への聞き取り調査を継続することで、文化財

防災体制に関する各地域の現状把握を進めるとともに、文化財防災連絡会議等の開催に繋げることができた。連絡会
議等においては、本事業の研究員を交えつつ中部・近畿圏に所在する行政機関や博物館・美術館等の文化財担当者相
互の情報共有をおこなうことで、本事業の取り組みを広く周知するとともに、県域を越えた連携体制の確立促進をお
こなうことができた。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 21 日 文化財防災に関する研修会「国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研

修会」に出席
平成 30 年 8 月 8 日 静岡県立美術館、静岡県教育委員会、静岡市観光交流文化局の聞き取り調査※写

真 185
平成 30 年 9 月 13 日 浜松市市民部、愛知県教育委員会、名古屋市教育委員会の聞き取り調査
平成 30 年 9 月 21 日 奈良県教育委員会の聞き取り調査
平成 30 年 9 月 28 日 三重県教育委員会社会教育・文化財保護課、三重県総合博物館の聞き取り調査
平成 30 年 10 月 2 日 国立民族学博物館の聞き取り調査
平成 30 年 10 月 9 日,11 日 大阪府教育庁、大阪市教育委員会の聞き取り調査※写真 186
平成 31 年 1 月 18 日 第二回中部・近畿文化財防災連絡会議の開催※資料 55
平成 31 年 1 月 25 日,26 日 九州国立博物館で古文書保存基礎講座に参加
平成 31 年 3 月 15 日 静岡県文化財等救済ネットワーク会議の開催※写真 187 ※資料 56

写真 185：静岡市観光交流文化局文化財課・
NPO 文化財を守る会と意見交換（平成 30
年 8 月 8 日）

写真 186：大阪府教育庁文化財保護課・堺
市文化観光局文化部文化財課と意見交換

（平成 30 年 10 月 9 日）

写真 187：静岡県文化財等救済ネットワー
ク会議での岡田推進室長による報告（平成
31 年 3 月 15 日）
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＜今後の課題＞
上記の活動を通して、被災時の初期対応に関する研修会やワークショップの需要が担当者間に潜在している点を確

認したため、各地域の担当者とともに情報共有にとどまらない多様な活動の展開が課題である。また、文化財保護法
の改正にともない、地域防災計画と併せて、各自治体が作成する文化財保存活用大綱・文化財保存活用地域計画の文
中に当事業との連携を明記されるよう各地方公共団体へ積極的に働きかける必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進【中国・四国ブロック】（奈文研）
＜概要＞

文化財に関する中国・四国地方のネットワークの確立を促進するため、県の文化財保護部局を中心に訪問し、県内
の文化財防災体制や文化財防災に関わる具体的な取り組み等についての聞き取り調査をおこなうとともに、研究協議
会を開催する。また、平成 30 年 7 月豪雨の際には中四国各県の文化財保護部局と情報共有するとともに、先方から
の要望に応じてアドバイス等をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
中四国 9 県の文化財保護部局から 12 名の担当者に出席いただき、岡山県立博物館において「中国・四国地方の文

化財防災に関わる研究協議会」を開催した。文化財防災に関わる各県の体制や取り組み、災害対応事例、課題等を報
告いただくとともに、奈良文化財研究所からは今後の地域防災計画についての報告をおこない、文化財防災のあり方
について協議した。

また、平成 30 年 7 月豪雨対応として、中四国各県に協力の申し出をおこなった。被害の大きい岡山県、広島県、
愛媛県を中心に冷凍倉庫の手配要否を確認し、要望のあった岡山県について、奈良市場冷蔵株式会社と連携し、岡山
県内での冷凍倉庫の手配をおこなった。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 5 日˜6 日 九州国立博物館で山口県における文化財防災体制調査の打合せをした。山口県教

育庁社会教育・文化財課で九博担当者とともに、山口県の文化財防災に関する取
り組みについての聞き取り調査、推進事業の説明、情報共有と意見交換をおこなっ
た。山口県文書館で地方調査員制度について聞き取り調査をおこなった。

平成 30 年 8 月 3 日 岡山県教育庁文化財課で担当者と岡山県内の文化財等の被災状況と対応状況、県
内の文化財に関わる諸団体の動きや課題等、相互連携のための情報共有をおこ
なった後、岡山県立記録資料館と倉敷市総務課歴史資料整備室を訪問した。記録
資料館では水損紙資料の乾燥法等をアドバイスした。歴史資料整備室ではレス
キューした水損紙資料について、冷凍保管とそれに向けての準備等をアドバイス
した。

平成 30 年 9 月 5 日 広島県立文書館で文書館がレスキューした資料の乾燥についてアドバイスした。
平成 30 年 10 月 18 日˜19 日 高知県教育委員会文化財課で高知県の文化財防災に関わる取り組みについての聞

き取り調査と意見交換をおこなった。高知城歴史博物館で博物館の地域連携活動
およびこうちミュージアムネットワークの平成 30 年 7 月豪雨への対応を中心に
聞き取り調査、文化財防災に関する取り組みについて意見交換をおこなった。

平成 30 年 12 月 7 日 香川県立ミュージアムで香川県教育委員会生涯学習・文化財課の担当者と香川県
の文化財防災に関する取り組みや課題について、聞き取り調査と意見交換をおこ
なった。

平成 31 年 1 月 12 日 広島歴史資料ネットワーク総会に参加し、平成 30 年 7 月豪雨後の広島県内での
取り組みについての情報を得るとともに、広島県立文書館の担当者と水損紙資料
の自然乾燥について意見交換をおこなった。

平成 31 年 1 月 31 日 えひめ文化財防災フォーラムに出席し、愛媛県と市町との共同による文化財防災
の取り組みの具体的内容、関係機関それぞれの文化財防災に関わる課題について
の情報を得た。また、香川県の担当者および西予市の担当者と平成 30 年 7 月豪
雨災害時の対応とその後の取り組みについて意見交換をおこなった。

平成 31 年 2 月 13 日 「中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会」を開催※写真 188
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写真 188：中国・四国地方の文化財防災に
関わる研究協議会（平成 31 年 2 月 13 日）

＜実施の成果＞
聞き取り調査や意見交換等を重ねる中で、文化財防災に関しては中四国の文化財保護部局担当者間でも具体的な取

り組みや対応事例を知る機会はほとんどないようだという認識を持った。また、各県内の文化財防災体制や取り組み
内容、進捗状況は様々だが、一方で共通する課題もあると考えたため、「中国・四国地方の文化財防災に関わる研究
協議会」を開催した。出席者からは「今後、何をしないといけないか、他県の取組を知ることができて、勉強になっ
た。特に実際の被災対応の経験。」「マニュアル作成等、今後の対策の方向について確認できた。市町村や地域住民か
らつみ上げながら作成し、実行性を担保することが大切だと感じた。」「こうして中四国の担当者が顔をそろえて意見
交換をする場はとても大事だと思います。」「平常時からの連携・情報交換は不可欠です。奈良文化財研究所の皆さん
と連携するのはもちろんですが、カウンターパートナーだけでなく、近隣の担当者と、ざっくばらんに連絡できる状
況にしたいと考えています。」「防災への取組は大変重要であるが、日々の業務に追われ、ついつい後回しになりがち
である。今回の様な機会を定期的に持っていただくことで、刺激となり、考えることができる。」「次も参加したい。」
といったコメントを得た。この研究協議会を通じ、文化財防災に関わる各県の体制や取り組み、災害対応事例、課題
等を共有することができた。これらを各県に持ち帰り検討してもらうことで、それぞれの県内の文化財防災に関わる
取り組みの発展、深化に寄与することができると考えている。

また、平成 30 年 7 月豪雨や台風の際には、中四国各県に協力の申し出をおこない、先方からの要望に応じて冷凍
倉庫の手配やアドバイス等をおこなった。

＜今後の課題＞
引き続き中四国各県との情報共有や意見交換に努めるとともに、各県と協働して県内体制および県を超えた広域体

制について、地域の実情に即したネットワークのあり方を検討することが必要である。これには、奈良文化財研究所
（国立文化財機構）との平常時および災害発生時の具体的な連携方法の検討も含む。
「中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会」も引き続き開催する予定だが、情報共有のみに終始しないよう、

①各県での体制づくりを進めていくための情報共有とそれに関わる課題への対応、②広域的な相互支援のための具体
的な取り組み、③中四国と奈良文化財研究所（国立文化財機構）との平常時および災害発生時の連携、という 3 つの
大きな課題から具体的なテーマをたてて研究協議会で検討し、具体的な取り組みにつなげてゆくことが必要であると
考えている。

また、文化財保護法改正により都道府県は文化財保存活用大綱を策定することになるが、大綱には防災・災害発生
時の対応についても基本的な事項として定めることになっており、聞き取り調査時や研究協議会でも話題に上がるな
ど、文化財防災に対する地方公共団体文化財保護部局担当者の関心も高まっている。文化財保存活用大綱で定める対
応と、都道府県地域防災計画における文化財等の保全に関する記載および業務継続計画には相関性があるため、引き
続き地域防災計画、業務継続計画のあり方を研究する必要があると考えている。

水損した紙資料は速やかに冷凍することが最善である。平成 30 年度 7 月豪雨に関わる対応を通じ、あらかじめ地
域内・地域間で冷凍倉庫会社と協定を結んでおく等、発災時にスムーズに冷凍倉庫が確保できるような仕組みを考え
ておくことは重要な課題であることを再確認した。実現に向け、次年度は具体的に動く必要がある。

地域防災ネットワークの確立促進【九州ブロック】（九博）
＜概要＞

九州・山口地域において、文化財の防災・救出体制の構築促進を目的に、情報収集を実施する。各県の文化財関係
者を対象とした水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップや、大分県が取り組む文化財の地域防災計画をテーマと
したセミナーを開催する。
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＜実施の内容と成果＞
九州ブロックでは福岡・大分・山口・宮崎・鹿児島の 5 県の文化財所管課へヒアリングを実施し、各地における文

化財防災の取り組みについて情報収集・意見交換をおこなうことができた。また7月にワークショップ、2月にセミナー
を開催し、当地において文化財防災についての普及・啓発に寄与することできた。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 23 日 熊本県博物館ネットワークセンターで九州救援対策本部（熊本現地本部）の残置

品撤収作業
平成 30 年 5 月 24 日 長崎県庁で九州・山口ミュージアム連携事業第 22 回検討委員会に出席
平成 30 年 6 月 1 日 熊本県庁で熊本文化財レスキュー定例打合せに出席
平成 30 年 6 月 6 日 山口県庁、山口県文書館で山口県教育庁社会教育・文化財課に文化財防災に関係

する取り組みについてヒアリング（奈良文化財研究所と共同事業）※写真 189
平成 30 年 6 月 21 日 文化庁で国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研修会に出席
平成 30 年 7 月 4 日 熊本県熊本市個人宅で熊本地震にかかる被災文化財の搬出作業に参加
平成 30 年 7 月 12 日 奈良文化財研究所で水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップを開催（奈良文

化財研究所と共同事業）※写真 190 ※資料 57
平成 30 年 7 月 20 日 熊本県熊本市個人宅で熊本地震にかかる被災文化財の搬出作業に参加
平成 30 年 8 月 7 日 福岡県立図書館で九州・山口ミュージアム連携事業第 18 回ワーキング会議に参

加
平成 30 年 8 月 24 日 熊本県庁で熊本県文化財レスキュー定例打合せに出席

熊本県博物館ネットワークセンターで九州救援対策本部の残置品撤収作業
平成 30 年 10 月 5 日 奈良文化財研究所で熊本地震被災水損紙資料の真空凍結乾燥処理後の返却作業
平成 30 年 10 月 10 日 熊本県立図書館で九州・山口ミュージアム連携事業第 19 回ワーキング会議に参

加
平成 30 年 10 月 19 日 熊本県庁で熊本県文化財レスキュー定例打合せに出席
平成 30 年 10 月 29 日 福岡県庁で福岡県教育庁文化財保護課へのヒアリング※写真 191
平成 30 年 10 月 31 日 大分県庁で大分県教育庁文化課へのヒアリング※写真 192
平成 30 年 11 月 7 日 鹿児島県庁で鹿児島県教育庁文化財課へヒアリング
平成 30 年 12 月 14 日 熊本県庁で熊本県文化財レスキュー定例打合せに出席
平成 30 年 12 月 21 日 宮崎県庁で宮崎県教育庁文化財課へヒアリング※写真 193
平成 31 年 1 月 31 日 福岡県庁で九州・山口ミュージアム連携事業第 23 回検討会議に出席
平成 31 年 2 月 13 日 岡山県立博物館で中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会に参加
平成 31 年 2 月 14 日 文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「大分県が取り組む文化財の地域防災

計画」を開催※写真 194 ※資料 58
平成 31 年 3 月 9 日 （公社）福岡県建築士会ヘリテージマネージャースキルアップ講習会（第 1 回）

への講師協力（ただし、福岡県建築士会の招聘による）
平成 31 年 3 月 29 日 事業報告書『平成 30 年度文化財防災ネットワーク推進事業　九州国立博物館の

取り組み』刊行※刊行物

写真 189：山口県教育庁社会教育・文化財
課へのヒアリング（平成 30 年 6 月 6 日）

写真 190：水損紙資料真空凍結乾燥処理
ワークショップ（平成 30 年 7 月 12 日）

写真 191：福岡県教育庁文化財保護課への
ヒアリング（平成 30 年 10 月 29 日）
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写真 192：大分県教育庁文化課へのヒアリ
ング（平成 30 年 10 月 31 日）

写真 193：宮崎県教育庁文化財課へのヒア
リング（平成 30 年 12 月 21 日）

写真 194：文化財防災ネットワーク推進事
業セミナー（平成 31 年 2 月 14 日）

＜今後の課題＞
九州ブロック内の文化財担当者と密に情報交換をおこない、当地の文化財防災事業の発展のために必要なテーマの

研修活動を実行するとともに、各地の状況を現場レベルで細かく把握し、洗練されたネットワークを構築するための
事例調査等を実施する必要がある。

活動ウ：�「文化遺産防災ネットワーク有識者会議」によるネットワークの将来像に関する検討と提言

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞

文化財防災に関する有識者からの助言や情報を得て、事業内容をより有意義なものとすることを目的として、文化
遺産防災ネットワーク有識者会議等を開催する。

＜実施の成果＞
文化遺産防災ネットワーク推進事業開始以来、文化遺産防災ネットワーク有識者会議は委員の多くが推進会議参画

団体を母体とするため、推進会議の議論を延長したものとなる傾向があり、これを改善するために大きくメンバーを
入れ替え、年度内に会議を 2 回開催し、事業推進のための意見を頂戴した。文化遺産に関連して、多方面から取り組
んでいる専門家たちによって、国の防災体制の中で文化遺産をどのように位置づけるか、過疎化する地域の文化遺産
と防災の問題をどのようにリンクさせるかなど、より大きな観点からの議論が進められ、画期的な効果があげられた。

平成 30 年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（11 名）
内田�俊秀 京都造形芸術大学名誉教授（専門分野：考古学、文化財学）
大石�泰夫 盛岡大学文学部教授（専門分野：日本古代文学、民俗学）
梶浦�秀樹 株式会社庵プロデュース代表取締役社長（専門分野：地域資源を活用したまちづくり支援事業）
木下�尚子 熊本大学文学部教授（専門分野：考古学）
河野�俊行 九州大学大学院法学研究院教授、ICOMOS 会長（専門分野：国際関係法学、国際文化遺産法）
高野�明彦 国立情報学研究所コンテンツ科学研究系教授（専門分野：連想情報学、デジタルアーカイブ）
真鍋　真 国立科学博物館標本資料センター・コレクションディレクター（専門分野：古脊椎動物学）
宗田�好史 京都府立大学副学長、和食文化研究センター長（専門分野：都市・建築計画学）
三村�　衛 京都大学大学院工学研究科教授（専門分野：地盤工学、自然災害科学）
村上�博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長（専門分野：美術史）
村上�裕道 京都橘大学文学部歴史遺産学科教授（専門分野：地方行政、建造物保護）

○第 8 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議　平成 30 年 6 月 14 日
　東京国立博物館で第 8 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。※写真 195 ※資料 59

○第 9 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議　平成 30 年 12 月 19 日
　東京国立博物館で第 9 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催した。※写真 196 ※資料 60
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写真 195：第 8 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 30 年 6 月 14 日）

写真 196：第 9 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（平成 30 年 12 月 19 日）

＜今後の課題＞
文化遺産防災のための体制作りが国レベルの議論として取り上げられるよう、有識者からのアドバイスを得ながら

進め、事業の取り組みをさらに発展させるヒントを得たい。

地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室）
＜概要＞

都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった地域内連携による文化財防災体制の
構築をめざす。

＜実施の内容と成果＞
都道府県では、災害対策基本法がもとめる地域防災計画が策定され、その中に文化財の防災に関する項目も設けら

れているが、災害発生時に地域の文化財を救出・保全を実現するための具体的なマニュアルがない、という声を各施
設の調査の際に聞くという報告があり、その支援をすることをめざして、情報収集をおこなった。

実施の結果、地域連携の強化・促進は、これまで各地の連携体制に関する聞き取り調査と連携促進のための連絡会
議の開催に重点を置いてきたが、ネットワークを構築したとき我々に何ができるのか、という答えを持たずに出かけ
ていたところがあった。今年度、あらたに推進会議活動ガイドラインの策定と地域活動ガイドラインの策定の 2 本を
立てたが、推進会議活動ガイドライン策定作業を先行させた結果、ようやく地域体制との具体的な連携を図ることが
できるようになった。

●活動一覧
平成 31 年 2 月 10 日 京都国立博物館で地域防災のための活動ガイドラインに関する調査
平成 31 年 3 月 4 日,5 日 福島大学、岩手県庁、岩手県立博物館で地域防災のための活動ガイドラインに関

する打合せ
平成 31 年 3 月 15 日 静岡県男女共同参画センター「あざれあ」で開催された静岡県における地域防災

講習会への参加

＜今後の課題＞
今後は、推進会議活動ガイドラインを示しつつ、それぞれの地域の状況に合った地域連携の構築とそのためのガイ

ドライン作成を進めることができる。他方、文化財保護法の改正に伴い都道府県には文化財の保存活用のための大綱
づくり、市町村には地域活動計画の策定が求められるが、文化財防災ネットワーク推進会議との連携を念頭においた
活動ガイドラインの策定を推奨していくことになる。
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⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動エ：文化財防災の基盤となる地域文化財に関する情報の収集と公開

地域の文化財等防災体制構築のためのモデル策定事業【うきは市】（九博）
＜概要＞

大規模災害発生時の文化財レスキューに資するために、平常時における悉皆調査手法の開発と関係諸機関とのネッ
トワークの形成をめざす。

今年度は、昨年度に引き続き、福岡県うきは市と登録有形文化財河北家住宅所蔵の動産文化財を対象に、市民と協
働した地域歴史遺産保全活動モデルの構築に取り組み、「うきは市文化財サポーター育成講座」を 8 回開講する。事
業最終年度であるため、これまでに作成してきた資料調書類の整理、資料の返却作業をおこない、総括報告書を刊行
し関係団体に配布する。

＜実施の内容と成果＞
災害発生時に、登録有形文化財（建造物）に所在する動産文化財を速やかに保全するための手法構築は喫緊の課題

となっている。加えて、未指定文化財を含めた保存・活用計画の策定を求める文化財保護法が改正された今、民間に
所在する文化財の内容等の把握を目的とした本事業は社会的に適時性があるといえる。参加者は講座の受講を通し
て、文化財および文化財防災に対する知識や悉皆調査のスキルが高まり、本事業はサポーターの育成だけでなく、普
及活動としても成果を上げることができた。

また、今年度は事業の最終年度であり、講座で使用した資料 720 件を所有者へ返却し、4 年間の総括報告書を刊行
して外部機関へ活動状況の周知をおこなうことができた。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 26 日 今年度事業実施のための協議（うきは市立生涯学習センター）
平成 30 年 5 月 28 日 第 1 回講座「文化財の整理実習①」の開催※写真 197
平成 30 年 6 月 20 日 整理対象資料に含まれる美術工芸品（刀剣）の実態調査を実施
平成 30 年 6 月 25 日 第 2 回講座「文化財の整理実習②」の開催
平成 30 年 7 月 17 日 第 3 回講座「文化財の整理実習③」の開催※写真 198
平成 30 年 7 月 30 日 講座使用不可資料の整理と確認
平成 30 年 8 月 20 日 第 4 回講座「刀剣類の鑑賞と保管、取扱い方法について」の開催
平成 30 年 9 月 18 日 第 5 回講座「歴史資料の干渉と保管、取り扱い方法について」の開催
平成 30 年 10 月 9 日 第 6 回講座「文化財の整理実習④」の開催
平成 30 年 11 月 8 日 返却のための打合せ
平成 30 年 11 月 26 日 第 7 回講座「絵画（掛軸）の取扱いについて」の開催※写真 199
平成 30 年 12 月 17 日 第 8 回講座「文化財の整理実習⑤」の開催
平成 31 年 1 月 7 日,8 日,11 日 職員のみの集中整理作業
平成 31 年 2 月 7 日 返却のための打合せ
平成 31 年 3 月 6 日,7 日,8 日 資料返却作業
平成 31 年 3 月 29 日 総括報告書『文化財防災のための市民と協働する文化財調査モデル事業報告書』

刊行※刊行物

写真 197：第 1 回講座（平成 30 年 5 月 28 日） 写真 198：第 3 回講座（平成 30 年 7 月 17 日） 写真 199：第 7 回講座（平成 30 年 11 月 26
日）

＜今後の課題＞
調書作成作業に専門的な技能を要する資料についての具体的な調査方法を検討するなど、市民による文化財悉皆調

査モデルとしての汎用性を高める必要がある。また、本事業が文化財防災の普及活動としても有効であったように、
市民レベルに対して引き続き文化財防災の考え方を広め、連携を深めていくことが今後の課題である。
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無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞

無形文化遺産の防災・減災のための動態記録作成の方法論構築を目的に、各調査地域においてモデル検討をおこな
い、防災・減災のための映像記録作成について調査研究・情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
無形文化遺産の防災に資する調査映像記録のうち、成果の一部を国内の展覧会に提供し、会期中来場者への公開を

おこなった。（島根県立岩見美術館�企画展「ゆかた�浴衣�YUKATA」（平成 30 年 7 月 14 日から 9 月 3 日）に『長板
中形―松原伸生の技』として公開）また、消滅の危機にある岐阜県長良川の鵜飼船造船技術について、船大工道具お
よび実測図の測定と調査・記録をおこない、防災に資する記録作成のあり方を実証的に検討し、公開に向けて準備を
おこなった。加えて、消滅の危機にある琵琶製作技術について現在では一軒のみとなった専門工房の記録映像編集を
おこない、防災に資する動態記録の検証をおこなった。さらに、太棹三味線製作・修理技術について記録映像編集を
おこない、防災に資する動態記録の検証をおこなった。

●活動一覧
平成 30 年 4 月˜7 月 無形文化財（千葉県指定無形文化財保持者：松原伸生�長板中形）の映像記録に

おける防災項目の検討と記録した映像の編集
平成 30 年 5 月 7 日˜11 日 鵜飼船造船技術に関する予防・減災のための船大工道具調査および実測図測定
平成 30 年 5 月 22 日 防災事業調査で借り受けた福島県東日本大震災被災工芸技術（大堀相馬焼：大堀

相馬焼協同組合二本松工房）の資料返却
平成 30 年 6 月 楽器製作技術記録（琵琶）の防災項目の検討と記録した映像の編集
平成 30 年 7 月 11 日˜13 日,
　　　　��7 月 25 日˜27 日

「四国山地の発酵茶の製造技術」（平成 30 年国記録選択�徳島県「阿波晩茶製造技
術」）をモデルにした調査と映像記録撮影※写真 200

平成 30 年 7 月 14 日˜9 月 3 日 防災のための動態記録作成に関する調査事業から、調査の一部を提供し、展覧会
で公開（島根県立岩見美術館企画展「ゆかた　浴衣　ＹＵＫＡＴＡ」※写真 201

平成 30 年 7 月 19 日˜20 日 石州半紙（島根県）の被災情報収集および調査
平成 30 年 7 月˜8 月 無形文化財（太棹三味線）の製作・修理技術に関する予防・減災項目の検討と映

像編集
平成 30 年 8 月 24 日˜26 日 第 13 回「映画の保存と復元に関するワークショップ」への参加・情報収集
平成 30 年 9 月˜ 防災に資する無形文化遺産の記録検討（鵜飼船製作技術の記録映像編集）
平成 30 年 10 月˜ 無形文化財とその原材料製作技術（繰糸、手挽き、煮繭）の実演をもとに防災項

目の検討と記録した映像の編集
平成 30 年 12 月 7 日˜9 日 アジア太平洋無形文化遺産研究センター「アジア太平洋の無形文化遺産と自然災

害に関する地域ワークショップ」（仙台）への参加・情報収集
平成 31 年 3 月 20 日 「無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究事業 - 民俗技術の

記録作成事業報告」刊行※刊行物
平成 31 年 3 月 23 日˜24 日 映像×民俗「災害から立ち上がる芸能」への参加・情報収集

写真 200：徳島県（阿波晩茶製造技術調査）
で防災に資する項目の聞き取りおよび記録
撮影（2018 年 7 月 12 日）

写真 201：展覧会会場（平成 30 年 7 月 9 日）

＜今後の課題＞
無形文化遺産の防災に資する動態記録のあり方について、民俗技術、工芸技術を中心とした動態記録作成をおこな

い、被災・消失時への予防・減災の検討材料となる記録および映像の撮影を継続しているが、記録対象ごとに異なる
予防・減災のための記録方法論や、記録内容の分析・検討について検討すべき課題は多い。また、VR や 3D 等の新
しい映像撮影機材や、技術の応用など検討すべき課題は多く、さらに議論を重ねていく必要がある。
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文化財総合データベースの構築とネットワークの確立（東文研）
＜概要＞

文化財防災の基礎情報把握を目的として文化財情報および保護関連条例のデータベース・アーカイヴスを作成。あ
わせて文化財情報の収集およびデジタル化をおこなう。またデータベース構築を通して、地方公共団体関係者のネッ
トワークを形成する。

＜実施の内容と成果＞
以下の 6 項目に取り組んだ。「全国文化財等データベース」「無形文化遺産総合データベース」については、文化庁・

都道府県の情報提供を得つつ、作成作業を継続。「全国文化財保護条例データベース」は西日本分の入力が終わり完成。
情報発信・収集のためのウェブサイト「いんたんじぶる」は継続的運用。京都府所蔵のガラス乾板等のデジタル化も
継続的におこない、情報の共有化を可能とした。※資料編 5

●活動一覧

①全国文化財等データベースの確立 国（文化庁）および都道府県の情報提供による全ジャンルにわたる文化財等の総
合的なデータベース作成を継続。提供のあった 28 都道府県分を作業中。

②�全国文化財保護条例データベース
の運用

西日本分の入力が完了し、全国都道府県・市町村の文化財関連条例データベース
を完成させた。

③�無形文化遺産総合データベースの
確立

国（文化庁）および都道府県の情報提供による無形文化遺産の総合データベース
の作成を継続。23 都道府県分の入力が完了。

④アーカイヴスの作成 データベースに連動したアーカイヴスに動画・報告書等各種データを収集。あわ
せて地域資料の収集とデジタル化を推進。モデルケースとして京都府所蔵の文化
財資料のデジタル化をおこなった。

⑤�都道府県の民俗文化財担当者によ
る連絡会議

2 回の開催（平成 31 年 2 月 3 日 ,3 月 1 日）で 15 府県および 1 市からの参加があっ
た。またメーリングリスト等を用いた担当者間ネットワークを継続中。

⑥�無形文化遺産情報収集ウェブサイ
トの構築・運用

防災に資する無形文化遺産の情報収集と発信を目的としたウェブサイトを継続的
に運用。

＜今後の課題＞
都道府県が所有する文化財データは限られたものであり、防災を目的としたデータベース構築にはさらなる情報が

必要とされる。未提出の都道府県も含め、今後の対応を検討。無形文化遺産ジャンルについては公開サイトも含め部
分的公開を始めているが、今後システムの若干の修正が必要。有形の文化財情報については、管理体制も含め今後の
課題である。

災害痕跡データベース（奈文研）
＜概要＞

災害痕跡データベースの内容の拡充を引き続きおこなう。

＜実施の内容と成果＞
以下の 7 項目に取り組んだ。1）~4）により、47 都道府県について検討した発掘調査地点数が計 48,352 カ所、確

認した災害痕跡件数が 21,803 件に達した。また、データベースの拡充により、特に奈良県内の発掘調査成果から、
南海白鳳地震（684）、五畿・七道地震（887）、京都・紀伊地震（938）、宝永地震（1707）、伊賀・美濃・近江地震（1819）、
伊賀・上野地震（1854）、安政東海・南海地震（1854）の地震痕跡の存在か指摘できるようになりつつある。
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〇実施項目内容
1）災害痕跡データ集成のため、作業員を雇用し発掘調査報告書、古文書等の調査と情報抽出を進めた。
2）災害痕跡データベース拡充のため、作業員を雇用し災害痕跡抽出データのデータベース入力をおこなった。
3）�文化財防災ネットワーク事業の様々な成果について、GIS 型データベースの利活用の共有化を可能とするため、API

の開発、検索システムやデータ入力システムの拡充開発を進めると共に、情報発信上の保守管理や外部データベー
スとの共有化を進めるためにクラウド・サーバシステムの開発を進めた。

4）災害痕跡データ集成のため、発掘調査現場で発見される災害痕跡についての調査・研究を進めた。
　 �1）~4）については、データ校閲、入力作業を含む災害痕跡データベースの拡充・維持、およびサーバの管理に係る

内容であり、年間を通して実施した。
5）�データベースの情報損失がないよう、電磁媒体、光学媒体での記録を適宜進めた。ブルーレイディスク、HDD 等を

購入して随時作業を実施。
6）��文化財防災ネットワークの普及のため、調査現場の現状にあわせた歴史災害痕跡の調査・検出・記録方法の指導を

おこなった（奈文研の発掘調査事業や奈良県内の発掘調査については奈文研本体事業の一環として本事業の予算は
用いず、県外の地方公共団体を中心とした派遣対応については、要請側の旅費等の負担によって賄っており、本事
業の予算は用いていない）。

7）�災害痕跡データ集成および文化財防災ネットワークの普及のため、現場に向けたリーフレット「発掘調査現場でみ
つかる地震痕跡」を作成した。現在も構成中であり、3 月末納品の予定。

＜今後の課題＞
データ校閲・入力人員の確保と拡充を進め、データベース拡充を進める必要がある。同時に、地方公共団体との協

業ネットワークの作成を進め、データベースの網羅範囲の全国化を進める必要がある。さらに上記要請に対応できる
システム強化・開発が必要である。

都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作成事業（奈文研）
＜概要＞

地域の文化遺産を散逸や消滅から守るためには、未指定も含めた文化遺産基礎情報を集約・共有しておくことが必
要である。これにより、日常的な文化遺産の保全、防災・減災の取り組み、さらには、災害時のレスキューに役立て
ることができる。平成 30 年度は、和歌山県有田郡湯浅町、広川町をモデルに作成した文化遺産保全地図システム試
作版に関わる補足調査等をおこなうとともに、試作版の秘匿すべき情報を別のものに置き換えたデモ版を作成し、湯
浅町、広川町以外の和歌山県内の市町村に対象を広げるための準備をおこなった。

＜実施の内容と成果＞
文化遺産保全地図システムデモ版、地図システムの使用方法マニュアルの作成

●活動一覧
平成 30 年 4 月˜ 文化遺産保全地図システム試作版から、秘匿すべき情報を別のものに置き換えた

デモ版を作成。地図システムの使用方法マニュアルの作成。
平成 30 年 5 月 29 日 和歌山県教育庁生涯学習局文化遺産課、湯浅町地方創生ブランド戦略推進課歴史

文化係、広川町教育委員会等への説明・報告・依頼、識者との意見交換、情報収
集。

平成 30 年 10 月 湯浅町、広川町以外の和歌山県内市町村に対象を広げるため、候補の町（有田郡
有田川町、西牟婁郡白浜町、伊都郡九度山町、伊都郡かつらぎ町）に事業内容を
説明。

平成 30 年 12 月 17 日 オンライン結合に関わる課題への対応の検討（総務省自治行政局地域情報政策室
に問い合わせ、和歌山県総務管理局総務課情報公開班担当者との面談）。

平成 30 年 12 月 和歌山県立博物館に依頼し、和歌山県立博物館施設活性化事業実行委員会が実施
している「災害の記憶事業」の調査データ入手。和歌山県総務部危機管理局防災
企画課と打合せし、和歌山県の浸水想定区域（3 連動）の防災 GIS データ入手。

平成 31 年 2 月 湯浅町、広川町に関わる補足調査（GPS 位置情報取得、写真撮影、『湯浅町誌第
11 編宗教』から寺院の文化遺産リストアップ）。
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＜今後の課題＞
都道府県と連携し、総合的な文化遺産リストおよび文化遺産保全地図システムを湯浅町、広川町以外の市町村に展

開していくためには以下が必要である。2019 年度はこれらを中心に取り組む。

○市町村がおこなう文化遺産保全リストの作成に関する諸課題の抽出と対応方法の検討
○�所蔵者の個人情報や所在情報等、既存資料の共有および地図システムでの情報共有にともなう課題、閲覧権限設定の

検討
○�他の文化遺産データベースとの連携の可能性、リストの項目立て、地図システムの二層化、ハザードマップとの重ね

合わせ、地図システムプログラムの管理、セキュリティ対策に関する課題への対応
○オンライン結合に関わる課題への対応

自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研）
＜概要＞

遺跡出土自然遺物を含めた自然史標本の所在や管理状況に関する情報収集および被災資料の整理・目録作成作業を
通じて、防災・減災に資する保管・管理体制を検討するとともに、地方公共団体等が所蔵する標本情報の共有システ
ムのモデルケースの提案をめざす。

＜実施の内容と成果＞
今年度は陸前高田市立博物館所蔵の被災資料の調査・整理・目録化作業を中心に進めた。被災資料には国史跡中沢

浜貝塚出土資料をはじめ、学術的に貴重な資料が数多く含まれており、経年劣化によるラベル情報の消失を防ぐこと
が急務である。今年度で作業の完了した資料は計 650 袋となった。これら被災資料の今後の活用方法についても現在
検討を進めている。また、地方公共団体等における標本の所在調査は、これまでに実施した調査を加えると 23 施設
となる。今年度調査をおこなった東北大学大学院文学研究科考古学研究室では、1,000 点以上の魚類や哺乳類等の骨
格標本が考古資料と同じ施設内で保管されていることが確認できた。

○実施項目一覧
陸前高田市立博物館所蔵の被災資料
の調査・整理・目録作成

陸前高田市立博物館に仮保管されている津波により被災した貝塚出土自然遺物を
調査・整理するとともに、ラベル情報等の記録をデータ化して目録の作成を実施
した。平成 30 年度は計 229 袋分の被災資料について作業を完了した。また、以
前に整理した被災資料について経過観察を実施し、保管方法や保管場所に関する
問題点などの抽出を実施。

地方自治体等における現生標本の所
在情報および保管状況の調査

全国の地方公共団体、歴史博物館、大学研究室等が所蔵している現生標本に関す
る情報を収集した。平成 30 年度は東北大学大学院文学研究科考古学研究室にお
いて所蔵する標本の種別、点数、保管状況の調査を実施。※写真 202

写真 202：被災した遺跡出土自然遺物の調
査（平成 30 年 7 月 13 日）

＜今後の課題＞
保管方法や保管場所に関する問題点として、これまでに作業を完了した被災資料の一部でラベルの文字が消えか

かっているものが確認された。ラベルは水損対策のために耐水紙を利用して作成したが、保管場所として廃校となっ
た学校が利用されており、コンテナの最上部にあった資料は比較的直射日光に晒されやすい状況にあった。このこと
から、耐水紙ラベルに書かれた文字は直射日光による影響に弱く、劣化の進行がはやまる可能性が考えられる。来年
度は本活動が一区切りとなるため、上に挙げた問題点を踏まえて保管・管理体制を検討するとともに、標本情報の共
有システムのモデルケースを作成する予定である。
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活動オ：自然災害による文化財の被災・救出に関する情報の収集と公開

文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然史資料】（奈文研）
＜概要＞

被災状況の異なるさまざまな災害に対し、被災地の自治体職員等が被災文化財等の救出活動に迅速かつ効率的に対
処するための参考資料として利用可能な事例集を作成する。本活動では自然史資料を対象として情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
関連文献の収集のため、これまでに刊行されている被災した自然史資料の救出活動に関わる記事、論文等を集成し、

関連文献一覧表を作成した。収集した記事・文献等は計 143 件にのぼり、できる限りコピーおよび PDF データ化し
て保管している。専門家への聞き取り調査として、被災した自然史資料の救出活動に携わった岩手県立博物館の鈴木
まほろ氏、陸前高田市立博物館の熊谷賢氏、大阪市立自然史博物館の佐久間大輔氏、岡山理科大学の富岡直人氏、気
仙沼市教育委員会の幡野寛治氏を訪問し、災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向について聞き取り調査を
おこなった。また、現在も継続して実施されている安定化処理作業や安定化処理を終えた資料を見学し、意見交換を
おこなった。

結果、本年度は事例集作成にあたって基礎情報となる関連文献の収集を中心に進めた。阪神・淡路大震災以降を対
象として被災した自然史資料の救出活動に関する文献を収集し、ほぼ完了することができた。収集した文献の大部分
は東日本大震災に関連するものであり、植物標本の安定化処理、自然史資料の意義や将来へ継承していく必要性につ
いて述べられたものが多かった。専門家への聞き取り調査では、文献では報告されていない救出活動のより具体的な
動きや初期対応で注意すべき点、事前の備えなどについて意見を収集できた。

●活動一覧
平 成 30 年 8 月 20 日˜25 日,12 月 10
日˜15 日

陸前高田市立博物館で災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向について
聞き取り調査を実施。

平成 30 年 10 月 19 日 大阪市立自然史博物館で災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向につい
て聞き取り調査を実施。

平成 30 年 12 月 18 日 岡山理科大学で災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向について聞き取
り調査を実施。

令和元年 1 月 15 日˜17 日 気仙沼市教育委員会で災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向について
聞き取り調査を実施。

令和元年 1 月 24 日˜27 日 岩手県立博物館で災害発生からレスキュー、安定化処理までの動向について聞き
取り調査を実施。

通年 被災した自然史資料に関する文献一覧表の作成※写真 203

写真 203：被災した自然史資料に関する文
献一覧表を作成

＜今後の課題＞
収集した文献はほとんどが自然史研究に携わる専門家によるものである。文化財関連分野では、現状として自然史

資料に対する認識が不足している状況にある。救出活動の遅れや劣化等のリスクをできる限り防ぐためには、自然史
資料に対する認識を改善するだけでなく、実際の災害発生時に地方公共団体職員等が参照しやすい事例集を作成する
ことが必要である。そこで、来年度は個々の被災事例や対処方法の整理に加えて、必要な情報を容易に引き出せるよ
う補助資料としてキーワードによる文献検索を作成する予定である。
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文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史資料】（奈良博）
＜概要＞

文化財の被災が懸念される災害が発生した場合において、被災自治体や被災者が迅速かつ適切な初期対応をおこな
うために参照しうる文化財が被災した災害に関する事例集（歴史資料）の作成を目的として、本年度は、実施要項の
策定をおこない、あわせて、関係機関等に出向き、歴史資料の被災情報に関する情報収集と事例集の作成に向けた意
見交換をおこなった。ここで得た情報を基に「関連文献一覧」ならびに「文化財が被災した災害に関する事例集」の
試作をおこなった。

＜実施の内容と成果＞
「関連文献一覧」の試作（①歴史資料の被災・防災に関係するもの、②東日本大震災関係）、「文化財が被災した災

害に関する事例集」の試作（①平成 28 年台風 10 号、②鳥取県中部地震、③平成 29 年台風 18 号、④平成 30 年 7 月
豪雨）をおこなった。

文化財が被災した災害に関する事例集の作成についての実施要項を策定し、事例集に採録する事柄として（1）関
連文献一覧（文化財関連団体から刊行されている出版物のうち、救援活動や被災資料に関わる報告、記事等を集成し
たもの）、（2）災害および対応に関する基本的データ（災害名、発生年月日、被災地域、災害の内容、および文化財
等の被害、対応措置、対応組織、関連文献等の基本的データ）、（3）主要関連文献の要約集（収集した関連文献のうち、
とくに重要と思われるものの要約集）の 3 点を定めた。これを踏まえて関係機関等で情報収集をおこなったが、作業
量やその実行性に関して再考の余地があることを確認した。このため、情報収集先からの助言に基づき、試みとして
「関連文献一覧（2 件）」、「文化財が被災した災害に関する事例集（4 件）」を作成した。

●活動一覧
平成 30 年 5 月 27 日 歴史学研究会大会特設部会への出席
平成 30 年 8 月 2 日˜3 日 NPO 法人宮城歴史資料保全ネットワークでの聞き取り調査
平成 30 年 11 月 8 日˜9 日 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会全国大会への出席
平成 30 年 12 月 6 日˜7 日 国立歴史民俗博物館、東京国立博物館での聞き取り調査
平成 31 年 2 月 23 日 歴史資料ネットワークシンポジウムへの出席
平成 31 年 3 月 7 日˜8 日 日本博物館協会研究協議会への出席

＜今後の課題＞
本活動と並行して、奈良文化財研究所において自然史資料に関する事例集の作成がおこなわれていることから、そ

れぞれの成果を踏まえた公開の方法を検討する必要がある。あわせて、必要に応じて調査方法を見直して作業の効率
化を図りつつ、「文化財が被災した災害に関する事例集」の更なる充実をめざしたい。

活動カ：防災体制のあり方に関する調査研究

文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室）
＜概要＞

文化財防災ネットワーク構築のための多様な課題について、各地の機関や専門家と随時連絡をとり、情報収集と討
論を通じて重要な指針を得ることに努める。また推進室主催の会議等へ各施設推進室併任者を参加させ、事業の進捗
と展開について理解を持たせることに努める。

＜実施の成果＞
広範な内容を持つ文化財防災の取り組みにおいて、臨機応変に各地の機関や専門家と連絡をとり情報収集に努める

ことは重要であり、効果的な作業を実施することができた。事業の実施に向けて機構全体が様々な状況についての共
通の認識を持つことは重要であり、これについても効果的な作業を実現した。
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●活動一覧
平成 30 年 4 月 10 日 奈良文化財研究所で文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 4 月 11 日˜13 日 推進室でアソシエイトフェロー研修会を開催※写真 204
平成 30 年 5 月 9 日 奈良文化財研究所で文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 5 月 21 日 奈良文化財研究所、国立民族学博物館、大阪市立自然史博物館、朝日新聞大阪本

社と文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 6 月 13 日 京都橘大学、京都国立博物館で文化財防災推進事業打合せおよび推進本部会議へ

の出席
平成 30 年 6 月 15 日˜17 日 高知城歴史博物館・高知市文化プラザかるぽーとで文化財保存修復学会公開シン

ポジウムおよび防災に関する情報収集
平成 30 年 6 月 16 日 東北大学災害科学国際研究所でシンポジウムへの参加
平成 30 年 6 月 26 日˜27 日 奈良国立博物館、京都国立博物館で文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 8 月 1 日˜2 日 京都国立博物館、国立民族学博物館、神戸大学と文化財防災ネットワーク推進事

業打合せ
平成 30 年 10 月 2 日 京都国立博物館、奈良大学、奈良文化財研究所、京都市文化課と、文化財防災ネッ

トワーク推進事業打合せ
平成 30 年 10 月 22 日˜23 日 京都国立博物館、朝日新聞大阪本社と、文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 10 月 26 日˜27 日 大宮ソニックシティで開催された建築士会大会での情報収集、国立民族学博物館、

けいはんなオープンイノベーションセンターで文化財防災ネットワーク推進事業
打合せ

平成 30 年 11 月 9 日 東京国立博物館、文化庁で文化財防災ネットワーク推進事業打合せ
平成 30 年 12 月 13 日˜14 日 京都国立博物館、九州国立博物館で文化財防災ネットワーク推進本部会議および

打合せ
平成 31 年 2 月 18 日 奈良文化財研究所でアソシエイトフェロー研究報告会の開催
平成 31 年 2 月 22 日 鎌倉歴史文化交流館で文化財防災体制に関する調査
平成 31 年 2 月 26 日˜28 日 東北大学で歴史文化資料保全コーディネーター講座への参加
平成 31 年 3 月 11 日˜12 日 奈良文化財研究所、奈良国立博物館、九州国立博物館で文化財防災ネットワーク

推進事業打合せ
平成 31 年 3 月 13 日˜14 日 陸上自衛隊、京都国立博物館で文化財防災ネットワーク推進事業打合せ

写真 204：アソシエイトフェロー研修会（平
成 30 年 4 月 11 日）

＜今後の課題＞
平成 30 年は各地で自然災害が発生したにもかかわらず、それによる文化財の被災状況と各地の団体・専門家によ

る救出・保全の取り組みに関する情報があまり円滑に推進室に届けられなかった。災害時の現地への視察を増やし、
直接当該地域で活動する人々に会って、現在必要とされている支援の体制についての調査をおこなうようにした。

歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体制の構築に関する研究（推進室）
＜概要＞

自然災害により歴史的建造物が被災した場合に、建造物そのものの保全を図ると同時に内部に所蔵される動産文化
財を一体的に救出・保全するための連携体制の構築を目的として、調査研究を実施する。

＜実施の内容と成果＞
自然災害により歴史的建造物が被災した場合、都道府県単位で建築の専門家によって組織されるヘリテージマネー

ジャーの活動により、被災状況の診断がおこなわれ、修理に向けた作業が開始されることに着目し、各地のヘリテー
ジマネージャーの取り組みについて、講習会への参加、聞き取り調査等により情報を収集した。



315

動産文化財を主たる対象とする本事業として、歴史的建造物に所在する美術工芸品をはじめとする動産文化財の救
出・保全をヘリテージマネージャーの活動と一体となって進めたいとする意図が認められ、今年度ヘリテージマネー
ジャー講習で使用される教材に「美術工芸品をはじめとする動産文化財の調査とレスキュー」という項目が加えられ、
テキストを執筆・掲載した。その教材を初めて使用した福岡県のヘリテージマネージャースキルアップ講習が実施さ
れた。

そのほか、立命館大学ユネスコチェア国際研修に参加し、歴史的建造物・歴史都市を中心とした文化遺産防災の理
論と実践の国際研修に参加し、国際標準の方法論に関する知見を得た。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 5 日 長野県立歴史館で地域内における建造物・動産文化財保全の状況調査
平成 30 年 7 月˜12 月 千葉県ヘリテージマネージャー講習会に参加
平成 30 年 8 月 23 日 信州大学工学部で地域内における建造物・動産文化財保全の状況調査
平成 30 年 9 月 立命館大学ユネスコチェア国際研修に参加
平成 30 年 10 月 6 日 歴史的建造物の活用による地方創生シンポジウムに参加
平成 31 年 2 月 2 日 ひょうごヘリテージアドバンス講習会に参加
平成 31 年 3 月 9 日 福岡県ヘリテージマネージャースキルアップ講習に参加
その他 ヘリテージマネージャー講習で使用される教材に「美術工芸品をはじめとする動

産文化財の調査とレスキュー」という題で執筆・掲載した。

＜今後の課題＞
通常、建築の専門家は外観および構造上歴史的価値があると思われる建造物の保全を、災害時には被災状況の診断

をおこなうため、歴史的建造物に所在する動産文化財については専門外であると同時に意識も低い。地域の文化財を
保全するには平常時からどのような文化財が存在しているのかを知っている必要がある。今年度執筆したテキストは
その概念を示したものでしかなく、今後は実際に歴史的建造物にどのような動産文化財があるのか、災害時にそれら
はどのように保全されなければいけないのかについて、単なる座学ではなく実際の現場で示すなど、一層の工夫をお
こなう必要がある。

阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分析研究（東文研）
＜概要＞

災害時に必要な手続きや資材、人材について把握し、将来、地震の規模や立地、被害の性格によって初動体制をシ
ミュレートするために、性格の異なる震災の初動体制の記録を整理し、基礎情報を収集し、解析を進める。

＜実施の内容と成果＞
東日本大震災のレスキュー事業の震災記録（日報）から旅費の概算をおこない、東京文化財研究所においてレス

キュー事業に関する旅費を算出したことで段階ごとの旅費の概算と県ごとのレスキュー作業人数が可視化された。ま
た、熊本地震の震災記録（日報）から活動内容概要を期間別に集計しχ二乗検定をおこなって時期ごとの作業内容の
差異が明らかになり、斜交回転法であるプロマックス回転でレスキュー活動の因子を分析したことで、活動の特性を
把握することができた。この分析により、東日本大震災と熊本地震のレスキュー活動に共通した傾向とそれぞれの独
自性を確認できた。

●活動一覧
平成 30 年 4 月 東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会の資料確認
平成 30 年 5 月 東日本大震災レスキュー事業に関する東文研文書の探索と複写・整理
平成 30 年 6 月˜8 月 上記のうち旅費に関する情報の入力整理
平成 30 年 9 月˜11 月 上記資料と日報との照合、作業者数、経費情報の Excel への入力
平成 30 年 12 月 18 日 公立はこだて未来大学�村井源准教授を招聘し資料の確認と意見交換
平成 31 年 2 月 19 日 奈良文化財研究所で村井准教授による熊本地震の震災記録の整理・分析について

の成果発表、今後の震災記録の整理・分析についての意見交換を実施
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＜今後の課題＞
阪神・淡路大震災の救援委員会の記録の整理が急務である。FAX で送信された感熱紙による記録は、時間の経過

により文字が薄くなってきているところもあり、早急にデジタル化の必要がある。このような記録はスキャンして、
文字を翻刻したうえで分析を実施する。

来るべき大規模災害への備えとして、東日本大震災のレスキューに関する情報を活用する必要がある。そこで、国
土交通省が公開している GIS データ「国土数値情報」の展示施設に関する情報を利用し、東日本大震災時のレスキュー
実施先、浸水範囲等の情報を用いて地震の規模や立地、被害の性質によって初動体制等をシミュレートするための基
礎情報を収集し、解析を進める。

活動キ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管方法、安定化処置・修復方法等に関する調査研究

カンバス画・漆器の安定化処置方法に関する研究（東博）
＜概要＞

美術品の安定化処置方法に関する研究を目的に、アメリカ・スミソニアン研究所等との研究交流や美術作品に対し
て水を使用する処置方法について研究を実施する。

＜実施の内容と成果＞
津波被害を受けた文化財の安定化処置の中で、水に対して敏感な美術品の処置方法は困難を極めている。
平成 25 年度から岩手県より東博が受託している事業においてカンバス画・漆作品の安定化処理方法の開発を進め

ているが、これまで海藻成分のゲル剤を用いた処置、浸水法、湿布法等をおこなっており、作品によっては脱塩効果
が見られたものもある。ところが、水を大量に使用するこれまでの方法で、カンバス画や漆工品の基底材や塗膜にど
のように影響していくかは、処置直後には判断できない。

処置する文化財に対して、塩素濃度の低下という目先の数値目標もさることながら、水を使った処置で作品がどの
程度伸縮し、それが作品の保存状態にどう影響するか、安定化処置の技術開発と同時並行で長期的な影響を把握もし
くは予想していく必要がある。

当該研究は物質がどの程度の伸縮度であったら文化財としての安全が担保できるのか、世界的な研究発表の基本的
調査から始まり、その中で、文化財が環境の変化でどのような挙動を示すかについて長年研究してきたスミソニアン
研究所の Mecklenberg�博士に直接本研究の経緯について講演で伝え、問題点や課題等について検討する交流の場を
持つことができた。同博士からはまとまった関連論文資料を提供いただいたため、処置のための実験に関わる目標の
数値、サンプル作製に関する基礎的データを得ることができた。※写真 205,�206

写真 205：スミソニアン研究所での研究発
表（平成 10 月 22 日）

写真 206：Mecklenberg 博士のレクチャー
（平成 30 年 10 月 22 日）

＜今後の課題＞
美術品に水を用いた安定化処置をおこなうことは世界的にも画期的な処置技術であると同時に、作品にとって極め

て危険な処置でもある。これを受け、検証すべき事柄も多く、実験も膨大になっていく。結果をもとに、文化財への
処置へと応用・公表し、常に関連の研究者との意見交換の場を作っていく必要がある。
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けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用に関する調査研究（京博）
＜概要＞

被災文化財等の一時保管における体制整備に関する調査・研究を目的として、京都府内に位置するけいはんなオー
プンイノベーションセンター（以下、「KICK」）内の二つの収蔵庫を京都府より借り受け、非常災害時に活用できる
防災対応収蔵庫の整備・維持管理および試験運用を実施した。

＜実施の内容と成果＞
試験運用の一環として、平成 29 年度に建仁寺塔頭両足院（京都市）が所有する収蔵庫の緊急改修にともない、内

部に収蔵された文化財を安全な場所へ一時的に移動する必要が生じ、文化財の一部を試験的に受託していたが、両足
院の収蔵庫改修作業の終了にともない、平成 31 年 2 月 22 日に受託文化財のすべてを KICK 収蔵庫から搬出し、両
足院収蔵庫への搬入を完了した。

●活動一覧
平成 30 年 11 月 7 日 落下防止ネット設置作業※写真 207
平成 31 年 2 月 22 日 両足院文化財の返却作業※写真 208,�209
平成 31 年 2 月 28 日 KICK 収蔵庫内の付着菌および浮遊菌調査
通年 外部委託による KICK 収蔵庫の環境管理（温湿度管理、空調機の点検等）

KICK 収蔵庫内の昆虫類モニタリング調査

写真 207：落下防止ネットの設置作業
（平成 30 年 11 月 7 日）

写真 208：�KICK 収蔵庫からの両足院受託
品搬出作業（平成 31 年 2 月 22 日）

写真 209：KICK 収蔵庫からの両足院受託
品搬出作業（平成 31 年 2 月 22 日）

＜今後の課題＞
文化財の防災対応受託から一時保管、受託者への返却までの流れを実際に経験したことにより、災害時に備え、常

に文化財等の保管環境としての機能を維持することや、使用後の環境変化の現状復帰などが課題として明らかとなっ
たことから、引き続き安定した保管環境の維持に取り組む。また、防災対応収蔵庫としての役割を担うための包括的
な研究を引き続きおこなう。

水損資料の処置方法と臭気発生の関係に関する研究（東文研）
＜概要＞

津波被災紙資料の処置法の改善を目的に、岩手県立博物館仮設陸前高田市立博物館被災文化財等保存修復施設にお
いて、安定化処置の処置水のサンプリングを送ってもらい生菌数を計数する。また安定化処置に必要な日数を最適化
することを目的に、様々な種類の紙の水ポテンシャルを計測する。

＜実施の内容と成果＞
細菌数を依頼分析で計数したところほとんど発生していないことが確認され、同サンプルを所内で計数したところ

同様の傾向がみられた。昨年度と比べて細菌数が大幅に減少している傾向がわかった。
処置水から分離され同定した細菌 5 種はすべて非発酵性グラム陰性桿菌であり自然界に広く分布している。Delfia 

lacustrisは湖水からの分離例がある。Methylobacterium fujisawaenseは水や土壌、腐食した銅管からの分離例がある。
※写真 210

Stenotrophomonas maltophilia は臨床材料から分離される他、水、牛乳、冷凍食品等からの分離例、またヒトの日
和見感染症の原因菌となる株も知られている。Acinetobacter ursingii 臨床およびクリーンルームからの分離例があ
る。湖水などに由来する一般環境の細菌種が分離されている。Sphingomonas sanguinis は血液からの分離例がある。
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いずれの分離例も津波で被災した資料に付着した可能性が高いが処置作業中に混入している可能性も明確になった。
※写真 211

水ポテンシャルを 1 時間、3 時間、1 日、3 日とそれぞれの種類の紙において測定をしたが水分特性の時間による
差は大きくないが、古い海外の洋紙は古い日本の洋紙に比べ水分保持能力が低いことがわかった。塩化物イオン濃度
に関する既往の研究データ等を鑑みると 3 時間程度含侵すれば十分であるとわかった。ジェランガムについては作成
工程の段階での混ぜ方に問題があることを確認し解決した。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 6 日˜6 月 9 日 岩手県立博物館での処置水サンプルを冷凍で受け取る
平成 30 年 6 月 19 日˜6 月 22 日 岩手県立博物館での処置水サンプルを冷凍で受け取る
平成 30 年 7 月 18 日˜21 日 岩手県立博物館での処置水サンプルを冷凍で受け取る
平成 30 年 8 月 ジェランガムを利用した脱塩方法の改良についての相談を受ける
平 成 30 年 11 月 5 日,12 日,26 日,12
月 7 日

一般細菌数を食品分析センターに依頼分析

平成 30 年 12 月 21 日 細菌の同定を食品分析センターに依頼分析

写真 210：
Methylobacterium fujisawaense の 形 態 の
一例

写真 211：細菌数を数えるため希釈液を培
地に接種する

＜今後の課題＞
今年度これまでの研究成果を反映することで安定化処置において大きな問題が発生しなく、これまでの問題は収束

に向かっていると考えられる。

水損資料の安定化処置および修復方法に関する研究（奈文研）
＜概要＞

大規模災害時の津波などによって発生する海水損資料では、資料内部に含まれる塩の影響から、資料中の水分を風
乾などで容易に除去することができず、また、資料内部の塩が析出する際に発する応力によって材料表面の劣化が著
しく進行することが懸念される。したがって、一般に海水損資料に対しては、修理に先立って内部の塩を除去するこ
とが不可欠である。平成 30 年度は脱塩材料としてパルプおよび粘土に着目し、これらを用いた効果的な脱塩方法の
開発に向けた基礎研究を実施する。

＜実施の内容と成果＞
セロファンを介してパルプを貼付する場合、パルプ中にスクロースやトレハロースなどの糖の溶液を含ませること

で、一定の浸透圧が発生し、材料内部から塩溶液を効果的に抽出し得ることが示唆された。また、セロファンを通過
して材料側へ溶質が移動することを抑制するため、糖類よりも巨大な分子である水溶性デンプンを用いた実験では、
溶解度が小さいことから発生する浸透圧が小さく、したがって脱塩の効果では糖類の方が勝ることが明らかとなった。

粘土鉱物としてハロイサイトとカオリナイトをもちいて脱塩実験を実施した場合、前者は透水性状が極めて低いこ
とから、脱塩材料としては不適であることが示唆された。

カオリナイトを用いた脱塩実験では、材料内部からの塩移動が生じている様子が確認された。一方で、ハロイサイ
トと比較して透水性状が高いものの、カオリナイトも透水性状が低いことから、ハロイサイト膜厚が一定の厚さを超
えた場合、透水抵抗が大きくなることで脱塩効率が低下することが明らかとなった。
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●活動一覧
平成 30 年 4 月,5 月 フェイシング材料としてのパルプの寸法安定性を向上する溶質の評価。
平成 30 年 6 月˜ セロファンを介してパルプをマウントすることで、効果的に材料内部の塩溶液を

パルプ側へ抽出する手法の検討。効果的な塩溶液移動実現のため、強い浸透圧を
発現し、かつセロファンを介して材料側への移動が抑制される溶質として、糖類
および水溶性デンプンなどの高分子材料について脱塩効率の比較検討をおこなっ
た。

平成 30 年 11 月˜ パルプとは別に、分子表面に溶質を吸着することで大きな浸透圧を発現し得る粘
土鉱物を用いた脱塩方法について検討した。

＜今後の課題＞
今後は実践的な脱塩方法の開発をめざし、粘土鉱物の膜厚など脱塩の最適条件について検討する。

活動ク：文化財の展示・収蔵の安全対策に関する調査研究

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究（東博）
＜概要＞

博物館・美術館における文化財の展示・収蔵の安全対策に関して、今後の災害発生に備えた具体的方策を検討する
ために、その現況と課題について調査・分析をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
実施の結果は下記の通り。

Ａ）支持具に関する調査
展示作品の条件（形状、材質、状態など）に応じて、どのように支持具が作製・使用されているのか、調査を実施

した。地震などに対する安全対策を念頭に置き、専門の学芸員と製造業者が協議を重ねながら設計・製造している事
例を確認した。

●活動一覧
平成 30 年 5 月 14 日 東京国立博物館で東洋考古作品の支持具製作にともなう採寸、調査
平成 30 年 5 月 18 日 東京国立博物館で東洋陶磁作品の支持具製作にともなう採寸、調査※写真 212
平成 30 年 6 月 28 日 東京国立博物館で新規製作にともなう衣桁の確認、調査
平成 30 年 7 月 31 日 東京国立博物館で支持具改善に向けた埴輪重量計測および採寸※写真 213

写真 212：東洋陶磁作品の支持具製作に伴
う採寸、調査（平成 30 年 5 月 18 日）

写真 213：支持具改善に向けた埴輪重量計
測および採寸（平成 30 年 7 月 31 日）

Ｂ）設備に関する調査（製品および技術に関する調査）
展示ケース・展示用品・免震装置などの製造会社に対してヒアリング調査を実施し、現在流通している製品の仕様

や技術について、情報収集することができた。また、実際に展示ケースを製造している工場を視察し、その安全設計
や品質管理の現況について把握することができた。さらに、展示ケースの安全対策に関連して、国内外における工程
管理・品質面での課題、仮設展示ケースの設計・製造における要点などについても、確認することができた。
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●活動一覧
平成 30 年 4 月 24 日 東京国立博物館で展示ケース製造会社（金剛株式会社、GLASBAU�HAHN�

JAPAN）と協議
平成 30 年 6 月 19 日 GLASBAU�HAHN�GMBH（フランクフルト）で製造工場視察・調査※写真 214
平成 30 年 6 月 21 日 パリ日本文化会館で展示ケースに関する協議※写真 215
平成 30 年 6 月 17 日 文化財保存修復学会第 40 回大会（高知）で展示用品製造会社（タキヤ株式会社、

金剛株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 7 月 20 日 ミュージアム設備機器展（東京ビックサイト）で免震装置製造会社（株式会社エー

エス、THK 株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 7 月 27 日 東京国立博物館で免震装置製造会社（THK 株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 8 月 2 日 東京国立博物館で展示用品製造会社（タキヤ株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 11 月 30 日 国立アイヌ民族博物館設立準備室で新設博物館における設備の安全対策調査
平成 30 年 12 月 14 日 東京国立博物館で新設博物館における設備の安全対策調査※写真 216
平成 31 年 1 月 22 日 東京国立博物館で免震装置製造会社（株式会社不二越）へのヒアリング
平成 31 年 2 月 8 日 震災対策技術展（パシフィコ横浜）で免震装置製造会社（ヤクモ株式会社）への

ヒアリング

写真 214：フランクフルトでの製造工場視
察・調査（平成 30 年 6 月 19 日）

写真 215：パリ日本文化館での展示ケース
に関する協議（平成 30 年 6 月 21 日）

写真 216：新設博物館における設備の安全
対策調査（平成 30 年 12 月 14 日）

Ｃ）展示作業および手法に関する調査
梱包・輸送から展示に至るまでの安全対策について調査し、学芸員・作業員等の展示手法に関する技術およびその

課題について確認することができた。また、東京都内の区立博物館においても、展示の安全対策について視察をおこ
ない、現況を把握することができた。

●活動一覧
平成 30 年 9 月 21 日 東京国立博物館で梱包・輸送に関する調査
平成 30 年 10 月 8 日 パリ日本文化会館で展示作業および手法に関する調査※写真 217
平成 31 年 1 月 30 日 港区立郷土歴史館、中野区立歴史民俗資料館で展示手法に関する調査

写真 217：パリ日本文化館での展示作業お
よび手法に関する調査（平成 30 年 10 月 8
日）
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Ｄ）収蔵空間における安全対策の調査
博物館施設内の収蔵庫を調査し、基本的な安全対策の仕様を分類および整理することができた。

●活動一覧
平成 30 年 8 月 1 日 東京国立博物館で収蔵庫における安全対策の調査
平成 30 年 10 月 24 日 東京国立博物館で収蔵庫における安全対策の調査
平成 31 年 2 月 28 日 兵庫県立美術館で収蔵庫における安全対策の調査

Ｅ）被災事例に関する情報収集
北海道胆振東部地震による博物館被害とその後の対応等について調査し、地震による直接的な落下・破損被害が日

胆地区を中心に多く発生していたことを確認した。また、最も被害が大きかった厚真町において、展示・収蔵施設や
資料の被害状況、応急的に実施した安全対策の状況について調査し、地方公共団体の文化財施設が抱える安全対策上
の課題について明らかにすることができた。地震による直接的な被害のみならず、停電や漏水による被害など、二次
的な被害が発生した点についても、確認することができた。

●活動一覧
平成 30 年 10 月 26 日 北海道博物館で北海道胆振東部地震による被害について情報収集
平成 30 年 11 月 29 日 厚真町軽舞遺跡調査整理事務所などで北海道胆振東部地震による被害の調査

＜今後の課題＞
支持具・展示ケース・その他関連設備などを導入する際、そして展示・収蔵をおこなう際、その安全設計や仕様な

どの判断基準は、学芸員等の経験に依存しているところが大きい。また、博物館・美術館の立地条件等によって自然
災害リスクに差異があるため、安全対策を考える際にはその点を考慮する必要がある。このような現状を踏まえると、
立地条件等に応じた安全対策に関する推奨仕様が潜在的ニーズとして考えられ、今後はその策定に向けた基礎調査が
課題となる。具体的には、国内外の博物館・美術館が災害リスクに対して、現在どのような対応策を講じているのか
を調査・分類し、推奨仕様を策定するための要素の抽出が必要である。

社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究（京博）
＜概要＞

立体作品に関する免震台の適切な活用、転倒防止対策等の防災対策に関する調査研究を目的とし、立体作品の安定
性に関する実験を実施する。

＜実施の内容と成果＞
立体作品と免震台の適切な活用、転倒防止対策に関する調査・研究として、京都市消防局の協力により起震車を使

用して実験を実施した。
立体作品としては、木造十大弟子立像（京博蔵・高さ 55cm）の 3 次元データを利用し、模刻（桧材）を作成し、

振動実験をおこなった。実験は免震台設置の有無、摸刻の重心位置を変えた場合など、入力震度を変えながら、13
パターン実施した。3 次元振動計を模刻・十大弟子立像 2 箇所、免震台上面 1 箇所、起震車床面 1 箇所に設置し、計
測をおこなった。今回の立体作品を用いた振動実験では、阪神淡路大震災クラス（震度 6 強）に加え、震度 2 ～震度
5 強までの揺れを再現した。震度 5 弱まで模刻・十大弟子立像は転倒しなかったが、5 強では容易に転倒するなど、
さまざまな条件下における転倒の様子を動画や振動計など複数の手段で記録することができた。

また、実際の運用に関する聞き取り調査として、社寺等における文化財の災害時の安全対策に関する研究の一環と
して、清浄華院における文化財の安全対策に関する聞き取り調査を実施した。過去の地震被害、風雨による被害状況
などを記録することができた。

さらに、落下防止用資材の強度試験として、KICK で使用している落下防止用ベルトおよび金具の強度試験を実施
した。マジックテープが約 20kg の荷重で剥がれる点、金具は粘りがあり切断の恐れが低い材質である点を明らかに
することができた。



322

●活動一覧
平成 30 年 9 月 11 日 清浄華院聞き取り調査実施
平成 30 年 11 月 26 日 第 1 回計測実験（予備調査）※写真 218
平成 31 年 3 月 4 日 第 2 回計測実験※写真 219
平成 31 年 3 月 8 日 落下防止資材の強度試験

写真 218：起震車を利用した実験（平成 30
年 11 月 26 日）

写真 219：起震車を利用した模刻・十大弟
子立像を用いた計測実験（平成 31 年 3 月
4 日）

＜今後の課題＞
振動実験の結果から、低重心化の重要性、免震台の運用方法や落下防止資材の強度に関する課題が明らかとなった。

今後は、転倒防止対策として、重心位置の簡易計測方法に関する研究、立体作品を低重心化するための手法について、
研究調査を継続的に進める必要がある。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動ケ：�文化財防災ネットワーク推進事業の活動に関する情報発信のための出版およびシンポジウ

ム等の開催

ウェブサイト、パンフレット等情報公開（推進室）
＜概要＞

文化財防災ネットワーク推進事業を広く一般に普及するため、推進事業パンフレットの刷新と、「文化財防災ネッ
トワーク」ウェブサイトの情報更新などをおこなう（※詳細は3 -1.「文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイ
ト「文化財防災ネットワーク」による情報公開」を参照→ p.471）。

＜実施の内容と成果＞
推進事業パンフレットは随時更新が必要なものであり、今年度は事業内容の追加、活動実績の情報を更新、活動写

真の変更をおこなった。今回は約 2,000 部を制作し、参画団体の会合や地域連携の活動、地方公共団体文化財担当者
に対する研修、推進事業シンポジウムなどで配布し活用した。

印刷物は事業への信頼性を深め、連携促進の活動にも大きく貢献をしている。「文化財防災ネットワーク」ウェブ
サイトは、サーバ利用統計によると、前年度に比べてウェブサイトへのアクセス数が 68,165 件（584,840 件→ 653,005
件）、訪問者数が 10,085 人（75,375 人→ 85,460 人）の増加に加え、大規模自然災害が発生した翌日以降はアクセス数
が上昇する傾向がみられた。

●活動一覧
平成 30 年 9 月˜10 月 推進事業の活動を広く社会に啓発するため、日本語版推進事業パンフレットの内

容を最新の情報に改訂し、文化財関連団体や地方公共団体に配布した。また、英
語版パンフレット更新のための翻訳に着手。

平成 31 年 1 月˜3 月 文化財防災ネットワーク推進事業の活動情報を発信するため、掲載情報を随時更
新した。掲載内容の見やすさを改善するため、日本語版ウェブサイトの改訂制作
をおこなった。改訂版制作では、刷新した推進事業パンフレットに合わせて、事
業紹介ページの内容を追加、各施設の活動内容の可視化を図り、被災情報・情報
提供を求めるページを新設した。

＜今後の課題＞
本年度に制作した日本語版パンフレットに準じて、英語版パンフレットの改訂版制作をおこない、海外への情報発

信を進める。「文化財防災ネットワーク」ウェブサイトにおいては、大規模災害発生時の翌日以降アクセス数が上昇
するのは、多くの人たちが情報を求めている現れであり、その要望に応える内容をアップしていく必要がある。情報
セキュリティ強化に合わせて、データ通信を暗号化するシステム改修（FTPS 化）をおこなう。

被災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開（推進室）
＜概要＞

自然災害等によって被災した文化財の救出・保全活動等の動画による記録方法を確立し、今後の防災対策に活用す
るため、地震災害・水害を想定した木材を主とする被災民俗資料の応急処置に関するマニュアル動画『文化財防災マ
ニュアル　民俗資料のクリーニング処置例　〈地震災害〉・〈水害〉編』を制作、DVD 化（日本語版のみ）、WEB 上
に公開（日本語版・英語版）する（※詳細は3 -2.「被災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開」を参照
→ p.472）。

＜実施の内容と成果＞
動画の制作にあたっては、各団体および専門家と協議を重ねた上で、専門的な技術を要さず、かつ早急な処置が必

要なものを対象としており、当マニュアルが広く普及することで被災民俗資料の応急処置が可能となることを目的と
した。あわせてこの動画については、緊急時に簡便に持ち運びができ、参照しやすいよう小冊子（ハンドブック）を
編集した。

地域に所在する民俗資料は数が膨大にあり、応急処置をおこなうための人手不足が問題となっている。これまでの
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被災民俗資料については、民俗学教授をはじめとする学生らが応急処置をおこなうことがある一方で、その処置にか
かるマニュアルはなかった。今回、当動画の日本語版を DVD 化し、関連団体へ頒布した他、日本語版・英語版とも
に HP や動画共有サイトで一般公開できるようにした。今後、地方公共団体の文化財担当者を対象とした研修や、啓
発活動で使用することができるようになった。

●活動一覧
平成 30 年 4 月˜ 動画シナリオの作成
平成 30 年 9 月˜ 監修者による動画シナリオのチェックおよび指導
平成 30 年 12 月 国立民族学博物館で撮影※写真 220,�221
平成 31 年 1 月 動画の編集作業
平成 31 年 3 月 DVD およびハンドブックの納品

写真 220：撮影打合せ（平成 30 年 12 月 3 日） 写真 221：撮影（平成 30 年 12 月 4 日）

＜今後の課題＞
民俗資料は多様な素材によって製作されており、被災後の処置方法が異なる場合がある。今回の動画はその処置方

法の一部を示したものであり、さらに多様な文化財に関する応急処置の動画を作成していく必要がある。来年度は、
自然史資料などの被災資料を応急処置する方法についての動画制作を考えている。

文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジウム（推進室）
＜概要＞

文化財防災ネットワーク推進事業の活動に関する情報発信のための出版およびシンポジウム等を開催する（※詳細
は3 -3.「文化財防災に関するシンポジウム・講演会等」を参照→ p.473）。

＜実施の内容と成果＞
推進事業の 5 年間の取り組みを紹介し、今後の活動の方向性に関して広く一般に理解していただくためのシンポジ

ウムを開催した。地域防災の考え方、地域の取り組み、地域にとっての文化財の意味と文化財が未来に果たす役割と
いうテーマで、各分野の専門家に依頼し、ご講演いただいた。講演後におこなったアンケート集計の結果、「文化財
防災ネットワーク推進事業」を以前より知る参加者が半数を超えており、日常の事業成果が見られた。シンポジウム
のテーマや内容については多くが満足したという評価がみられた。※写真 222,�223 ※刊行物

写真 222：シンポジウム（平成 31 年 2 月
10 日）

写真 223：シンポジウム（平成 30 年 2 月
10 日）

＜今後の課題＞
集客数が想定より少なかった。これは一般市民への広報の時期が遅れたためと考えられるため、今後改善したい。
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文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催（京博）
＜概要＞
「文化財の保存と修理」をテーマとしたシンポジウムを開催し、文化財を未来へと継承するための取り組みについ

て地域市民へ広く普及を図る（※詳細は3 -3.「文化財防災に関するシンポジウム・講演会等」を参照→ p.474）。

＜実施の内容と成果＞
当館の大原より研究者から見る文化財修理の必要性について講演をおこない、国宝修理装潢師連盟の山本氏より技

術者の視点から絵画と書跡の修理の現場についてご講演いただいた。また、文化財修理を継続して実施する重要性を
示す貴重な事例の一つとして、名古屋城の修理と保存の歴史について、名古屋市秀吉清正記念館の朝日氏にご講演い
ただいた。※写真 224,�225 ※刊行物

シンポジウムの開催に合わせ、テーマに即した実際的な文化財修理の事例として、「仏涅槃図」（京都国立博物館蔵）
を取り上げ、修理前後の比較、修理の工程について分かりやすく解説を加えたパネルを展示した。

平成 30 年度で 4 回目を迎えたシンポジウムの参加者数は、年々増加している。今年度は、広報手段改善の一つと
して駅貼り広告の数を増やした結果、昨年度に比べ参加者数が増加し、会場はほぼ満員となった。さらに、来場者ア
ンケートではシンポジウムの内容、パネル展示に関して八割以上の参加者から「とても良い／良い」の評価を得た。
さらに、前年度より継続してシンポジウムを聴講している参加者もおり、来年度以降もシンポジウムの開催を希望す
る意見も見られた。

写真 224：山本記子氏（国宝修理装潢師連
盟）による講演（平成 31 年 2 月 10 日）

写真 225：朝日美砂子氏（名古屋市秀吉清
正記念館）による講演（平成 31 年 2 月 10
日）

＜今後の課題＞
文化財防災の取り組みについて広く周知し、市民から理解を得るためには、継続的なシンポジウムの開催が望まれ

る。また、地域社会の文化財防災への意識を高めるために、より効果的なテーマ設定や内容について検討をおこなう。

活動コ：文化財の防災に関する研修等の企画実施

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する普及・啓発（東博）
＜概要＞

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する普及・啓発の方策を検討することを目的として、展示用品
や免震装置の製造会社、美術品輸送会社の担当者を招へいした上で研究協議会を開催し、最新事例や今後の展望につ
いて情報共有・協議を実施する。また、それに先立ち平成 30 年 6 月から 11 月にかけて、関係企業へのヒアリングを
実施しており、一部の実施内容は事業「博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究」の中で実施さ
れた。

＜実施の内容と成果＞
平成 31 年 2 月 26 日（火）「博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第 1 回）」を東京

国立博物館�平成館小講堂で開催し、計 27 名が参加した。参加者の内訳は、設備メーカー：8 社／ 16 名、美術品輸
送会社：3 社／ 5 名、その他研究者：5 施設／ 6 名（国立文化財機構内）であった。

第一部では、4 社（コクヨ株式会社、タキヤ株式会社、THK 株式会社、日本通運株式会社）から博物館・美術館
における展示・収蔵の安全対策に関してご講演を賜り、その内容を受けて、第二部では他のすべての参加企業からも
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最新事例や課題についてご報告いただいた。このような趣旨の研究協議会は前例がなく、安全対策の現況および課題
について会場全体で共有しながら、普及・啓発の気運を高める、非常に有意義な機会となった。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 17 日 文化財保存修復学会第 40 回大会（高知）で展示用品製造会社（タキヤ株式会社、

金剛株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 7 月 20 日 ミュージアム設備機器展（東京ビッグサイト）で免震装置製造会社（株式会社エー

エス、THK 株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 7 月 27 日 東京国立博物館で免震装置製造会社（THK 株式会社）へのヒアリング
平成 30 年 8 月 2 日 東京国立博物館で展示用品製造会社（タキヤ株式会社）へのヒアリング
※以上は、事業「博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究」で実施
平成 30 年 11 月 28 日 ミュージアム・メッセ�2018�in�トーハク（東京国立博物館）で展示用品製造会社

（コクヨ株式会社、株式会社オカムラ）へのヒアリング
平成 31 年 1 月 31 日 東京国立博物館で事例報告者（コクヨ株式会社）との事前打合せ
平成 31 年 2 月 4 日 THK 株式会社本社で事例報告者（THK 株式会社）との事前打合せ
平成 31 年 2 月 26 日 東京国立博物館で「博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究

協議会」開催※写真 226,�227 ※資料 61

写真 226：「博物館・美術館における展示・
収蔵の安全対策に関する研究協議会」開会
あいさつ（平成 31 年 2 月 26 日）

写真 227：「博物館・美術館における展示・
収蔵の安全対策に関する研究協議会」全体
協議（平成 31 年 2 月 26 日）

＜今後の課題＞
各企業において、安全対策に資するような技術開発や事例の蓄積を確認したが、博物館・美術館の学芸員などへの

情報提供、普及・啓発の機会は不足していると考えられる。また同時に、学芸員などの異動・離退職にともなう、技
術や情報の継承に関する課題も指摘された。今後は、継続的な普及・啓発の機会が必要になると考えられる。また現
在、国内において、安全対策に関する設備仕様やその運用における具体的な指針などが示されておらず、この点につ
いても引き続き関係機関と協議を継続する必要がある。

文化財レスキュー市民サポーター養成講座【熊本】（九博）
＜概要＞

本事業では、平成 27 年度から始まった「地域の文化財等防災構築のためのモデル策定事業」（P.71）で培ったノウ
ハウを活かし、「文化財レスキュー市民サポーター養成講座」に関連する作業に対し、専門家を講師として派遣する
ことを中心に支援をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
平成 28 年熊本地震で被災し文化財レスキュー事業により救出した文化財について、熊本県ではクリーニング・台

帳作成などの整理作業を継続して進めている。さらに、熊本県はこの作業について市民の支援を得ることを目的とし
て平成 29 年度より「文化財レスキュー市民サポーター養成講座」を開始した。このような文化財保護活動の経験を
とおして、参加者である市民に文化財への理解を深め、地域における文化財保護の意識啓発をはかった。

本活動として熊本県が主催する熊本地震にかかる救出資料整理会に美術工芸（金属）の専門家を派遣し、甲冑類の
整理作業を進める支援をおこなうことができた。

●活動一覧



327

平成 30 年 11 月 22 日 熊本県博物館ネットワークセンターで「熊本県被災文化財レスキュー事業」にか
かる救出資料整理会参加※写真 228,�229,�230

写真 228：熊本県博物館ネットワークセン
ターでの救出資料整理会（平成 30 年 11 月
22 日）

写真 229：熊本県博物館ネットワークセン
ターでの救出資料整理会（平成 30 年 11 月
22 日）

写真 230：熊本県博物館ネットワークセン
ターでの救出資料整理会（平成 30 年 11 月
22 日）

＜今後の課題＞
熊本県によって救出資料の整理作業は継続しておこなわれているが、サポーターだけでは作業が難しく、専門家に

よる指導等を必要とするものは多くある。県からの要請に応じて、これからも可能な限りの支援をおこなっていきた
い。

文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】（東文研）
＜概要＞

博物館等における日常の危機管理、自然災害リスクの把握（ハザードマップ）、国内外のマニュアル、環境管理・
モニタリングの実践と経験を、災害時における被災資料保全のための環境整備に繋げ、京都府全体のネットワーク作
りに役立てるという目的で、主に京都府内の行政担当者、学芸員を対象とした研修会を開催する。

＜実施の内容と成果＞
災害によって通常の設備による環境管理が不十分となった場合に備えるための、平常時の環境モニタリングによる

リスクの顕在化について、理解を深めることができた。また、参加者はすべて、京都府内の行政担当者と学芸員であ
り、地域の中核的存在として防災への意識向上に資することができた。加えて、参加者同士の交流の時間を設けるこ
とでネットワーク作りや情報交換ができ参加者の満足度を上げることができた。そのほか、各地の具体的な事例を聞
くことで今後の館の管理にも役立てることができるなど建設的な参加者の意見が多くみられ、アンケートの結果
94％（アンケート回収率 71％）の参加者にとって本研究会が有意義であった。

●活動一覧
平成 30 年 12 月 3 日 京都市役所および京都府庁で研修内容検討のための防災体制等の聞き取り調査を

実施
平成 31 年 2 月 27 日 京都国立博物館で平成 30 年度文化財防災ネットワーク事業研修会「水害に備え

る」を開催※写真 231,�232 ※資料 62
平成 31 年 3 月 13 日 岩手県立博物館で平成 30 年度防災研修の情報共有と今後の防災研修への希望に

関する聞き取り調査を実施
平成 31 年 3 月 14 日˜15 日 東北芸術工科大学で平成 30 年度防災研修の情報共有と今後の防災研修への希望

に関する聞き取り調査を実施

写真 231：研修会「水害に備える」会場（平
成 31 年 2 月 27 日）

写真 2302：研修会「水害に備える」講義（平
成 31 年 2 月 27 日）
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＜今後の課題＞
今回の京都における研修によって得られた知見を活かし情報共有をし、他の地域への展開、環境管理設備の整わな

い一時保管施設の整備への応用を図り、次年度以降の研修内容を検討したい。
文化財防災に関する研修【地方公共団体担当者等】（奈文研）
＜概要＞

平常時における防災・減災の取り組みの普及と、被災した文化財等をレスキューするための体制整備や様々な技術
を普及するため、地方公共団体の文化財等担当者、博物館・美術館等の学芸員を対象とした研修を実施する。

＜実施の内容と成果＞
平成 30 年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて、奈良文化財研究所で文化財等防災ネットワーク研修を開催した。※

写真 233,�234,�235
1 日目は「文化財の防災ネットワーク構築とレスキュースキーム、文化財防災と地域防災計画」「水損紙資料の微

生物被害と応急処置」「被災した民俗資料の応急処置」の講義、2 日目は水損紙資料のレスキューのための資料の水
洗と乾燥、ドライクリーニング、水損書籍の対処等の実習と全体ディスカッションを実施した。また、研修当日の受
講生からの要望に基づき、水損紙資料の冷凍前の処置について説明をおこなった。

防災・減災の取り組みの普及と、レスキューのための体制整備や技術の普及、という二つの視点から研修をおこな
い、受講者に両方の習得を促すとともに、受講者が他機関や他地域の情報を得る場にもできたことは意義深い。受講
者からは「たくさんの内容をコンパクトにまとめてあり、たいへん充実した研修であったと思う。とても勉強になっ
た。」「2 日間の内容が知りたいことで構成されていて、大変勉強になった。」「レスキューについて本で読んだことは
あるが、今回の講義で東日本大震災など具体的な経験談を話してもらい、また実習をすることでリアルな学びを得る
ことができた。」「こういう知識を持つ人材を増やしていくことが、地域の文化を守る担い手になるだろうなと思う。」
「普段はあまり意識することの多くない、文化財の防災について多くのことを学ぶことができた。」「様々な地域の方々
が集まった研修だったので、それぞれの文化財行政の取り組みなどを聞くことができた。」といったコメントを得た。

写真 233：研修会会場（平成 30 年 10 月 31
日）

写真 234：研修会講義（平成 30 年 10 月 31
日）

写真 2335：研修会実習（平成 30 年 11 月 1
日）

＜今後の課題＞
文化財防災に関わる平常時の取り組みやネットワーク構築、発災時のレスキュー体制の構築や被災した資料の処置

技術を広く普及させるためには研修が有効であり、今後も継続して実施していきたい。
また近年、定員を超えた受講希望があるが、研修内容の活用予定を聞いたところ、「ボランティアの研修等で活用」

「市民、資料所蔵者、近隣の担当者を対象に研修を実施予定」という声も一部あるものの、ほとんどは活用予定無し、
という回答であった。今後は本研修の受講者が、自身の所属機関や関連機関、地域において、これらの取り組みや技
術の普及を推進してもらうことも重要であり、そのための仕組みを検討することも、研修の実施とあわせて必要であ
る。

活動サ：我が国の文化財防災に関する経験を活用した国際貢献

国際シンポジウム・研修等（推進室）
＜概要＞

中国文化遺産研究院（北京）の要請により、日本の文化財防災の経験と方法を中国の専門家養成研修に取り入れる
ことになり、中国側による日本への視察を経て、平成 30 年 9 月 4 日から 13 日の日程で北京において実施した養成コー
スに日本側専門家 7 名を派遣した（研修生：24 名、中国側講師：13 名）。
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また、立命館大学との共催で、国際シンポジウム「地域と共に取り組む文化遺産防災―世界の経験、日本の未来―」
を開催した。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り、活動を実施した。国際協力による専門家養成コースの共同実施、国際シンポジウムの開催を通じて、

各国の専門家による人材育成の方法を学ぶ機会を得た。日本の専門家が自然災害発生時の被災文化財級さにおける体
験をもとに講義をおこなうのに対して、各国の専門家は理論化した方法論をもとに普遍的な方法を講じる傾向が顕著
で、この手法が日本には不足していることが分かった。

●活動一覧
平成 30 年 6 月 4 日˜5 日 中国文化遺産研究院の九州視察※写真 236
平成 30 年 6 月 4 日˜7 日 中国文化遺産研究院の関西視察
平成 30 年 9 月 4 日˜11 日 北京で開催された専門家養成研修への専門家派遣※写真 237
平成 30 年 9 月 20 日 国際シンポジウム「「地域と共に取り組む文化遺産防災―世界の経験、日本の未

来―」の開催※写真 238 ※資料 63

写真 236：中国文化遺産研究院の九州視察
（平成 30 年 6 月 4 日）

写真 237：中国北京市中国文化遺産研究院
へ派遣した専門家の講義（平成 30 年 9 月
8 日）

写真 238：立命館大学におけるシンポジウ
ム開催（平成 30 年 9 月 20 日）

＜今後の課題＞
今年度の経験をもとに、さらに国際的な貢献も果たしていくと同時に、日本で不足している理論化された文化財保

護・文化財防災の考え方を人材育成の教材として取り入れることを考えていきたい。来年度は、このような考えから
教材作成を新たな作業項目として加える。
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章末資料一覧

資料番号 資料タイトル
資料 51 平成 30 年度文化遺産防災ネットワーク推進事業全体会議＿配布資料
資料 52 第 8 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 53 第 9 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 54 文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿次第

（第 1 回～第 6 回）
資料 55 第二回中部・近畿文化財防災連絡会議＿開催案内
資料 56 平成 30 年度文化財等救済ネットワーク会議＿要項
資料 57 水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップ＿開催案内・実施要項
資料 58 文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「大分県が取り組む文化財の地域防災計画」＿開催

要項
資料 59 第 8 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 60 第 9 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 61 博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第 1 回）プログラム
資料 62 平成 30 年度文化財防災ネットワーク推進事業研修会「水害に備える」＿開催概要
資料 63 平成 30 年度文化財防災ネットワーク推進事業国際シンポジウム＿チラシ

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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資料51　平成30年度文化遺産防災ネットワーク推進事業全体会議＿配布資料
平成30年度　文化財防災ネットワーク推進事業全体会議　議事次第
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資料52　第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料52　第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-1　文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について（2017年度）
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335
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資料52　第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2-1　今後の文化財防災ネットワーク推進事業について
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資料52　第8回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2-2　大規模災害時連携・支援・救援ガイドライン（仮称）策定要項（案）
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資料53　第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料53　第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-1　文化遺産防災ネットワーク推進会議　ガイドライン策定要項（案）について
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資料53　第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-2　文化遺産防災ネットワーク推進会議　活動ガイドライン策定要項（案）
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資料53　第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-3　活動ガイドライン　スキーム図（策定要項作業用＿20181115）
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資料53　第9回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-4　平成30年度第1回文化遺産防災ネットワーク有識者会議について（報告）
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354

資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第1回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第2回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第3回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第4回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第5回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料54　�文化遺産防災ネットワーク第1回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググルー
プ会議＿次第（第1回～第6回）

第6回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料55　第二回中部・近畿文化財防災連絡会議＿開催案内
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362

資料56　平成30年度文化財等救済ネットワーク会議＿要項
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資料57　水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップ＿開催案内・実施要項
水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップ　開催案内

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料57　水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップ＿開催案内・実施要項
水損紙資料真空凍結乾燥処理ワークショップ　実施要項

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊
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＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料58　�文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「大分県が取り組む文化財の地域防災計画」
＿開催要項

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊
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資料59　第8回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第8回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料59　第8回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料1　文化財防災ネットワークのあり方
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資料59　第8回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料2　今後の文化財防災ネットワーク推進事業について
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資料60　第9回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第9回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料60　第9回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
文化遺産保護人材育成のための教育プログラム作成について
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資料61　博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第1回）プログラム
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資料62　平成30年度文化財防災ネットワーク推進事業研修会「水害に備える」＿開催概要

文化財

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊
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平成30年度美術館・歴史博物館重点分野推進支援事業

会 場 立命館大学衣笠キャンパス　創思館　カンファレンスルーム
京都市北区等持院北町56-1

2018.9.20 (Thu.) 10:00～13:00

プログラム〈予定〉

※日・英同時通訳を行います。

開会の挨拶 松村 恵司（独立行政法人国立文化財機構理事長）
吉田 美喜夫（立命館大学学長）

総括・閉会の挨拶 岡田 健（独立行政法人国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室長）

パネルディスカッション ［司会］大窪 健之（立命館大学歴史都市防災研究所所長）
ジョセフ・キング（文化財保存修復研究国際センター（イクロム）サイトユニット局長）
コリン・ウェグナー（スミソニアン研究所）
ミンジ・アン（マレーシア、ジョージタウン世界遺産管理局サイトマネジャー）
エルケ・セルター（ロンドン大学、ユネスコ）
佐藤 大介（東北大学災害科学国際研究所准教授）
梅津 章子（文化庁文化財部参事官（建造物担当）整備活用部門文化財調査官）

特別発表 立命館大学ユネスコ・チェア 「文化遺産と危機管理」 国際研修の成果発表
ポスターセッション

基調講演 『自然災害と文化財』
青柳 正規（前文化庁長官、東京大学名誉教授、山梨県立美術館館長、東京藝術大学特任教授）

［共催］

立命館大学 歴史都市防災研究所

参加費無料 事前申込不要

独立行政法人国立文化財機構主催　文化財防災ネットワーク推進事業

　独立行政法人国立文化財機構は、平成26（2014）年度から文化庁の「美術館・歴史博物館重点分野推進支援事業」による
補助金の交付を受け、「文化財防災ネットワーク推進事業」を実施しています。この事業は、平成23（2011）年3月に発生した
東日本大震災における被災文化財等救援委員会の活動を基盤に、文化財等の防災に関する地域連携・組織連携を根幹とする
全国的なネットワークの構築を目的として進められているものです。
　国際シンポジウム「地域と共に取り組む文化遺産防災 ̶世界の経験、日本の未来̶」は、海外での文化遺産防災に関する研究や
実践的な取り組みを経験した国内外の専門家および日本におけるこれからの文化遺産防災を担う専門家を招聘し、地域の住民や、
行政、専門家が共に取り組む文化遺産防災について考えることを目的として開催するものです。
　本シンポジウムでは、グローバルスタンダード化が求められる文化遺産防災の考え方を、地域に根ざした風土や景観、文化に
対して今後どのようにローカライズしていくべきか、動産・不動産文化遺産の統合的な防災を目指す上での国際的な課題と、
それを踏まえた日本の文化遺産防災が目指すべき方向性について考えます。前文化庁長官である青柳正規氏の基調講演に引き
続き、動産・不動産文化遺産の統合的な防災を目指す立命館大学歴史都市防災研究所のユネスコ・チェア「文化遺産と危機管理」
国際研修プログラムの研修生による研究成果発表を行います。最後に各国の専門家によるパネルディスカッションを行い、
多様な世界の経験を学び、日本や世界における文化遺産防災の未来について考えます。

地域と共に取り組む文化遺産防災
-世界の経験、日本の未来-

国際シンポジウム

お問合せ先
独立行政法人国立文化財機構 文化財防災ネットワーク推進室
〒110-8712  東京都台東区上野公園13-9  東京国立博物館内
TEL: 03-3822-1111（代表）
E-mail: info_bosai@nich.go.jp HP: https://ch-drm.nich.go.jp/

資料63　平成30年度文化財等防災ネットワーク研修＿開催概要
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Supported by the Agency for Cultural Affairs, Government of Japan in FY 2018

Venue Soshi-kan Conference Room, Kinugasa Campus,
Ritsumeikan University 56-1, Toji-in Kita-machi, Kita-ku, Kyoto

2018.9.20 (Thu.) 10:00～13:00

Program〈tentative〉

Simultaneous interpretation will be prepared.

Opening Remarks Keiji MATSUMURA（President, NICH）
Mikio YOSHIDA（President, Ritsumeikan University）

Summary and Closing Address Ken OKADA（Head, Secretariat of the National Task Force for the CH-DRM Net, NICH）

Panel Discussion ［Chairperson］Takeyuki OKUBO（Director, R-DMUCH）
Joseph KING（ICCROM）
Corine WEGENER（Smithsonian Institution）
Ming Chee ANG（George Town World Heritage Incorporated）
Elke SELTER（University of London / UNESCO）
Daisuke SATO（IRIDeS, Tohoku University）
Akiko UMEZU（Agency for Cultural Affairs, Government of Japan）

Special Report Final Presentation Report and Poster Session by ITC 2018 Participants

Key Note Speech “Natural Disaster and Cultural Heritage”
Masanori AOYAGI（Former Commissioner for Cultural Affairs / Professor Emeritus at the University of Tokyo /

Cooperated by
Institute of Disaster Mitigation for Urban Cultural Heritage,
Ritsumeikan University（R-DMUCH）

Secretariat of the National Task Force for
the CH-DRM Net, NICH

Admission: Free Registration: Not Required

Independent Administrative Institution National Institutes for Cultural Heritage
National Task Force for the Cultural Heritage Disaster Risk Mitigation Network, Japan

The National Institutes for Cultural Heritage（NICH）has conducted the National Task Force for the Cultural Heritage 
Disaster Risk Mitigation Network（CH-DRM Net）which has been granted from ‘Project to Support Art Museums and 
History Museums in Priority Areas’（since FY2014）by the Agency for Cultural Affairs（ACA）, Government of Japan. 
The activities aim to build the national networks for the cooperation system with local communities and organizations 
which relevant to the disaster prevention of cultural heritage, based on the activities by the Committee for Salvaging 
Cultural Properties Affected by the 2011 Great East Japan Earthquake off the Pacific Coast of Tohoku and Related 
Disasters, instigated in March 2011.
The international symposium ‘ Working with the Local Communities on Disaster Prevention for Cultural Heritage -the 
Experiences of the World and the Future of Japan-’ will be held to invite the national and international experts who 
have practical experiences of the disaster prevention  for cultural heritage in overseas and the experts who has taken 
responsibility for the future disaster prevention for cultural heritage in Japan in order to consider the necessity of 
working with local communities, site managers and experts. 
On this symposium, we will discuss the international issues which are aiming at how to integrate disaster risk 
management for movable/immovable cultural heritage. Especially, how the point of view of the global standardization 
on disaster risk management for cultural heritage, should be localized for the regional natural features, landscapes 
and cultures in the future. In addition, it will be considered the goal of disaster risk management for cultural heritage 
of Japan should move forward.

Working with the Local Communities on
Disaster Prevention for Cultural Heritage
- the Experiences of the World and the Future of Japan-

International Symposium

c/o Tokyo National Museum, 13-9 Ueno Park, Taito-ku, Tokyo, 110-8712
TEL: +81-3-3822-1111
E-mail: info_bosai@nich.go.jp HP: https://ch-drm.nich.go.jp/

Director of the Yamanashi Prefectural Museum of Art / Project Professor of the Tokyo University of the Arts）

Administrative Office:

資料64　文化財や防災ネットワーク推進事業国際シンポジウムチラシ
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６．令和元年度（2019年 4月 1日から 2020年 3月 31日）

⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
　活動ア：�「文化遺産防災ネットワーク推進会議」参画団体を中核として関連機関等が一体となって�

形成する組織間連携による文化財防災体制の構築�………………………………………………………… P.385
　　　　・第 10 回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　　・第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　　・災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドラインの作成（推進室）
　活動イ：�都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった�

地域内連携による文化財防災体制の構築�…………………………………………………………………… P.387
　　　　・地域内連携による文化財防災体制の構築（東博・京博・奈良博・九博・東文研・奈文研）
　　　　・各地で開催される研究集会における情報収集（推進室）
　　　　・地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室）
　活動ウ：「文化遺産防災ネットワーク有識者会議」によるネットワークの将来像に関する検討と提言�……… P.397
　　　　・第 10 回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
　　　　・第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
　活動エ：文化財防災の基盤となる地域文化財に関する情報の収集と公開�………………………………………… P.399
　　　　・無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
　　　　・文化財総合データベースの構築とネットワークの確立（東文研）
　　　　・災害痕跡データベース（奈文研）
　　　　・都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作成事業（奈文研）
　　　　・自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研）
　活動オ：自然災害による文化財の被災・救出に関する情報の収集と公開�………………………………………… P.403
　　　　・文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然史資料】（奈文研）
　　　　・文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史資料】（奈良博）
　　　　・文化財が被災した災害に関する事例集の作成【九州ブロックの最近の事例を対象として】（九博）
　活動カ：防災体制のあり方に関する調査研究………………………………………………………………………… P.406
　　　　・文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室）
　　　　・歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体制の構築に関する研究（推進室）
　　　　・阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分析研究（東文研）
　活動キ：保存科学等に基づく被災文化財防災等の保管方法、安定化処理・修復方法等に関する調査研究…… P.408
　　　　・けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用に関する調査研究（京博）
　　　　・被災資料の一時保管環境の研究（東文研）
　　　　・応急処置等の技術開発（奈文研）
　活動ク：文化財の展示・収蔵の安全対策に関する調査研究………………………………………………………… P.410
　　　　・ミュージアムにおける収蔵の安全対策に関する調査（東博）
　　　　・ミュージアムにおける展示の安全対策に関する調査（東博）
　　　　・社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究（京博）

⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
　活動ケ：�文化財防災ネットワーク推進事業の活動に関する情報発信のための出版および�

シンポジウム等の開催�………………………………………………………………………………………… P.416
　　　　・ウェブサイト、パンフレット等情報公開（推進室）
　　　　・被災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開（推進室）
　　　　・文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジウム（推進室）
　　　　・文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催（京博）



　活動コ：文化財の防災に関する研修等の企画実施…………………………………………………………………… P.418
　　　　・人材育成・啓発活動等をおこなうための有効な教材の作成（推進室）
　　　　・博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する協議会の開催（東博）
　　　　・文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】（東文研）
　　　　・文化財防災に関する研修【地方公共団体文化財担当者等】（奈文研）
　活動サ：我が国の文化財防災に関する経験を活用した国際経験�…………………………………………………… P.421
　　　　・文化財防災に関する国際的な活動に関する貢献と情報収集（推進室）

章末資料一覧………………………………………………………………………………………………………………… P.423
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⑴　体制づくり（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に係る全国的な体制整備）
活動ア：�「文化遺産防災ネットワーク推進会議」参画団体を中核として関連機関等が一体となって

形成する組織間連携による文化財防災体制の構築

文化遺産防災ネットワーク推進会議の開催（推進室）
＜概要＞
参画団体の情報交換と自然災害の発生時に対応するための体制的・技術的課題についての討論をおこないネット
ワークの維持強化に努めることを目的として、文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催する。

＜実施の成果＞
「文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン」の策定に関しては、ワーキンググループ委員 5名を委嘱
し、機構側から 6名が加わって通算 4回の会議を開催した。2月 4 日に開催した第 11 回文化遺産防災ネットワーク
推進会議において、最終案を提示し、全会一致で承認を得た。
「ガイドライン」の策定により、推進会議の連携体制を実践的なものとする以外に、都道府県・市町村が取り組む
地域連携体制の構築に対して、極めて積極的に関与することが可能になった。このため、「ガイドライン」と「策定
の経緯と目的」を 47 都道府県文化財所管部局へ送付した。
「ガイドライン」作成途中に日本各地に被害をもたらした台風等による文化財被害について、「ガイドライン」が示
す方向性に沿った情報収集・情報共有を図り、特に台風 19 号による川崎市市民ミュージアム地下収蔵庫の水没事故
に対しては推進会議参画団体のうち 10 団体が集合して救援活動をおこなうなど、実践的な成果を挙げるに至った。
推進会議は年度当初から一団体増え、合計 25 団体となった。

文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体一覧（令和 2年 2月 4日時点：25 団体）
独立行政法人国立文化財機構 独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立科学博物館
大学共同利用機関法人人間文化研究機構 国立国会図書館 公益財団法人日本博物館協会
一般社団法人文化財保存修復学会 全国科学博物館協議会 日本文化財科学会
全国美術館会議 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会 全国大学博物館学講座協議会
NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク 歴史資料ネットワーク 公益財団法人文化財保護・芸術研究助成財団
公益社団法人日本図書館協会 西日本自然史系博物館ネットワーク 全国歴史民俗系博物館協議会
大学博物館等協議会 一般社団法人日本考古学協会 独立行政法人国立公文書館
特定非営利活動法人文化財保存支援機構 日本民具学会 九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会
一般社団法人国宝修理装潢師連盟

○第 10 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）　令和元年 5月 29 日
　東京国立博物館で第 10 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。※写真 239 ※資料 64

○第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議（推進室）　令和 2年 2月 4日
　東京国立博物館で第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議を開催した。※写真 240 ※資料 65
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写真 239：第 10 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（令和元年 5月 29 日）

写真 240：第 11 回文化遺産防災ネットワー
ク推進会議（令和 2年 2月 4日）

＜今後の課題＞
新年度に向けて、「ガイドライン」が構想する推進会議幹事会の編制を急ぐ必要がある。
令和元年 10 月の台風 19 号での連携体制による実践的な取り組みを通じ、「ガイドライン」の文言だけでは想定で
きていない状況判断等のあり方について、検証を行いつつ、さらに有効な「ガイドライン」として更新を続けていく。

災害時の文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドラインの作成（推進室）
＜概要＞
実際の自然災害発生時に対応するために、「推進会議」を中心とした連絡体制をもとに情報を収集し、文化庁と連
携しつつ具体的な対応策を講じることを示した「活動ガイドライン」を策定する。ワーキンググループ委員 5名を委
嘱し、機構側から 6名が加わって通算 4回の会議を開催する。※資料 66

＜実施の内容と成果＞
第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議において確定した「ガイドライン」と「策定の経緯と目的」を 47 都道
府県文化財所管部局へ送付し、文化財保護法の改正に伴い都道府県が取り組む「文化財保存活用大綱」、市町村が取
り組む「地域活用計画」の策定にあたり、地域の防災体制の構築に関する部分に、推進事業が構築するネットワーク
との連携を念頭においた記述をしてもらうことを要望した。「ガイドライン」の策定により、推進会議の連携体制を
実践的なものとする以外に、都道府県・市町村が取り組む地域連携体制の構築に対して、極めて積極的に関与するこ
とが可能になった。

●文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ活動一覧
平成 31 年 4 月 16 日 京都国立博物館で第 7回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会

議を開催※写真 241
令和元年 5月 20 日 京都国立博物館で第 8回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会

議を開催※写真 242
令和元年 6月 24 日 黒田記念館で第 9回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議を

開催
令和元年 7月 29 日 京都国立博物館で第 10 回推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ

会議を開催※写真 243

文化遺産防災ネットワーク推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ委員一覧（5名）
佐久間�大輔 大阪市立自然史博物館学芸課長代理（副座長）
佐藤�大介 東北大学災害科学国際研究所准教授
田中�善明 三重県立美術館学芸普及課長
日髙�真吾 国立民族学博物館人類基礎理論研究部准教授
浜田�拓志 奈良文化財研究所客員研究員（座長）
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写真 241：第 7 回推推進会議活動ガイドラ
イン策定ワーキンググループ会議（平成
31 年 4 月 16 日）

写真 242：第 8 回推推進会議活動ガイドラ
イン策定ワーキンググループ会議（令和元
年 5月 20 日）

写真 243：第 10 回推推進会議活動ガイド
ライン策定ワーキンググループ会議（令和
元年 7月 29 日）

＜今後の課題＞
現在の推進会議は、主に動産文化財等を対象とする団体によって構成されているが、ガイドラインにおいては、今
後は指定・未指定、有形・無形、動産・不動産を問わない取り組みを進めることが謳われている。これにより歴史的
建造物等の不動産文化財関係の団体等との連携体制構築が大きな課題となっている。またそのようは包括的な活動を
おこなうネットワークであることを都道府県・市町村の文化財所管部局に周知していくことが必要になっている。新
年度に向けて、「ガイドライン」が構想する推進会議幹事会の編制を急ぐ必要がある。令和元年 10 月の台風 19 号で
の連携体制による実践的な取り組みを通じ、「ガイドライン」の文言だけでは想定できていない状況判断等のあり方
について、検証をおこないつつ、さらに有効な「ガイドライン」として更新を続ける。

活動イ：�都道府県を基本単位として行政機関および各種団体、専門家等が一体となった地域内連携
による文化財防災体制の構築

地域内連携による文化財防災体制の構築
4 博物館・2研究所が分担して全国を 6つのブロックに分けて担当し、都道府県における文化財防災の体制と課題
の調査、県内各種会合へ参加、ブロック内協議会等の開催をおこなった。

地域内連携による文化財防災体制の構築【北海道・東北ブロック】（東文研）
＜概要＞
8 道県に訪問調査（ヒアリング、情報収集 9件、シンポジウム参加 4件、学会大会 1件、セミナー 1件、調査報告
会 1件）。北海道・東北ブロックにおける文化財防災に関する研究協議会を開催。発災時の地域内の連絡体制、隣接
地域との協力体制の構築状況を把握することを目的に、北海道および東北 6県の文化財担当者を講師として研究協議
会を開催する。道立・県立の美術館、博物館を中心にヒアリングを実施し、情報収集する。また、災害関連の情報収
集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
昨年度各地方公共団体からの要望もあり、北海道・東北ブロックの地方公共団体の文化財担当者を講師とし研究協
議会を開催した。各地方公共団体の現況や取り組み、発災後の修理について情報共有し、全体討論の中では国庫補助
に満たない金額の修理について、東北地方太平洋沖地震や北海道胆振東部地震の際の事例を交えて情報提供をした。
そのほか、道立・県立博物館・美術館を中心にヒアリングをおこない、東日本大震災の被災県、岩手・宮城・福島県
内の発災直後の初動が明らかなった。さらに、以下を訪問し、ヒアリングや情報収集を実施した。

●活動一覧
令和元年 5月 8日 福島県文化財センター白河館でのネットワーク体制と課題に関する聞き取り調査
令和元年 6月 21 日 北海道・東北ブロックにおける文化財防災に関する研究協議会を開催※資料 67
令和元年 6月 22 日,23 日 帝京大学八王子キャンパスで開催された文化財保存修復学会大会で文化財防災に

関する情報収集
令和元年 6月 26 日˜28 日 陸前高田市立博物館でのネットワーク体制と課題に関する聞き取り調査
令和元年 7月 21 日 東北大学災害科学国際研究所で開催されたシンポジウム「歴史が導く災害科学の

新展開」での情報収集
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令和元年 9月 10 日˜11 日 北海道立近代美術館・北海道埋蔵文化財センター・国立アイヌ民族博物館設立準
備室での胆振東部地震にかかる体制等に関する聞き取り調査

令和元年 9月 26 日˜27 日 北海道立北方民族博物館・網走市立郷土博物館での胆振東部地震にかかる体制等
に関する聞き取り調査

令和元年 10 月 8 日˜9 日 宮城県美術館・東北歴史博物館での東日本大震災にかかる初動や体制に関する聞
き取り調査

令和元年 10 月 26 日 けいはんなオープンイノベーションセンターで開催されたシンポジウム「文化財
をまもり伝える」での情報収集

令和元年 11 月 5 日˜6 日 岩手県立美術館でのネットワーク体制と課題に関する聞き取り調査
令和元年 11 月 19 日 九州国立博物館で開催されたセミナー「不動産文化財と動産文化財の防災」での

情報収集
令和元年 12 月 22 日 名古屋大学で開催されたシンポジウム「地域資料保全のあり方を考える」での情

報収集
令和 2年 1月 8日 名城大学で開催された台風 19 号調査報告会での情報収集
令和 2年 1月 11 日 東北大学災害科学国際研究所で開催された国際シンポジウム「東日本大震災アー

カイブ」での情報収集

＜今後の課題＞
平常時からのネットワークの有無で、災害時の初動やその後のレスキュー等に大きな差がでることが分かってきた
ので、道県内、行政区分を超えた地域連携をあわせて検討を進められるよう、地方公共団体内だけでなく、その周辺
を含めた連携の必要性を感じた。減災・防災のための財政支援（補助金制度）や北海道・東北ブロックだけでなく全
国的な研究協議会の場を設ける要望があり、実現するように働きかける必要がある。

地域内連携による文化財防災体制の構築【関東・甲信越ブロック】（東博）
＜概要＞
関東・甲信越ブロックにおいて、各地域の文化財防災体制の確立を促進することを目的として、関係機関・団体と
の合同協議、聞き取り調査、普及活動を実施する。さらに、関東・甲信越ブロック内外において、文化財防災体制に
関する情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
以下の通り、活動を実施した。

Ａ）�会合・研究会：昨年度までに構築した各県内の関係機関・団体（文化財保護事務の所管部局、博物館・図書館・
文書館を中心とした協会事務局、ボランティア団体、建築士会）の担当者間による連携体制を基盤とし、各県が
主体的に県内会合を開催し、情報共有・課題解決を図る段階にまで活動を発展させることができた（開催回数：
3回、参加団体数：延べ 17 団体）。東京都区部の文化財保護事務の所管部局等を対象とし、地域が直面している
災害リスク（大規模水害、文化財火災）や防災対策・緊急対応例について学ぶ会合（研修会）を開催した。近隣
自治体の担当者が一堂に会し協議することで、文化財防災分野での地方公共団体間連携へ向けた機運を高めるこ
とができた。
また、各県の文化財保存活用大綱の策定担当者に参集してもらい、特に防災に関する記述事項の検討や今後の
運用等について協議する情報交換会の場を提供したことで、各県の大綱策定作業を支援することができた（開催
回数：2回、参加団体数：延べ 18 団体（28 名））。昨年度までは情報共有のみに終始していた協議会をブロック
研究会へと発展させ、他地域（熊本県・福岡県・岡山県・徳島県）から近年の大規模災害による文化財の被災事
例や先進的な取り組みについて情報提供してもらうことで、関東甲信越ブロックの関係機関・団体が各自の防災
体制等について再考し、改善を図る機会を供することができた。

●活動一覧
令和元年 6月 12 日 千葉県立中央博物館で千葉県第 3回県内会合を開催
令和元年 6月 12 日 神奈川県立歴史博物館で神奈川県第 3回県内会合を開催
令和元年 6月 26 日 荒川下流河川事務所で区部会合の講師と事前打合せ
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令和元年 7月 5日 東京国立博物館で第一回東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合
を開催※写真 244 ※資料 68

令和元年 7月 5日 埼玉県庁で埼玉県第 3回県内会合を開催
令和元年 8月 16 日 東京国立博物館で第 1回文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会（関東甲

信越）を開催※写真 245 ※資料 69
令和元年 9月˜ 徳島県庁、熊本県庁、福岡県庁、岡山県庁でブロック研究会の講師と事前打合せ
令和元年 10 月 3 日 東京国立博物館で第一回地域の文化財防災体制の確立に向けたブロック研究会を

開催※写真 246 ※資料 70
令和 2年 1月 23 日 東京国立博物館で第 2回文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会（関東甲

信越）※資料 71

写真 244：第一回東京都区部における文化
財防災体制の確立に向けた会合（令和元年
7月 5日）

写真 245：第 1 回文化財保存活用大綱の策
定に向けた情報交換会（関東甲信越）（令
和元年 8月 16 日）

写真 246：第一回地域の文化財防災体制の
確立に向けたブロック研究会（令和元年
10 月 3 日）

Ｂ）�訪問調査：各市町村の文化財保護事務所管部局や関係機関・団体を訪問し、文化財防災ネットワーク推進事業の
活動紹介をおこなった。併せて、文化財の被災履歴、組織体制、防災活動等について聞き取り調査を実施し、文
化財防災体制の確立に向けた協議・意見交換をおこなった。結果、昨年度から継続している東京都内の市区町村
への訪問活動では、新たに 4市 1町 2村の文化財保護事務の所管部局担当者と面会、協議することができた（昨
年度と合わせると、23 区 26 市 5 町 3 村）。また、文化財保存活用地域計画を作成した松本市や牛久市、その他
にも各地の関係機関・団体に訪問し、本事業の活動紹介や文化財防災に関する意見交換を通じて相互理解を深め、
連携の足がかりを作ることができた。

●活動一覧
令和元年 4月 2日 東京都埋蔵文化財センターを訪問
令和元年 4月 10 日 羽村市生涯学習部郷土博物館係（羽村市郷土博物館）を訪問
令和元年 4月 11 日 檜原村教育課社会教育係（檜原村役場）を訪問
令和元年 4月 19 日 府中市郷土の森博物館を訪問
令和元年 4月 22 日 東京都教育庁地域教育支援部管理課（東京都庁）を訪問
令和元年 4月 24 日 パルテノン多摩を訪問
令和元年 4月 25 日 西東京市教育部社会教育課文化財係（西東京市役所）を訪問
令和元年 5月 9日 奥多摩町教育課水と緑のふれあい館係（奥多摩水と緑のふれあい館）を訪問
令和元年 5月 20 日 東京消防庁広報課（東京消防庁本部庁舎）を訪問
令和元年 6月 5日 茨城県博物館協会事務局（ミュージアムパーク茨城県自然博物館）を訪問
令和元年 6月 25 日 狛江市社会教育課文化財担当（狛江市役所）を訪問

府中市文化スポーツ部ふるさと文化財課郷土資料担当（ふるさと府中歴史館）と協議
令和元年 6月 20 日 武蔵野プレイスで武蔵野市教育部生涯学習スポーツ課武蔵野ふるさと歴史館係ほ

かと打合せ
令和元年 6月 26 日 東京国立博物館で東京都教育庁地域教育支援部管理課と協議
令和元年 7月 22 日 国文学研究資料館を訪問
令和元年 8月 15 日 神奈川県立歴史博物館を訪問
令和元年 8月 21 日 牛久市教育委員会文化芸術課（牛久市中央生涯学習センター）を訪問
令和元年 9月 4日 国立アイヌ民族博物館設立準備室（北海道大学）を訪問
令和元年 10 月 8 日 国立アイヌ民族博物館を訪問※写真 247,�248
令和元年 10 月 21 日 千葉県西部防災センターを訪問
令和元年 10 月 25 日 松本市文化財課（松本市役所大手事務所）を訪問
令和元年 11 月 20 日 小笠原村教育課（小笠原村東京連絡事務所）を訪問
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写真 247：国立アイヌ民族博物館での防災
活動等に関する聞き取り調査（令和元年
10 月 8 日）

写真 248：国立アイヌ民族博物館での防災
活動等に関する聞き取り調査（令和元年
10 月 8 日）

Ｃ）�講演等：普及啓発の一環として、関連学会において研究成果を発表し、全国各地から集まった参加者に向けて活
動成果を周知することができた。また、各地の関係機関・団体からの依頼に応じて文化財防災に関する講演をお
こない、実例を踏まえて災害リスク評価や防災対策の重要性を説明することで、参加者の当事者意識の向上を図
ることができた。

●活動一覧
令和元年 6月 23 日 帝京大学八王子キャンパスで開催された文化財保存修復学会第 41 回大会で「関

東甲信越地域における文化財防災ネットワークの構築に向けた取り組み」を発表
令和元年 7月 18 日 小金井市前原暫定集会施設で開催された平成 31 年度第 2回東京都市社会教育課

長会文化財部会に参加※写真 249
令和元年 9月 26 日 武蔵野プレイスで開催された東京都市社会教育課長会文化財部会埋蔵文化財担当

者連絡会に参加
令和元年 12 月 18 日 ミュージアムパーク茨城県自然博物館で開催された令和元年度茨城県博物館協会

研修会に参加※写真 250

写真 249：平成 31 年度第 2 回東京都市社
会教育課長会文化財部会での事業説明（令
和元年 7月 18 日）

写真 250：令和元年度茨城県博物館協会研
修での事業説明（令和元年 12 月 18 日）

Ｄ）�情報収集：関東・甲信越ブロック内外において、文化財防災に関する情報収集を実施した。結果、各地で開催さ
れるセミナー・シンポジウムや展示会に参加し、文化財防災に限らず広く災害対応や防災技術について情報収集
することで、訪問調査活動や講演等にも効果的に活用することができた。

●活動一覧
令和元年 5月 10 日 東京都美術館で開催された全国美術館会議・東京ブロック「防災ネットワークに

関する懇談会」に参加
令和元年 5月 22 日 ホテルライフォート札幌で開催された第 68 回全国美術館会議総会に参加
令和元年 9月 6日 筑波大学�東京キャンパス文京校舎で開催された 2018 年北海道胆振東部地震被害

調査報告書�講習会に参加
令和元年 10 月 19 日˜20 日 名古屋コンベンションホールで開催された防災推進国民大会 2019 に参加
令和元年 10 月 26 日 けいはんなオープンイノベーションセンターで開催されたシンポジウム「文化財

を守り伝える 2�東日本大震災から 8年の今、これから」に参加
令和元年 11 月 19 日 九州国立博物館で開催されたセミナー「不動産文化財と動産文化財の防災－現状

の課題と今後の連携に向けて－」に参加
令和元年 11 月 13 日 パシフィコ横浜で開催された図書館総合展を視察
令和元年 12 月 2 日 川崎市市民ミュージアムで被災状況調査
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令和元年 12 月 1 日 熊本大学で開催された熊本地震文化財ドクター第 3次調査報告会に参加
令和 2年 1月 15 日 川崎市市民ミュージアムで被災状況調査
令和 2年 1月 20 日 千葉大学で開催された第 1回�歴史文化資料保全首都圏大学協議会に参加

＜今後の課題＞
Ａ）�県内会合が開催されていない県においては、関係機関・団体と協議、意見交換する機会を設けることができなかっ

た。連携体制の構築に向けた取り組みの進度等も各地で異なるため、今年度開催した区部会合やブロック研究会
のように、各地のニーズを汲み取りながら今後も支援方法を検討する必要がある。

Ｂ）�都内の市区町村への訪問調査による成果を踏まえ、最適な地方公共団体間連携のあり方を検討し、早期に確立す
ることが課題となる。また、他県の市町村においても、文化財防災に関する現況把握と普及啓発を順次進める必
要があると考えられる。

Ｃ）引き続き、各関係機関・団体からの依頼に応じて、講演等の普及活動を継続する。

Ｄ）�文化財分野以外の行政機関や研究機関の災害時対応・防災事業・研究成果等について、今後も積極的に情報収集
をおこない、関東・甲信越ブロックにおいて文化財防災体制を確立する中で効果的に反映させる必要がある。

地域内連携による文化財防災体制の構築【中部圏・近畿ブロック】（京博）
＜概要＞
平成 30 年度に引き続き、中部圏・近畿ブロックの各府県における文化財防災体制の現状を把握し、地域の文化財
関係者との人的ネットワークを構築するため、現地の教育委員会や博物館協会等を訪問して聞き取り調査や協議を実
施する。さらに、各府県文化財主管課主催で開催される市町の文化財担当者を対象とした会議に参加する。これらの
活動を通じて、本事業の活動内容について広く紹介するとともに、各府県内の文化財防災に関わる取り組みについて
情報を収集し、地域防災ネットワーク確立促進と強化を図る。
さらに、災害下での通信機能について検討するため、衛星携帯電話の回線契約を維持し、西日本地域における激甚
災害の発生を想定した運用訓練および取扱い講習をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
各府県の文化財関係者との協議を通じ、各地の文化財保護行政や、非常時における文化財の緊急対応への課題・展
望について知見を得た。また、各府県文化財主管課主催で開催される市町の文化財担当者を対象とした会議に参加し、
本事業の活動内容について広く紹介することで、地域防災ネットワークの確立促進と強化を推進した。

●活動一覧
令和元年 5月 17 日 兵庫県文化財主管課連絡会議に出席
令和元年 5月 22 日 石川県教育委員会事務局文化財課との協議

石川県文化財保存修復工房（石川県立美術館）での聞き取り調査
令和元年 5月 31 日 石川県文化財保護行政担当者会議に出席
令和元年 6月 21 日 国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研修会に出席
令和元年 6月 24 日 福井県文化財保護行政担当者会議に出席※写真 251
令和元年 7月 5日 東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合に出席
令和 2年 1月 21 日 富山県教育委員会生涯学習・文化財室との協議
令和 2年 1月 27 日 総合防災訓練の一環として衛星携帯電話の運用訓練・取扱い講習を実施※写真

252
令和 2年 2月 17 日 岐阜県環境生活部県民文化局　文化伝承課伝統文化係との協議
令和 2年 2月 18 日 滋賀県教育委員会事務局　文化財保存課との協議
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写真 251：福井県文化財保護行政担当者会
議での事業説明（令和元年 6月 24 日）

写真 252：総合防災訓練の一環として
衛星携帯電話の運用訓練・取扱い講習
を実施（令和 2年 1月 27 日）

＜今後の課題＞
行政機関をはじめとする他機関との連携のあり方について、現行の体制に鑑みつつ、制度的な根拠も含めてさらな
る調査・検討を進め、地域内の連携体制を強化・促進する。引き続き、聞き取り調査や協議を実施する。

地域内連携による文化財防災体制の構築【中部圏・近畿ブロック】（奈良博）
＜概要＞
地域防災体制の確立を目的として、中部圏・近畿ブロック各地域の文化財担当部局、博物館・美術館の歴史・美術・
自然・保存系の担当者を対象に往訪と聞き取り調査を実施し、人的ネットワークの構築をおこなう。あわせて、愛知
県文化財建造物担当者課題研修会および三重県文化財講習会に講師を派遣して文化財防災ネットワーク推進事業の理
念と概要の周知をおこない、県下市町村の文化財担当職員や文化財所有者、一般の参加者に対して、広域的なネット
ワーク構築を呼びかける。

＜実施の内容と成果＞
当館が担当する静岡県・愛知県・三重県・奈良県・大阪府への聞き取り調査を継続することで、文化財防災体制に
関する各地域の現状把握を進めることができた。また、その中で、「文化遺産防災ネットワーク推進会議の災害時に
おける活動ガイドライン」を紹介しつつ、各県が策定を進めている文化財保存活用大綱中に本事業との連携を盛り込
んでもらえるよう働きかけをおこなうことができた。更に、講師派遣においては、本事業の取り組みを広く周知する
とともに、各県内における連携体制の確立促進をおこなうことができた。

●活動一覧
令和元年 6月 3日 奈良国立博物館で奈良県地域振興部に対する聞き取り調査
令和元年 6月 14 日 愛知県庁で愛知県教育委員会に対する聞き取り調査
令和元年 6月 14 日 三重県庁で三重県教育委員会に対する聞き取り調査※写真 253
令和元年 6月 21 日 文部科学省第 2講堂で開催された「国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯

対策研修会」への出席
令和元年 6月 27 日 静岡県庁で静岡県文化・観光部に対する聞き取り調査※写真 254
令和元年 7月 12 日 東京国立博物館で開催された地域内連携事業の担当者会議への参加・報告（佐藤

稜介「奈良博担当府県の大綱策定状況と本事業への質問・要望」
令和元年 8月 7日 奈良県自治研修所で開催された「奈良県文化財防犯・防火・防災関係者連絡会議」

への出席
令和元年 10 月 3 日 東京国立博物館で開催された文化財防災・ブロック研修会への出席
令和元年 10 月 30 日 東京文化財研究所で開催された文化財防災事業に係る意見交換に出席
令和元年 11 月 5 日 静岡県庁で開催された東海 3県文化財所管課情報交換会への参加※写真 256
令和元年 11 月 11 日 九州国立博物館で開催された文化財防災に関する意見交換に出席
令和元年 11 月 14 日 スカイワードあさひで開催された「愛知県文化財建造物担当者課題研修会」への

協力（講師派遣：鳥越俊行「文化財の防災について」）
令和元年 11 月 26 日 奈良商工会議所で開催された「奈良県文化財緊急防火対策強化会議」への出席
令和元年 11 月 27 日 三重県総合博物館で開催された「三重県文化財講習会」への協力（講師派遣：鳥

越俊行「災害時の文化財レスキューについて」］
令和元年 11 月 28 日 三重県立美術館で開催された「三重県防災対策分科会」への出席
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写真 253：三重県教育委員会での聞き取り
調査（令和元年 6月 14 日）

写真 254：静岡県文化・観光部での聞き取
り調査（令和元年 6月 27 日）

写真 255：東海 3県文化財所管課情報交換
会（令和元年 11 月 5 日）

＜今後の課題＞
上記の活動を通して、被災時の初期対応に関する研修会やワークショップの需要が担当者間に潜在している点を確
認したため、各地域の担当者とともにより多彩な活動を展開することが今後の課題である。あわせて、文化財保存活
用大綱・文化財保存活用地域計画等において本事業との連携が明記されたのちも、引き続き各地方公共団体との連携
や働きかけを継続する必要があろう。

地域内連携による文化財防災体制の構築【中国・四国ブロック】（奈文研）
＜概要＞
6 県に聞き取り調査、意見交換、情報収集（8件）。令和元年度全文協中国・四国ブロック文化行政主管課長会議に
おける報告、中四国 9県の研究協議会を実施する。

＜実施の内容と成果＞
中国・四国地方における文化財等の防災・救援のためのネットワーク構築を促進するため、県の文化財保護部局を
中心に訪問し、県内の文化財防災に関わる取り組みの調査や意見交換、県内ネットワークに関わる情報収集をおこな
うとともに、文化財保存活用大綱における「防災・災害発生時の対応」とその関連事項をテーマとし、2回目となる
中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会を開催した。また「令和元年度全文協中国・四国ブロック文化行政
主管課長会議」に出席し、文化財防災ネットワーク推進事業および推進事業と中四国との連携について報告した。
聞き取り調査や意見交換等を重ねる中で、文化財防災に関しては中四国の文化財保護部局担当者間でも具体的な取
り組みや対応事例を知る機会はほとんどないと感じており、今年度は具体的なテーマを設定して「中国・四国地方の
文化財防災に関わる研究協議会」を開催した。出席者からは「大綱に盛り込む各県の内容、平常時のネットワーク構
築について、各県の取り組みを知ることができるほか、各県の担当者と顔合わせができ大変よかった。」「各県の取り
組みの状況や課題を共有することができてよかった。特にネットワークの構築が重要な点も理解できた。」「担当者同
士の交流、情報交換の場としてとても有意義だった。」「被災資料の凍結保存については有益な情報となった。」「時機
に応じたテーマを選別し、その具体内容を協議する今回の会議は非常に効果的であったと感じる。」「近隣の取組状況
を収集できたことにより、今後の防災事業の進捗に向けた動きを加速できると考える。」といったコメントを得た。
研究協議会で共有した情報、協議内容等を各県に持ち帰って検討してもらうことで、県内の文化財防災に関わる取り
組みの進展、深化に寄与することができると考えている。

○訪問先一覧
令和元年 7月 2日,9 月 25 日 岡山県教育庁文化財課
令和元年 7月 2日 岡山市教育委員会生涯学習部文化財課
令和元年 7月 31 日 山口県教育庁社会教育・文化財課
令和元年 9月 18 日 徳島県県民環境部スポーツ・文化局文化資源活用課
令和元年 9月 19 日 和歌山県教育庁文化遺産課
令和元年 10 月 30 日 鳥取県地域づくり推進部文化財局文化財課
令和元年 10 月 30 日 鳥取県北栄町教育委員会生涯学習課
令和 2年 1月 21 日 香川県教育委員会生涯学習・文化財課
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●活動一覧
令和元年 8月 30 日 「令和元年度全文協中国・四国ブロック文化行政主管課長会議」における報告：

山口県政資料館で開催された「令和元年度　全文協中国・四国ブロック文化行政
主管課長会議」に出席し、「中国・四国地方における地域文化財防災体制と文化
財防災ネットワーク推進事業との連携について－文化財防災にかかわる平常時の
連携－」と題して報告をおこなった。会議の出席者は、中国・四国地区 9県およ
び 2政令指定都市の文化行政主管課長および芸術文化・文化財・埋蔵文化財担当
職員。

令和 2年 1月 20 日 ,21 日 「第 2回中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会」の開催：中国・四国
地方 9県のうち 8県の文化財保護部局から 10 名の担当者に出席いただき、奈良
文化財研究所で研究協議会を開催した。各県が策定する文化財保存活用大綱にお
ける「防災・災害発生時の対応」の記載内容と、平常時からのネットワーク構築
（文化財所在情報の把握の仕方なども含む）に関する取り組みの報告をもとに、
地域における文化財の防災について討議するとともに、相互支援や連携のあり方
についても検討した。また、「中国・四国地方における被災文化財等の保護に向
けた相互支援計画」や文化財保存活用大綱と密に関係する地域防災計画について
も意見交換をおこなった。あわせて、文化財防災に関わる施設見学もおこなった。
※写真 256,�257 ※資料 72

写真 256：第 2 回中国・四国地方の文化財
防災に関わる研究協議会（令和 2 年 1 月
20 日）

写真 257：第 2 回中国・四国地方の文化財
防災に関わる研究協議会における施設見学
（令和 2年 1月 21 日）

＜今後の課題＞
引き続き中国・四国地方各県との情報共有や意見交換に努めながら、県内体制および県を超えた広域体制も含め、
地域の実情に即したネットワークのあり方を検討するとともに、文化財防災に関する様々な課題への取り組みに対し
て、協働することが必要である。
「中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会」も引き続き開催し、地域のネットワーク、未指定文化財の把握、
普及啓発、文化財防災マニュアルの策定と内容といった平常時からの取り組みや、災害発生時の初動対応のあり方等、
具体的なテーマを決めて事例や情報の共有と検討をおこない、実際の取り組みにつなげてゆくことが必要であると考
えている。また、各県における文化財防災の取り組みの進展にともない、新たな課題が出てくると思われるので、そ
れらも適宜取り上げてゆく必要がある。
各県が文化財保存活用大綱を策定する中で、県の地域防災計画に文化財を明記することの必要性についても意識さ
れるようになってきた。引き続き地域防災計画、業務継続計画のあり方を研究することも必要であると考えている。

地域内連携による文化財防災体制の構築【九州ブロック】（九博）
＜概要＞
5 県に訪問調査（7件）。各県の会議に出席（5件）。シンポジウムに参加（1件）。防犯・防災対策研修会（6月 21 日）、
福岡県建築士会ヘリテージマネージャースキルアップ講習会に参加。文化財防災ネットワーク推進事業セミナーを開
催。九州・山口地域において、文化財の防災・救出体制の構築促進を目的として、各県文化財所管課等を対象に情報
収集を実施する。また、不動産文化財と動産文化財の連携をテーマとしたセミナーを各県文化財担当者・学芸員を対
象に開催する。そのほか、一般市民による歴史研究グループに対して本推進事業の活動紹介をおこなうなど、文化財
防災の普及啓発活動に取り組む。

＜実施の内容と成果＞
熊本・長崎・沖縄 3県の文化財所管課でヒアリングを実施し、各地における文化財防災の取り組みについて情報収
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集・意見交換をおこなった。11 月には九州ブロックの各県文化財担当者を対象に、文化財防災において今後の重要
な課題である不動産文化財担当者と動産文化財担当者間の協力をテーマにセミナーを開催した。また、動産文化財と
不動産文化財の専門家による連携実態を調査するために、福岡・熊本 2県の建築士会の活動に参加し、歴史的建造物
の専門家とのネットワークを強化した。

●活動一覧
令和元年 5月 8日 福岡県うきは市河北家への事業報告
令和元年 6月 19 日 熊本県庁で熊本県教育庁文化課にヒアリング※写真 258
令和元年 6月 21 日 文部科学省で文化庁主催の「防犯・防災対策研修会」に参加
令和元年 7月 17 日 熊本県建築士会館・熊本県庁で文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「不動

産文化財と動産文化財の防災―現状の課題と今後の連携に向けて―」講師との打
合せ※写真 259

令和元年 7月 26 日 長崎県庁で長崎県教育庁学芸文化課にヒアリング※写真 260
令和元年 7月 27 日 宗像大社で福岡県建築士会ヘリテージマネージャースキルアップ講習会に参加
令和元年 7月 31 日 山口県庁で山口県教育庁社会教育・文化財課訪問※写真 261
令和元年 8月 1日 沖縄県公文書館で沖縄県教育庁文化財課史料編集班にヒアリング
令和元年 8月 2日 沖縄県立博物館・美術館で沖縄県立博物館・美術館�博物館班ヒアリング、沖縄

県庁で沖縄県教育庁文化財課ヒアリング
令和元年 9月 24 日 福岡県庁で福岡県教育庁文化財保護課にヒアリング
令和元年 10 月 3 日 東京国立博物館で第 1回地域の文化財防災体制の確立に向けたブロック研究会参

加
令和元年 10 月 26 日 けいはんなオープンイノベーションセンターでシンポジウム文化財を守り伝える

2「東日本大震災から 8年の今、これから」に参加
令和元年 11 月 16 日 大分県立図書館で歴史研究グループ調査（大分県史談会総会）に参加※写真 262
令和元年 11 月 19 日 九州国立博物館研修室で文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「不動産文化

財と動産文化財の防災―現状の課題と今後の連携に向けて―」の実施※写真 263
※資料 73

令和元年 12 月 1 日 熊本市内・熊本大学で熊本地震文化財ドクター第三次調査報告会・見学会に参加
令和元年 12 月 9 日,10 日 宮城県気仙沼市で全国美術館会議第 34 回学芸員研修会参加
令和 2年 1月 27 日 長崎県庁で九州・山口ミュージアム連携事業ワーキング会議に参加
令和 2年 2月 13 日 長崎県庁で九州・山口ミュージアム連携事業第 24 回検討会議（担当課長会議）

に参加
令和 2年 3月 27 日 年次報告書『令和元年度文化財防災ネットワーク推進事業―九州国立博物館の取

り組み―』を刊行※刊行物

写真 258：熊本県教育庁文化課でのヒアリ
ング（令和元年 6月 19 日）

写真 259：セミナー講師との打合せ（令和
元年 7月 17 日）

写真 260：長崎県教育庁学芸文化課でのヒ
アリング（令和元年 7月 26 日）

写真 261：山口県教育庁社会教育・文化財
課訪問（令和元年 7月 31 日）

写真 262：歴史研究グループ調査として大
分県史談会総会での事業説明（令和元年
11 月 16 日）

写真 263：文化財防災ネットワーク推進事
業セミナー（令和元年 11 月 19 日）
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＜今後の課題＞
九州ブロック内の文化財担当者と密に情報交換をおこない、当地の文化財防災事業の発展のために必要なテーマの
研修活動を実行する。また、専門家だけでなく、一般市民など広く社会に対して文化財防災の普及啓発を図る必要が
ある。

各地で開催される研究集会における情報収集（推進室）
＜概要＞
各地で開催される研修集会に参加し、情報収集をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
昨年度までに構築した各都道府県内の関係機関・団体（文化財保護事務の所管部局、博物館・図書館・文書館を中
心とした協会事務局、ボランティア団体、建築士会）の担当者間による連携体制を基盤とし、各都道府県が主体的に
県内会合等を開催し、情報共有・課題解決を図る段階にまで活動を発展させることができた。また、各地の文化財保
護行政や、非常時における文化財の緊急対応への課題・展望について知見を得た。文化財担当者を対象とした会議に
参加し、本事業の活動内容について広く紹介することで、地域防災ネットワークの確立促進と強化を推進した。その
中で、「文化遺産防災ネットワーク推進会議の災害時における活動ガイドライン」を紹介しつつ、各県が策定を進め
ている文化財保存活用大綱中に本事業との連携を盛り込んでもらえるよう働きかけをおこなうことができた。
更に、講師派遣においては、本事業の取り組みを広く周知するとともに、各都道府県における連携体制の確立促進
をおこなうことができた。

●活動一覧
令和 2年 2月 8日˜9 日 第 6回全国史料ネット研究交流集会に参加し、情報収集をおこなった。

令和 2年 2月 10 日 西日本自然史系博物館ネットワーク研究会で講演および情報収集をおこなった。
※写真 264

写真 264：西日本自然史系博物館ネット
ワーク研究会での講演（令和2年2月10日）

＜今後の課題＞
行政機関をはじめとする他機関との連携のあり方について、現行の体制に注意を払いつつ、制度的な根拠も含めて
さらなる調査・検討を進め、地域内の連携体制を強化・促進する。被災時の初期対応に関する研修会やワークショッ
プの需要が担当者間に潜在している点を確認したため、各地域の担当者とともにより多彩な活動を展開することも今
後の課題である。各県が文化財保存活用大綱を策定する中で、県の地域防災計画に文化財を明記することの必要性に
ついても意識されるようになってきた。引き続き地域防災計画、業務継続計画のあり方を研究することも必要である。

地域防災のための活動ガイドライン作成（推進室）
＜概要＞
地域防災計画に示す文化財項目の記述に対して、それを実際の自然災害発生時の行動に結びつけるための、地域の
実情に即した「活動ガイドライン」の作成について検討する。

＜実施の内容と成果＞
文化財保護法の改正にともない都道府県が「文化財保存活用大綱」の策定に取り組んでおり、個々の地域の文化的・
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歴史的特徴を理解し、助言等の作業をおこなった。
令和元年 6月 21 日に開催された文化庁「国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研修会」では、平成 30
年 3 月段階でまとめた「都道府県及び指定都市地域防災計画における文化財等の保全に関する記載一覧及び抜粋」を
製本し配布するとともに「文化遺産防災ネットワーク推進会議の災害時における活動ガイドライン」について説明を
おこない、「大綱」の文化財防災の項目において文化財防災ネットワーク推進事業を念頭においた記載がなされるよ
う依頼した。
今年度においては、神奈川県・群馬県・愛知県等が他県に先駆けて「大綱」のパブリックコメントをおこなうのに
対して意見を述べる他、静岡県・滋賀県・京都府・福岡県・大分県等においてはメンバーが県の文化財保護審議会や
「大綱」策定の委員会に委員として参加し、文化財保存活用の全般的な視点から防災に関する意見を申し述べる機会
を得ている。

●活動一覧
令和元年 5月˜6 月 都道府県連携体制一覧表の作成（各施設へ指示）
令和元年 6月 21 日 文化庁「国宝・重要文化財（美術工芸品）防災・防犯対策研修会」に参加
令和元年 7月 18 日 第 1回静岡県文化財保護審議会大綱策定部会に出席（静岡県庁別館）、静岡県文

化財保護審議会委員（臨時委員）への就任（岡田、任期 1年）
令和元年 8月 30 日 全文協中国・四国ブロック文化行政主管課長会議出席（山口県庁）
令和元年 9月 10 日 令和元年度第 1 回大分県文化財保存活用大綱策定委員会および会議後のレク

チャーに出席（大分県庁別館）、大分県文化財保存活用大綱策定委員への就任（岡
田、任期 2年）

令和元年 11 月 5 日 東海 3県防災・災害対策に係る情報交換会（静岡県庁）に参加
令和元年 11 月 28 日 三重県「文化財等各種資料の防災対策分科会」出席（県立美術館）
令和元年 2月 6日 大分県市町村会議（県埋文センター）に出席、地域の防災体制構築に関する講演
継続 都道府県連携体制一覧表の作成

＜今後の課題＞
都道府県における「大綱」策定の方式はそれぞれに異なり、文化財防災に関しては必ずしも地域連携を明確な体制
としないまま記述をしているところも多い。地域内の連携をより具体的に図式化した体制のものとするため、引き続
き各都道府県との情報共有を図る必要がある。

活動ウ：�「文化遺産防災ネットワーク有識者会議」によるネットワークの将来像に関する検討と提言

文化遺産防災ネットワーク有識者会議の開催（推進室）
＜概要＞
文化財防災に関する有識者からの助言や情報を得て、事業内容をより有意義にすることを目的として、「文化遺産
防災ネットワーク有識者会議」を開催する。

＜実施の内容と成果＞
多様な専門性による有識者の会議を年 2回開催し、文化遺産に関連して、多方面の取り組みをおこなっている専門
家たちからそれぞれの立場から文化遺産の保護、活用、防災などについて意見を頂戴する機会を設け、討論をおこなっ
た。2回の会議を通じて、様々な分野での知見と経験、考え方が示された。その討論の内容を広く共有のものとする
ために、記録集『2019 年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議記録集』を作成した。※刊行物



398

令和元年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議委員一覧（11 名）
内田�俊秀 京都造形芸術大学名誉教授（専門分野：考古学、文化財学）
大石�泰夫 盛岡大学文学部教授（専門分野：日本古代文学、民俗学）
梶浦�秀樹 ( 株 ) 庵プロデュース代表取締役社長（専門分野：地域資源を活用したまちづくり支援事業）
木下�尚子 熊本大学文学部教授（専門分野：考古学）
河野�俊行 九州大学大学院法学研究院教授、ICOMOS会長（専門分野：国際関係法学、国際文化遺産法）
高野�明彦 国立情報学研究所コンテンツ科学研究系教授（専門分野：連想情報学、デジタルアーカイブ）
真鍋�真 国立科学博物館標本資料センター・コレクションディレクター（専門分野：古脊椎動物学）
宗田�好史 京都府立大学　副学長、和食文化研究センター長（専門分野：都市・建築計画学）
三村�衛 京都大学大学院工学研究科教授（専門分野：地盤工学、自然災害科学）
村上�博哉 国立西洋美術館副館長兼学芸課長（専門分野：美術史）
村上�裕道 京都橘大学文学部歴史遺産学科教授（専門分野：地方行政、建造物保護　美術史）

○第 10 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議　令和元年 5月 25 日
　京都国立博物館で第 10 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催。※写真 265 ※資料 74

○第 11 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議　令和元年 8月 22 日
　東京国立博物館で第 11 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議を開催。※写真 266 ※資料 75

写真 265：第 10 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（令和元年 5月 25 日）

写真 266：第 11 回文化遺産防災ネットワー
ク有識者会議（令和元年 8月 22 日）

＜今後の課題＞
文化遺産防災のための体制作りが国レベルの議論として取り上げられるよう、有識者からのアドバイスを得ながら
進め、事業の取り組みをさらに発展させるヒントを得たい。
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⑵　調査・研究（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な調査研究）
活動エ：文化財防災の基盤となる地域文化財に関する情報の収集と公開

無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究（東文研）
＜概要＞
無形文化遺産の防災・減災のための動態記録作成の方法論構築を目的に、各調査地域においてモデル作成および検
討をおこない、防災・減災のための映像記録作成について調査研究・情報収集を実施する。

＜実施の内容と成果＞
無形文化遺産の中でも特定地域に所在し、被災・消失への予防が課題となる民俗技術を中心とした報告書「無形文
化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究事業―民俗技術の記録作成事業報告2」を刊行した。加えて、「四
国山地の発酵茶の製造技術」（記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財）をモデルとし、地域所在の民俗技術
の映像記録作成についてまとめ、各生産者の映像記録 7本を作成（一般へは非公開）、加えて成果の一部を所在地域
ごとにまとめた公開用の映像 2本を作成し、映像DVDとして刊行した。また、無形文化遺産の防災に資する調査映
像記録として、成果の一部を国内の展覧会に提供し、会期中来場者への公開をおこなった。（企画展「ゆかた�浴衣�
YUKATA」�泉屋博古館分館（令和元年 5月 28 日から 7月 7日）川越市立美術館（令和元年 7月 20 日から 9月 8日）
において、『長板中形―松原伸生の技』として公開）

●活動一覧
令和元年 5月 無形文化財（千葉県指定無形文化財保持者：松原伸生�長板中形）の映像記録に

おける防災項目の検討と記録した映像を基にし、成果の一部を一般公開用にした
リーフレットを作成※刊行物

令和元年 5 月 27 日,6 月 29 日,7 月
19 日

千屋博古館分館、および川越市立美術館で企画展「ゆかた�浴衣�YUKATA」に
提供する防災事業の映像の成果の一部（『長板中形�松原伸夫の技』）を映像とし
て提供

令和元年 7 月 3 日˜6 日,7 月 13 日
˜16 日,7 月 27 日˜29 日,8 月 19 日˜21
日

徳島県「阿波晩茶製造技術」（「四国山地の発酵茶の製造技術」平成 30 年国記録
選択）をモデルにした無形の文化遺産項目調査と映像記録撮影

令和元年 9月 9日～ 9月 10 日 「調べ緒製作技術」( 文化財の保存技術 ) をモデルとした減災のための伝承に関わ
る調査と映像記録撮影

令和元年 10 月 21 日 「歴博映像フォーラム」（国立歴史民俗博物館）に参加し情報収集
令和元年 11 月 14 日 防災に資する記録作成のための追加調査（鵜舟製造技術）
令和元年 11 月 16 日˜17 日 第 14 回「映画の保存と復元に関するワークショップ」に参加・情報収集
令和 2年 1月 27 日˜29 日 文化財修理用の補修絹製作技術をモデルにした調査と映像記録撮影
令和 2年 3月 「無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究事業―民俗技術の

記録作成事業報告 2」刊行※刊行物
令和 2年 3月 防災に資する記録作成として、阿波晩茶製造技術を対象とした「阿波ばん茶」の

各生産者の記録 7本（非公開）、所在地域ごとにまとめた 2本を公開用に作成（公
開用は、記録映像DVD「阿波ばん茶」として刊行）※刊行物

＜今後の課題＞
「四国山地の発酵茶の製造技術」モデル記録では、地域で伝承されている民俗技術（阿波晩茶）を記録し、各生産
者の記録 7本 ( 非公開 ) と公開用の 2本を作成したが、同じ技術であっても記録対象毎に差異が多く、モデルとして
何を記録するのかという検討を重ねる必要があった。また、既存の映像記録についても検証が必要である。防災事業
において作成しているものと、各地方公共団体・博物館・大学等の研究機関において、伝承や普及といったそれぞれ
の目的に沿って作成された映像記録との比較・検証をおこなうことは防災に資する映像記録モデルの研究に欠かせな
いが、それらは無形文化遺産を対象とした防災についての研究の深化なくして充実しえないものでもあるだろう。デ
ジタル技術による映像の変化についても、防災・研究資料としての映像資料のモデル検討をおこなう必要がある。
さらに、無形の文化財の記録作成自体が保護の手法の一つであり、伝承・防災マネジメントの一種として機能し得
る一方で、無形の文化財が被災した場合には有形の文化財の被災・救出とは異なる経緯を辿ることも、考慮しておく
必要がある。そのためには、無形文化遺産（無形文化財・無形民俗文化財・選定保存技術）の各ジャンルの背景を検
討するとともに、その記録対象毎に、対象の多様性に沿い、柔軟な記録作成のモデル検討をおこなう事が必要である。
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文化財総合データベースの構築とネットワークの確立（東文研）
＜概要＞
文化財防災の基礎情報把握を目的として文化財情報のデータベース・アーカイヴス作成を継続する。また本事業で
は、データベース構築を通して、地方公共団体関係者のネットワークを形成している。

＜実施の内容と成果＞
以下の6項目に取り組んだ。結果、都道府県からの情報提供も43都道県分に至った。「全国文化財等データベース」
については、遅れていた有形文化財等の入力も開始。「無形文化遺産総合データベース」については、34 都道県分の
試験公開まで完了した。システムの改修もほぼ完了している。あわせて都道府県担当者との情報共有をおこない、無
形文化遺産の防災について、各地の文化財保存活用大綱と関連した課題把握ができつつある。

○活動内容一覧
①全国文化財等データベースの確立 国（文化庁）および都道府県の情報提供による全ジャンルにわたる文化財等の総

合的なデータベース作成を継続。令和元年度末時点で有形・無形あわせて約
11,000 件を入力。

②�全国文化財保護条例データベース
の運用

全国都道府県・市町村の文化財関連条例データベースを維持・管理。

③�無形文化遺産総合データベースの
確立

国（文化庁）および都道府県の情報提供による無形文化遺産の総合データベース
の作成を継続。令和元年度末時点で約 6300 件を試験公開。あわせてシステムを
改修。

④アーカイヴスの作成 データベースに連動したアーカイヴスに動画・報告書等各種データを収集。併せ
て地域資料の収集とデジタル化を推進。

⑤�都道府県の民俗文化財担当者によ
る連絡会議

京都での会議 1回、東京での会議 2回の開催で 36 都道府県 1市から参加があり、
文化財保存活用大綱などについての報告があった。またメーリングリスト等を用
いた担当者間ネットワークを継続中。

⑥�無形文化遺産情報収集ウェブサイ
ト（「いんたんじぶる」）の構築・
運用

継続的な運用に加え、動画とＰＤＦデータの閲覧ができるように改修をおこなっ
た。

●活動一覧
令和 2年 2月 8日 京都芸術センターで「無形文化遺産の防災」関西連絡会議を開催※写真 267
令和 2年 2月 14 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産」連絡会議を開催※写真 268
令和 2年 2月 21 日 東京文化財研究所で「無形文化遺産」連絡会議を開催※写真 269

写真 267：「無形文化遺産の防災」関西連
絡会議（令和 2年 2月 8日）

写真 268：「無形文化遺産の防災」連絡会
議（令和 2年 2月 14 日）

写真 269：「無形文化遺産の防災」連絡会
議（令和 2年 2月 21 日）

＜今後の課題＞
ほとんどの都道府県のデータが揃ったが、今後はこれをどのようにして修正・補完していくのかが課題となる。特
に大半がデータベース未収録の未指定物件まで含めた無形民俗文化財の把握は、次の課題である。また民俗文化財で
はない無形文化財、文化財保存技術、あるいは工芸分野などのデータを、効果的に把握するための方策を考える必要
がある。

災害痕跡データベース（奈文研）
＜概要＞
災害痕跡データベースの内容の拡充を引き続きおこなう。
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＜実施の内容と成果＞
「災害痕跡データベースの内容の拡充」を目的に、既刊の発掘調査報告書を中心に災害痕跡データの集成およびデー
タベース化、データの入力をおこなった。また奈良県内の災害に関わる記録を抽出し、奈良県の被災履歴年表の作成
を進め、「災害痕跡データベースの拡充」では、奈良県内の遺跡調査地点 3,913 地点についてデータの集成がおこな
われた。災害痕跡データベースに係る「サーバ運用保守 /データベース維持管理」を目的に、クラウドサーバの構築、
クラウドサーバ保守･管理、アカウント作成･管理の業務委託をおこない、「サーバ運用保守/データベース維持管理」
については業務委託により完了した。また、データベースのバックアップのために、HDD、Blue-Ray�Disk 等を購入
し、データのバックアップを随時おこなった。
そのほか、「データベース内容の拡充に向けた協力体制の充実化」を目的に災害痕跡調査や記録法に関わる現地指
導や現地指導、さらに講演会に出向き、情報の共有化を図った。藤原第 203 次調査において 6世紀から 7世紀にかけ
ての地震痕跡を捉えた。また平城第 612 次調査では弥生時代末から 7世紀末までの間、第 613 次調査では奈良時代か
ら平安時代までの間の地震痕跡を捉えた。
いずれも震度 5弱以上の巨大地震の痕跡であり、今後の地震災害の実態解明研究への重要な手掛かりとなる。金井
東裏遺跡、金井下新田遺跡において火砕流に被覆されたウマ、足跡などの調査をおこない、火山災害による被災実体
の情報集をおこなった。また木津川河床底遺跡では、液状化による噴砂痕跡を 3層位において捉え、1596（文禄 5・
慶長元）年 9月 5日の慶長伏見地震とそれ以前の奈良時代から室町時代の間の地震痕跡であることが判った。また明
瞭な地下の液状化構造を露頭で捉えることができたため、剥ぎ取りをおこない調査原者負担でパネル作製をおこなう
ことができた。発掘調査担当者に目で見える形で地震痕跡の実態を残せたことは大きい。亀岡市犬飼遺跡では、奈良
時代の地震によって発生した山体斜面崩落による地滑り構造が遺構を破壊した状況を捉えた。調査のための試料を採
取すると共に露頭の剥ぎ取りによる現状の記録をおこなった。尾羽廃寺跡では、神津島天上山噴火（838 年）による
降灰とそれに先行する地震痕跡（液状化）を捉えた。この液状化により尾羽廃寺・官衙に関わる正倉の少なくとも 1
棟が倒壊したことが調査で明らかとなってきた。
上記の活動を通し、現場からの要望の高かった火山災害の痕跡の活用について、リーフレット「現場でみつかる火
山災害痕跡の活用」の作成を進めている。

●活動一覧
平成 31 年 4 月˜ 令和 2年 3月 奈良県の遺跡を中心に既刊の発掘調査報告書の読み込み、データベース登録内容

の抽出とデータカルテの作成、データ入力により災害痕跡データベースの拡充を
おこなった。また奈良県の被災履歴年表の作成を進めている。

平成 31 年 4 月˜ 令和 2年 3月 災害痕跡データベースのクラウドサーバ移管に伴うデータ入力・校訂・出力を含
めた運用保守、維持管理についての技術的なテスト、今後の方針について委託業
者と協議を進め拡充を図った。

平成 31 年 4 月˜ 令和 2年 3月 奈良文化財研究所が調査をおこなう藤原宮・京跡、平城宮・京跡の現場において、
主に地震や洪水による地質の変形構造について、考古学的調査方法や記録補法へ
の取り込み方について発掘調査担当者・部門と協議しながら調査を進めた。

平成 31 年 4 月˜ 令和 2年 3月 1 年間を通し、以下の遺跡に関わる埋蔵文化財関係者と災害痕跡の調査・記録に
関わる協議、共同研究を進めた。【火山噴火災害】金井東裏遺跡、金井下新田遺
跡（群馬県埋蔵文化財事業団）、【地震痕跡】木津川河床底遺跡、亀岡市犬飼遺跡
（京都府埋蔵文化財調査研究センター）、【火山噴火・地震痕跡】尾羽廃寺跡（静
岡県埋蔵文化財センター）

令和元年 9月～継続 リーフレット「現場でみつかる火山災害痕跡の活用」の作成。

＜今後の課題＞
データベース内容の拡充は、発掘調査報告書からの情報抽出作業がもっとも基盤となるが、報告書作成者による精
度のばらつきが大きく読み込みに時間がかかるため、データ集成作業者の人数の増員が望まれる。発掘調査現場での
災害痕跡データが、過去の被災状況を具体的な形で明らかにする効用が極めて大きい。地域的な災害履歴を明らかに
するだけでなく、それらの痕跡を利用した防災・減災教育リテラシーへの活用が期待される。「サーバ運用保守 /デー
タベース維持管理」においては、データ運用者の責務として昨今のセキュリティ対策のレベルに準拠する必要があり、
今後も情報管理において各部の改良を続ける必要がある。
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都道府県との連携による文化遺産保全リスト・地図作成事業（奈文研）
＜概要＞
地域の文化遺産を散逸や消滅から守るためには、未指定も含めた文化遺産基礎情報を集約・共有しておくことが必
要である。これにより、日常的な文化遺産の保全、防災・減災の取り組み、さらには、災害時のレスキューに役立て
ることができる。平成 31 年度・令和元年度は、平成 30 年度までの和歌山県有田郡湯浅町・広川町での総合的リスト
作成・地図システム作成の経験を活かし、都道府県との連携による湯浅町・広川町以外の地方公共団体への展開に関
する検討、デモ版地図システムの改良をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
和歌山県文化遺産課の助言、情報提供を得ながら、和歌山県伊都郡九度山町・有田郡有田川町・西牟婁郡白浜町を
対象に、町がおこなう文化遺産保全リストの作成に助言・協力をおこなった。有田川町・白浜町に対しては文化遺産
保全リストのフォーマットを提供し、九度山町に対してはリストに掲載予定の文化遺産について緯度経度情報取得の
ための調査を実施し、非公開版の地図に反映させた。他県への展開を検討するため、「地域内連携による文化財防災
体制の構築」の一環である全文協中国・四国ブロック文化行政主管課長会議での報告において、文化遺産保全リスト・
地図システムについて紹介し、岡山県と香川県からデモ版利用の希望があった。
結果、九度山町の文化遺産の文化遺産保全地図システム（非公開版）への反映、ハザードマップレイヤ作成、マニュ
アルの改良・掲載、緯度経度情報の収集方法掲載等、文化遺産保全地図システム（デモ版）の改良をおこなった。

●活動一覧
令和元年 6月 4日ほか 九度山町での緯度経度情報取得のための調査（その他実施日程：6/26、9/24、

9/26、9/30、10/16、10/18、10/23、11/4、1/26、2/1、2/2）
令和元年 6月 11 日 文化遺産保全地図（デモ版）の報告と打合せとあわせて、非公開版の総合的リス

トや地図システムについて、広川町と意見交換をおこなった。
令和元年 6月 27 日 文化遺産保全地図（デモ版）の報告と打合せとあわせて、非公開版の総合的リス

トや地図システムについて、湯浅町と意見交換をおこなった。
令和元年 7月 17 日 国立国会図書館で他の文化遺産データベースとの連携の可能性や文化財のデータ

ベース化に関する研究のため、ジャパンサーチ説明会への参加
令和元年 7月 18 日 東京富士美術館でアーカイヴス資料所在調査に関するヒアリング調査
令和元年 8月 2日 和歌山県教育庁文化遺産課訪問、活動報告と説明
令和元年 8月 20 日 山口県政資料館で他県への展開を検討するため、「地域内連携による文化財防災

体制の構築」の一環である全文協中国・四国ブロック文化行政主管課長会議での
報告において、文化遺産保全リスト・地図システムについて紹介

令和元年 8月 27 日 システム会社と打合せを実施し、文化遺産保全地図デモ版の改良（ハザードマッ
プレイヤ作成、マニュアル掲載、緯度経度情報の収集方法掲載）を実施

令和元年 12 月 2 日 東京文化財研究所で文化財の記録作成とデータベース化に関するセミナーに参加

＜今後の課題＞
和歌山県有田郡有田川町・西牟婁郡白浜町が実施する文化遺産のリスト化は複数年計画だが、文化遺産のデータ整
理、リスト化に専念できる人員の確保が大きな課題となっている。これは他の地方公共団体においても同様に課題と
なってくるため、市町村が作成する文化財保存活用地域計画との連携も視野に入れながら、引き続き以下についての
検討をおこなう。

○市町村がおこなう文化遺産保全リストの作成に関する諸課題の抽出と対応方法
○既存資料の共有および地図システムでの情報共有に伴う課題、閲覧権限設定、地図システムの二層化
○地図システムのプログラム管理、セキュリティ対策に関する課題への対応
○他の文化遺産データベースとの連携の可能性

自然史標本リストの共有システムの確立（奈文研）
＜概要＞
遺跡出土自然遺物を含めた自然史標本の所在や管理状況に関する情報収集および被災資料の整理・目録化作業を通
して、防災・減災に資する保管・管理体制を検討するとともに、地方公共団体等が所蔵している標本情報の共有シス
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テムのモデルケースの提案をめざす。

＜実施の内容と成果＞
昨年度に引き続き、被災資料の調査・目録化作業と地方公共団体等における標本所在情報の収集を実施した。九州
国立博物館での所在調査では、標本に加えて開館当初から十数年にわたる採集記録や個体データが保管されていた。
歴史博物館に標本が保管されているだけでなく、このような貴重な二次資料が存在しており、実物資料と同様に残す
べき重要な資料であることを周知していく必要がある。
また、本年度で本活動が一区切りとなるため、これまでに実施してきた活動成果をまとめて報告書を作成した。自
然史標本もまた文化財同様に将来に残していくべき貴重な資料であること、日常の管理の中で防災や減災につながる
保管方法などを実際の事例を挙げながら取り上げた。

○活動内容一覧
陸前高田市立博物館所蔵の被災資料
の調査・目録化作業

陸前高田市立博物館に仮保管されている津波により被災した市内貝塚出土自然遺
物を調査し、汚損した袋の入れ替えやラベル情報等の記録類をデータ化して目録
化作業を実施した。令和元年度は 96 袋分の被災資料について作業を完了した。

地方自治体等における標本の所在情
報および保管状況の調査

地方公共団体や歴史博物館等が所蔵している標本に関する情報収集を実施した。
令和元年度は九州国立博物館が所蔵している標本および二次データの調査を実施
するとともに、標本を収蔵するに至った経緯などについてヒアリングをおこなっ
た。

活動報告書の作成 これまで実施してきた自然史標本に関する活動のまとめとして報告書を作成し
た。

＜今後の課題＞
上述の通り活動の区切りとして活動成果報告を作成したが、現状として必ずしも文化財関係者に自然史標本の重要
性や保管する意義について十分に理解が得られているとは言えない状況にある。今後も自然史研究者と相互連携して
認識改善に向けた情報発信等の取り組みを継続的に実施する必要がある。

活動オ：自然災害による文化財の被災・救出に関する情報の収集と公開

文化財が被災した災害に関する事例集の作成【自然史資料】（奈文研）
＜概要＞
被災状況の異なるさまざまな災害に対し、被災地の地方公共団体職員等が被災文化財等の救出活動に迅速かつ効率
的に対処するための参考資料として利用可能な事例集を作成する。本活動では自然史資料を対象として情報収集を実
施する。

＜実施の内容と成果＞
関連文献については昨年度にある程度収集していたが、専門家との意見交換の中で収集しきれていなかった文献に
関する情報を入手することができた。
現在、岩手県立博物館において実施している昆虫標本の安定化処理は、既刊の報告等に記載された方法から修正が
加えられていた。例えば当初、安定化処理に過酸化水素水を使用していたが、チョウやガの鱗粉が溶けるなどの問題
が発生したために現在は使用しない方法で実施しているとの情報提供があった。
また、事例集には日常的に自然史資料を扱うことの少ない非専門家が活用しやすいように、補助資料としてキーワー
ドによる文献検索を付記するなどの工夫を加えた。
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○活動内容一覧
関連文献の収集 これまでに刊行された被災自然史資料の救出活動に関連する文献を集成し、関連

文献一覧表を作成した。収集した記事や論文、Web サイトは昨年度分も含め合
計 163 件にのぼる。

専門家への聞き取り調査 被災した自然史資料の救出活動に携わった専門家からの情報収集を目的として、
地質標本のレスキューに尽力された元岩手県立博物館の大石雅之氏との意見交換
や、岩手県立博物館で現在も継続して実施されている陸前高田市立博物館所蔵昆
虫標本の安定化処理作業の実見および聞き取り調査をおこなった。また、国立科
学博物館の自然史標本館を見学し、標本の保管方法などについて情報収集をおこ
なった。

被災した自然史資料に関する事例集
の文章執筆

事例集全体のうち、自然史資料に関連する事例をまとめ文章を執筆した。※資料
編【事例集 1】

＜今後の課題＞
今回作成した事例集は、これまでの経験に基づいて実施された対処方法の事例として有用である一方で、岩手県立
博物館における昆虫標本の例に見るように今後新たな処理方法が発案される場合も考えられるため、継続的に情報収
集していく必要がある。

文化財が被災した災害に関する事例集の作成【歴史資料】（奈良博）
＜概要＞
本事業は、文化財の被災が懸念される災害が発生した場合において、被災地方公共団体や被災者が迅速かつ適切な
初期対応をおこなうために参照しうる「文化財が被災した災害に関する事例集（歴史資料）」（以下、「事例集」）の作
成を目的とする。本年度は、昨年度に策定した実施要項に基づき、文化財が被災した災害に関する情報収集をおこな
うとともに、関連機関との関係構築を進めた。また、昨年度に試作した「事例集」の雛形を修正するとともに、近時
に発生した災害を対象とした「事例集」を更新・新規作成する。

＜実施の内容と成果＞
「事例集」の作成に関しては、昨年度の成果を充実させる方向性のもと、図書や各種の報告集のみならず、報道発
表資料等のインターネット上で公開されている文書からも情報の収集をおこなった。その成果として、「事例集」の
充実が図られた。また、関連機関との情報交換を通してより一層の情報共有体制を築くことができた。

●活動一覧
令和元年 9月 21 日 名古屋市博物館で開催されたシンポジウム「災害と文化財・地域文化」に出席
令和元年 10 月 4 日 九州国立博物館で開催された文化財修理担当者研修に出席
令和元年 12 月 22 日 名古屋大学で開催された地域歴史文化大学フォーラム in 名古屋に出席
令和 2年 2月 8日,9 日 御影公会堂で開催された第 6回全国史料ネット研究交流集会に出席
令和 2年 3月 「文化財が被災した災害に関する事例集」の更新・作成（平成 30 年 7 月豪雨、北

海道胆振東部地震、令和元年台風 15 号（房総半島台風）、令和元年台風 19 号（東
日本台風））※資料編【事例集 2】

＜今後の課題＞
本事業と並行して、奈良文化財研究所および九州国立博物館において、文化財が被災した災害事例に関する調査研
究が進められているため、各施設との協議を通してそれぞれの成果を包摂した形態でのより良い公開方法を検討する
必要があろう。あわせて、必要に応じて調査方法を見直して作業の効率化を図りつつ、「事例集」の更なる充実を進
めたい。
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文化財が被災した災害に関する事例集の作成【九州ブロックの最近の事例を対象として】（九博）
＜概要＞
平成 28 年熊本地震や平成 29 年九州北部豪雨など、近年大きな災害を経験してきた九州ブロックにおいて、被災文
化財がどのように救出され、応急処置を受けたかなど、文化財レスキュー（緊急保護）にかかわる対応事例を調査し、
文化財レスキュー活動や災害前後の対応策についての課題を探った。

＜実施の内容と成果＞
近年九州ブロックで発生した災害によって被災後レスキューされた文化財、特に未指定文化財について、レスキュー
後の応急処置や返却にかかる具体的な作業の状況、課題点などを調査し、事例集作成のための準備作業をおこなった。
※資料編【事例集 3】

●活動一覧
令和元年 6月 19 日 熊本県庁で熊本県教育庁文化課にヒアリング
令和元年 7月 21 日 東北大学で東北大学災害科学国際研究所シンポジウムに参加
令和元年 9月 12 日 甘木歴史資料館、福岡県朝倉市教育委員会にヒアリング
令和元年 9月 24 日 福岡県庁で福岡県教育庁文化財保護課にヒアリング
令和 2年 3月 6日 九州国立博物館で熊本県教育庁文化課担当者にヒアリング

＜今後の課題＞
事例集を作成・公表するにあたって、読者（各機関の文化財防災の担当者）にとって参考としやすいフォーマット
や公開方法について検討し、今年度調査成果を効果的にまとめる。また、九州ブロック以外での対応事例に目を向け、
調査範囲を見直す必要がある。
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活動カ：防災体制のあり方に関する調査研究

文化財防災体制のあり方に関する調査研究（推進室）
＜概要＞
防災体制のあり方に関して広範な観点からの研究を進める。

＜実施の内容と成果＞
以下の 3項目に取り組んだ結果、台風 19 号により被災した川崎市市民ミュージアムの救援活動に関連して、川崎
市当局・同ミュージアムとの接触とその後の体制構築のための助言、文化庁との連携、文化遺産防災ネットワーク推
進会議との実践的な連携、推進会議以外の団体との臨機応変の連携など、これまでの研究成果を発揮することができ
た。
①国立文化財機構が国内ネットワークの推進役を担うための体制の構築に向けた検討
②自然災害発生時の被災状況等の情報収集のための人員派遣
③関係団体・推進会議参画団体等との共同研究を提案・実施

●活動一覧
令和元年 4月~9 月 運営費交付金による防災ネットワーク推進事業の常設的運営に向けて、概算要求

用資料を作成
令和元年 5月 12 日 平成 30 年西日本豪雨災害で被災した倉敷市真備歴史民俗資料館他を実見
令和元年 8月 30 日 山口県庁で開催された全文協中四ブロック行政主管課長会議に出席し、文化財防

災ネットワークの事業の紹介、地域防災体制構築においてネットワークが果たす
役割等についての説明をおこなった　

令和元年 9月 6日 福島県自治会館で開催された福島県被災文化財等救援本部会議第 1回幹事会に参
加

令和元年 9月 9日 文化庁で文化庁との文化財防災ネットワーク推進事業に関する打合せ
令和元年 9月 21 日 名古屋市博物館で開催されたシンポジウム「災害と文化財・地域文化」に参加
令和元年 9月 26 日 千葉県文書館で開催された台風 15 号による千葉県内の文化財被害の情報共有お

よび今後の連携体制と対応を確認する「千葉県文化財・博物館等関係団体打合せ
会議」に出席

令和元年 10 月˜ 台風および豪雨災害発生にともなう被災状況等の情報収集。台風 19 号による地
下浸水のため、施設や 23 万点の収蔵品に被害があった川崎市市民ミュージアム
からの支援依頼を受け、文化庁との連携のもと初動体制構築のための支援を開始

令和元年 10 月 18 日 広域的な災害発生にともなう文化財の被災状況に関して、文化庁と連携し、都道
府県文化財所管部局に対して積極的な情報提供の呼びかけを実施

令和元年 12 月 19 日 第 30 回保存フォーラム「収蔵資料の防災―日頃の備え・災害対応・連携協力」
で講演

令和元年 12 月 25 日 川崎市市民ミュージアムの救出および一時保管等の作業について、川崎市から国
立文化財機構に対して支援要請

令和 2年 1月 14 日˜3 月 12 日 12 月 25 日の依頼を受け、機構からの派遣者 63 人、延べ日数 149 日の支援活動
を実施した

令和 2年 2月 8日˜9 日 第 6回全国史料ネット研究交流集会でポスター展示「台風 19 号で被災した川崎
市市民ミュージアム（略称：KCM）での被災収蔵品救出活動」初期段階におけ
る推進室の取り組み）。※資料編 6

＜今後の課題＞
川崎市市民ミュージアムに関しては一定の支援活動を実現したが、同時に発生した東日本各地での河川氾濫等によ
る文化財被害については必ずしも対応ができなかった。特に台風 15 号による千葉県内の文化財被害に関しては、千
葉県との十分な連携を取ることができなかった。推進室自身の体制を強固なものとし、どのような災害現場に対して
も効果的な支援体制を整える能力を備えていく必要がある。

歴史的建造物と動産文化財の一体的な防災・救援体制の構築に関する研究（推進室）
＜概要＞
災害発生時の救出活動実施に向けて検討すべく、建造物専門家（各地域のヘリテージマネージャー等）と動産文化
財研究専門家の連携のもと、行政的な課題・技術的な課題を抽出するための調査をおこなう。
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＜実施の内容と成果＞
各地で開催された歴史的建造物および動産文化財に関する講演会への参加、個別の聞き取り調査等によって、地域
で抱えている課題や、成功例などを調査することができた。これをもとに、現状体制における課題を抽出し、討論の
場で投げかけることによってこれまで接点がなかった分野間の連携の可能性についての視野を持たせることができ
た。また、平成 28 年熊本地震の動産・不動産それぞれの文化財救出活動に注目し、連携した取り組みの可能性につ
いて検討をおこなった。

●活動一覧
令和元年 6月 17 日 成田市内で千葉県ヘリテージマネージャーの建物調査における活動内容の調査
令和元年 7月 6日 東北学院大学で開催のされた城歴史資料保全ネットワーク主催の公開講演会に参

加
令和元年 7月 21 日 兵庫県民会館で開催された歴史資料ネットワークシンポジウム「2018 年水害被

災地の資料保全活動―西日本豪雨・台風 21 号―」に参加
令和元年 8月 13 日 文化財に関する講習のため、奈良県今井町伝建地区の事前視察
令和元年 9月 19 日 日本建築士連合会と千葉県の文化財建造物の被災状況調査について情報交換
令和元年 9月 27 日 静岡県建築士会で静岡県ヘリテージセンター SHEC の災害時の取り組みに関す

る情報調査
令和元年 10 月 3 日 東京国立博物館で開催された地域ブロック研究会に参加
令和元年 11 月 6 日,7 日 奈良文化財研究所で開催された文化財等防災ネットワーク研修に参加
令和元年 11 月 19 日 九州国立博物館で開催された文化財防災ネットワーク推進事業セミナー「不動産

文化財と動産文化財の防災―現状の課題と今後の連携にむけて」に参加
令和元年 11 月 28 日 三重県立美術館で開催された文化交流ゾーン連携・経営推進会議、事業部門実務

者会議�令和元年度第 4回「文化財等各種資料の防災対策」分科会に参加
令和元年 12 月 1 日 熊本市内・熊本大学で開催された熊本地震文化財ドクター第三次調査報告会・見

学会「建築文化遺産の復興のいま」に参加
令和元年 12 月 19 日 北海道立近代美術館で開催された文化財防災ネットワーク推進事業研修会「北海

道における文化財防災を考える」に参加

＜今後の課題＞
歴史的建造物の防災については、地域ごとにその取り組みの状況が異なっている。とりわけ、登録文化財・未指定
文化財など、災害時に被災しても行政的な対応がとれず、所有者の意思や経済的条件などによって保全できないもの
への対応が動産文化財との違いとして鮮明になった。地域の文化財としての保全という根本の問題に関わる課題であ
り、防災のための体制構築に向けて、多方面の専門家・行政機関等との協議・検討を進める必要がある。

阪神淡路・東日本両震災の救援委員会記録の整理・分析研究（東文研）
＜概要＞
平成 28 年熊本地震の際のレスキュー活動の作業日報の分析を昨年度に引き続き実施する。

＜実施の内容と成果＞
阪神淡路大震災の救援委員会のレスキュー活動にかかる記録の画像データ化を進めた。感熱紙による記録は、時間
の経過により文字が薄くなってきているところもあり、早急な対応が迫られた。記録から初動体制についてシミュレー
トするための基礎材料について協議検討をおこない、翻刻する記録を抽出した。
昨年度に実施した東日本大震災と熊本地震の救援委員会記録を人文科学とコンピューターのシンポジウムで発表を
し、論文にまとめた（村井源，�二神葉子，�内藤百合子，�林美木子，�山梨絵美子，�岡田健　「計量分析による熊本地震と
東日本大震災での文化財レスキュー活動の比較」�人文科学とコンピュータシンポジウム論文集 , 情報処理学会シンポ
ジウムシリーズ ,�Vol.�2019,�No.�1,�pp.�301-308,�2019.）。
これまで課題となっていた阪神淡路大震災における救援委員会のレスキュー活動に係る記録をスキャンし画像デー
タ化を終えた。画像データ化したデータの中で、事務局の動きやレスキュー実施内容に関する記録を選別、翻刻をで
きたことの意味は大きい。初動体制を明らかにするためにシミュレートするための基礎材料を整えた。
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●活動一覧
令和元年 4月˜6 月 阪神淡路大震災の救援委員会資料の確認※写真 270
令和元年 7月˜10 月 阪神淡路大震災の救援委員会に関する資料を画像データ化
令和元年 11 月 画像データ化した資料の一部を精査し文字を翻刻
令和元年 12 月 14 日˜15 日 人文科学とコンピューターのシンポジウムでの事業成果報告※資料編 7
令和 2年 1月 画像データ化した資料の一部を精査し文字を翻刻

写真 270：阪神淡路大震災の文化財救援委
員会資料

＜今後の課題＞
災害時における初動体制や対応が被害の軽減やその後の応急対策に大きな影響を及ぼすと考えられることから、阪
神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震の日報等の記録から初動体制を明らかにするためにシミュレートを進める。
今後、災害の規模や被害の性質に応じた初動体制や対応を明らかにし、より適切な体制を組めるような分析結果の活
用が重要課題である。

活動キ：保存科学等に基づく被災文化財等の保管方法、安定化処置・修復方法等に関する調査研究

けいはんなオープンイノベーションセンター収蔵庫活用に関する調査研究（京博）
＜概要＞
被災文化財等の一時保管における体制整備に関する調査・研究を目的として、京都府内に位置するけいはんなオー
プンイノベーションセンター（以下、「KICK」）内の二つの収蔵庫を京都府より借り受け、非常災害時に活用できる
防災対応収蔵庫の整備・維持管理および試験運用を実施する。

＜実施の内容と成果＞
令和元年度は、収蔵庫内の環境整備活動に重点をおき、通年的な温湿度および昆虫類生息の調査に加えて、エアー
サンプラーを用いた簡易空気質調査として、有機酸・アンモニアの濃度測定を実施した。また、温湿度管理業務の効
率化を図るため、温湿度モニタリング用 PCを収蔵庫前室に設置した。さらに、収蔵庫の安全性を高めるため、収蔵
庫内の 7区画分の棚に対して、落下防止ネットの設置および落下防止ベルトを設置した。結果、平成 30 年度までの
設置分と合わせ、1階収蔵庫の棚 2列分の設置が完了した。

●活動一覧
令和元年 11 月 22 日 KICK防災訓練への参加
令和元年 12 月 20 日 落下防止ネット、落下防止ベルト設置作業※写真 271

環境モニタリング用 PC設置※写真 272
令和 2年 2月 7日 事務局との研究開発進捗状況ヒヤリング実施
令和 2年 2月 14 日 KICK収蔵庫内（前室含む）の付着菌および浮遊菌調査
令和 2年 3月 19 日 KICK収蔵庫内（前室含む）の空気質調査（有機酸・アンモニア）
通年 外部委託によるKICK収蔵庫の環境管理（温湿度設定値変更、空調機の点検等）

KICK収蔵庫内の昆虫類モニタリング調査
KICK収蔵庫内の温湿度モニタリング調査
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写真 271：落下防止ベルト設置（令和元年
12 月 20 日）

写真 272：環境モニタリング用 PC設置
（令和元年 12 月 20 日）

＜今後の課題＞
落下防止ネットの設置が完了していない棚には落下防止ベルトを設置している。今後もネットの設置を進めていく
必要がある。
また、収蔵庫内の環境管理については、モニタリング用 PCの導入により作業の効率化を図ることはできたが、デー
タを確認するためにはKICKへ赴く必要がある。急激な温湿度変化や、災害等の非常時に対応するためには、遠隔
地で温湿度モニタリングが可能なシステムの導入を検討する必要がある。

被災資料の一時保管環境の研究（東文研）
＜概要＞
一時保管施設を新規に一棟で建てた場合の保存環境について検討することを目的に温湿度調査および空気環境調査
を実施する。調査対象には福島県文化財センター白河館の敷地内に建てられた竣工年度の異なる一時保管施設Ａ棟と
Ｄ棟を選んだ。

＜実施の内容と成果＞
平成 26 度末竣工のＡ棟（随契）と平成 27 年度竣工のＤ棟（入札）は、竣工図面、内装材料仕様は同じであるが、
アセトアルデヒド濃度がＤ棟で高く、特に二重壁内で高いことが分かった。アセトアルデヒドは厚生労働省指定の室
内汚染物質で基準値が設定されているが、Ｃ・Ｄ棟内の濃度は室温 18℃を超えると基準値を超えることがすでに分
かっている。Ａ棟とＤ棟では、庫内と二重壁内の各種アルデヒド濃度のパターンが異なり、発生源が庫内ではなく、
二重壁内にあることが推定できた。
5月から 11 月の温湿度データおよび表面温度データを解析したところ、Ａ棟、Ｄ棟ともに、北東側で梅雨～夏に
かけて二重壁内で結露する条件となっていることがわかった。冬季に熱画像を撮影したところ、Ｄ棟について南北間・
天地間の温度差が大きく、Ａ棟に比べて断熱材の打設むらが生じていることが分かった。
天井裏設置の全熱交換機付き換気扇の設置状況を調査したところ、フレキシブルダクトをテープで直結した簡易な
工法で配管されていることが確認できた。現在は庫内のみの換気となっているが、仮に二重壁内に発生源があること
が断定できた場合には、フレキシブルダクトを外して二重壁内を換気することで対策できる可能性があることが分
かった。また、Ｄ棟の点検口内部は厚さ 50mmで断熱施工されているが、断熱材厚さはやや不均一である。Ｄ棟で
はエキスパンジョン・ジョイントの断熱不足が散見された。※写真 273

●活動一覧
令和元年 5月 8日 温湿度データロガー、表面温度計設置、空気環境調査（ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド）
令和元年 11 月 28 日 温湿度データ回収、温湿度データロガー、表面温度計増設
令和 2年 1月 27 日 熱画像計測による温度分布調査、竣工図面と現地の状況との比較調査、空気環境

調査（ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド）※写真 2724,�275
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写真 273：D棟の点検口内部（令和 2年 1
月 27 日）

写真 274：空気環境調査（令和 2年 1月 27
日）

写真 275：全熱交換器換気扇の設置状況確
認（令和 2年 1月 27 日）

＜今後の課題＞
一時保管施設を新規に一棟で建てる場合には、断熱施工が均質で十分になされていることが重要であることが明ら
かになった。既存建物を一時保管場所に利用する場合が多いが、新規に一時保管庫を作る場合には、その土地の気候
に合わせ、断熱設計と十分な設備が必要と思われる。発生源を特定できるところまで調査を継続したい。

応急処置等の技術等開発（奈文研）
＜概要＞
水損した紙資料や木製品は保存処置として速やかな乾燥が必要となる。一方で、乾燥過程において急激な乾燥は材
料の劣化を引き起こす危険性があるため、適切な乾燥速度の制御が求められる。乾燥速度は材料周辺の環境と、材料
自身の水分移動性状に支配されるため、これらの材料の水分移動性状に関する基礎物性値は不可欠のものである。そ
こで今年度は木材、紙を対象として、さまざまな相対湿度における平衡含水率と木材については飽和透水係数、紙に
ついては透湿抵抗の実測をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
試験結果は別紙のとおり。※資料編 8

●活動一覧
令和元年 4月˜6 月 木材試料調製、和紙試料選定および調達（木材：マツ、トチ、オーク（いずれも

2× 2 × 1cm）、和紙：美濃紙（3種類）、鳥の子紙、雁皮紙、泥入り間合紙、美
栖紙、宇陀紙（いずれも 10 × 15cm））

令和元年 4月˜令和 2年 2月 各試料調湿、平衡含水率測定
令和元年 12 月˜ 令和 2年 3月 木材試料飽和透水係数実測、和紙試料透湿抵抗実測（測定中）

＜今後の課題＞
木材および紙試料について水分移動性状に関する物性値測定を継続して実施し、水損資料を乾燥する場合、あるい
は海水損の場合は脱塩する場合の具体的な手法について検討する。

活動ク：文化財の展示・収蔵の安全対策に関する調査研究

ミュージアムにおける収蔵の安全対策に関する調査（東博）
＜概要＞
国内外の博物館・美術館の収蔵庫において、どのような安全対策が講じられているか把握・整理することを目的と
し、災害リスク・立地条件などを踏まえた上で、現地調査、情報収集、普及活動を実施する。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り活動をおこなった。

Ａ）�収蔵庫調査：全国各地の博物館・美術館 10 か所において収蔵庫調査をおこない、収蔵棚の固定方法や収蔵品の
落下防止策、レイアウト等について記録を取り、安全対策の現況と課題を把握することができた。運用方法等に



411

ついては、ヒアリング調査で確認することができた。また、国外の主要な博物館・美術館においても収蔵庫内の
調査を実施したことで、国内外の安全対策について比較・評価することができた。例えば、ルーブル美術館にお
いては、収蔵品の恒久的避難や緊急時対応の体制構築・訓練等の先進的な取り組みが実践されており、台湾・国
立故宮博物院においても、収蔵設備の地震対策や安全面に配慮した収蔵品管理がおこなわれていた。

●活動一覧
令和元年 5月 28 日 徳島市立考古資料館で収蔵庫内の調査等
令和元年 5月 30 日 韮崎大村美術館で収蔵庫内の調査等※写真 276
令和元年 6月 4日 福岡市美術館で収蔵庫内の調査等
令和元年 6月 14 日 郡山市立美術館で収蔵庫内の調査等※写真 277
令和元年 6月 21 日 秋田県立美術館で収蔵庫内の調査等
令和元年 6月 28 日 碧南市藤井達吉現代美術館で収蔵庫内の調査等
令和元年 7月 12 日 埼玉県立さきたま史跡の博物館で収蔵庫内の調査等
令和元年 7月 26 日 美郷町学友館で収蔵庫内の調査等
令和元年 10 月 16 日 川崎市市民ミュージアムで台風による収蔵庫被害の調査
令和元年 10 月 17 日 高崎市観音塚考古資料館で収蔵庫内の調査等

かみつけの里博物館で収蔵庫内の調査等
令和 2年 2月 12 日˜13 日 ルーブル美術館、ルーブル・ランス、ルーブルコンサベーションセンターで収蔵

品の水害対策に関する調査等※写真 278,�279,�280
九州国立博物館ほかで収蔵の安全対策に関する情報収集

令和 2年 2月 19 日 国立故宮博物院で収蔵庫内の調査等※写真 281

写真 276：韮崎大村美術館での収蔵庫内
の調査（令和元年 5月 30 日）

写真 277：郡山市立美術館での収蔵庫内の
調査（令和元年 6月 14 日）

写真 278：ルーブル・ランスでの収蔵品の
水害対策等に関する調査（令和 2 年 2 月
12 日）

写真 279：ルーブルコンサベーションセ
ンターでの収蔵品の水害対策等に関する
調査（令和 2年 2月 12 日）

写真 280：ルーブル美術館での収蔵品の水
害対策に関する調査（令和 2年 2月 13 日）

写真 281：国立故宮博物院での防災対策に
関する調査（令和 2年 2月 19 日）

Ｂ）��情報収集：関連する機関や企業等を訪問し、収蔵庫内の安全対策に関連する情報収集および意見交換をおこなっ
た。安全性評価に必要な実験手法やシミュレーション手法について理解を深め、今後の研究方針の策定に資する
ことができた。

●活動一覧
平成31年 4 月 17 日 東京国立博物館で株式会社クマヒラと収蔵庫設計に関する情報交換
令和元年 5月 21 日 株式会社構造計画研究所で避難シミュレーション等に関する情報収集※写真 282
令和元年 6月 7日 東京国立博物館で株式会社構造計画研究所と面会し、3D空間計測に関する情報

収集、意見交換
令和元年 7月 26 日 東京ビッグサイトで事前防災・減災対策推進展を視察
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令和元年 10 月 31 日 虎ノ門ヒルズフォーラムで開催されたKKE�Vision�2019 に参加、防災シミュレー
ションに関する情報収集

令和元年 11 月 26 日 株式会社熊平製作所で収蔵設備設計の安全性に関する協議、工場視察
令和元年 12 月 19 日 北海道立近代美術館で開催された研修会「北海道における文化財防災を考える」

に参加
令和 2年 2月 6日 パシフィコ横浜で震災対策技術展を視察
令和 2年 2月 18 日 台湾・国家地震工程研究中心で免震技術に関する情報収集、調査等※写真 283,�

284

写真 282：株式会社構造計画研究所での避
難シミュレーション等に関する情報収集
（令和元年 5月 21 日）

写真 283：国家地震工程研究中心での、免
震技術に関する情報収集、調査（令和 2年
2月 18 日）

写真 284：国家地震工程研究中心での、免
震技術に関する情報収集、調査（令和 2年
2月 18 日）

Ｃ）�学会発表：普及啓発の一環として、令和元年 9月に九州大学伊都キャンパスで開催された第 52 回照明学会全国
大会において、収蔵庫の照明環境に関する調査報告をおこない、安全上の問題点について、広く議論を呼びかけ
ることができた。

＜今後の課題＞
Ａ）��調査記録を基に、各館の災害リスクを踏まえながら収蔵庫のレイアウト・収蔵方法の安全性評価をおこない、さ
らに緊急対応時の作業効率等への影響度について分析する必要がある。安全性評価のため、収蔵設備の加振実験
や転倒・避難シミュレーション等も検討する可能性がある。

Ｂ）�引き続き、企業への訪問や展示会への参加を通じて、情報収集をおこなう。特にも、収蔵設備の製造工場や研究
開発の現場を訪問し、開発担当者や研究員と技術情報について協議する機会を積極的に設けたいと考えている。

Ｃ）�今後も学会発表を通じて、活動成果の発信に努める。

ミュージアムにおける展示の安全対策に関する調査（東博）
＜概要＞
国内外の博物館・美術館において、展示作品に対してどのような安全対策が講じられているか把握・整理すること
を目的とし、災害リスク・立地条件などを踏まえた上で、現地調査、情報収集、普及活動を実施する。また、免震装
置を備えた展示ケースの加振実験を実施し、性能評価および技術的課題の検討をおこなう。

＜実施の内容と成果＞
下記の通り活動をおこなった。

Ａ）�現地調査：国内外の博物館・美術館において展示調査を実施した結果、展示作品の条件（形状、材質、状態など）
に応じて多様な展示ケースや支持具等が使用されていることが確認できた。災害リスクごとの対応についても調
査しており、例えばタイ・バンコクのチャオプラヤー川沿いでは、博物館・美術館の水害対策として止水板の設
置や建物周囲の環境整備が進められている事例を確認したが、地理的条件の違いもあり、タイムラインの流れ（初
期予測から水害発生までの時間やその対応）が日本とは異なることが調査の結果明らかになった。山形県沖地震
の被災地において博物館の被害状況等について調査し、展示品の転倒・破損や建物の損傷状況を確認した。致道
博物館のような歴史的建造物内での展示の安全性に関する課題等を把握することができた。
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●活動一覧
平成 31 年 4 月 22 日 東京国立博物館で支持具の安全対策に関する調査
令和元年 5月 16 日 東京国立博物館で支持具の安全対策に関する調査※写真 285
令和元年 5月 23 日 国立アイヌ民族博物館設立準備室・北海道大学内で展示の安全対策に関する情報

交換
令和元年 7月 2日˜3 日 致道博物館、村上市郷土資料館、村上市教育委員会で山形県沖地震の被害調査、

展示の安全対策に関する情報交換等
令和元年 8月 1日˜2 日 バンコク国立博物館、タイ銀行博物館、タイ王国文化省芸術局、Siriraj�

Bimuksthan�Museumで水害対策に関する情報収集、意見交換等※写真 286,�287
令和 2年 1月 7日˜8 日 ハンガリー国立博物館、ブダペスト歴史博物館ほかで展示の安全対策に関する情

報収集、意見交換等※写真 288,�289,�290

写真 285：東京国立博物館での支持具の安
全対策に関する調査（令和元年 5月 16 日）

写真 286：バンコク国立博物館での水害対
策に関する情報収集、意見交換（令和元年
8月 1日）

写真 287：Siriraj�Bimuksthan�Museum�で
の水害対策に関する情報収集、意見交換（令
和元年 8月 2日）

写真 288：ハンガリー国立博物館での展示
の安全対策に関する情報収集、意見交換（令
和 2年 1月 7日）

写真 289：ブダペスト国立西洋美術館での
展示の安全対策に関する情報収集、意見交
換（令和 2年 1月 7日）

写真 290：ブダペスト歴史博物館での展示
の安全対策に関する情報収集、意見交換（令
和 2年 1月 8日）

Ｂ）�加振実験：近年観測された巨大地震（熊本地震：益城波、東日本大震災：仙台波）に対して、現在一般的に使用
されている 2種類の免震装置がどのような挙動を示すのか、検証実験をおこなった。その結果、地震波と免震装
置の組合せによっては、十分な免震効果が得られずに展示品や展示ケースの破損等を招いてしまうことがわかっ
た。また、免震装置の性能のみならず、適切な展示手法（支持具やテグス等）の設計および選択が重要であると
いうことも、この結果から示唆された。

●活動一覧
令和元年 9月 30 日 大林組�技術研究所で加振実験（打合せ・準備）
令和元年 10 月 1 日 大林組�技術研究所で加振実験（本番）※写真 291,�292

写真 291：大林組技術研究所での加振実験
の様子（令和元年 10 月 1 日）

写真 292：大林組技術研究所での加振実験
の様子（令和元年 10 月 1 日）



414

Ｃ）�情報収集：東京大学生産技術研究所の目黒公郎研究室を訪問し、加振実験に関する先行研究等について情報収集
すると共に、都市震災軽減工学の専門的知見・視点から博物館・美術館の防災対策の現状を考察することで、新
たな技術的課題に着目することができた。その他、防災技術関連の展示会においても、情報収集活動をおこなっ
た。

●活動一覧
令和元年 5月 31 日 東京大学生産技術研究所で加振実験に関する情報収集、意見交換

青海展示棟で開催されたオフィス防災EXPOを視察

Ｄ）�学会発表：普及啓発の一環として、令和元年 6月に大阪芸術大学スカイキャンパスで開催された日本展示学会第
38 回研究大会において、展示用支持具の効果および機能と課題について調査報告をおこない、全国の博物館関
係者に向けて活動成果を周知することができた。

＜今後の課題＞
Ａ）�引き続き、国内外の博物館・美術館の災害対策事例について現地調査をおこない、あわせて技術的課題に関する

情報交換を進める必要がある。近年、激甚化・集中化の傾向がみられる気象災害に対して、設備・環境整備や緊
急時対応の体制といった防災技術の開発が喫緊の課題であると考えられるため、国外の主要な博物館・美術館と
学術的連携を図ることも有用であると考えられる。

Ｂ）�Ａ）の成果を踏まえながら、支持具やテグス固定等の強度試験や振動試験を実施することにより、免震装置の性
能を補完しつつ、安全面に配慮した展示手法を検討する必要がある。また、シミュレーションモデルを構築する
ことで、他の地震波に対する免震装置の挙動を推定するなど、多角的なアプローチで検証を続けることも視野に
入れなければならない。

Ｃ）引き続き、研究機関への訪問や展示会参加を通じて、技術情報を収集する。
Ｄ）博物館用免震装置の現状と課題に関する研究成果を関連学会で報告する。

社寺等における収蔵文化財の安全対策に関する研究（京博）
＜概要＞
立体作品に関する免震台の適切な活用、転倒防止等の防災対策に関する調査研究を目的とし、立体作品の安定性に
関する実験を実施する。

＜実施の内容と成果＞
立体作品と免震台の適切な活用、転倒防止対策に関する調査・研究として、平成 30 年度に実施した起震車による
木造十大弟子立像（京博蔵・模造、高さ 55㎝）の振動実験から得られた解析データ等を利用し、仏像の三次元デー
タを使用した転倒パターンのシミュレーションを作成した。まず、第一段階として、振動実験時に計測した阪神淡路
大震災、震度 5強、5弱を入力波として用いたシミュレーションを作成した。次の段階として、床面との摩擦係数の
変更およびスペーサーを追加し、転倒防止対策をおこなった場合のシミュレーションを作成した。結果、今回の仏像
を用いたシミュレーション解析では、振動実験時の転倒の様子とほとんど変わらない結果を得ることができるよう
に、係数設定を試行し、ほぼ同様の動作を再現することができた。転倒防止対策をおこなった場合のシミュレーショ
ン解析では、仏像の変位、転倒方向の相違を明らかにすることができた。また、仏像計測の結果をうけ、黒釉兎毫斑
碗（禾目天目）�建窯（京博蔵、高さ 6.9㎝）のシミュレーション作成にも着手した。
さらに、平成 30 年度に引き続き、落下防止用資材の強度試験として、KICKで使用している落下防止ネットの強
度試験を実施した。

●活動一覧
令和元年 8月 転倒シミュレーション解析検討開始（仏像）
令和元年 12 月 24 日 転倒シミュレーション中間報告（仏像）
令和 2年 2月 17 日 転倒シミュレーション解析最終報告（仏像）※資料編 9
令和 2年 2月 転倒シミュレーション解析検討開始（碗）
令和 2年 3月 13 日 落下防止資料の強度試験
令和 2年 3月 27 日 転倒シミュレーション解析最終報告（碗）
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＜今後の課題＞
令和元年度に実施した立体作品の転倒シミュレーションは、まず立体作品と振動に関する諸係数を算出し、実際の
動作をほぼ再現することができた。今後は、係数をいくつかのパターンに分けるとともに、床面との摩擦や、スペー
サーの大きさ、数量なども変化させたシミュレーションを実施し、立体作品の転倒防止対策に活用できるようにする。
なお、令和元年度も起震車による振動実験を予定していたが、新型コロナウイルス拡散防止のため、関係者との打合
せが延期となり、実施が困難となった。令和 2年度に実施を予定している。
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⑶　人材育成と情報の公開・促進（大規模災害時における動産文化財等の防災・救出に必要な人材育成）
活動ケ：�文化財防災ネットワーク推進事業の活動に関する情報発信のための出版およびシンポジウ

ム等の開催

ウェブサイト、パンフレット等情報公開（推進室）
＜概要＞
文化財防災ネットワーク関係団体の活動、および自然災害発生に伴う文化財の被災状況と関係団体・専門家の活動
に関する情報等の発信のため、ウェブサイト（日本語・英語）の情報更新・改修作業をおこなう。また、平成 31 年
度の活動内容に即して推進事業パンフレット（日・英）を改訂・発行し、配布していくことで、都道府県の文化財担
当者や関係団体に限ることなく、広く国内外へ情報を発信する（※詳細は3 -1.「文化財防災ネットワーク推進事業ウェ
ブサイト「文化財防災ネットワーク」による情報公開」を参照→ p.471）。

＜実施の内容と成果＞
日本語版ウェブサイトの軽微な改修に合わせて英語版ウェブサイトの改修をおこなった。日本語版ウェブサイト改
修として、お知らせ・事業案内・活動実績・被災文化財関連情報の各コンテンツ間の閲覧の利便性を改善するととも
に、情報の追加、更新、内容の充実を図る改修を実施した。英語版ウェブサイトは、事業内容を紹介するだけの簡略
化されていたものであったが、日本語版ウェブサイトの内容と同レベルの情報が得られるように改修した。また、セ
キュリティ強化のためにサーバを移行した。ウェブサイトへのアクセス件数は月ごとに記録した。さらに、和文パン
フレットの増刷、英文パンフレット改訂版の制作をおこなった。

●活動一覧
平成 31 年 4 月 英語版ウェブサイト回収作業およびサーバ移行の準備
平成 31 年 4 月˜ 令和元年 5月 日本語版ウェブサイトの改修作業
平成 31 年 4 月˜ 令和元年 8月 英語版ウェブサイトの改修作業
令和元年 5月 日本語版ウェブサイトの改修完了、公開
令和元年 6月˜8 月 英文パンフレットの制作・印刷作業
令和元年 8月 ウェブサイトのサーバ移行完了
令和元年 8月 英語版ウェブサイトの改修完了、公開
令和元年 9月 ICOM京都大会で和文・英文パンフレットを頒布

＜今後の課題＞
和文パンフレットは随時更新が必要なものであり、今年度は文化遺産防災ネットワーク推進会議に新たに 1団体が
加盟したため、次年度以降に修正を加える必要がある。英文パンフレットは事業内容を更新したが、海外への訴求力
という点では改善の余地がある。今年度改修した英語版ウェブサイトとあわせて、情報を発信するためのツールとし
て今後も積極的に取り組みたい。

被災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開（推進室）
＜概要＞
被災資料の応急処置などに関わる動画（日・英）を作成し、ウェブサイトで公開する。日本語版の動画については、
DVD-ROMとマニュアルハンドブックを作成し、実際の応急処置作業に活用していただけるよう、関係団体に配布
する。平成 31 年度は関係学会・博物館との共同により、自然史資料の応急処置動画を作成する（※詳細は3 -2.「被
災資料の応急処置などに関わる動画の作成・公開」を参照→ p.472）。

＜実施の内容と成果＞
自然史資料は、災害が発生してもその多くは迅速かつ適正な処置をおこなえば資料としての価値を損なうことな
く、保存することが可能である。しかし、災害時においては多くの場合、他のジャンルの文化財の救出が優先され、
自然史資料は対応が遅れ、修復が困難になってしまう場合がある。今年度は自然史標本を対象として、専門家の応急
処置例を紹介する。あわせて、自然史資料を被災しにくくするための減災方法を紹介した。また、動画の日本語版を
DVD化し、関連団体へ頒布した他、日本語版・英語版ともにHPや動画共有サイトで一般公開できるようにした。
今後、地方公共団体の文化財担当者を対象とした研修や、啓発活動で使用することができるようになった。
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●活動一覧
平成 31 年 4 月以降 動画シナリオの作成と監修者との打合せ、および情報収集
令和元年 10 月 監修者や協力者にご意見を聴収しつつ、シナリオを作成
令和元年 11 月 シナリオを決定、動画制作を開始
令和元年 11 月以降 動画撮影を開始
令和 2年 1月 編集作業、並行してハンドブック制作
令和 2年 3月 DVDおよびハンドブックの納品

＜今後の課題＞
自然史標本は種類が多く、形態や大きさが多様であり、被災後の処置方法には専門的な処置が必要となる。これら
の処置方法は未だ確率していないものも多い。処置方法の更新に合せて、改めて制作していく必要がある。

文化財防災ネットワーク推進事業を報告するシンポジウム（推進室）
＜概要＞
推進事業の取り組みと今後の方向性に関して、広く一般に理解していただくためのシンポジウムを開催する（※詳
細は3 -3.「文化財防災に関するシンポジウム・講演会等」を参照→ p.473）。

＜実施の内容と成果＞
今年度は地域の文化財に焦点を当て、それをまもり伝えていくことの意味と方法を考えるというテーマで、シンポ
ジウム「地域社会と文化財―身近にある文化財、それをまもり伝える意味」を開催した。※写真 293,�294,�295
シンポジウムの趣旨は、文化財の防災に関する課題を、単に防災のための技術的な課題や体制の課題に止めるので
はなく、地域に存在する文化財としての意味や価値について、地域の人びと地震が考える機会を設ける、というもの
で、文化財防災の取り組みを社会的な行動として位置づける姿勢を示した。アンケート調査の結果、シンポジウムの
テーマや内容については多くが満足したという評価を得た。さらに、「文化財防災ネットワーク推進事業」をシンポ
ジウムに参加して初めて知った人が多いことがわかった。シンポジウムが事業広報の機会となっていることがわかっ
た。シンポジウム報告書『2019 年度文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム�地域社会と文化財―身近にある
文化財、それをまもり伝える意味』を作成した。※刊行物

写真 293：シンポジウム会場（令和元年 12
月 7 日）

写真 294：シンポジウム趣旨説明（令和元
年 12 月 7 日）

写真 295：パネルディスカッション（令和
元年 12 月 7 日）

＜今後の課題＞
集客数が想定より少なかった。地域の文化財に関する類似のテーマによるシンポジウムは各所で開かれているもの
の、文化財防災の立場からこの課題に取り組むことの意味について、社会的にはなお浸透していないことが理由であ
ると考えられ、今後の広報活動に重要な課題を示した。

文化財防災に関する公開シンポジウム・研究会の開催（京博）
＜概要＞
東日本大震災の被災地での現在も続く取り組みについて取り上げたシンポジウムを開催し、文化財の防災について
地域市民へ広く普及を図る（※詳細は3 -3.「文化財防災に関するシンポジウム・講演会等」を参照→ p.474）。

＜実施の内容と成果＞
「文化財を守り伝える 2　東日本大震災から 8年の今、これから」と題したシンポジウムを開催した。当館の羽田
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が東日本大震災における文化財レスキュー活動について報告をおこない、美術院国宝修理所の藤本氏より被災した文
化財の修理について御講演いただいた。また、宮城県教育庁文化財課の関口氏、武蔵野美術大学の加藤氏より、被災
地の現状と今後に向けた取り組みについて御講演いただいた。また、シンポジウムのテーマに合わせ、東日本大震災
における文化財レスキュー活動について取り上げたパネル展示をおこなった。パネルに年表を加えることで、文化財
レスキュー活動を時系列順に示し、わかりやすい内容にした。※写真 296,�297
来場者アンケートでは、シンポジウムの参加者（30 名）のうち 8割以上の参加者から「とても良い／良い」の評
価を得た。パネル展示に関しても 7割以上の参加者から「とても良い／良い」の評価を得た。被災地の現状を知るこ
とができてよかった、もっと参加者が増えてよい内容だと感じた、という意見も見られ、来年度以降もシンポジウム
の開催を希望する強い意見もあった。また、シンポジウムの報告書『文化財を守り伝える 2　東日本大震災から 8年
の今、これから』を作成した。※刊行物

写真 296：シンポジウム座談会（令和元年
10 月 26 日）

写真 297：シンポジウムパネル展示（令和
元年 10 月 26 日）

＜今後の課題＞
文化財防災の取り組みについて広く周知、市民から理解を得るためには、継続的なシンポジウムの開催が望まれる。
また、地域社会の文化財防災への意識を高めるために、より効果的なテーマ設定や内容について検討をおこなう。

活動コ：文化財の防災に関する研修等の企画実施

人材育成・啓発活動等をおこなうための有効な教材の作成（推進室）
＜概要＞
文化財の防災に関する研修等の企画実施。文化財防災に関して、専門家や地方公共団体の担当者、博物館・美術館
の学芸員等を対象とする協議会・研修会を開催する。また文化財防災に貢献する人材の育成と啓発活動をおこなうた
めに有効な教材作成に着手する。

＜実施の内容と成果＞
文化財・文化遺産の概念と保護の理念・方法を全体像として理解し、その中で文化財防災という活動の意味すると
ころを正しく位置づけ、ひろく社会の課題として人々に伝え、みずから実践していくことのできる人材を育成するこ
とが、文化財防災を未来にわたって続けていくために必要である。この観点から、人材育成を実現するために有効な
教材の作成に着手した（文化財防災に関する教育プログラム策定の助言をいただくため、3月 1 日から 3月 10 日の
期間で中国文物保護基金会副理事長の詹長法氏に招へいしたが、中国・武漢市において昨年 12 月以降に発生してい
る新型コロナウイルスの感染が拡大したため延期することとなった。また、3月中に教材作成のためのワーキンググ
ループによる会合を開催する予定にしていたが、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により中止した）。
文化財科学、災害科学、都市防災、行政職等の専門家によるワーキンググループの立ち上げをめざして準備作業を
おこなった。ICCROMが主催した文化財防災に関する国際研修にアソシエイトフェローを派遣し、国際標準による
人材育成の方法について情報を得た。令和元年度に中国文化遺産研究院との共同による国際研修（中国人を対象）を
実施するための教材作成を実践的研究の一部として進めることになった。
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●活動一覧
令和元年 7月 8日 教育プログラム作成に関する打合せ、奈良大学今津節生教授に協力を依頼
令和元年 7月 30 日˜8 月 2 日 中国文化遺産研究院との教育プログラム共同作成に関する打合せ
令和元年 11 月 20 日 教育プログラム作成に関する打合せ　福岡県教育委員会杉原敏之氏に協力を依頼
令和元年 1月 16 日 教育プログラム作成に関する打合せ　京都大学三村衛教授、立命館大学大窪健之

教授に協力を依頼
令和元年 11 月 8 日˜12 月 8 日 林美木子アソシエイトフェロー（東文研）をローマ文化財研究所（ICCROM）

の文化財防災国際研修へ派遣

＜今後の課題＞
従来、わが国における文化財防災に関する研修は、これまでの実践的活動の経験則を語る内容が多く、様々な局面
における情報分析、体制構築のための理論化された方法論がなかった。これを克服し、国際的な研修等を参考にした
教材を作成することをめざしている。年度末の新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、中国の専門家の招へい、
国内出張が不便となり、具体的な成果に乏しい結果となった。来年度における作業の進展をめざしている。

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する協議会の開催（東博）
＜概要＞
展示・収蔵関連の設備メーカー、美術品梱包輸送会社、防災設備メーカーから参加を得て、博物館・美術館におけ
る防火対策および水害対策の研究協議会を実施する。

＜実施の内容と成果＞
令和 2年 2月 4日、「博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第 2回）」を東京国立博
物館�平成館小講堂で開催した。計 29 名が参加した。参加者の内訳は、設備メーカー：9社／ 19 名、美術品輸送会社：
1社／ 2名、技術コンサルタント：1社／ 2名、その他：3施設／ 6名（国立文化財機構内）であった。第一部では 3
社（株式会社コーアツ、能美防災株式会社、株式会社オカムラ）から博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策、
特に防火対策および水害対策に関して事例報告および問題提起があり、第二部ではその他の参加企業からも最新事例
や課題について報告があった。異業種間で博物館・美術館の安全対策について協議することにより、技術情報の共有
と潜在的課題の発見および解決を図る、効果的かつ独自性に富んだ研究協議会となった。
研究協議会に先立って、講演者との打合せ、ガス消火実験の見学をおこなった。

●活動一覧
令和元年 12 月 4 日 東京国立博物館で株式会社コーアツ、能美防災株式会社と打合せ
令和元年 12 月 26 日 能美テクノリウム・メヌマでガス消火実験見学※写真 298
令和 2年 2月 4日 東京国立博物館で第 2回博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する

研究協議会※写真 299 ※資料 76

写真 298：能美テクノリウム・メヌマでの
ガス消火実験見学（令和元年 12 月 26 日）

写真 299：研究協議会会場（令和 2年 2 月
4日）

＜今後の課題＞
昨年度から地震対策・防火対策・水害対策をテーマとして協議してきた中で、参加企業が現場で直面している技術
的課題がいくつか挙げられている。今後は、その中から特に重要度の高い課題を抽出し、集中的に議論を進める必要
があると考えている。さらに、博物館・美術館の学芸員に向けて発信すべき技術情報の検討も同時に進めなければな
らない。
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文化財防災に関する研修【博物館・美術館学芸員等】（東文研）
＜概要＞
博物館・美術館における災害発生時の初動に関する情報提供を目的に、北海道で研修会を開催した。東日本大震災
発生直後の宮城県の対応に関する当時の担当者による講演、同震災の記録作成・分析を担当した東京文化財研究所か
らの報告とともに、平成 30 年北海道胆振東部地震およびブラックアウトなど関連災害への対応について、北海道各
地の博物館・美術館・地方公共団体文化財担当者による報告があった。

＜実施の内容と成果＞
参加者は北海道内の行政担当者と学芸員が中心で、地域の中核的存在として防災への意識向上に資することができ
た。全体討論の後に参加者が自己紹介をする時間を設けたことで、参加者同士の交流が活発となり、ネットワーク作
りや情報交換ができ参加者の満足度をより上げることができた。各地の具体的な事例を聞くことで今後の対応マニュ
アル作りにも役立てることができるなど建設的な参加者の意見が多くみられ、アンケートの結果 100％（アンケート
回収率 48％）の参加者にとって本研究会が有意義であった。
今回の研修を通じて道庁の文化財行政関係者、美術館、博物館、埋蔵文化財センターの関係者が顔を合わせ文化財
防災について初めて議論を始めるきっかけとなった。

●活動一覧
令和元年 7月 17 日 研修内容検討のための協議
令和元年 12 月 19 日 北海道立近代美術館で令和元年度文化財防災ネットワーク事業研修会「北海道に

おける文化財防災を考える」を開催※写真 300,�301 ※資料 77
令和 2年 2月 20 日˜21 日 北海道埋蔵文化財センターおよび北海道博物館で令和元年度の防災研修について

のフィードバックと今後の文化財防災研修への課題に関する聞き取り調査

写真300：研修会会場（令和元年12月 19日） 写真301：研修会講演（令和元年12月 19日）

＜今後の課題＞
昨年度に起きた胆振東部地震をきっかけに、北海道は文化財防災ネットワーク体制の見直しに取り組み始めた。北
海道は本州から距離が離れているだけでなく面積が広く道内の拠点間も離れており、災害の規模によっては個別に課
題を解決しないといけない。このような北海道の特性に応じた研修の提供が重要であることが分かったため、次年度
以降の研修内容に活かし検討していきたい。

文化財防災に関する研修【地方公共団体文化財担当者等】（奈文研）
＜概要＞
平常時における防災・減災の取り組みの普及と、被災した文化財等をレスキューするための体制整備や様々な技術
を普及するため、地方公共団体の文化財等担当者、博物館・美術館等の学芸員を対象とした研修を実施した。

＜実施の内容と成果＞
令和元年 11 月 6 日から 7日にかけて奈良文化財研究所において、地方公共団体の文化財等担当者、博物館・美術
館等の学芸員を対象とした文化財等防災ネットワーク研修を実施した。※写真 302,�303
1 日目「文化財の防災とネットワークの構築」「水損紙資料の微生物被害と応急処置」「被災した民俗資料の応急処
置」の講義、2日目「被災した写真資料の応急処置」「水損紙資料のレスキュー」の講義、水損紙資料のレスキュー
のための資料の水洗と乾燥、ドライクリーニング、水損書籍の対処等の実習と意見交換をおこなった。
防災・減災の取り組みの普及と、レスキューのための体制整備や知識、技術の普及、という二つの視点から研修を
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おこない、受講者に両方の習得を促すとともに、受講者が他機関や他地域の情報を得る場にもできたことは意義深い。
受講者からは「東日本大震災以後、応急処置方法など文面で見たことはあっても実習はなかったので、今後活用して
いける技術を体験する貴重な機会でした。」「座学と実習のどちらも大変実用的な内容で、とても勉強になりました。
レジュメもそのまま被災時のマニュアルになり得るものだったので、できる限り活用させていただきます。」「大変勉
強になりました。経験のある作業も、もっと工夫できることがあると、気付くことができました。同じように台風被
害を受けた県、施設の方とも知り合えて良かったです。」「実習も多く、いざという際の取り組み方が具体的に見えて、
ありがたく思いました。」といったコメントを得た。

写真 302：講座（令和元年 11 月 6 日） 写真 303：実習（令和元年 11 月 7 日）

＜今後の課題＞
文化財防災に関わる平常時の取り組みやネットワークの構築、発災時のレスキュー体制の構築や被災した資料の処
置技術を広く普及させるためには研修が有効であり、今後も継続して実施してゆく必要がある。
今年度の研修では、過年度の研修で受講者から質問を受けることがあった被災した写真資料の応急処置についても
新たに取り上げた。今年度は写真資料については講義が中心であったが、受講者の関心も高いことから、次年度は写
真資料に関する実習をおこなうことも検討したい。また、例年、研修終了時のアンケートで、受講内容の活用予定を
聞いているが、今年度は文化財保存活用大綱に反映という回答が見られた。平常時からの文化財の防災・減災に関す
る取り組みや防災計画の策定についても関心が高まっており、次年度の研修に向けては、こういった点も意識しなが
ら講義内容を検討したい。

活動サ：我が国の文化財防災に関する経験を活用した国際貢献

文化財防災に関する国際的な活動に関する貢献と情報収集（推進室）
＜概要＞
国内外で開催される国際シンポジウム・国際研修コース等へ出席し、わが国の文化財防災とその体制構築に関する
講演・報告をおこない、諸外国の文化財防災に貢献する。また、諸外国および国際機関における文化財防災に関する
先進的な方法や理論に関する情報を収集し、わが国の文化財防災への活用を図る。

＜実施の内容と成果＞
国外研究機関との共同、協力を推進した。国際研修及教育プログラム作成打合せでは、令和 2年度における日中共
同による国際研修の実施に向けた打合せと、山西省における具体的な人材のニーズについての調査をおこなった。中
国文化遺産研究院教育トレーニングセンターとは、年間を通じて連絡を取り、令和 2年度の研修実施に向けて準備を
進めた。

●活動一覧
令和元年 7月 30 日˜8 月 2 日 中国文化遺産研究院、山西省文物局で国際研修及教育プログラム作成打合せ
令和元年 8月 28 日˜31 日 韓国・大田KT人材開発研修院他で東アジア文化遺産保存国際シンポジウム参加

および文化財防災の技術的課題での発表
令和元年 9月 ICOM京都大会への参加と情報収集
令和元年 9月 11 日 立命館大学ユネスコチェア研修への講師派遣（講演：歴史的建造物に付属する動

産文化遺産の価値）
令和元年 9月 16 日 立命館大学ユネスコチェア研修への講師派遣（講演：京都国立博物館の防災）
令和元年 11 月 8 日˜12 月 8 日 文化財防災に関する研修（ICCROM研修）への参加
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＜今後の課題＞
従来、わが国の文化財防災のノウハウを積極的に国外に発信すべきであるとの意見がある。これに関しては「人材
育成・啓発活動等をおこなうための有効な教材の作成」でも示したとおり、現状の経験則のみを語るわが国の方法で
は必ず成果は不十分なものとなる。教材作成作業とともに、国際発信のための言語を作成する必要がある。来年度以
降は、国際シンポジウムの開催を積極的に企画し、発表の場を準備しつつ一連の作業を実施していく。
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章末資料一覧

資料番号 資料タイトル
資料 64 第 10 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 65 第 11 回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料 66 文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿次第（第

7回～第 10 回）
資料 67 北海道・東北ブロックにおける文化財防災に関する研究協議会＿開催案内
資料 68 第一回�東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合＿開催案内・プログラム
資料 69 第 1 回�文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会（関東甲信越）＿開催概要
資料 70 第一回�地域の文化財防災体制の確立に向けたブロック研究会＿開催概要
資料 71 第 2 回文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会 ( 関東甲信越 ) ＿開催概要・案内・概要
資料 72 第 2 回中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会の開催について＿開催
資料 73 セミナー「不動産文化財と動産文化財の防災�―現状の課題と今後の連携に向けて―」＿開催概

要
資料 74 第 10 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 75 第 11 回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
資料 76 博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第 2回）＿開催概要・プ

ログラム
資料 77 研修会「北海道における文化財防災を考える」＿概要・プログラム

凡例：資料に掲載されている連絡先および担当者氏名等については当時のものであるため省略する　
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資料64　第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料64　第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-1　文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について（平成30年度）
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資料64　第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-2　推進会議活動ガイドライン（案）
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資料64　第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-3　推進会議活動ガイドライン策定の経緯と目的
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資料64　第10回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-4　推進会議活動ガイドライン策定状況
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第 11回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第 

２０２０年２月４日（火） 

１３：３０～１６：３０ 

東京国立博物館平成館第１会議室 

１． 開  会 

２． あいさつ 

３． 議  事 

Ⅰ）一般社団法人国宝修理装潢師連盟の新規加盟について 

Ⅱ）文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について 

１）平成 31年度・令和元年度推進事業の活動について 

２）来年度以降の文化財防災ネットワーク推進事業の体制について 

Ⅲ）「文化遺産防災ネットワーク推進会議の災害時における活動ガイドライン」について 

Ⅳ）各地における災害による文化財被害と救出・支援活動について 

１）国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室 

２）川崎市市民文化局 

３）長野市立博物館 

４）歴史資料ネットワーク 

５）特定非営利活動法人 宮城歴史資料保全ネットワーク 

Ⅴ）各団体からの報告 

Ⅵ）その他 

 

（配布資料） 

資料１－１ 文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について 

１－２ 文化遺産防災ネットワーク推進会議の災害時における活動ガイドライン（案） 

資料２－１ 台風 19号による文化財被害に関する取り組み 

２－２ 川崎市 報道発表資料（台風 19号による川崎市市民ミュージアムの被災状況等） 

２－３ 台風 19号災害における長野市立博物館の活動―民間所在の未指定文化財に対して― 

２－４ 歴史資料ネットワークの水害対応 

（参考配布） 

参考１  一般社団法人国宝修理装潢師連盟 パンフレット 

参考２  文化財防災ネットワーク推進事業 英文パンフレット 

参考３  文化庁 報道発表 資料（令和元年 10月 25日） 

参考４  台風 19号による文化財の被害について（情報共有のお願い）（令和元年 10月 18日） 

参考５  災害により被災した文化財等の救援に係る技術的支援等について（お知らせ）（令和元年  

  10月 25日） 

参考６  第 11回文化遺産防災ネットワーク推進会議出席者一覧 

参考７  文化遺産防災ネットワーク推進会議構成団体一覧 

 

（机上配布） 連絡窓口担当者一覧  

資料65　第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議議事次第
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資料65　第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料1-1　文化財防災ネットワーク推進事業の活動状況について
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資料65　第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
資料2-1　台風19号による文化財被害に関する取り組み
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資料65　第11回文化遺産防災ネットワーク推進会議＿配布資料
参考4　台風19号による文化財の被害について（情報共有のお願い）（令和元年10月18日）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊
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資料66　�文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿
次第（第7回～第10回）

第7回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料66　�文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿
次第（第7回～第10回）

第8回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料66　�文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿
次第（第7回～第10回）

第9回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料66　�文化遺産防災ネットワーク推推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ会議＿
次第（第7回～第10回）

第10回推進会議活動ガイドライン策定ワーキンググループ　次第
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資料67　北海道・東北ブロックにおける文化財防災に関する研究協議会＿開催案内
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資料68　第一回�東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合＿開催案内・プログラム
「第一回　東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合」開催案内

＊＊＊

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料68　第一回�東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合＿開催案内・プログラム
「第一回　東京都区部における文化財防災体制の確立に向けた会合」プログラム
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資料69　第1回�文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会（関東甲信越）＿開催概要

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊＊＊



458

資料70　第一回�地域の文化財防災体制の確立に向けたブロック研究会＿開催概要

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料71　�第 2回�文化財保存活用大綱の策定に向けた情報交換会（関東甲信越）＿開催概要・案内・
概要

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料72　第2回中国・四国地方の文化財防災に関わる研究協議会の開催について＿開催

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料73　�セミナー「不動産文化財と動産文化財の防災�―現状の課題と今後の連携に向けて―」
＿開催概要

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊
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＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
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資料74　第10回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第10回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料75　第11回文化遺産防災ネットワーク有識者会議＿配布資料
第11回文化遺産防災ネットワーク有識者会議議事次第
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資料76　�博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第2回）＿開催
概要・プログラム

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第2回）開催案内

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊
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資料76　�博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第2回）＿開催
概要・プログラム

博物館・美術館における展示・収蔵の安全対策に関する研究協議会（第2回）プログラム
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資料77　研修会「北海道における文化財防災を考える」＿概要・プログラム



3　普及啓発・情報発信
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3　普及啓発・情報発信事業報告

１．文化財防災ネットワーク推進事業ウェブサイト「文化財防災ネットワーク」による情報公開

〇ウェブサイトの改修
ウェブサイト開設から事業終了月までに、合計 2回のウェブサイト改修をおこなった。改修・更新を加えるごとに
ウェブサイト訪問者数が劇的に増えた。また、災害後数日間は訪問者数が増加する傾向がみられた。

○これまでのアクセス解析データの数値
アクセス解析　一覧

月 日平均訪問者数（Visits数） 月合計訪問者数（Visits数）
2015 2016 2017 2018 2019 2015 2016 2017 2018 2019

4月 68 197 99 146 525 68 6,118 2,940 4,385 15,759
5月 80 152 197 235 367 2,499 4,563 6,118 7,293 11,395
6月 1,383 151 152 240 378 41,509 4,684 4,563 7,212 11,364
7月 109 143 151 261 161 3,383 4,437 4,884 8,119 4,680
8月 112 149 143 291 568 3,492 4,474 4,437 9,036 17,629
9月 134 161 149 286 579 4,028 4,995 4,474 8,588 17,396
10月 1,065 191 161 261 642 33,029 5,735 4,995 8,092 19,919
11月 162 171 191 232 623 4,874 5,310 5,735 6,981 18,716
12月 115 203 171 218 570 3,571 6,296 5,310 6,558 17,670
1月 91 190 203 262 509 2,845 5,344 6,296 8,131 15,801
2月 83 228 190 283 553 2,431 7,078 25,657 7,932 16,054
3月 89 221 228 370 519 1,163 2,880 38,479 11,490 16,102

総合計 102,892 61,914 113,888 93,817 182,485

初期のウェブサイトトップページ
（平成 27 年 3 月時点）

第 1回ウェブサイト改修後のトップページ
（平成 28 年３月時点）

第 2回ウェブサイト改修後のトップページ
（令和元年 12 月時点）
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２．被災資料の応急処置等に関わる動画の作成と公開（文化財防災マニュアル）　

平成 29 年度から令和元年度にかけて、「文化財防災マニュアル」シリーズの制作をおこなった。

〇文化財防災マニュアルVol.1「水損紙資料のクリーニング処置例」

DVD、ハンドブック YotuTube での動画公開

〇文化財防災マニュアルVol.2「民俗資料のクリーニング処置例」

DVD、ハンドブック YotuTube での動画公開

〇文化財防災マニュアルVol.3「被災自然史標本の処置例と減災対策」

DVD、ハンドブック YotuTube での動画公開
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３．文化財防災に関するシンポジウム・講演会等

⑴　推進事業シンポジウム（推進室）
　	　推進事業の 5年間の取り組みを紹介し、今後の活動の方向性に関して広く一般に理解していただくためのシンポ
ジウムを開催した。これまでに開催したシンポジウムの概要は下記の通り。詳細はウェブサイトにて公開している。

〇平成30年度「地域防災と文化財―自然災害を知り、地域の貴重な文化的資源を守り、伝える―」
日時：2019 年 2 月 10 日（日）13：00-16：30
会場：京都国立博物館　平成知新館
プログラム：
主催者挨拶：松村恵司（国立文化財機構理事長・奈良文化財研究所長）
開催館挨拶：佐々木丞平（京都国立博物館長）
趣旨説明：岡田健（国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室長）
基調講演：自然災害発生のメカニズムと地域防災の考え方／三村衛（京都大学教授）
講演 1：京都市の取り組み
　　⑴「	平成 30 年夏の自然災害による文化財被害とその対応」中川慶太（京都市文化財保護課）
　　⑵「	京都市における文化財防火について～みんなで文化財を火災からまもろう～」目片貴美子（京都市消防局）
講演 2「	地域文化の保全と文化財防災―民俗学が果たす役割」大石泰夫（盛岡大学教授）
講演 3「	地方創生と文化財―自然災害から文化財を守る強じんな体制とは」豊城浩行（文化庁文化財鑑査官）
閉会挨拶：朝賀浩（京都国立博物館学芸部長）

開催案内のチラシ

〇令和元年度「地域社会と文化財―身近にある文化財、それをまもり伝える意味―」
日時：平成元年 12 月 7 日（土）
場所：東京国立博物館　平成館大講堂
プログラム：
開会挨拶：松村恵司（国立文化財機構理事長）
開催館挨拶：井上洋一（東京国立博物館副館長）
趣旨説明：岡田健（文化財防災ネットワーク推進室長）
基調講演「人口減少社会における文化財保護の可能性」宗田好史（京都府立大学副学長・教授）
講演 1「みんなでまもる地域の文化財―和歌山県の取り組みから」大河内智之（和歌山県立博物館主任学芸員）
講演 2�「地域の復興に文化財が果たす役割―福島県双葉町の文化財」吉野高光（福島県双葉町教育委員会

総括主任主査）
パネルディスカッション：宗田好史、大河内智之、吉野高光、岡田健
閉会挨拶：田沢裕賀（東京国立博物館学芸研究部長）

開催案内のチラシ

⑵　KICKシンポジウム（京博）
　	　京都国立博物館では「文化財防災ネットワーク推進事業」の一つとして、文化財が集中する関西地域における文
化財防災体制の確立を目指し、けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK）の活用事業に取り組んだ。
これまでに開催したシンポジウムの概要は下記の通り。詳細はウェブサイトにて公開している。

〇平成27年度「文化財を災害から守る―文化財防災の過去・現在・未来―」
日時：平成 27 年 12 月 6 日（日）　13：00 ～ 16：00
会場：けいはんなオープンイノベーションセンター 2階ミュージアムホール
プログラム：
総合司会：宮川禎一（京都国立博物館）
開会挨拶：佐々木丞平（京都国立博物館長）
第 1部　文化財と災害
講演 1「阪神・淡路大震災と文化財」内田俊秀（京都造形芸術大学名誉教授）
講演 2�「地域の連携と文化財防災―被災文化財等救援委員会の経験から―」岡田健（東京文化財研究所保

存修復科学センター長）
第 2部　文化財を守るために
講演 3「文化財から読み解く災害の歴史」村田泰輔（奈良文化財研究所）
座談会「文化財を災害から守る―文化財防災の過去・現在・未来―」内田俊秀、岡田健、村田泰輔、宮川禎一
閉会挨拶：伊藤嘉章（京都国立博物館副館長）

開催案内のチラシ
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〇平成28年度「文化財を災害から守る２　今、そこにある危機　関西地域の災害と文化財」
日時：平成 28 年 11 月 12 日（土）　	13：00 ～ 16：30
会場：けいはんなオープンイノベーションセンター 2階ミュージアムホール
プログラム：
第 1部　身近な災害　関西地域にける災害の危険性
講演 1「身近な災害：関西で起こりうる災害と文化財の被害―直下型地震とこれに伴う都市火災の危険性
とその対策事例―」大窪健之（立命館大学理工学部教授・立命館大学歴史都市防災研究所長）
講演 2「木津川流域の災害―水と土砂の闘い―」芝野康之（木津川市教育委員会文化財保護課）
第 2部　災害と文化財　過去の経験から
講演 3「局所型地震と博物館―新潟県中越大震災の事例から―」田邊幹（新潟県立歴史博物館）
講演 4「水害から文化財を守る―和歌山県の取り組み―」藤隆宏（和歌山県立文書館）
第 3部　来るべき災害への備え
座談会「文化財を災害から守る―来るべき災害への備え―」大窪健之、芝野康之、田邊幹、藤隆宏、宮川
禎一（京都国立博物館）

開催案内のチラシ

〇平成29年度「文化財を災害から守る3　文化財の記録と継承～文化財を守り、伝えるために～」
日時：平成 29 年 10 月 28 日　	13：00 ～ 16：30
会場：けいはんなオープンイノベーションセンター 2階ミュージアムホール
プログラム：
第 1部　文化財を後世に伝える取り組み
基調講演「文化財情報データベース化と防災、減災への活用」二神葉子（東京文化財研究所）
報告「京都国立博物館における文化財保護の取り組み―文化財修理と科学機器―」淺湫毅（京都国立博物館）
第 2部　文化財がものがたる震災と復興の記憶―熊本地震に寄せて―
特別報告「震災への対応と震災史展の企画―熊本県立美術館の取り組み―」山田貴司・宮川聖子（熊本県
立美術館）
第 3部　文化財の記録と警鐘―文化財を守り、伝えるために―
座談会（二神葉子、淺湫毅、山田貴司、宮川聖子、宮川禎一）

開催案内のチラシ

〇平成30年度「文化財を守り伝える1　文化財の保存と修理」
日時：平成 30 年 10 月 27 日（土）　13：30 ～ 17：00
会場：けいはんなオープンイノベーションセンター 2階ミュージアムホール
プログラム：
第 1部　保存と修理の現場から
「文化財修理の必要性―研究者から見える諸課題」大原嘉豊（京都国立博物館）
「文化財を受け継ぎ未来へ繋ぐ―絵と書の修理」山本記子（国宝修理装潢師連盟）
「特別史跡名古屋城―新資料から探る修理の歴史」朝日美砂子（名古屋市秀吉清正記念館）
第 2部　文化財の保存と修理
座談会

開催案内のチラシ

〇令和元年度「文化財を守り伝える2　東日本大震災から8年の今、これから」
日時：令和元 10 月 26 日（土）13：30-17：00
会場：けいはんなオープンイノベーションセンター 2階ミュージアムホール
プログラム：
第 1部　東日本大震災における文化財レスキュー
「現地における文化財レスキュー」
「被災文化財の修理について」
第 2部　被災地の現状とこれから
「宮城県からの報告」
第 3部　東日本大震災から 8年の今、これから
座談会

開催案内のチラシ
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⑶　特別講演会・公開シンポジウム
　	　九州国立博物館にて「文化財防災ネットワーク推進事業」の取り組みの一つとしてシンポジウムおよび特別講演
会を開催した。これまでに開催したシンポジウム等の概要は下記の通り。詳細はウェブサイトにて公開している。

〇平成27年度公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅰ」
日時：平成 27 年 6 月 14 日（日）　10：00 ～ 17：00
場所：九州国立博物館ミュージアムホール
プログラム：
総合司会：井上洋一（九州国立博物館）
開会挨拶：栗原祐司（国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室長）
第 1部　基調講演
「災害の歴史から学び、防災・減災の社会へ―東日本大震災の地で考える―」平川新（宮城学院女子大学学長・東北大学名誉教授）
第 2部　事例報告
「東日本大震災後の民俗芸能の再開」小谷竜介・大久保春野（東北歴史博物館）
「阪神淡路大震災から始まった歴史資料ネットと地域への展開	関西地域における震災・水害と文化財防災」松下正和（近大姫路大学）
「市民とともに歩む文書館―尼崎市立地域研究史料館の取組―」河野美央（尼崎市立地域研究史料館）
「和歌山における地域歴史保全活動について」前田正明（和歌山県立博物館）、三本周作（和歌山県教育委員会）
「学生ボランティアの歴史遺産保存―茨城史料ネットの活動から―」添田仁（茨城大学）、安田千明（茨城大学大学院）
第 3部　パネルディスカッション
「地域と共に考える文化財の防災減災―地域歴史遺産、市民参加、大学・ミュージアム、悉皆調査、過疎化・
高齢化・危機管理―」司会：本田光子（九州国立博物館）、パネリスト：天野真志（東北大学災害科学国
際研究所）、内田俊秀（京都造形芸術大学）、奥村弘（神戸大学大学院）、田中淳也（対馬市教育委員会）、
日髙真吾（国立民族学博物館）、三輪嘉六（NPO文化財保存支援機構）、村田眞宏（豊田市美術館）、山内
利秋（宮崎歴史資料ネットワーク）
閉会挨拶：大西浩二（九州国立博物館副館長）

開催案内のチラシ

〇平成28年度公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅱ」
日時：平成 28 年 1 月 24 日（日）　13：00 ～ 17：00
場所：九州国立博物館ミュージアムホール
プログラム：
総合司会：小泉惠英（九州国立博物館）
開会挨拶：島谷弘幸（九州国立博物館長）
第 1部　基調講演
「あらためて考える　文化財の悉皆調査と市民―阪神・淡路大震災とボランティア元年―」三輪嘉六（NPO
法人文化財保存支援機構・前九州国立博物館長）
第 2部　事例報告
①地域と共に
「防災的観点から見た「大分県記録史料調査事業」」村上博秋（大分県立歴史博物館）
「「島原大変肥後迷惑」―熊本県内に残る津波碑の悉皆調査からみえてきたこと―」坂口圭太郎（熊本県立
装飾古墳館）、美濃口雅朗（熊本城調査研究センター）、松本博幸（天草市文化課）
②市民と共に
「阪神・淡路大震災以降の文化財保全活動―人、まち、時代をつなぐ旧玉置家住宅―」辻田政顕（三木市
豊かなくらし部商工観光課）
「新潟県中越大地震と市民参加による資料整理―十日町市古文書整理ボランティア 10 年のあゆみ―」高橋
由美子（十日町市教育委員会）、村山歩（十日町市博物館・十日市教育委員会）、山内景行（十日町市古文
書整理ボランティア写真整理チーム）
「「ボランティア」から学ぶ歴史資料保全―東日本大震災の取り組みから―」天野真志（東北大学災害科学
国際研究所・NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク）、柴田かよ子（NPO法人宮城歴史資料保全ネット
ワークボランティア）、鳥山美智子（NPO法人宮城歴史資料保全ネットワークボランティア）
第 3部　パネルディスカッション
「地域と共に、市民と共に考える　文化財の防災減災」司会：本田光子（九州国立博物館）、パネリスト：
川内淳史（神戸大学大学院）、伊達仁美（京都造形芸術大学）、村田眞宏（豊田市美術館）、山口俊浩（文化庁）
閉会挨拶：栗原祐司（国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室長）

開催案内のチラシ

〇平成28年度特別講演会「歴史と共に考える文化財の防災・減災」
日時：平成 28 年 7 月 18 日（月・祝）　13：00 ～ 16：30
場所：九州国立博物館ミュージアムホール
プログラム：
開会挨拶：島谷弘幸（九州国立博物館長）
基調講演
「正倉院の管理について―同じ場所で、これまでずっと―」杉本一樹（宮内庁正倉院事務所長）
講演
「正倉院と自然災害―宝庫修理の歴史から―」飯田剛彦（宮内庁正倉院事務所）
「近衛家の歴史と文化財」羽田聡（京都国立博物館）
「東山御文庫と図書寮文庫―バックアップと疎開で守った資料―」田代圭一（宮内庁書陵部図書課図書寮文庫）
「明治維新と廃仏毀釈」野尻忠（奈良国立博物館）
「関東大震災、第二次世界大戦時の文化財―東京国立博物館の歴史における災害―」恵美千鶴子（東京国立博物館）
「歴史資料を未来につなぐということ―大名家文書と在地文書、熊本震災の経験から―」稲葉継陽（熊本
大学・熊本大学付属永青文庫研究センター）
閉会挨拶：岡田健（国立文化財機構文化財防災ネットワーク推進室長）開催案内のチラシ
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〇平成28年度公開シンポジウム「地域と共に考える文化財の防災減災Ⅲ　熊本地震と文化財レスキュー」

日時：平成 28 年 12 月 4 日（日）　11：00 ～ 16：50
場所：九州国立博物館ミュージアムホール
プログラム：
総合司会：本田光子（九州国立博物館）
開会挨拶：島谷弘幸（九州国立博物館長）
第 1部　対談「熊本地震を考える」司会：本田光子
平川新（NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク理事長・宮城学院女子大学学長）、三輪嘉六（NPO法人
文化財保存支援機構理事長・前九州国立博物館長）
第 2部　報告「熊本地震による文化財の被災とレスキュー中間報告」
「レスキュー事業の概要」
・文化財レスキュー事業の立ち上げについて：朝賀浩（文化庁）
・文化財の大規模被災―初動からレスキュー、復旧スキームへ―：平井貴（熊本県教育庁）
・九州救援対策本部の活動：小泉惠英（九州国立博物館）
「レスキューの事例報告」
・熊本被災史料レスキューネットワークの取り組み：稲葉継陽（熊本大学・熊本被災史料レスキューネットワーク）
・熊本県立美術館の取り組み：有木芳隆・山田貴司（熊本県立美術館）
・熊本県博物館ネットワークセンターの取り組み：國本信夫（熊本県博物館ネットワークセンター）
・熊本市立熊本博物館の取り組み：竹原明理・甲斐由香里・木山貴満
・レスキューの実施と救出資料への対応について：三角菜緒（九州国立博物館）
第 3部　パネルディスカッション「熊本文化財レスキューから学ぶ」司会：小泉惠英（九州国立博物館）
朝賀	浩（文化庁）、稲葉継陽（熊本大学・熊本被災史料レスキューネットワーク）、平井貴（熊本県教育庁）、
和田仁（熊本市立熊本博物館）
閉会挨拶：伊藤嘉章（九州国立博物館副館長）

開催案内のチラシ
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5　刊行物一覧
　本文編「※刊行物」について、表紙イメージ・タイトル・発行日・判型・概要をまとめ、一覧にした。

推進事業パンフレット

タイトル リーフレット「文化財防災ネットワーク推進事業について」（日本
語、英語）

発行日 平成28年3月
判型 A4版

概要
文化財防災ネットワーク推進事業はじめての事業紹介リーフレッ
ト。【推進室】

タイトル パンフレット「文化財防災ネットワーク推進事業」（日本語）

発行日
初 版（左）：平成29年3月
第2版（左）：平成29年11月
第3版（右）：平成30年10月

判型 A4版

概要
文化財防災ネットワーク推進事業を紹介するパンフレット（日本
語）。【推進室】

タイトル パンフレット「文化財防災ネットワーク推進事業」（英語）

発行日 初 版（左）：平成30年3月
第2版（右）：平成31年8月

判型 A4版

概要
文化財防災ネットワーク推進事業を紹介するパンフレット（英語）。

【推進室】

国際シンポジウム報告書
タイトル 報告書『文化遺産と災害に強い地域社会』（日本語、英語）
発行日 平成28年3月31日
判型 B4判

概要

平成27年3月11日～17日にわたり、東京および仙台において開催さ
れた第三回国連防災世界会議の枠組みにおける国際専門家会合「文
化遺産と災害に強い地域社会」の内容を収録。【東博】

タイトル 報告書『文化遺産防災国際シンポジウム－文化遺産を大災害からどう守るか：ブルー
シールドの可能性－』（日本語）

発行日 平成29年3月15日
判型 A4判

概要
平成27年12月13日に京都国立博物館にて開催した「文化遺産防災国際シンポジウム」
の内容を収録。【推進室】
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タイトル 報告書『中日韓文化財防災学術研究会報告書』（日本語、中国語、韓国語）
発行日 平成29年1月31日
判型 A4判
概要 平成27年11月25日～27日にかけて中国上海博物館および四川省成都で開催した「中

日韓文化財防災学術研究会」での検討会および討論会、質疑応答、視察の内容を
収録。【東博】

タイトル 報告書『文化遺産防災国際シンポジウム－文化遺産を大災害から
どう守るか：ブルーシールドの可能性Ⅱ－』（日本語、英語）

発行日 平成30年3月31日
判型 A4判

概要
平成29年3月18日に東京文化財研究所にて開催した「文化遺産防災
国際シンポジウム」の内容を収録。【推進室】

タイトル 報告書『国際シンポジウム 地域と共に取り組む文化遺産防災－世界の経験、日本の未
来－』（日本語）

発行日 平成31年3月29日
判型 A4判

概要
平成30年9月20日に立命館大学にて開催した国際シンポジウム「地域と共に取り組む文
化遺産防災－世界の経験、日本の未来－」での内容を収録。【推進室】

文化財防災ネットワーク推進事業研究会に関する報告書
タイトル 報告書『第1回文化財等防災ネットワーク研究集会』（日本語）
発行日 平成28年3月22日
判型 A4判
概要 平成27年11月17日に奈良文化財研究所にて開催した「第1回文化財等防災ネットワーク

研究集会」の講演、意見交換および総合討議の内容を収録。【推進室】

タイトル 報告書『文化財防災体制構築に関する研究会 文化財防災ネットワーク推進事業アソシ
エイトフェロー研究成果発表会』（日本語）

発行日 平成30年3月31日
判型 A4判

概要
平成30年1月31日に京都国立博物館にて開催した文化財防災体制に関する研究会「文化
財防災ネットワーク推進事業アソシエイトフェロー研究成果発表会」での研究成果・作
業成果の報告を記録。【推進室】
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タイトル 報告書『研究会「大規模災害における被災資料の一時保管施設について考える」』（日
本語）

発行日 平成28年11月1日
判型 A4判

概要

平成28年3月5日にフクラシア東京で開催した平成27年度文化財防災ネットワーク推進
事業研究会「大規模災害における被災資料の一時保管施設について考える」での一時
保管施設の現状報告や討論の内容を収録。【東博】

文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム報告書

タイトル 報告書『2018年度文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム 地域防災と文化財
―自然災害を知り、地域の貴重な文化的資源を守り、伝える』（日本語）

発行日 平成31年3月9日
判型 A4判

概要
平成31年2月10日に京都国立博物館にて開催した平成30年度文化財防災ネットワーク
推進事業シンポジウム「地域防災と文化財―自然災害を知り、地域の貴重な文化的資
源を守り、伝える」の講演内容を記録。【推進室】

タイトル 報告書『2019年度文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム 地域社会と文化財
―身近にある文化財、それをまもり伝える意味』（日本語）

発行日 令和2年8月28日
判型 A4判
概要 令和元年12月7日に東京国立博物館にて開催した令和元年度文化財防災ネットワーク

推進事業シンポジウム「地域社会と文化財―身近にある文化財、それをまもり伝える
意味」の講演内容を記録。【推進室】

全国史料ネット研究交流集会報告書
タイトル 報告書『全国史料ネット研究交流集会』シリーズ（日本語）

発行日

第1回（左上）：平成27年6月20日
第2回（右上）：平成28年12月1日
第3回（左下）：平成29年12月21日
第4回（右下）：平成30年11月7日

判型 A4判

概要

第1回から第4回にかけて開催された「全国史料ネット研究交流集
会」での記念講演、活動報告、意見交換などの内容を収録。【推進室】
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九州国立博物館における文化財防災ネットワーク推進事業年次報告書

タイトル 報告書『文化財防災ネットワーク推進事業－九州国立博物館の取
り組み－』（日本語）

発行日

平成27年度（左上）：平成28年3月22日
平成28年度（右上）：平成29年3月21日
平成29年度（左中）：平成30年3月31日
平成30年度（右中）：平成31年3月29日
令和元年度（左下）：令和2年3月27日

判型 A4判

概要

平成27年度から令和元年度にかけて九州国立博物館がおこなった
文化財防災ネットワーク推進事業の内容を各冊にして収録。【九博】

危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究報告書

タイトル 報告書『危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究 平成27年度報告書』（日本
語）

発行日 平成28年3月31日
判型 A4判

概要

平成27年度に東京文化財研究所が実施した「危機管理・文化財防災体制構築のための
調査研究」事業の報告内容を収録。【東文研】
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KICKで開催された文化財防災に関するシンポジウム報告書

タイトル 報告書『シンポジウム 文化財を災害から守る3　文化財の記録と継承～文化財を守り、
伝えるために～』（日本語）

発行日 平成30年1月9日
判型 A4判

概要

平成29年10月28日にけいはんなオープンイノベーションセンターにて開催したシンポ
ジウム「文化財を災害から守る3　文化財の記録と継承～文化財を守り、伝えるため
に～」の講演、報告、パネル展示の内容などを収録。【京博】

タイトル 報告書『平成30年度文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム文化財を守り伝え
る１　文化財の保存と修理報告書』（日本語）

発行日 平成31年3月22日
判型 A4判

概要

平成30年10月27日にけいはんなオープンイノベーションにて開催したシンポジウム
「文化財を守り伝える１　文化財の保存と修理」での講演、座談会、パネル展示の内
容などを収録。【京博】

タイトル 報告書『令和元年度文化財防災ネットワーク推進事業シンポジウム　文化財を守り伝
える2　東日本大震災から8年の今、これから』（日本語）

発行日 令和2年3月19日
判型 A4判

概要

令和元年10月26日にけいはんなオープンイノベーションにて開催したシンポジウム
「文化財を守り伝える2　東日本大震災から8年の今、これから」での講演、座談会、
パネル展示の内容などを収録。【京博】

無形文化遺産の動態記録作成に関する刊行物
タイトル リーフレット『地域の文化遺産と防災』（日本語）
発行日 平成28年3月31日
判型 A4判

概要

当推進事業の一環として、東京文化財研究所では、「地域の文化遺産と防災」の観点
から「地方指定文化財等の情報収集・整理・共有化事業」「文化財保護のための動態
記録作成に関する調査研究事業」をおこなっている。本冊子は、これらの事業の概要
を示すとともに、地域の文化遺産と防災にとって、いま何が求められているのかにつ
いて、手に取りやすいかたちにまとめた。【東文研】
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タイトル 報告書『木積の箕をつくる 千葉県匝瑳市木積』（日本語、左）およ
びDVD（右）

発行日 平成29年3月
判型 A4判

概要

災害等により技術が失われた場合に復元を可能にする技術記録と
は何かを検討することを目的になった。国指定重要無形民俗文化
財である「木積の藤箕製作技術」をモデルに伝承者の方々に協力
をいただき、原材料の採集・加工から箕づくりまでの一連の工程
を、7時間弱におよぶ映像と、文字・図版による報告書に記録した。

【東文研】

タイトル 報告書『平成29年度「無形文化遺産の防災」連絡会議報告書』（日本語）
発行日 平成31年3月29日
判型 A4判

概要

東京文化財研究所無形文化遺産部では平成28年度より、無形文化遺産を中心とした
ネットワーク確立を目指し、都道府県の民俗文化財担当者を中心とした連絡会議を開
催している。この連絡会議では、自然災害のみならず、無形文化遺産が直面するさま
ざまなリスクにまで話が及んだ。そして各都道府県の現状・課題は、相互に重要な情
報として共有することが重要と考え、平成29年度開催の会議の内容を報告書に収録。

【東文研】

タイトル 報告書『文化財保護のための動態記録作成に関する調査研究事業－民俗技術の記録制
作事業報告書』（日本語）

発行日 平成31年3月20日
判型 A4判

概要

無形文化遺産の防災・減災に資する映像記録作成について調査研究を行った事業の
内、民俗技術についてとりあげ事業による防災・減災へ資する映像作成の試みについ
て報告をおこなった。【東文研】

タイトル リーフレット「長板中形／松原伸夫の技」
発行日 令和元年5月
判型 A4判

概要

関東大震災や第二次大戦といった災害によって技術移転を繰り返しながらも伝承され
てきた工芸技術である長板中形をモデルとして取り上げ、被災後の復興に役立つ記録
を検討した。リーフレットとして記録事業の成果の一部を公開した。【東文研】

タイトル 報告書『無形文化遺産の防災のための動態記録作成に関する調査研究事業―民俗技術
の記録作成事業報告2』（日本語）

発行日 令和2年3月
判型 A4版

概要
無形文化遺産の防災・減災に資する映像記録作成について調査研究を行った事業の
内、「長良川の鵜船製造技術」をモデルに検討している調査研究について成果、進捗
の報告をおこなった。【東文研】
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タイトル DVD「阿波ばん茶」
発行日 令和2年3月
判型 DVD

概要

地域所在の無形の文化遺産の防災・減災・災害後の伝承についてモデル的に検討する
ため、阿波ばん茶（「四国山地の発酵茶の製造技術」：記録作成等の措置を講ずべき
無形の民俗文化財）を取り上げ、調査研究の成果の一部より、記録編として7本（非
公開）、普及編として2本（公開）の映像作成を行い、そのうち普及篇のみをDVDと
して刊行した。【東文研】

地域防災計画に関する刊行物

タイトル 報告書『「地域防災計画文化財関連項目標準の検討」に関する研究会　報告書』（日
本語）

発行日 平成29年3月31日
判型 A4判

概要

2017年3月の時点で「総務省消防庁地域防災データベース」に集約されている都道府
県地域防災計画のPDF文書に、「文化財」で検索をかけ、抜粋して編集し、資料を作
成した。これをもとに、平成29年3月23日に「地域防災計画文化財関連項目標準の検討」
に関する研究会を開催し、報告書に収録。【奈文研】

タイトル 報告書『―文化遺産防災総合シミュレーション調査―地域の文化遺産保全リスト・地
図作成事業報告書（平成28・29年度）』（日本語）

発行日 平成30年3月31日
判型 A4判

概要

地域の文化遺産を散逸や消滅から守るためには、未指定も含めた文化遺産基礎情報を
事前に集約・共有することが必要であり、発災時のレスキューや防災・減災、日常的
な文化財の保全に役立てることができる。本調査では、和歌山県有田郡湯浅町、広川
町等の協力を得て、主として既存資料をもとにした両町の総合的な文化遺産リスト

（非公開）と、リストにある情報を検索・表示するための文化遺産保全地図システム
（試作版、非公開）を作成し、その内容を報告書に収録。【奈文研】

タイトル 資料集『都道府県および指定都市地域防災計画における文化財等の保全に関する記載
一覧および抜粋（2018年3月）』（日本語）

発行日 令和元年6月14日
判型 A4判

概要

各都道府県および指定都市のWebサイトに掲載されている地域防災計画に「文化財」
で検索をかけ、抜粋して編集したもの。検索・抜粋の基本方針は、①主として基本計
画（本編）ないし震災（地震）・津波対策編から抜粋し、風水害対策、火災災害対策、
原子力災害対策、火山災害対策等に同様の記載があっても重複を省くため抜粋しな
い。②災害の活動体制一覧表、動員配備一覧表、分掌事務一覧表、目次等に「文化財」
の語があっても、抜粋しない、等である。【奈文研】
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翻訳
タイトル 日本語訳『UNESCO・ICCROMによる非常時における文化財の救出と保全の手引き』
発行日 平成30年3月31日
判型 A5判

概要

UNESCO（国際連合教育科学文化機関）の提言に基づき1959年にイタリアのローマ
に設立されたICCROM（文化財保存修復研究国際センター）は、文化財の保存と修
復に関する様々な取り組みを行ってきました。その豊富な経験を活かして2016年に編
纂・ 刊 行 さ れ た の が『Endangered Heritage, Emergency Evacuation of Heritage 
Collections』である。このハンドブックは緊急時における博物館・美術館等の施設が
収蔵する文化財の救出・保全に関するマニュアルであり、一つの指針として広く用い
られている。平成30年度、UNESCO、ICCROMの御理解を得て、このハンドブック
の日本語訳を刊行。【京博】

記録集
タイトル 記録集『2019年度文化遺産防災ネットワーク有識者会議記録集』（日本語）
発行日 令和2年3月17日
判型 B5判

概要

令和元年度に2回開催した文化遺産防災ネットワーク有識者会議（第10回：令和元年5
月25日、第11回：令和元年8月22日）を開催。会議で委員より文化財防災ネットワー
ク推進事業を常設の体制にするための考え方などについて議論いただいた内容を収
録。【推進室】

タイトル 報告書『被災文化財等保全活動の記録に関する研究会』（日本語）
発行日 平成28年3月31日
判型 A4判

概要

文化財防災ネットワーク推進事業「危機管理・文化財防災体制構築のための調査研究」
の一環として平成28年1月29日に開催した研究会「被災文化財等保全活動の記録に関
する研究会」の記録をまとめ、収録。【東文研】

地域の文化財防災体制構築のためのモデル策定事業報告書
タイトル 報告書『文化財防災のための市民と協働する文化財調査モデル事業報告書』（日本語）
発行日 平成31年3月29日
判型 A4判

概要

地域の文化財防災体制構築のためのモデル策定事業として、平成27年度より実施して
きた福岡県うきは市での文化財サポーター養成講座についてまとめた報告書。【九博】
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文化財防災ネットワーク推進本部　名簿

平成26年度

本部長 佐々木 丞平 国立文化財機構 理事長（京都国立博物館館長）
副本部長 池原 充洋 国立文化財機構 理事（総務担当）
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 湯山 賢一 奈良国立博物館 館長
本部員 三輪 嘉六 九州国立博物館 館長
本部員 亀井 伸雄 東京文化財研究所 所長
本部員 松村 恵司 奈良文化財研究所 所長（国立文化財機構理事）
本部員 荒田 明夫 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長

平成27年度

本部長 佐々木 丞平 国立文化財機構 理事長（京都国立博物館館長）
副本部長 池原 充洋 国立文化財機構 理事（総務担当）
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 湯山 賢一 奈良国立博物館 館長
本部員 島谷 弘幸 九州国立博物館 館長
本部員 亀井 伸雄 東京文化財研究所 所長
本部員 松村 恵司 奈良文化財研究所 所長（国立文化財機構理事）
本部員 荒田 明夫 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長

平成28年度

本部長 佐々木 丞平 国立文化財機構 理事長（京都国立博物館館長）
副本部長 池原 充洋 国立文化財機構 理事（総務担当）
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 湯山 賢一 奈良国立博物館 館長
本部員 島谷 弘幸 九州国立博物館 館長
本部員 亀井 伸雄 東京文化財研究所 所長
本部員 松村 恵司 奈良文化財研究所 所長（国立文化財機構理事）
本部員 岩本 渉 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長
本部員 栗原 祐司 国立文化財機構 本部事務局 事務局長

平成29年度

本部長 松村 恵司 国立文化財機構 理事長（奈良文化財研究所所長）
副本部長 池原 充洋 国立文化財機構 理事（総務担当）※~H29.7.10
副本部長 杉野 剛 国立文化財機構 理事（総務担当）※H29.7.11~
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 佐々木 丞平 京都国立博物館 館長
本部員 松本 伸之 奈良国立博物館 館長
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本部員 島谷 弘幸 国立文化財機構 理事 ※H29.10.1~
（九州国立博物館 館長）

本部員 亀井 伸雄 東京文化財研究所 所長
本部員 岩本 渉 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長
本部員 栗原 祐司 国立文化財機構 副理事（京都国立博物館副館長）
本部員 山下 登 国立文化財機構 本部事務局 事務局長
本部員 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室 室長

平成30年度

本部長 松村 恵司 国立文化財機構 理事長（奈良文化財研究所所長）
副本部長 杉野 剛 国立文化財機構 機構理事（総務担当）
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 佐々木 丞平 京都国立博物館 館長
本部員 松本 伸之 奈良国立博物館 館長
本部員 島谷 弘幸 国立文化財機構 理事 （九州国立博物館 館長）
本部員 亀井 伸雄 東京文化財研究所 所長 ※~H30.6.30
本部員 齊藤 孝正 東京文化財研究所 所長 ※H31.1.1～
本部員 岩本 渉 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長
本部員 山崎 秀保 国立文化財機構 本部審議役 ※~H31.3.20
本部員 栗原 祐司 国立文化財機構 副理事（京都国立博物館副館長）
本部員 山下 登 国立文化財機構 本部事務局 事務局長
室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室 室長

令和元年度

本部長 松村 恵司 国立文化財機構 理事長（奈良文化財研究所所長）
副本部長 杉野 剛 国立文化財機構 機構理事（総務担当）
本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 佐々木 丞平 京都国立博物館 館長
本部員 松本 伸之 奈良国立博物館 館長
本部員 島谷 弘幸 国立文化財機構 理事 （九州国立博物館 館長）
本部員 齊藤 孝正 東京文化財研究所 所長
本部員 岩本 渉 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長
本部員 山崎 秀保 国立文化財機構 本部審議役

本部員 栗原 祐司 国立文化財機構 副理事（京都国立博物館副館長）
兼 京都国立博物館学芸部長 ※R2.1.1~

本部員 山下 登 国立文化財機構 本部事務局 事務局長
室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室 室長

令和2年度（※補助金事業ではないものの、移行期間としてなお存続・機能した。9月30日まで。）

本部長 松村 恵司 国立文化財機構 理事長（奈良文化財研究所所長）
副本部長 杉野 剛 国立文化財機構 機構理事（総務担当）
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本部員 銭谷 眞美 東京国立博物館 館長
本部員 佐々木 丞平 京都国立博物館 館長
本部員 松本 伸之 奈良国立博物館 館長
本部員 島谷 弘幸 国立文化財機構 理事 （九州国立博物館 館長）
本部員 齊藤 孝正 東京文化財研究所 所長
本部員 岩本 渉 アジア太平洋無形文化遺産研究センター 所長
本部員 山崎 秀保 国立文化財機構 本部審議役
本部員 栗原 祐司 国立文化財機構 副理事（京都国立博物館副館長）
本部員 柏田 昭夫 国立文化財機構 本部事務局 事務局長
室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室 室長
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文化財防災ネットワーク推進室　名簿

平成26年度

推進室長 栗原 祐司 文化財防災ネットワーク推進室長（本部事務局長）

H26.7.23˜H27.3.31
研究員 伊藤 嘉章 東京国立博物館 学芸企画部長
研究員 谷 豊信 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 神庭 信幸 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 宮田 将寛 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課調査分析室AF H26.8.1˜H27.3.31
研究員 岩田 侑利子 東京国立博物館 総務課AF（国際担当） H26.9.1˜H27.3.31
研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室AF

H26.12.1~H27.3.31研究員 實井 香那子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 井上 素子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 松本 伸之 京都国立博物館 副館長（学芸部長）

H26.7.23˜H27.3.31
研究員 リンネ マリサ 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（国際交流担当）
研究員 松沼 穂積 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（広報担当） H26.10.1~H27.3.31
研究員 田坂 郁 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）H26.11.1~H27.3.31
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長 H26.7.23~H27.3.31
研究員 大江 克己 奈良国立博物館 保存修理指導室AF H26.12.1~H27.3.31
研究員 井上 洋一 九州国立博物館 学芸部長 H26.7.23~H27.3.31
研究員 三角 菜緒 九州国立博物館 学芸部博物館科学課AF H27.1.1~H27.3.31
研究員 岡田 健 東京文化財研究所 保存修復科学センター長 H26.7.23~H27.3.31
研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当） H26.10.1~H27.3.31

研究員 吉原 大志 東京文化財研究所 保存修復科学センターAF（危機管理・防災担
当） H26.11.1~H27.3.31

研究員 難波 洋三 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長
H26.7.23~H27.3.31

研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室長
研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室AF

H27.1.1~H27.3.31研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター環境考古学研究室AF

研究員 サンドロビッチ 
ティムール

アジア太平洋無形文化遺産センター 研究部AF（国際協力・文化
財関連担当）

室員 益田 兼房 文化財防災ネットワーク推進室 研究補佐員
H26.8.1~H27.3.31

室員 落合 広倫 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員
室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員 H26.12.1~H27.3.31
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平成27年度

推進室長 栗原 祐司 文化財防災ネットワーク推進室長（本部事務局長）

H27.4.1~H28.3.31
研究員 松本 伸之 東京国立博物館 副館長（学芸企画部長 ※~H27.6.30）
研究員 谷 豊信 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 高橋 裕次 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 神庭 信幸 東京国立博物館 特任研究員
研究員 和田 浩 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室長

H27.6.1~H28.3.31
研究員 救仁郷 秀明 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室長
研究員 岩田 侑利子 東京国立博物館 総務課AF（国際担当）

H27.4.1~H28.3.31

研究員 宮田 将寛 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課調査分析室AF
研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室AF
研究員 實井 香那子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 井上 素子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 伊藤 嘉章 京都国立博物館 副館長（学芸部長）
研究員 宮川 禎一 京都国立博物館 学芸部列品管理室長

H27.6.1~H28.3.31研究員 羽田 聡 京都国立博物館 学芸部保存修理室主任研究員
研究員 田島 章雅 京都国立博物館 総務課財務係長
研究員 落合 広倫 京都国立博物館 総務課事業推進係兼学芸企画室

H27.4.1~H28.3.31
研究員 リンネ マリサ 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（国際交流担当）
研究員 松沼 穂積 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（広報担当）
研究員 田坂 郁 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長
研究員 鳥越 俊行 奈良国立博物館 学芸部保存修理指導室長 H27.6.1~H28.3.31
研究員 大江 克己 奈良国立博物館 学芸部保存修理指導室AF

H27.4.1~H28.3.31
研究員 井上 洋一 九州国立博物館 学芸部長 ※~H27.6.30

東京国立博物館 学芸企画部長 ※H27.7.1~
研究員 小泉 惠英 九州国立博物館 学芸部長 H27.7.1~H28.3.31
研究員 冨坂 賢 九州国立博物館 学芸部文化財課長 H27.6.1~H28.3.31
研究員 本田 光子 九州国立博物館 学芸部特任研究員

H27.4.1~H28.3.31
研究員 臺信 祐爾 九州国立博物館 学芸部特任研究員
研究員 三角 菜緒 九州国立博物館 学芸部博物館科学課AF
研究員 岡田 健 東京文化財研究所 保存修復科学センター長
研究員 北野 信彦 東京文化財研究所 保存修復科学センター伝統技術研究室長

H27.6.1~H28.3.31
研究員 二神 葉子 東京文化財研究所 企画情報部情報システム研究室長
研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当）

H27.4.1~H28.3.31
研究員 吉原 大志 東京文化財研究所 保存修復科学センターAF（危機管理・防災担

当）
研究員 難波 洋三 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長

H27.4.1~H27.3.31
研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室長
研究員 林 正憲 奈良文化財研究所 都城発掘調査部考古第三研究室主任研究員 H27.6.1～H28.3.31
研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室AF

H27.4.1~H28.3.31研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター環境考古学研究室AF

研究員 サンドロビッチ 
ティムール

アジア太平洋無形文化遺産センター 研究部AF（国際協力・文化
財関連担当）
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室員 益田 兼房 文化財防災ネットワーク推進室 研究補佐員
H27.4.1~H28.3.31

室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員

平成28年度

推進室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室長（東京文化財研究所保存科学研
究センター長）

H28.4.1~H29.3.31

研究員 井上 洋一 東京国立博物館 学芸企画部長
研究員 富田 淳 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 高橋 裕次 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 神庭 信幸 東京国立博物館 特任研究員
研究員 和田 浩 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室長
研究員 村田 良二 東京国立博物館 学芸企画部博物館情報課情報管理室長
研究員 宮田 将寛 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課調査分析室AF（調査分析）
研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室AF（文化財管理）
研究員 實井 香那子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF（環境保存）H28.4.1~H28.6.30
研究員 井上 素子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF（環境保存）H28.4.1~H29.3.31
研究員 伊藤 嘉章 京都国立博物館 副館長（学芸部長） H28.4.1~H28.9.30
研究員 山本 英男 京都国立博物館 学芸部長 H28.10.1~H29.3.31
研究員 宮川 禎一 京都国立博物館 学芸部上席研究員 H28.4.1~H29.3.31
研究員 羽田 聡 京都国立博物館 学芸部保存修理室主任研究員

H28.4.1~H29.3.31
研究員 田島 章雅 京都国立博物館 総務課財務係長
研究員 落合 広倫 京都国立博物館 学芸部列品管理室員
研究員 リンネ マリサ 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（国際交流担当）
研究員 松沼 穂積 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（広報担当）
研究員 近藤 無滴 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）H28.5.1~H29.3.31
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長

H28.4.1~H29.3.31
研究員 鳥越 俊行 奈良国立博物館 保存修理指導室長
研究員 大江 克己 奈良国立博物館 保存修理指導室AF

H28.4.1~H29.3.31

研究員 小泉 惠英 九州国立博物館 学芸部長
研究員 冨坂 賢 九州国立博物館 学芸部文化財課長
研究員 本田 光子 九州国立博物館 学芸部特任研究員
研究員 臺信 祐爾 九州国立博物館 学芸部特任研究員
研究員 秋山 純子 九州国立博物館 学芸部博物館科学課研究員
研究員 三角 菜緒 九州国立博物館 学芸部博物館科学課AF
研究員 吉田 直人 東京文化財研究所 保存科学研究センター保存環境研究室長
研究員 二神 葉子 東京文化財研究所 文化財情報資料部文化財情報研究室長
研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当）
研究員 小池 伸彦 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長
研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室長
研究員 林 正憲 奈良文化財研究所 都城発掘調査部考古第三研究室主任研究員
研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室AF
研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター環境考古学研究室AF
室員 田村 淳朗 文化財防災ネットワーク推進室 室員
室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員
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平成29年度

推進室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室長

H29.4.1~H30.3.31

研究員 田沢 裕賀 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 冨坂 賢 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 和田 浩 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室長
研究員 土屋 裕子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課保存修復室長
研究員 宮田 将寛 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課調査分析室AF
研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室AF
研究員 井上 素子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 山本 英男 京都国立博物館 学芸部長
研究員 宮川 禎一 京都国立博物館 学芸部列品管理室長
研究員 大原 嘉豊 京都国立博物館 学芸部保存修理指導室長
研究員 降幡 順子 京都国立博物館 学芸部保存科学室長
研究員 落合 広倫 京都国立博物館 学芸列品管理室
研究員 松沼 穂積 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（広報担当）
研究員 近藤 無滴 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長
研究員 鳥越 俊行 奈良国立博物館 保存修理指導室長
研究員 大江 克己 奈良国立博物館 保存修理指導室AF H29.4.1~H29.9.30
研究員 佐藤 稜介 奈良国立博物館 保存修理指導室AF H30.1.1~H30.3.31
研究員 小泉 惠英 九州国立博物館 学芸部長

H29.4.1~H30.3.31
研究員 河野 一隆 九州国立博物館 学芸部文化財課長
研究員 木川 りか 九州国立博物館 学芸部博物館科学課長
研究員 秋山 純子 九州国立博物館 学芸部博物館科学課研究員
研究員 萬納 恵介 九州国立博物館 学芸部博物館科学課AF
研究員 松下 久子 九州国立博物館 学芸部博物館科学課研修生 H29.4.1~H29.9.30
研究員 佐野 千絵 東京文化財研究所 保存科学研究センター長

H29.4.1~H30.3.31
研究員 吉田 直人 東京文化財研究所 保存科学センター保存環境研究室長
研究員 二神 葉子 東京文化財研究所 文化財情報資料部文化財情報研究室長
研究員 内田 優花 東京文化財研究所 保存科学研究センターAF
研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当） H29.4.1~H29.9.30
研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長

H29.4.1~H30.3.31

研究員 脇谷 草一郎 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター主任研究員
研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター保存修復科学研究室AF
研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター環境考古学研究室AF
室員 岡崎 卓巳 文化財防災ネットワーク推進室 室員
室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員
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平成30年度

推進室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室長

H30.4.1~H31.3.31
研究員 田沢 裕賀 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 冨坂 賢 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 和田 浩 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室長
研究員 土屋 裕子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課保存修復室長
研究員 宮田 将寛 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課調査分析室AF H30.4.1~H30.6.30

研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室AF ※~H30.8.31
東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室研究員 ※H30.9.1~ H30.4.1~H31.3.31

研究員 井上 素子 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF H30.4.1~H30.6.30
研究員 黄川田 翔 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF H30.4.1~H31.3.31
研究員 朝賀 浩 京都国立博物館 学芸部長

H30.4.1~H31.3.31
研究員 羽田 聡 京都国立博物館 学芸部美術室長兼列品管理室長
研究員 大原 嘉豊 京都国立博物館 学芸部保存修理指導室長
研究員 降幡 順子 京都国立博物館 学芸部保存科学室長
研究員 松沼 穂積 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（広報担当） H30.4.1~H30.9.30
研究員 近藤 無滴 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）H30.4.1~H31.3.31
研究員 中屋 菜緒 京都国立博物館 学芸部保存科学室AF H31.2.1~H31.3.31
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長

H30.4.1~H31.3.31
研究員 鳥越 俊行 奈良国立博物館 保存修理指導室長
研究員 三本 周作 奈良国立博物館 学芸部考古室研究員 H30.7.1~H31.3.31
研究員 佐藤 稜介 奈良国立博物館 保存修理指導室AF

H30.4.1~H31.3.31
研究員 小泉 惠英 九州国立博物館 学芸部長
研究員 河野 一隆 九州国立博物館 学芸部文化財課長 H30.4.1~H30.6.30
研究員 原田 あゆみ 九州国立博物館 学芸部文化財課長 H30.7.1~H31.3.31
研究員 木川 りか 九州国立博物館 学芸部博物館科学課長

H30.4.1~H31.3.31
研究員 秋山 純子 九州国立博物館 博物館科学課研究員
研究員 小川 香菜恵 九州国立博物館 学芸部博物館学芸課AF
研究員 佐野 千絵 東京文化財研究所 保存科学研究センター長
研究員 朽津 信明 東京文化財研究所 保存科学研究センター修復計画研究室長 H30.7.1~H31.3.31
研究員 吉田 直人 東京文化財研究所 保存科学センター保存環境研究室長 H30.4.1~H30.6.30
研究員 二神 葉子 東京文化財研究所 文化財情報資料部文化財情報研究室長 H30.4.1~H31.3.31
研究員 内田 優花 東京文化財研究所 保存科学研究センターAF H30.4.1~H30.6.30
研究員 林 美木子 東京文化財研究所 保存科学研究センターAF

H30.4.1~H31.3.31

研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当）
研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長
研究員 脇谷 草一郎 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター主任研究員

研究員 村田 泰輔 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター遺跡・調査技術研究室研
究員

研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 保存修復科学研究室AF
研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 環境考古学研修室AF
研究員 白木 ひかる 文化財防災ネットワーク推進室 AF
室員 岡崎 卓巳 文化財防災ネットワーク推進室 室員
室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員
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令和元年度

推進室長 岡田 健 文化財防災ネットワーク推進室長

H31.4.1~R2.3.31

研究員 田沢 裕賀 東京国立博物館 学芸研究部長
研究員 冨坂 賢 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課長
研究員 和田 浩 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室長
研究員 矢野 賀一 東京国立博物館 学芸企画部企画課デザイン室長
研究員 六人部 克典 東京国立博物館 学芸研究部列品管理課登録室研究員
研究員 黄川田 翔 東京国立博物館 学芸研究部保存修復課環境保存室AF
研究員 朝賀 浩 京都国立博物館 学芸部長 H31.4.1~R2.12.31
研究員 栗原 祐司 京都国立博物館 副館長（学芸部長） R2.1.1~R2.3.31
研究員 羽田 聡 京都国立博物館 学芸部美術室長兼列品管理室長

H31.4.1~R2.3.31

研究員 大原 嘉豊 京都国立博物館 学芸部保存修理指導室長
研究員 降幡 順子 京都国立博物館 学芸部保存科学室長
研究員 近藤 無滴 京都国立博物館 総務課事業推進係AF（文化財情報システム担当）
研究員 中屋 菜緒 京都国立博物館 学芸部保存科学室AF
研究員 内藤 栄 奈良国立博物館 学芸部長
研究員 鳥越 俊行 奈良国立博物館 保存修理指導室長
研究員 三本 周作 奈良国立博物館 学芸部考古室研究員
研究員 佐藤 稜介 奈良国立博物館 保存修理指導室AF
研究員 小泉 惠英 九州国立博物館 学芸部長
研究員 原田 あゆみ 九州国立博物館 学芸部文化財課長
研究員 木川 りか 九州国立博物館 学芸部博物館科学課長
研究員 秋山 純子 九州国立博物館 博物館科学課環境保全主任研究員
研究員 小川 香菜恵 九州国立博物館 学芸部博物館学芸課AF
研究員 佐野 千絵 東京文化財研究所 保存科学研究センター長
研究員 久保田 裕道 東京文化財研究所 無形文化遺産部無形民俗文化財研究室長
研究員 二神 葉子 東京文化財研究所 文化財情報資料部文化財情報研究室長
研究員 林 美木子 東京文化財研究所 保存科学研究センターAF
研究員 佐野 真規 東京文化財研究所 無形文化遺産部AF（動態記録作成担当）
研究員 髙妻 洋成 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター長
研究員 脇谷 草一郎 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター主任研究員

研究員 村田 泰輔 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター遺跡・調査技術研究室研
究員

研究員 小池 伸彦 奈良文化財研究所 埋蔵文化財センター研究員
研究員 中島 志保 奈良文化財研究所 保存修復科学研究室AF

H31.4.1~R1.12.31
研究員 松崎 哲也 奈良文化財研究所 環境考古学研修室AF
研究員 上椙 英之 奈良文化財研究所 遺跡・調査技術研究室AF R2.1.1~R2.3.31
研究員 白木 ひかる 文化財防災ネットワーク推進室 AF H31.4.1~R2.3.31
室員 岡崎 卓巳 文化財防災ネットワーク推進室 室員 H31.4.1~R1.6.30
室員 古澤 誠 文化財防災ネットワーク推進室 室員 R1.7.1~R2.3.31
室員 木内 和子 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員 H31.4.1~R1.9.30
室員 山上 祐佳 文化財防災ネットワーク推進室 事務補佐員 R1.9.1~R2.3.31
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